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まえがき
自治会， nJJI司会， I日I会， I:R会，部落会などとよばれる近隣住民組織 1 (以
下，総称して「自治会jと表記)はiヨ本の人々にとって最も身近な社会集団
だろう。臼本中のほぼすべての市区間判.(98%以上 後述)2に存在し，総数
にしておよそ30万団体にものぼる 3。そして 人々の認識のうえでは約半数
が所属 4するとし，私たちの行った自治会調査や市区町村の調査では，仮に
名目的であったとしても地域住民の大半が加入している 50
しかしながら，一般市民の自治会に対する評価は必ずしも高いとはいえな
いかもしれない。また審議会や研究会などで研究者から投げかけられる声に
( 1 ) 自治会等の名称も多様であり，総務省調査 (r地縁による団体の許可事務
の状況等に関する調査結果j平成20年，これまでに 4由実施)では，自治会
41.8%，町内会22.7%，区13.2%，町会6.0%，部落会2.3%，区会1.4%，その
他12.6%である。その他に入るものとして，地区，集落，組，自治区，常会，
大字，自治公民館，振興会，親交会，公民館，契約会，班，管理組合などが
ある(第2章参照)。
( 2 ) 協力意向調査時点で対象となった総数1，843の市区町村ー 中， 14において
自治会等の存否不明， 7において Oであるとの自答を得た。 1980年に行われ
た自治省の調査においても， 3278自治体中， 8で0，7で把握なし・不明で
あった(杉田 1981: 37)。さらにさかのぼっていえば，占領終了後， 1956年
の時点で98%の市町村に存在と推定されていた(佐久間 1957: 30)。
( 3 ) 総務省調査(上記)によれば2008年現在で294，359，この調査での最大値
は1992年の298，488であった。第2章参照。
( 4 ) 1972年から選挙ごとに行われる「明るい選挙推進協会Jの標本調査 (r. 
-選挙についての意識調査.Dによれば，最高値は1986年の69.7%，2003年に
は58.8%，2007年には40.4%である。第 1章図 1-3参照。
( 5 ) 第3章参照。
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も否定的なものが多い。自治会に対しては，古い社会(特に，戦前に法制イと
された町内会・部落会，隣組)の名残りではないか，お年寄りだけが頑張っ
ている，市区町村の下請けばかりだ，募金や回覧板をまわすくらいで他は何
をやっているのかわからない，関わるのが面倒そう，衰退しつつある，とい
ったあたりが，人々が一般にもつイメージだと想像される(この推定自体，
しかし，筆者たちの経験やイメージの投影の側面もある)。確かに，個人主義
や私生活中心主義の傾向が進み，生活圏が広域イとした今日の社会では，以前
と比べ人々の地域社会や自治会等に対する関心は希薄になっているといえる
かもしれない。
他方で，現在，自治会に対する期待が高まっているのも事実である。 NHK
総合テレビの人気番組「ご近所の底力J(2003年 4 月~)では，介護の悲劇を
防ぐ，子どもが外で遊ばない，ゴミ出しルールを徹底する，大地震に備える，
泥棒に入られないなど，様々な地域問題が取り上げられ，それを解決するう
えで自治会を中心とする地域社会の取り組みに焦点があてられている 6。ま
た，内閣府の『国民生活白書jをみていくと， 2004年度版には「人のつなが
りが変える暮らしと地域一新しい f公共』への道J，2007年度には「つながり
が築く豊かな国民生活jと近年，人々のつながりや連帯が注目されているこ
とがわかる 7。こうした「つながりjによって，偶人では解決できない公共
問題を解決することができたり，人々が精神的にやすらぎを得たりすること
ができる。そして，つながりを築くうえで自治会など地域社会による活動が
非常に重視されているのである。 I
このような自治会の活動は，市民社会組織 (civilsociety organization)とし
ての諸側面を表している(辻中編 2002: 20-23 ; Pekkanen 2006=2008:第 4
章) 80 国家，市場，家族とは相対的に独立した市民社会領域では，個々の
( 6) http://www.nhk.or.jp/gokinjo/参照。このNHKのサイトは極めて有用な地
域社会問題(解決)のデータベースになっている。この番組はしばしばその
月の視聴率ベスト10(教育・教養・実用番組部門)に登場する。
( 7) http://www5.cao.go.jp/seikatsu/whitepaper/index.社ml参積。このサイトは
国民生活白書をすべて所jほしている。 2000年版 fボランティアが深める好
縁j2008年版『消費市民社会への展望jなどほとんどの年次が人々のつなが
りに力点をおいている。消防庁国民保護・防災部防災課 (2009) も参照。
( 8 ) 第 l章参照。辻中編 (2002: 20-23)，ペッカネン (2006= 2008 :第 4
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市民間の連帯を醸成したり，市民生活に必要な社会サービスを供給したり，
政治領域や経済領域と偲々の市民や家族を架橋することが期待されている。
特に，近年，財政難により行政サービスの供給が困難となっている現状をふ
まえると，社会サービスを供給する担い手として，市民社会組織に対ーする期
待は一層高まっている。そして，先にみた自治会による地域問題への取り組
みや，つながりを築く活動はまさに市民社会組織が果たすべき役割とされる
ものである。
以上のように，自治会をめぐっては一般的な認識と寄せられる期待にギャ
ップがみられ，現在も多様な評価がなされている。 歴史的に見ても，かつて
戦時体制下で法制化された経緯を踏まえて，様々な分野で戦後議論され続け
てきた。そして，自治会ほど主党誉褒反評価の分かれる集団は少ないとも言わ
れてきた(倉沢 2002: 31)。
もっとも，一口に自治会といっても，地域や組織によっておかれている状
況も異なるだろうし，その性格もずいぶん異なるものと考えられる。よくい
われるように，マンションなど集合住宅の増加する都市部では地域社会に対
する関心が希薄であり，自治会活動に対する人々の協力が十分に得られない
かもしれない。一方，村落部では住民の地域社会への関心は高くても，人口
流出が相次ぎ，自治会の組織としての活動基盤が損なわれているのかもしれ
ない。その他，一口に社会サービスといっても，地域によって求められてい
るものが大きく異なるだろうし，個々の住民である市民との関係，行政や他
国体との関係のあり方にも1葉々なパターンがあるだろう。
しかし，戦後，この多様な全患に30万近くある自治会に対して全国調査が
試みられたことはない。かつての自治省や総務省でさえ，全国の都道府県と
市町村への，つまりは役所への調査を行っているにすぎない。これまでの研
究者や評論家の自治会への議論は，一つないし少数の市区町村ーの事例での経
験や検討にもとづくものがほとんどであり，かりに比較研究であったとして
もせいぜい10前後の事例からの推論である。「日本のj自治会について議論す
るには事例の範囲が極めて限られているのである 90
章)も参照。
( 9 ) 私たちの研究は，後述のように各国比較を含んでおり，加の書物を予定
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そこで本書は，全1i1調査データに基づいて，地域や組織による桔違を加味
しながら，自治会の現状と市民社会組織としての諸側面を捉えることを試み
ようと思う。私たちの研究集団は 文部科学省科学研究費補助金特別推進研
究「日韓米独中における 3レベルの市民社会構造とガパナンスに関する総合
的実証研究J(平成17~21年度，課題番号 :17002001) に基づくプロジェクト
を開始し，その一環として日本の自治会の全体像を捉えるべく全毘調査を行
った。具体的には2006年度を中心に890の市豆町村の協力を得て，約 3万件
の自治会にアンケート調査を依頼し， 18，404件から調査票を回収した。こう
した自治会に対する47都道府県にまたがる全国規模での量的調査は日本で初
めての試みである100
本書の大部分はこの調査結果の報告と分析 それに基づく記述的な考察・
議論に費やされる。本書の分析から，今日の日本の多様な自治会組織の像を
できるだけ正確に描き出し 先にあげたような人々のもつ自治会に対するス
テレオタイプ化したイメージの当否をデータによって検証していきたい。ま
た，自治会という組織が高まる期待にどう応えているのか，または応えてい
ないのかを体系的に検討ーすることになる。
本書は，日本の市民社会組織のうち地域の自治会に注目するが，先にあげ
た特別推進研究は これ以外にも日本の市民社会の実態、競査(質問紙調査)
を複数行っている110すなわち 本研究である(1)自治会・町内会-区会など
の近隣住民組織，以外に， (2)NPO 法人(全数23，403送付， 5，118団体から回1又)， 
(3)社会団体 (NTT職業別電話帳に掲載されている経済団体，労働組合，公益
法人，市民団体などあらゆる非営利の社会団体，全数91，101送付， 15，768団体
回収)に関する調査を，いずれも2006年度に行った。また， 2007年度以降も，
(4)日本の全市区町村を対象に調査(1，827市区町村ーの 4部署に配布， 1 ，1l0~ 
1，179の市区町村からの回収)を行うとともに， (5)韓国， (6)ドイツ， (7)アメリ
カ， (8)中国の各国に対して同様に市民社会組織に関する調査を企画し，これ
している。また Readand Pekkanen eds. (2009)を参照。
(10) 後述，第 1章の方法論を参照。コードブックは辻中編(2009a)を参照。
(11) 調査の報告書Aは複数発行されたし，今後も発行する。辻1:j:J・森編 (2009)， 
辻中・伊藤編 (2009)を参照。
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までにドイツ，韓国では完了し，アメリカ，中国では，一部を遂行し， 2009 
年度も継続して実施中である。
地域で活動する自治会をはじめ多様な組織を対象として，なぜ私たちは執
効に日本の市民社会を多面的な角度から探索し，また各国と比較しようとす
るのか。本書のもとになった特別推進研究の狙いとして 共著者のひとりは
このように述べている。
日本は，先進国最小の政府公共部門を持ちながら，一方で世界第二の経済
規模を維持しつつ，他方で世界最悪の累積赤字に悩むといった極端な正と負
の側面を呈している。また阪神淡路大震災におけるボランテイア活動にみら
れるように活発で自発的な市民(近隣組織)活動が注目される反面， NGO・
NPOの組織的基盤は国際的に見て脆弱である。日本はアジアで最初に近代
化に成功し民主主義政治体制を定着させた国であるが，他方で極めて長期に
亘り保守政権が継続し，政権交代は90年代の一時期を除いて行われていない。
このように呂本の政治と市民社会の関係はある意味で、パズ、ルに満ちている。
そのため毘際比較によって，実証的に日本の市民社会構造を位置づけ，市民
社会と政j奇，政党やガパナンスとの関係の解明を行うことが日本社会・政治
のパズ、ルを解くことになるのではないだろうか(辻中編2009aIはじめにJ)。
日本の I[主!家の形Jを矢口るためのひとつの方法，それが国家と対になって
いる市民社会を描く(記述し比較し特徴づける)ことである，市民社会を描
くことはその形に影響を与え 市民社会と相互作用する臣家自体を描くこと
になる，と私たちは考えている。そしてその日本の市民社会の中で，国家と
の関係が重要な位置を占めるのがこの自治会に他ならない (Pekkanen
2006=2008; Pekkanen 2009も参照)。
本書のもととなる白治会調査および本書の執筆に際して，多くの関係者，
研究者，スタッフの助力を得ている。
まず，プロジェクト自体を可能とした文部科学省の関係者各位(特に審査
や毎年の進捗状況評価に当たった審査部会の構成メンバー，担当学術調査官
である鈴木基史氏，増山幹高氏，研究振興局学術研究助成課)に感謝したい。
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同様に現在の担当である日本学術振興会の関係各位(審査部会の構成メンバ
ー，研究事業部)にも感謝したい。これは資金面ではいつまでもないが，加
えて毎年の研究実地審査，進捗状況審査，中間評価などでの厳しい研究コメ
ントは，学術的な面から私たちに，熟考・再-考を促し，いくつかの重要な修
正や誠査や分析の新展開を導いた。心から感謝申し上げたい。
さらに，研究スペースや関連研究への助成を惜しまなかった筑波大学にも
心から感謝申し上げたい。関連研究プロジェクトとしての筑波大学「比較市
民社会・国家・文化j教育研究特別プロジェクト以来 この特別推進研究に
対しても，岩崎洋一(前)学長を始め，多くの関係者から一貫して物心両面
での暖かい支援を頂いている。
大規模調査は，それに丁寧に答えてくれる調査対'象組織の皆さんなしには
成り立たない。本研究には，既に触れたように全国1，843市i豆町村(調査時
点)全体に協力を要請し， 1，659市区町村から準備段階での協力を得，質問紙
調査自体には890の市区町村の協力を得て 18.404自治会から回答を得ている。
つまり，万単位の人々，関係者の方々に参加協力していただいたことがわか
る。心から感謝申し上げたい。
特別推進研究の正式メンバー，森裕城，崖宰栄，坂本治也，ノト鵠華津子，
坪郷寅，大西裕，波多野澄雄，伊藤修一郎，竹中佳彦，近藤康史，ティムー
ル・ダダバエフの諸氏に感謝する。また各国の協力メンバー， Gesine 
Foljanty-Jost，廉載鋳，李景鵬， Yuan Ruijun， Chu Songyan， Steven Rathgeb 
Smith， Joseph Galaskiewicz， Susan J. Pharr， T.J. Pempel，さらに国内の協力
研究者，大友貴史，三輪1専樹，横山麻季子，平井由貴子，i賓本真輔，京俊介，
久保慶明の各氏に感謝する。
とりわけ，プロジェクト全体の統括および自治会調査の実施にあたっては，
同僚の経宰栄講師(筑波大学)の力に負うところが大きい。崖氏の優れた調
査遂行能力なしにこれほど複雑で大量の調査を成功させることは全く困難で
あった。彼の自治会調査への貢献は極めて大きい。 心から感謝申し上げたい。
調査当時非常勤職員であった近藤汎之氏には調査実施にあたり苦労をかけ
た。また，本書の完成に直接努力してくれたのは現在の非常勤職員である佐
々木誓人氏である。多くの図表や資料は彼の手による成果である。両氏にも
心から感謝する。またプロジェクト全体の運営にあたる舘野喜和子，安達香
織， (現在の非常勤職員)，また東紀慧(元)研究員，原信田清子，栄門琴音
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(以上，元非常勤職員)の日々の努力にも心から感謝する。
さらに，極めて多忙な実務の時間を割いて，最終の草稿を自治行政の専門
家の立場から通読し，コメントとともに誤りをご指摘いただいた幸田雅治氏
(消防庁国民保護・防災部長，当時)にも感謝したい。
最後にプロジェクト全体のいわば非公式の顧問として，日々何気ないこと
ばでではあるが的確にご指導しEただいている村松岐夫先生に感謝ーしたい。結
果的に総務省のご協力はいただけなかったが，訴査方法に悩む小生たちと一
緒に総務省まで足を運び¥またどうせやるなら 8箇所とか16笛所(都道府県)
ではなく全屈でしたら，と背中を強くおして下さった。その変らぬ学患に心
から敬意を表しつつ，本書を捧げたい。
2009年5月末日
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第 1章 日本の市民社会における自治会
自治会のような近隣住民組織は，地域住民から構成される組織であり，日
本全国のほぼすべての地域に存在する。そして，地域住民の親睦，住民生活
に必要なサービスの提供，市区町村 1による政策執行の支援，市区町村に対
する地域の要望の伝達なとな多様な活動を行っている。地域社会で人々が生活
するうえで，相互に全くの無関心でいることはできない。自治会の活動は，
地域住民の簡を取り持ちながら，住民生活を円滑1こ保つために重要な役割を
果たしている。
このような自治会の働きは，市民社会組織 (civilsociety organization)の果
たすべき役割として期待されるものである。市民社会については多様な定義
がなされている。しかし，国家(政治領域)，企業(経済領域)，家族とは異
なる領域であり，そこに存在する多様な団体-結社が重要な機能を果たすこ
とについては，多くの論者に共通している (Diamond1994 ;辻中 2002a，b ; 
Schwartz 2002， 2003 ;山口 2004など)。そして，市民社会領域の団体・結社
には，個々の市民間の連帯を醸成したり，市民生活に必要な社会サービスを
供給したり，政治領域や経済領域と個々の市民や家族を架橋することが期待
されている。
本書では，全国調査データの分析をとおして，自治会が市民社会において
上記の機能をどの程度果たしているのかを明らかにする。また，自治会のも
つ機能が地域や団体の特徴によって相違があるのかなどを検討する。これら
( 1) I地方自治体Jという表現が用いられることが多いが，自治会と混乱を招
きやすいため，本書では原則として「市区町村Jという表現を用いる。
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の分析を通して，日本の市民社会を支える組織としての自治会がもっ意義を
明らかにする。
1.自治会とは
まず，自治会とはどのような組織なのだろうか。本書では，ペッカネンの
定義に基づいて調査研究を進めている。
自治会とは一定範囲の地域(近隣地域)の居住者からなり，その地域にか
かわる多様な活動を行う組織 (Pekkanen 2006=2008 :原著 87)
この定義は，これまでの自治会に関する様々な議論とも共通するものであ
る。まず，自治会は一定範囲の地域に存在し，さらにいえばその地域を排他
的に独占している(鳥越 1994;倉沢 1990，2002)。つまり，ある自治会の存
在する範囲には他の同種の団体は存在せず，その地域を代表する団体という
ことができる(中田編 1996)。その範囲に住む住民は同じ地域に居住するこ
とによって，その地域にかかわる様々な問題や関心事を共有する。そのため，
住民が相互に協力してこれらに対処していく必要が生じる。 地域に関わるこ
と全般であるために，原則として住民全員の世帯単位での加入が求められる
(中村 1965;鳥越 1994;倉沢 1990，2002)。このような自治会組織の特徴を
岩崎(1989)は「住縁アソシエーションjという概念によって端的に表現し
ている(岩崎 1989:8 -11)。
自治会はこうした地域住民の参加を得て，地域社会に関わる様々な活動
(住環境の整備，住民間の親睦活動，安全や福祉といった地域の抱える問題へ
の対処など)を行っている。この点については，従来から自治会の多機能性
や包括性として指摘されてきた(中村 1965;鳥越 1994;倉沢 1990，2002)。
このような自治会の社会サービス供給活動の中には，市区IlJ村と連携して行
ったり，受託業務として行われるものもある。また，そうでなくても市区町
村の支疑を受けて，行政サービスでは手の届かない部分を補完する役割を果
たしているものもある。このような社会サービスの供給活動ばかりでなく，
自治会では地域の要望をとりまとめて市区!llT村に対して伝達することも行わ
れている(高木 1960;上田 1989)。
以上のように，自治会は多くの地域住民の加入からなっている。また，地
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域住民の生活に必要な社会サービスを供給し，さらに市区町村と密接な相互
関係を形成し住民との間を取り持っている。このようにみると，自治会とい
う組織は日本社会にとって不可欠なもののように思われる。
しかし一方で，自治会が衰退しているという指摘もよく障かれる。現代社
会では個人主義化が著しく進んだことにより地域社会への関心が薄れ，自治
会への加入率が低下している。また，高齢化が進むことで自治会組織の活動
的な担い手が不足しており，実質的には機能を低下させている。こうした指
摘は都市部においてよく聞かれるものだが，ゴi三都市[j守な地域にも当てはまり
うる問題である。さらに， 1村部においては，人口の過疎化と高齢化があい
まって，地域社会生活の存続すら危ぶまれる限界集落 2の存在が指摘されて
いる(大野 2005)。こうしてみると，自治会がもはやト分に機能していないと
いう可能性も考えられる。また，一口に自治会といっても全国各地におよそ
30万も存在し，置かれている社会経済的環境も異なれば，組織の性格や活動
内容も異なるものと考えられる。
本書では，これらの点をふまえて，現在の自治会がととのような特徴をもっ
組織であり，どのような活動を行っているのかという実態を全国調査データ
に基づいて示していく。自治会を対象とした調査研究は これまでも様々な
かたちで、行われてきた 3。しかし，多くの個別調査の蓄積があるものの，総
務省、(自治省)など公的機関を含めて全国の自治会を対象とした包括的な実
態誠査はこれまで行われていない。本書では，日本全国を対象とした自治会
に対する質問紙調査データを用いて，現在の自治会の実態を描き，さらに市
民社会組織としての機能を析出することを試みる。
( 2 ) 大野によれば，限界集落とは， 165歳以上の高齢者が人口の50%を超え，
独居老人世帯が増加し，このため集落の共同活動機能が低下し，社会共同生
活の維持がi召集Ií~な状態にある集落J である(大野 2005 : 23)。
( 3 ) 特定の地域や特定の自治会に対ーする調査報告については，村松編(1976)
による京都，野没(1991) による向山，菊池-江上(1998)による全国の活
発な自治会，東北都市社会学研究会 (2006)および伊藤 (2005)による仙台
における調査などがある。
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2. 日本の市民社会と自治会
2. 1.市民社会とガパナンス
実際の分析に先立って，まずは日本の市民社会について確認し，その中で
の白治会の位霊づけについて検討しよう。
先にも述べたように市民社会は多義的であり，定義をめぐる論考は枚挙に
いとまがない 4。しかし，本書は市民社会の定義を論じることを呂的として
いないので，経験的分析への適用のしやすさという点を勘案して Schwartz
(2003)の定義を採用することとする。彼は市民社会を「家族と政府:の中間的
な領域であり，そこでは社会的アクターが市場の中で利益を追求するのでは
なく，また，政府の中で権力を追求するのでもない領域Jと定義する
(Schwartz 2003: 23)。
図1-1 市民社会の概念aJ
図 1-1は，このような政治
や経済と一線を画する市民社会
領域の領域を表している 5。そ
の中でも，政府との相違を明確
にするために N.GO(非政府組
織)が位置づけられ，営利企業
(市場)との相違を明確にするた
めに N.PO (非営利組織)が位
置づけられる。さらに，家族な
ととの親密圏との相違を明確にす
るために非私的組織 (N. 10， 営利
企業
政府
家族 Non Intimate Organization)が位
置づけられる。これらの組織か
( 4 ) 特に，日本における市民社会概念の受容と展開を扱ったものとして山口
(2004)がある。ただし，辻中 (2002)や山本(1998)が指摘するように，日
本における「市民社会jという概念の用いられ方は価値的であり，経験的分
析に適合させにくい。 Tsujinaka(2009)も参照。
( 5 ) このliQ式は重富 (2002)を参考に作成した。この他，ペストフ(1998=
2000)などでも!可様の図が用いられている。
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らなる市民社会領域では，公共の利益のために様々な活動が展開される。
前述のように，市民社会領域における組織には次の3つの機能が期待され
ている。第 lに，社会関係資本 (socialcapital)の醸成である。社会関係資本
とは信頼，互関性の規範，ネットワークからなる複合的な概念であり (Put-
nam 1993， 1995， 2000) ，社会的パフォーマンスを高める要因として注目され
ている (Knack2002 ;内関府国民生活局編 2003;山内-伊吹編 2005;坂本
2005 ; Nishide 2009など)。そして，このような社会関係資本の形成にとって
組織の果たす役割の重要性が幾度も指摘されている (Putnam1993， 2000; 
Nishide 2009など)。市民が様々な組織に積極的に参加することにより，そこ
で、の活動を通して信頼や互酬性の規範意識が形成される。
第2に，社会サービス(広義の公共サービス)の供給である。現代社会の
最重要課題の 1っとして，誰が社会サービスの担い手になるのかを挙げるこ
とができる(辻中ほか 2007)。深刻な財政難により毘家や地方政府が公共サ
ーピスをト分に供給できず，グローパルな市場競争の激化により企業も福利
厚生を充実させることができない。また，家族形態の多様化や個人主義化に
より，家族のみで生活を支えていくことにも限界がある。そのため，市民の
連帯からなる市民社会の組織への期待が高まっている(篠原 2004;山口 2004;
神野・ i宰井 2004など)。
第3に，アドボカシー(政策提言)である。市民社会における組織は市民
の声を代弁して政策提言を行う (Andrewand Edwards 2004)。様々な利害関
心をもとに結成された団体が主張や要求を表明することにより，民主的な政
治・社会の運営が行われる。そして，こうしたアドボ、カシー活動は，政治領
域と市民社会領域の接点に位置するものである。
このような市民社会の機能は，現代社会において，ますます重視されるよ
うになった。その背景には，福祉国家体制では財政難や新しい社会的リスク
への対処が困難となり，政府の統治能力が低下したことを挙げることができ
る (Pierreand Peters 2000 ;神野・湾井 2004;宮本 2005)。そのため，政府
の他に，m民社会組織をはじめ政治，経済，家族の各セクターのアクター(ス
テークホルダー，利害関係者)1号の連携，協調，妥協，対立といった*13互作
用(相互訴整coordination)によって社会を運営していくシステムが求められ
る。このようなシステムカ0;-IガJ'{ナンスjとH乎lまれるものである 6 (Rhodes 
1997; Pierre ed. 2000 ; Stoker 2004 ;神野・ i宰井編 2004など)。
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ガパナンスといっても，コーポレート・ガバナンス，グローバル・ガバナン
スなとマ様々なレベルのガパナンスがあるが，地域社会におけるガバナンスは
ローカル・ガバナンスとして論じられている (Stoker2004; Denters and Rose 
eds. 2005 ;山本編 2008; LI本 2009など)。さらには，コミュニテイ・ガパナ
ンス (Stoker2004;山本啓 2004)やネイバーフッド・ガバナンス(山本 2009)
などという概念も提唱されている。いずれも，地方自治体，地域住民，企業，
市民社会組織などの利害関係者とのネットワークや相互関係に基づく地域社
会の政策決定や問題解決を表している。
Stoker (2004)はイギリス社会を念頭に，ローカル・ガバナンスについての
体系的な議論を展開している。地方政府ーが独占的に公共サービスを担ってい
た時代から， NPM (New Public Management)のように地方政府に顧客主義
や成果主義が導入された時代を経て，ネットワーク化されたコミュニテイ・
ガパナンスの時代に移行しつつあると論じる。そして，第3期のコミュニテ
イ・ガバナンスにおいては，公共サービスの提供にコミュニテイが参加し，
コミュニティ自身が必要とする諸問題の解決にウェイトがおかれる。また，
利害関係者である各種のアクターが意思決定に参加し，合意形成することが
重視される。こうした特徴はイギリスに限ったことではなく，ポスト福祉国
家社会全般に当てはまるものだと考えられる。
百本の地域社会においても，地方分権改革の流れと地方自治体の財政逼迫
の中で，地方公共団体による団体自治から住民の手による住民自治へという
機運が高まっている(斎藤 2007)。その一環として，株々な市民団体なととの地
域活動，行政と住民との連携や協働とこれらに伴う制度主主備が模索されてい
る(武智嬬 2004;牛山 2007; ~J~ 員編 2007 ;山本編 2008など)。例えば，行
政が業務の一部を委託することにより団体が政策執行の担い手となることや，
政策過程に市民の声を反映させるためにパブリックコメントなどの制度を整
( 6 ) ガパナンスについては，この他にも様々な定義がなされている。ローズ
(1996)はガバナンスの用法として，コーポレート・ガパナンス(ネ米主，消
費者など利害関係者それぞれの立場による規律づけ)， NPM，世銀などが提
唱するグッド・ガパナンス，国際的相互依存と政府の空洞化，社会サイパネ
ティクス・システム (Socio-CyberneticSystem)，自己組t設的なネットワーク
の6つを挙げている。この中で本書の立場は 主体関のネットワークとして
ガパナンスを用いる立場に位置づけられる。
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備することなどが行われている。また，行政運営の効率化のために市IlT村合
併が進められたが，合併市町村の範閣が広くなった分，地域ごとの住民の主
体的な運営が求められるようになった。そのため，地域自治区や地域協議会
などを設置し，新たな取り組みを行う市町村eもみられる(岡田・石崎編 2006;
坂口 2008)。こうした背景から，地域社会においては，様々な毘体の相互関
係からなるローカル・ガバナンスが注目されている。その中の重要なアクタ
ーとして，従来から日本の地域社会にあまねく存在し，地域住民の生活の維
持・向上のために活動してきた自治会に期待が集まるのである。
2. 2.日本の市民社会
ここでさらに， 日本の市民社会領域における諸組織，団体-結社について
考察し，さらにその中に自治会を位置づけてみよう。 図1-2は，日本の主
要な市民社会組織の分布を示したものである(初出は辻中・森 1998)。図で
は，公共・公益的であるか営利的であるか，財屈としての性格をもつのか組
合としての性格をもつのかによって各組織を配置している。また，太枠は法
人の概念，継い点線枠は税制上の概念を表し，太い破線枠は市民社会組織の
存在しうる領域である。このうち，学校法人，医療法人，一部の社会福祉事
業体を除くものを我々は市民社会組織と考えている(辻中・森 1998;辻中
2002b ; Tsujinaka 2003) 7 0 このような団体は自本全国で約80万団体 (803，519
団体)にのぼる。本書が取り上げる自治会など近隣住民組織は，一部に認可
地縁団体として法人格を得ている団体 (35，564団体)も含め日本全国で
294，359団体存在する(総務省自治行政局行政課 2008)。データ・ソースが異
( 7 ) 市民社会組織の境界という問題は相当複雑である。国家・政府との境界，
企業との境界，家族との境界，それぞれ単純ではない。 Pekkanen(2006= 
2008)では労働組合や経済・業界団体，協同組合など市場関連組織を市民社会
組織の対象から外していた。市民社会にはいうまでもなく「公式組織jとし
ては把握しにくいがさかんに活動する市民運動やボランティアなどの柔らか
な集屈が相当数存在する(町村編 2009)。また地域社会にも，自治会のほかに
子ども会(1375)や老人会 (1575)，婦人会，消防団などがおよそ6075団体
存在する (Pekkanen2006= 2008: 53)。このようにどこに組織の基準を置く
かで、市民社会組織の数には相当の違いが生じる。本書の定義も一種の操作的
な作業上のものであり，数値もあくまで主要なものの数である。
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図 1-2 制度からみた日本の市民社会の団体地図 (2004-08年)
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なるために安易な比較はできないが，団体数でいえば自治会は日本の市民社
会で最大領域だといえる。
また，日本で市民社会が注目されるようになったのは， 1995年の阪神・淡
路大震災以降の様々なボランティア活動や市民活動の活発化である。このよ
うな市民活動は， 1998年の特定非営利活動法人法 (NPO法)制定により，法
人格というかたちで政府から認証を得ることができるようになった。 2009年
1月末時点ではNPO法人の数は33，389であり，団体全体からみるとあまり大
きなウエイトを占めているわけではない。しかし， NPO法制定以降，その数
は増加の一途にあり，市民社会の担い手として確実に成長している 80
さらに，市民社会組織への加入率についてみていこう。 図1-3は，明る
い選挙推進協会の調査に基づいて， 1972年から2007年までの様々な市民社会
組織への加入率の推移を示したものである 9。近年になって減少傾向にある
とはいえ1O，自治会への加入率が群を抜いて高いことがみてとれる。自治会
図 1-3 市民社会組織への加入率の推移
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( 8 ) もっとも，法人格を得ていない市民活動団体も相当数に存在することに
は注意が必要である。しかし，これらの団体の総体を把握できるデータは現
存していない。
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は全世帯加入が原別とされてきたことをふまえると，個々人の加入率は必ず、
しも高いということはできない。しかし， 90年代半ばまで6割以上が加入し，
現在もなお 4割が加入しているというのは世界でも例を見ない高い割合であ
る (Pekkanen2006=2008: 54-55)。
このように，日本においても数多くの市民社会組織が存在し，公益活動に
従事している。その中でも自治会は組織数においても加入率においても最大
規模のものであり，日本の市民社会を捉えるうえでは欠くことのできないも
のである。
ここで，自本の市民社会の特徴について論じた研究を概観しておこう 110
市民社会領域や非営利セクターの国際比較研究では，日本の市民社会の「弱
さjがつとに指摘されてきた (Curtis，Grabb， and Baer 1992; Salamon et al. 
1999; Yamamoto ed. 1999) 0 
ペッカネンは，日本の市民社会は毘体数が多く，個々の市民による母体参
加も多いことから，豊富な社会関係資本の存在を指摘する。しかし，全般に
地域レベルで活動する小規模な団体が多く，専従スタッフを雇用して政策決
定に影響を与える団体も少数にとどまっていることを指摘する (Pekkanen
2003，2004，2005，2006=2008)。そして，このような特徴を指して， I政策提言
なきメンバー達 (membershipwithout advocacy) Jと呼ぶ (Pekkanen2006こ
2008: 20) 12。つまり，日本の市民社会組織は社会関係資本を醸成し，共同体
( 9 ) データの出所は， I:y~ るい選挙推進協会「選挙の意識調査J ホームページ
(http://www.akaruisenkyo.or.jp/066search!index.html)。なお，選挙に関する調
査であるため，調査時期は選挙が実施された年となっており，不定期である。
(10) 近年になって加入率が減少していることはやはり見逃せない点である。
これについては，自治会組織および市区間判カ、らみた加入率を示しつつ，社
会関係資本の問題として4章で検討する。
(11) このほか，儒教の影響など文化的側面から日本の市民社会を特徴づける
議論もみられるが (Haddad2007など)，本書の分析では十分に取り扱えない
ので考慮の外とする。また，日本の自治会を対象とした海外の研究はそれほ
ど多くはないが， Dore (1958)やBestor(1989)などの優れた作品がある。
(12) この表現は， Skocpol (1998)がアメリカの市民社会を称した「メンバーな
き政策提言 (advocacywithout membership) Jに対して日本の市民社会の特徴
を言い表したものである。 Skocpol(1998)によれば，アメリカでは専従スタ
ップを多く抱え，アドボカシー活動に特化し，一般メンバーが活動に参加し
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を維持することで民主主義を支えているが，公共領域のあり方や政策決定に
は影響を及ぼさないのである。そして彼は，日本の市民社会のこのような特
徴を，政府'による市民社会組織に対する規制の強さによるものだと主張する。
日本では法人格の取得が難しいうえに，法人に対ーする監督が厳しい。さらに，
他の先進民主主義国と比べても法人に対して税制面で優遇されていなし 3。こ
のような規制枠組みが大規模な政策提言型の団体の成長を阻害してきたので
ある。
以上のような日本の市民社会に対する政府の「強さJは， r最大動員システ
ムjと特徴づけられる日本の行政システムの特徴にも表れている(村松 1994)。
ただし，この最大動員は政府の「弱さjに起因する。最大動員とは行政が利
用できる社会的リソースをできるだけ能率的に使用するシステムであり，そ
のために市民社会組織をも含むネットワークを形成して行政の諸事業を遂行
するのである。これにより，日本の行政は公務員数，財政規模，権i浪といっ
た点で国際的にみてきわめて小さいと位置づけられながら，事業範囲を狭め
ることなくその業務を遂行することができた。ただし，市民社会組織が行政
を補完するために，政府と市民社会組織のi習の境界が不明確である(伊藤
1980 ;武智 1996)。また，政府優位で不平等な権力関係にあるとの指摘もな
されてきた(武智 1996)。このように，小さな政府において市民社会組織と
密接な関係を構築して効率的に行政事業を遂行してきたために，日本の市民
社会は政府の影響が強いとされるのである。
しかしながら，市民社会組織の側からみると，このように行政からの影響
が強いことに対する批判は多い。こと自治会に関して，行政に主導され戦時
体制jへ組み込まれた経験をもつこともふまえて，行政の下請けや末端組織と
論難されることもある(松下 1961;秋元 1971，1990;松野2004など)130 し
かし，行政と市民社会組織が密接な関係にあることによって効率的に社会サ
ービスが供給されてきた。そして，間際的にみれば弱いかもしれないが，社
会サービスの執行を行う代わりに，市民社会組織の主張や要望が政策過程に
ていない市民社会組織が増えている。
(13) もっとも，国際比較の観点からは， Pekkanen and Read (2003)によって，
キューパ，韓国，ベトナム，インドネシア，中国などの住民自治組，織と比べ
て，日本の自治会はより高い自主性をもっていることが指摘されている。
第n転 日本の市民社会における自治会 29 
反映されてきた。
このような市民社会組織はリードとペッカネンが主張する「行政と市民を
媒介する市民社会組織 (straddlingcivil society) J (行政媒介型市民社会組織)
ということができる (Readwith Pekkanen 2009)。この straddleという言葉は，
橋などが両岸に跨る，また(俗語として)二股をかけて賛否を明確にせず日
和見をする，という意味の単語であり， 2つの世界の両方に足をかけている
状態を示す。つまり，ある種の市民社会組織が，政府と市民・住民の2つの
世界に両属しており，一方で団体のメンバーである市民のために活動しつつ，
他方で行政と連携しつつ円滑な政策遂行に協力し，自らの主張を伝達してい
ることを特:徴づけるのである。そして，地域住民と市区町村-とのi習をとりも
っ自治会の活動は，まさに行政媒介型市民社会組織だということができる。
本書で私たちが行おうとするのは，自治会が実際にいかなる媒介を果たし，
そして自治会とは，いかなる市民社会組織であるか，その実態を正確に示す
ことに他ならない。
3.分析の視角
3. 1.注目すべき自治会の諸側面
それでは，自治会のどのような側面に注自して分析を行うのかを確認して
おこう。本書では，自治会の組織や活動について，次にあげる 5つの側面を
取り上げて検討していく。それは，社会関係資本 (socialcapital，ソーシャル
・キャピタル)，自治会と他国体との相互関係，自治会による社会サービス供
給活動，自治会と市豆町村との協働，自治会による政治参加である o .L-:J、下，
本格的な分析に先立って，それぞれについて簡単にふれておこう。
第 lに，社会関係資本である。市民社会組織には社会関係資本を醸成する
機能があることが指摘されている。すなわち市民が様々なアソシエーション
に積極的に参加することにより，そこでの活動を通して信頼や互酬性の規範
意識が形成されるのである。これについてはコミュニティ組織においても同
様の機能をもつことが指摘されている (Bowlesand Gintis 2002; Silverman ed. 
2004など)。
B本の地域社会を支える自治会は，社会関係資本を醸成する場だと考えら
れる (Pekkanen2004，2005，2006=2008)。前述のとおり，自治会は地域社会の
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住民によって構成される組織である。したがって，自治会組織のパフォーマ
ンスは住民間士の人間関係に大きく依存する。住民間に円滑で密接な人間関
係が形成されており，相互に協力的であるほど自治会は多様な活動を行うこ
とができる。その一方で，自治会の活動において地域住民が共同作業する過
程で，信頼や互酬性の規範を伴う良好なネットワークが形成される。このよ
うな社会関係資本が形成されることで，住民は自分たちの生活に関わる様々
な問題に対して共同で取り組むことができるし，地域コミュニティ内の意思
疎通を円j骨にする。
第2に，他!主体との相互関係である。自治会を取り巻くネットワークには，
内部の住民間関係ばかりでなく，自治会と地域に存在する多様な団体という
団体単位でのつながりもある。市民社会領域における様々な団体の活動に期
待が寄せられている3)7.在，これらの団体がととのように連携しているのかは注
目すべきポイントである。また 前述のように地方分権改革や市IHJ村合併に
伴い，地域自治組織が結成されたり，団体問の相互連携の機会が用意される
ケースがみられる。
地域社会には自治会ばかりでなく，子ども会，老人クラブ，婦人会，青年
団といった地域住民の性別や年齢からなる毘体，あるいは消防団，体育協会，
社会福祉協議会，防犯協会， PTAといった特定の目的に基づいた既成の団体
がみられる。また，近年ではまちづくりや地域福祉などを行う NPOや市民
団体の活動も盛んである。このように地域社会あるいは!ll]γ刊士会では，多様
な団体が相互に連携しながら活動を行っている。
特に，近年の市民団体やNPOの台頭を受けて，これらの図体と自治会との
関係がより注目される(植野 2000;山間 2004;石原 2004)0NPOには地域
福祉やまちづくりなどの活動を行うものが多く，地域社会で、自治会と関わり
あうものも多い。自治会と NPOでは組織の性格が異なるため難しい点もあ
るだろうが，それぞれの特色を活かして連携することに期待がもたれている。
第3に，社会サービス活動で、ある。前述のように，市民社会やガパナンス
に注目が集まる背景には，誰が社会サービスを供給するのかという問題意識
がある。福祉国家，行政国家においては，市民・住民への社会サービスの提
供は，もっぱら行政によって独占的に行われるものだった。しかし，冒頭で
も述べたように，近年の社会状況から，市民社会領域による社会サーピスの
供給に期待が寄せられている。
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自治会は従来から地域住民の生活上の必要に応じて様々な活動を行ってき
た。地域の清掃活動や生活道路の管理といった住環境の整備，祭りやレクリ
エーションなととの親睦活動，高齢者の介護や児童教育なととの住民ケア，防犯，
妨災，消紡などの地域安全活動など実に様々な活動がある。こうした活動が
実施されることによって，地域社会は良好に維持されている。こうした活動
は行政サービスと重なるものも多いが，自治会は行政サービスのみでは十分
に行き届かない部分を補完したり，行政では対処しにくい地域特有の問題に
取り組むことができる。このように自治会は，地域の実情に応じて自律的に
社会サービスを供寺会しているのである。
第4に，市[RI町村との協力や連携である。市民社会組織による社会サービ
スの供給といっても，当然ながら市民社会領域に限られた問題ではない。依
然として政策執行の主体である政府や市区向。村とは相互に関わりあっている。
そして，市区mT村の政策執行を支援したり，政策を補完したりしている。そ
の一方で，市!玄IlT1;iー からは補助金などのかたちで自治会活動への支援もなさ
れている。 J歪史的経緯からみても，自治会と市区町村とは密接な関わりをも
ってきた。前述のように，こうした両者の相互関係は， Read with Pekkanen 
(2009)がいう「行政媒介型市民社会組織Jとしての特徴を表している。そし
て，こうした政治領域と市民社会領域との接点は，市民社会論やガバナンス
論，あるいは日本政治・行政研究の重要なポイントである。
第5に，政治参加である。 前述のように，市民社会組織の重要な機能とし
て挙げられるのがアドボカシーである。市民の利害を代表する団体が意思決
定に利害関係者として参加し，公共的な事柄に対して合意形成を行うことが
民主主義の強化につながる。 地方分権により地域の自主的な運営が求められ
る昨今では，住民-市民が政策形成過程に参加し，自らの意思を反映させる
ことがますます重要となる。自治会は原則として地域内のすべての世帯が加
入することになっており，地域を代表する組織とみなされてきた(中田編
1996， I宇宙 2007)。そして，これまでも市区時干すに対して地域問題について
の要望を伝達してきた。自治会はこの点においても，政治・行政と市民・住
民をとりもつ「行政媒介型市民社会組織jなのである。
3. 2.分析の視角
それでは，以上の 5つの側面をどのように分析していけばよいだろうか。
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ここでは次の 3つの視角を提示しておく。
第 1に，自治会の属性や地域による相違である。 日本全国に存在する自治
会は，その地域によって大きく異なる。例えば，都市部では人口の流動性が
高く，住民の地域に対する関心、が希薄であるために協力が得られず，自治会
の機能が低下しているかもしれない。その一方で，村落部では古くから住む
住民間士のつながりは濃く，住民が自治会活動に協力的と考えられる。また，
自治会が戦時体制に動員されたことなどをふまえると，いつ発足したのかに
よって，組織の特徴や行政との関係が異なるものと考えられる。
第2に，社会関係資本である。前述のように，これ自体が本書で着目する
自治会の一側面である。しかし，社会関係資本は単に住民同士のネットワー
クや信頼を表すだけではなく，社会的パフォーマンスの向上につながる点が
注呂されてきた。 住民間士の関係が良好で，信頼や互酪i性の規範があるほど
集合行動への協力を促進することから，自治会の社会サービス活動やアドボ
カシー活動の基礎となるものだと考えられる。
第3に，政府(市!豆町村)による自治会に対する政策である。 lw述のよう
に，日本の市民社会は政府からの影響が強いとされてきた。自治会に関して
も行政の下請けと言われるほどに市豆町村との関係が密接である。こうした
関係は地域社会の変動過程や地域政策によって歴史的に形成されたものであ
り，本来であれば，そのプロセスを丹念に追っていく必要がある。しかし，
本書ーはあくまで現在の一時点における調査データに基づく議論なので，こう
した課題に十分に取り組むことができない。
しかし一方で，市区町村ーからの補助金-資材の提供や情報の提供などの支
援が，自治会活動にどのように影響しているのか，自治会の行政依存はどの
程度強いのかなどについては，自治会ごとの特徴を加味しながら考察するこ
とができる。このような綴点から，市民社会組織としての自治会の自律性の
程度や，日本の市民社会領域と政治領域との関係を解明していく。
4.調査の方法
本書の議論の大部分は自治会に対する全面調査データの分析で、占められる。
ここで調査の概要について簡単に触れておこう(表 1-1参黒人詳細な調
査のプロセスは，巻末の付録 1i調査実施のプロセスjおよび辻中編 (2009a)
を参照されたい。
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本調査の名称、は 表 1-1 調査の概要
irn内会・自治会な
ど近隣住民組織に
関する全毘調査j
である。ただし，
以後，本書におい
ては単に「自治会
諦査jとのみ称す
る。特にことわり
がない限り，本文
中における「自治
会調査jはすべて
この調査を指して
いる。
。自治会誤査
調査期間
方法
抽出法
配布サンプル数
回収数
IilJ!:)Z率
。市区町村謂査
調査期間
方法
抽出法
2006::r，8月-2007年2月
全国の市区間ー村 (890)に諦査協力を依頼した上で，
(1)市区IHJ村による配布・回収
(2)71区IHJ村による配布・郵送による回収
(3)郵送による配布・回収
市区町村の自治会数に比例配分した上で，
市区IIfJ村内では無作為j'llJW
33，438 
18，404 
55，0% 
2007年8月-12月
郵送法
全数調査
配布サンプル数 1，827 
回収数 1，179 
自治会調査は，文部科学省特別推進研究の一環として，筑波大学人文社会
科学研究科の自治会・町内会調査グループ(代表:辻中豊)が2006年8月~
2007年2月にかけて日本全患の自治会組織を対象に行った。このプロジェク
トでは，社会団体， NPO法人，市区町村iこ対する全国調査も実施しており，
各種団体i習の比較分析および地方政府との相互関係の分析を相補的に行うこ
とができるように設計されている14。さらには，韓国，アメリカ， ドイツ，
中国でも諦査を行い，国際比較分析も可能となっている。
全国の自治会を対象として調査しようとしても，これらの団体を網羅的に
カバーした台!肢が存在しないため，無作為抽出を行うことができない。そこ
で，自治会と密接な関係にあると考えられる市区!可村eに対して，調査への協
力を依頼した。そして，全国すべての市区町村 (2006年3月時点で1，843)の
うち890の市亙i可村 (48.3%)の協力を得ることとなった。|翠 1-3は協力を
得たm区町村を図示したものである。全国のおよそ半数の市区町村'であるも
のの，地域的に著しい偏りはみられない。
なお，市区町村に協力を依頼するにあたり，自治会とは何かが問題となる。
(14) 他の調査の詳細は，辻中編 (2009b)，辻中・森編 (2009)，辻中・伊藤編
(2009)を参照されたい。
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図1-4 調査に協力した市区町村
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ここでは，地域住民から構成されており，住環境や施設の整備または親睦な
ど住民生活の維持や向上のために活動している団体という唆昧な定義とし，
むしろ市区町村の担当者の側で「いわゆる自治会やfHJ‘内会などと呼ばれてい
るものに相当すると認識している当該地域での組織jについての回答を求め
た。そのため，行政区のように行政の側の事情で設置された組織も含まれて
いる。学術研究としては厳密さを欠く方法かもしれないが，近隣住民組織の
多様性を考えると，当事者が「自治会jと認識している組織を対象としたほ
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うが望ましいと判断した150
その上で，原則として市区町村ごとの自治会数を比例配分するかたちでサ
ンプル数を決定し16，さらに市豆町村単位で無作為抽出を行って33，438の自
治会に調査票を配布した。調査票の配布と回収については，個々の市区町村
の事情に応、じて次の3つの方法を用いた。 (1)市区町村から自治会へと配布し，
市区町村が回収するする方法， (2)市区町村から自治会へと配布し，自治会の
方で筑波大学へと返送する方法， (3)市区IQ-1寸から開示された自治会の連絡先
をもとに筑波大学側から郵送で配布し，自治会側が筑波大学へと返送する方
法である。最終的な調査票の回収数は18，404であり，回収率は55.0%である。
本書では，全国の市区町村を対象とした全国調査 (1行政サービスと市民参
加に関する自治体全国調査J)のデータも一部の分析で使用する。この調査に
ついては，以後， 1市IXflJ村調査Jと呼称する。市区町村調査は， 2007年8月
-12月に全国の市区町村 (2007年3月時点での1，827)に対ーして，行政サービ
スのパフォーマンスと市民参加の状況について質問したものである。調査は
市民活動，環境，福祉，産業振興の4つの部署に対して行ったが，このうち
市民活動担当部署への質問には自治会との関わりについてのものが含まれる。
最終的に市民活動部署については1，179票を回収した(回収率64.6%)0 
なお，市区i町村の取り組みや特徴が自治会に及ぼす影響を分析するために，
自治会調査と市区間T村調査の 2つのデータを接合させて分析している部分も
(15) 市区町村の担当職員の認識であるため，近隣住民組織であっても，市区
!日ri寸と関わりのない組織は調査の対象から漏れているかもしれない。そのた
め，サンプル全体が行政との関係が密接であるょっにバイアスがかかってい
る可能性がある。
(16) 各市区町村ーにおけるサンプル数は，それぞれの事情を考慮している。た
とえば，調査可能なサンプル数に制限があったり，全数で対応する市豆町村ー
などもみられた。このように市区町村ーの事情に応じてサンプル数を変えるこ
とは，サンプルにバイアスを与えることになり望ましくない。しかしなカfら，
市IRlur村の善意による協力によって調査を遂行していることからやむを得な
かった。過剰にサンプルを抽出した自治会については分析に際して，一部の
サンプルを除外することが考えられる。また，個々の市立町村での回収率が
異なるため，それも考慮してサンプルをウェイトパックすることも考えられ
る。しかし，本書ではなるべく生のままの調査結果を報告することを重視し，
上記の操作は行わなかった。
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ある。この場合，両方の調査に協力した577市区町村における12，235の自治
会が分析に用いるサンプル数となる。
5.本書の構成
本書では，以上までに論じた市民社会組織の諸側面に着目し，自治会の特
{数について様々な角度から検討していく。
第2章では，発足時期，組織規模(加入世帯数)，財政規模など，自治会組
織に関する基本的特徴について確認する。そのうえで，自治会の発足時期，
加入世帯数，市区町村人口規模，農林水産業地の多さをもとに，村落型，非
都市・新型，都市・!日型，都市・新型の 4つの類型を析出する。以i準は，こ
の類型に基づいて分析を行っている。
第 3章では引き続き，自治会組織の特徴についての分析を行う。自治会の
役割認識，組織構造と運営，会長・役員のプロフィールという視点から，自
治会組織の特徴を明らかにする。非都市部で小規模な自治会ほど，多くの会
員が自治会の運営に参加している。また，都市部で大規模な自治会ほど会長
が高齢であり在任期間が長いことから，少数の人々に自治会運営の負担が集
中していることが推察される。
第 4章からは，ガパナンスの各側面について検討していく。まず，社会関
係資本を取り扱う。地域住民のつきあいの程度や活動への参加率から，自治
会活動の基礎ともいえる住民間の社会関係資本の実態を明らかにする。その
うえで，自治会による親睦活動の取り組みや，小規模自治会であること，非
都市的地域であることが社会関係資本の高さと関連していることを示す。
第 5章では，自治会と地域の他国体との連携関係をとりあげる。地域に存
在する既成の団体や市民団体などと自治会がどの程度連携しているか，また，
情報や分担金-助成金をめぐってどのような関係があるのかを示す。そのう
えで，住民間の社会関係資本が他図体との連携数と関連することを明らかに
する。さらに， NPOに焦点を合わせて，自治会のNPOに対する認識を明らか
にする。
第 6章では，自治会における社会サービス活動を分析する。まず，自治会
の様々な社会サービス活動について実施率を示す。分析から，清掃・美化や
生活道路の管理といった最低限の住環境・施設管理と親睦を基礎としながら，
地域社会の抱える諸問題に対処するというのが自治会の基本的な活動スタン
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スだといえる。さらに活動の実施状況をもとに自治会を類型化し，そのうえ
で他の要因との関連を探究する。結果として，市区町村による補助金支援，
社会関係資本，他国体との連携，財政規模といった要因が自治会の社会サー
ビス活動と関連していることが明らかとなる。
第7章では，市区町村調査を併用し，自治会による市区rnJ村ーからの業務受
託や相互連携の実態を示し，これらが行われる条件について探究する。 自治
会は市区!町村からの情報伝達，募金，住環境の整備なととの行政協力活動を行
っている。なかでも， 1m覧や広報誌の配布を通した情報の伝達は重視されて
おり，実施率が高い。また，市i豆町村からの業務受託や連携は市区IlJ村の政
策補完として行われており，かつ，自治会支援策や市区町村への信頼との関
連が確認できる。
第8章では，自治会による政治参加を取り上げる。市区町村ーばかりでなく
市区町村会議員も含めて，自治会が日常的にどのようなルートで、要求活動を
行うのかを明らかにする。また，自治会による要望伝達活動に影響を及ぼす
規定国を考察する。分析から，政策執行の協力に対する交換として要望伝達
が行われていることがうかがえる。また，市i豆町村にアクセス可能であった
り，信頼していることが要望伝達を促している。さらに，市区町村ーとの接触
は自治会の政策に対ーする影響力をも規定する。これに対して，市豆町村会議
員への要望は，行政への要望が十分に受け入れられないと見込まれるときの
代替的手段に位置づけられる。このように自治会を通して地域政治をみると，
行政偏重的な傾向が鮮明に浮かび]こがる。
終章では，これまでの分析を総括して，市民社会組織としての自治会の特
徴や機能について考察し，全体の結論を導き出す。
第2章 自治会組織のプロフィール
1.はじめに
自治会におけるガバナンスの諸側面を取り上げるのに先立って，本章と次
章では自治会がどういう特徴をもった組織なのかを検討していく。まず本章
では，自治会の名称，設立年と来歴，自治会組織の規模(加入世帯数人財政
規模を順にみていく。さらに次章では，自治会組織の運営方法と会長や役員
など中心人物の特徴を検討する。自治会組織の基本的特徴は，組織の活動量
や住民参加の仕方と I~'連しており，ひいては市民社会組織としての各側面に
も影響を及ぼすものだと考えられる。そのため，自治会の組織としての特徴
を明らかにしておくことは後続のすべての章の基礎となる作業である。
本章ではまず，近隣住民組織の名称、について若干の考察を行う。本書では
「自治会Jとのみ呼称することとしたが，実際には実に多様な名称、が与えられ
ている(2節)。自治会は日本の市民社会組織の中でも長い歴史をもつもの
である。そこで，自治会の来歴を簡単に振り返り，それをふまえつつ自治会
組織数のマクロな推移や自治会の発足年をみていくこととする(3節)。続
いて，自治会組織の規模(加入世帯数)を取り上げる (4節)。第 l章でもふ
れたように，自治会は全世帯加入を原財とし，地域を代表する組織として位
置づけられてきた。そうだとすれば，自治会の組織規模というのは地域社会
において動員可能な資源量を表しており，組織の活動の限界量を規定するも
のだと考えられる。さらに，この組織規模をもとに財政規模をみていくこと
とする(5節)。最後に，以上の分析をふまえて自治会の類型化を試みる(6 
節)。発足年，加入世帯数，自治会がある市室町村の人口規模，農林水産業地
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の多さという 4つの変数をもとにクラスター分析を行ったところ，村落型，
非都市・来li'型，都市・!日型，都市・新型の4つのクラスターが析出された。
後続の章の分析では，この 4類型に一基づいて以後の様々な分析を行っていく。
2.近隣住民組織の名称
冒頭で述べたように，本書では近隣住民組織を総称して「自治会Jと1手ぶ
こととしている。しかしながら，近隣住民組織については各地で多様な名称
がつけられている。自治会という名称自体は戦後起源と推定される。表2-
lは， 2007年に総務省が行った調査をもとに，主な近隣住民組ー織の名称をま
とめたものである。現在では自治会が最も多く，全体の41.8%を占める。総
務省(自治省)では定期的に調査を行っているが，その度ごとに自治会とい
う名称、が占める割合が増している。続いて， fIT内会 (22.7%)，区会(13.2%)
といった名称、が多くみられる。これらで全体の3/4程度の割合を占めてい
る。一方で，その他の名称も12.6%みられる。もっとも，総務省誠査につい
ては，その他にどのような名称が含まれているのかはわからなし )0
そこで，我々のプロジェクトで自治会調査に付随して各市区町村に近隣住
民組織の名称、を質問した 1。それによると，上記の他にも，集落，地区，常会，
振興会などの名称、がみられる。また，行政区，自
表 2-1 近隣住民組織 治公民館，地区連絡会，駐在区など行政との関わ
の名称 りが深いと思われる名称、もみてとることができる。
名和、 数 割合(%) このうち，行政区は後述するように明治以降に行
!主治会 122，916 41.8 政補完組織として設置されたものであり，現在で町内会 66，905 22.7 
i豆 38，880 132 も名称、に名残りがあることがわかる。また，自治
IlfJ会 17，634 6.0 公民館は戦後初期の自治会が禁止されていた時期部落会 6，903 2.3 
1"2てr~、 3，980 1.4 に組織形態を変えて存続したものである(伊藤
その他 37，141 12.6 2007)。部落公民館における住民の学習活動と自ぷ仁~、音i'J 294，359 100.0 
/:1'.典 207{I'.総務省調査 治会活動を一体化して住民自治を推し進める運動
( 1 ) この質問は市区IRT村に対して，近隣住民組織が地域でどのような名称で
呼ばれることが多いかを 3つまで尋ねたものである。 個々の自治会について，
その組織の名称、を尋ねたものではないので調査結果の集計を行うことはでき
ない。調査方法については巻末付録 1でも言及している。
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もみられ，やがて自治公民舘として制度化していった(宇佐川・朝倉・友松
1964;伊藤 2007)。このように数としては多くないものの，近隣住民組織の名
称、には，これまでの来歴の名残りと思われるものもみられる。
3.自治会の来歴と発足時期
3. 1.自治会の来歴2
自治会の由来には様々な説があり，地域によっても相当に異なっている。
京都や奈良といった古い都市においては室町時代の「町jを起源とする議論
もみられる(高木 1989;安[~ 1989)。東京においても江戸時代の町人による
ilT Jや「町組」から説き起こす議論がみられる(田中 1990)。また，非都市
部においては， I日来の村落，集落，自然村の流れを汲むものも多くみられる。
現在の自治会のような近隣住民組織が発足したのは，多くの場合，明治時
代に入ってからである。 1889年(明治22年)に市flJlj.町村制法が施行され，
大規模な町村合併が行われた。このとき，明治21年に71，310あった町村が
13，344になり，多くの自然、村が行政村として再編されることとなった(大日
方ほか 1984;市IRT1寸自治研究会 1998)。このような地方自治制度の導入によ
って，これまで住民が行ってきた治安，土木，教育などの機能が行政の所管
となった(鳥越 1994)。しかし，多くの住民の生活基盤は!日来の町村にあっ
たことや，初期の自治体には十分な財源がなかったために，旧来の町村が土
木工事や学校建設，衛生，清掃事業などに費用と労力を供出してきた(鳥越
1994 ;倉沢 1990，2002)。このように市制・町村制導入後も，自治会と行政
との役割分担は明確にされず(鳥越 1994)，従来の自然村は「行政区jとい
う地方自治体の補完組織として維持されてきた 3。そして，この行政区が自
治会組織の原型となる(秋元 1971;中田 1993a;玉野 1993;鳥越 1994)。
これに対して，都市部においては明治期に入り大量の人口流入がみられ，
それまでの名望家や有力者などによってまとめられてきたIflT内の秩序を維持
( 2 ) 自治会の由来や歴史を扱った文献は多数に及ぶ。本書では概略だけを記
すにとどめるが，詳しくは，吉原 (2000)，田中(1990)，玉野 (1993，2005)， 
鳥越(1994)，Hastings (1995)などを参照されたい。
( 3 ) このような経緯に着目すると 現在の自治会は従来持っていた広範な機
能を喪失し，一部に縮小したものだとみることもできる(倉沢 1990，2002)。
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するのは困難であった(田中 1990)。そのうえで住民生活の必要上から，自
治会組織が結成されることとなる。都市部では伝染病など公衆衛生上の問題
を解決するために全戸加入で衛生組合が結成され，さらには生活上の様々な
問題にまで対処するようになった(田中山90)。また，蕗j苫倍地域などでは
都市自営業者が台頭し， I日中間層に代わって自治会組織を取りまとめるよう
になる(玉野 1993，2005)。以上のように，現在の自治会の原型となる組織
は明治から大正期にかけて相次いで結成される。
第一次世界大戦による好景気の後，日本経済は深刻な不況にj)品り，米騒動
をはじめ労働争議，小作争議などが相次いで起こった。そのため，地域支配
秩序を再編するために，地域住民組織を掌握し，行政の末端組織に位置づけ
ようという動きが広がる。農民経済更生運動，選挙粛正運動，国民精神総動
員運動などは，その流れに位置づけられる(吉原 1989)。そして， 1940年
(昭和15i!三)には内務省の「部落会町内会等整備要領Jにより全国の地域住民
組織が町内会と部落会に一元化され，その下に隣組がおかれた。さらに1941
年には大政翼賛会の下部組織と位置づけられ，戦時中の国家総動員体制jにお
ける行政の末端組織となった(吉原 1989;雨宮 1997)40 このように戦前の
自治会は留によって制度的に末端行政機構として規定された経験をもっO
戦後初期の改革では， 1947年(昭和22年)に連合国軍総司令部 (GHQ)に
よって自治会に対ーする解散命令が下される 5。戦争への動員体制の背景に末
端における自治会組織があったためである。また，世帯単位，全世帯加入，
包括的機能といった自治会の特徴が，欧米社会におけるアソシエーションと
は異なるものであり，自由で民主的な社会を阻害するものと考えられたため
である(中川 1980;吉原 1989)。
しかしながら，自治会は行政側の理由のみによってつくられたものではな
く，地域住民の生活上の必要により発足したものである。特に戦後初期は行
政サービスも不十分であり，配給や治安維持のために自治会が不可欠であっ
た。そのため，前節の名称でみた振興会，公民館や駐在区の他，大阪におい
( 4 ) もっとも，雨宮 (1997)は戦時中の総力戦体制により日本社会の平準化
が進み，戦後諸システムの原型となったと肯定的な側面も論じている。
( 5 ) 東京都におけるHlT内会の廃止・禁止，占領下における住民組織のはたら
き，および，その後の復活については，高木 (2005)で詳絹に論じられてい
.-;;)0 
第21i't 自治会組織のプロフイール 43 
ては日赤奉仕団，東京都区部においては防犯組合などと名称や形態を変えて，
解散命令後すぐに復活することとなる(吉原 1989;高木 2005)。
1952年(昭和27年)に日本が再び主権を回復すると，自治会は名実ともに
復活を遂げることとなる。そして1954年(昭和29年)には，昭和の大合併に
よって広域化した市区lJ村の地域掌援のため，自治会長等を行政協力委員と
して委嘱するようになる(中田 1993a)。
その後，高度経済成長に伴う急激な産業化や人口増に応じて新たな自治会
が形成されていく一方で，個人主義化の進行や地域社会の混住化などにより
人々の地域社会への依存度が低下し，自治会やコミュニティの活動の衰退が
問題視されるようになった。また，行政と自治会との関係が密接になること
で逆に住民との関係が弱くなり，地域で、起きる住民運動と対立する場面もみ
られ，自治会が住民の総意を代表する組織とはいえなくなってきた(中田
1993a)。
こうした状況に応じて国では1970年前後からコミュニテイの再生に向けた
政策を打ち出していく。 1969ij三にはコミュニティ小委員会によって， i生活
の場において，市民としての自主性と責任を白覚した個人および家庭を構成
主体にして，地域性と各種の共通目標をもった開放的でしかも構成員相互に
信頼性のある集団Jとしてのコミュニティが提起される(由民生活審議会調
査部会編 1969)。それを受けて各市豆町1寸では，コミュニティ地区の設定，
コミュニティ施設の建設 施設を中心とした住民の親睦や交流や地域問題へ
の取り組みが施策として行われた(江上 1992;菊池・江上 1998)。ただし，
一連のコミュニティ政策は自治会とは一定の距離をとる姿勢であり，自治会
に代わる地域住民組織としてのコミュニテイ団体の発足を促すものであった
(吉原 1993，1997;竹中 1998)。そして，そのために既存の自治会と緊張や
対立を生みだし，期待されたようなコミュニティ国イ本の活性化はみられなか
った 60
1990年代以降の動きは I章でも触れたとおりである。地方分権や市IlJ村合
併が推し進められるのと|可n寺に まちづくり活動などへの支援がなされる。
( 6 ) 菊池-江上(1998)は コミュニテイ・センターの建設により住民の親
l壊活動が活性化したものの それだけではコミュニティ意識が高まるわけで
はないという調査結果を示している。
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また，市民社会やガパナンスへの注自が増すことで，住民の手による自治，
NPOや市民団体の地域活動，行政と住民との連携や協働が重視される。合併
自治体の中には地域自治包や地域協議会が設置されるなど，新たな住民自治
の取り組みを行うところもみられる(岡田-石1奇編 2006)。自治会はこうし
た文脈の中で、再び地域社会の中心的な組織として重要な役割を果たすものと
期待されている。
以上のように，自治会の来歴を振り返ってみると，住民自治の必要から結
成された組織でありながらも，その時々の地方自治をめぐる政策に大きく左
右されてきたことがわかる。このような経緯が自治会の「行政媒介型市民社
会組織jとしての性格を規定してきたと考えられる。
3. 2.自治会数の推移
以上の自治会の来jEをふまえたうえで，自治会数のマクロな推移について
みよう。図 2-1はl日自治省および総務省の調査に基づいて，全国における
自治会数の推移を示したものである(大日方・勝因・我部編 1984;計倉 1993; 
篠宮 1997;総務省自治行政局行政課 2003，I可2008)70 途中，1946年から80
年までのi習のデータがないのは，行政の住民自治組織への不介入の立場や助
成金等の強い要望があるために実態把握がためらわれたからだとされる(中
田 1993b)。データが存在しない時期も直線的に推移していると考えると，自
図2-1 全国における畠治会数の推移
300，000 
250，000 
200，000 
199，700 
150，000 
19411946 1980 
治会数は1941年
から92年まで増
加の一途にあり，
約1.5倍となっ
ている。これは
向じ期間に1::1本
の総人口が約
1.6倍(約7，500
万人→約 1億
199219962∞22∞8 2，500万人)にな
( 7 ) 資料収集にあたっては演本真輔氏(日本学術振興会)の協力を得た。記
して感謝する。
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っていることに対応している。 92年 }j， l~年の自治会数は2975台で推移しており，
大きな変化はみられない。
もっとも，自治会数の推移は地域ごとで大いに異なる様相を呈している 0
1946年と比較すると2008年では，東京都 (3.0倍)，神奈川県 (2.6倍)，大阪
府 (2.8倍)，香川県 (2.2倍)，佐賀県 (2.1倍)では自治会数が2倍以上とな
っている。これに対して，群馬県 (0.8倍)，長野県 (0.9倍)，京都府 (0.6倍)， 
愛媛県 (0.9倍)では自治会数がむしろ減少している。京都では敗戦車後の 6
割程度の自治会数となっている。自治会数の増加が著しいのが大都市圏ばか
りでないことや，減少している地域があるところから，自治会数は単純に人
口増加を反映しているわけではない。 地域社会の変動過程や白から都道府県，
市rUT村まで各レベルの自治(自治会)政策を追うことで究明していかなけれ
ばならないが，今後の課題としたい。なお，章末付録として都道府県ごとの
自治会数の推移を示しているので(表 2-8， 63頁)，その他の都道府県につ
いてはこちらを参照されたい。
3. 3.自治会の発足時期
続いて，自治会調査から得られた自治会の発足年について考察していこう。
自治会調査では，自治会の発足した年を尋ねているがく自治会調査問 1>， 
発足時期が古くにさかのぼる場合，明確な資料が残っていなければ現在の自
治会長には把握できないことも多いと考えられる。そのため，別途「わから
ないJという選択肢も設けて質問した。その結果， IわからないJという回答
が最も多く，全体の42.6% (6，898自治会)にものぼる。
IZl2 -2は，回答があった自治会について発足時期をグラフで表している。
ここでは発足年が不明な自治会を除いているが，上記の理由から，発足時期
のわからない自治会には古くに発足したものが多いと考えられる。そのため，
図をみる際に古い白治会についての情報が不足していることに留意しなけれ
ばならない。戦後に発足した自治会については，発足年についてもある程度
正確に把握していると考えられる。
i翠2-2では， 1946-50年と51-60年という敗戦車後に発足したという自
治会が最も多い。 1947-51年は GHQにより自治会が解散させられた時期で
あるにもかかわらず，この時期に発足したものが多いというのは意外な結果
にも思われる。しかし，現在の自治会組織は，解散命令によって戦時中の町
内会・部落会とは
いったん切れてお
り，かたちを変え
て新たに発足した
ものだというのが
回答した自治会の
認識なのかもしれ
ない。その後，
1970年代までに発
足した自治会数は
一定の水準である。
これは先にマクロ
な自治会数の推移
をみたように，
しかし，
自治会の発足時期
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(主主)発足時期が「わからないjという回答をi除く
本社会の人口増加に伴って組織が増えていったことを表している 0
1981年以降では発足数は減少傾向にあり 現在に至っている。
発足時期を市区町村の人口規模別にみ
ていこう 8。表2-2は，市!豆町村人口
規模と地域ブロック 9ごとに自治会の発足時期を10年刻みに表したものであ
都市規模・地域ブロックと発足時期
( 8 ) 市区町村人口については， r統計でみる市区町村のすがた2007j(総務省
統計局)から2005年国勢調査人口を用いている。なお，合併した市uりすにつ
いては調査時点 (2006年9月)での市町村の人口を用いている。
( 9 ) 地域ブロックの区分には様々な考え方があるが，ここでは以下のように
区分している。
北海道・東北:北海道，青森県，岩手県，宮城県，秋田県，山形県，福島県
関東:茨城県，栃木県，群馬県，埼玉県，千葉県，東京都，神奈JI!果
北陸・信越:新潟県，富山県，石川県，福井県，山梨県，長野県
東海:I岐阜県，静!両県，愛知県，三重県
近畿:滋賀県，京都府，大阪府，兵庫県，奈良県，和歌山県
中 I~ ・西国:鳥取県，島根県，向山県，広島県，山口県，徳島県，香川県，
愛媛県，高知県
九州・沖縄:福岡県，佐賀県，長崎県，熊本県，大分県，宮崎県，鹿児島県，
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表2-2 都市規模・地域ブロックと発足時期(単位 %) 
わからない i絞J首Hi-j 1946- 1956 1966-
55年 65{J三 75年 85if. 95年
N 
村市E川人 5万人未満
53.4 12.8 8.2 5.8 5.5 5.1 3.5 5.8 5，116 
 -10万人未満 49.2 13.0 9.5 6.9 7.7 6.2 3.3 4.2 2，955 
10-20万人未i前 37.1 9.8 11.7 10.4 12.7 8.8 4.9 4.6 2，840 
20-50万人未満 33.7 9.0 13.1 10.5 14.4 8.8 4.9 5.6 2，944 
口 50万人以上 23.3 9.8 23.6 13.8 14.7 7.7 4.4 2.7 1，915 
北海道・東北 34.5 11.3 11.2 lO.8 12.4 9.8 5.2 4.8 2，313 
地j或 関東 33.0 8.8 14.0 12.7 13.1 8.7 4.5 5.2 3，556 北陸信越 53.4 13.7 9.6 5.9 6.6 4.5 2.7 3.7 2，093 
フ東海ロ 46.1 13.9 13.0 6.6 7.5 5.2 3.7 3.9 1，775 
y 近畿 38.8 1L7 11.2 8.2 13.1 8.1 4.3 4.6 1，943 
ク 中国!盟国 46.7 9.7 lL7 7.9 7.8 5.7 3.6 6.9 2，078 
九州 ?Ijl純 52.0 11.4 lO.8 5.2 6.9 5.2 4.0 4.5 2，075 
全体 42.6 11.2 1.8 8.6 10.0 7.0 4.1 4.8 16，187 
る。ここでは発足時期が「わからないjと回答した自治会も含めている。
人口規模の小さい市l玄関判ーでは古くに発足した自治会が多い。 5万人未満
と5-10万人未満の市区IITi寸では わからないという自治会がそれぞれ
53.4%， 49.2%と半数程度を占めている。 戦前に発足した自治会も多い。非
都市部において旧来の村落社会や，明治期の大合併によってできた行政区と
の連続性が意識されているのかもしれない。これに対して，人口10-20万人
未満， 20-50万人未満， 50万人以上の自治会ではわからないという自治会の
割合が少なく，戦後に発足した自治会が多い。敗戦直後の1946-55年に発足
したという自治会は人口50万人以上の都市で特に多い (23.6%)。大都市の自
治会ほど戦前の組織との断純を意識しているのかもしれない。 1966-1975年
くらいまでに発足した自治会は，このように人口規模の大きい市豆町村で多
くみられるのだが，その後は人口規模による差はみられない。 1996年以降で
はむしろ人口規模の小さい都市の自治会で割合が高まっている。
続いて，地域ごとの発足時期をみよう。発足時期がわからないという自治
会は，北陸・信越地方 (53.4%)，東海地方 (46.1%)，中国.!盟国地方 (46.7%) 
で多く半数程度である。これらの地域は一部の大都市を除いて，非都市的地
域が多いため，村落社会との連続性が表れているのかもしれない10。一方で，
沖縄県
(10) 本調査には，東海地方の名古屋市と九州・沖縄地方の福岡市という大都
48 
北海道・東北地方，関東地方，近畿地方では，発足時期がわからないという
自治会が少ない。これらの地方は1956-65年~1966-75年に発足した自治会
が多い(関東地方は1946-55年も多いL1996年以降では，あまり大きな差と
はいえないが，中田.I沼田地方で12.9%とやや多い。
自治会の規模
自治会は日本全国のほぼすべての地域にあり，原則として全世帯加入とさ
れてきた。それでは，地域社会ではどれくらいの規模で lつの集団が形成さ
れているのだろうか。自治会が地域住民の生活を支える団体であることをふ
まえると，このことは住民が相互に支えあう単位として，どのくらいの規模
が適正なのかを問うことにつながる。
4. 
自治会加入世帯数の分布(階級は20世帯単位)
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これらの地域における非都市での調査協力が得られなかった。そのために，
市的性格が強く出ているおそれがある。
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自治会は原知として世帯で加入することになっているため1，加入世帯数
によって組織規模を検討していくく自治会調査問 2>。図 2-3は，加入世
祐二数を20世情刻みに表したヒストグラムである(ただし， 800世荷以上は100
世帯刻み)。また，加入世帯数に関する記述統計量を表記している。分布全
体が左にひずんでおり(歪度7.1)，加入世帯数の小さい自治会が多いことが
わかる。最頻のカテゴリは20-39世帯であり， 2，291自治会(12.4%)である 0
100世帯未満の自治会で全体の47.3%とほぼ半数を占める。したがって，平
均値でみると228.1世帝であるが，これが標準的な自治会数だといえないこ
とには注意が必要である。ここからわかるように，自治会組織の多くは規模
の小さいものである。
自治会の他の特徴と加入
都市規模・発足時期・地域ブロックと自治会規模
世帯数との関連をみていこ
う。表2 3では，市区町村の人口規模，地域ブロック，発足時期別に自治
会の加入世帝数を示している。
都市規模については，市区IlT村の人口規模が大きくなるほど，自治会規模
も大きくなるという傾向が明確に表れている。人口 5万人未満の都市では
34.7%が50世帯未満であり， 50-99-1止;市も合わせた100世帯未満の自治会は
60.3%にものぼる。 5-10万人未満， 10-20万人未満， 20-50万人未満の都
iliでは， 100世帯未満の自治会が40-50%を占めている。これらに対して，人
口50万人以上の大都市は特異な傾向を示している。 50世帯未満の自治会は
6.0%に過ぎず， 100世帯未満の自治会も10.2%しかない。そして， 200-499 
世帯が32.0%，500世帝以上の自治会が31.4%を，:!5めており，合わせると
63.4%にものぼる。
続いて，自治会の発足時期との関連をみよう。発足時期がわからないとい
う自治会には小規模なものが多い。 50世帯未満が36.6%，100世帯未満で
61.5%にものぼる。 戦前に発足した自治会も比較的規模は小さく， 50世-帯未
満が22.7%，100世帯未満が43.4%を i主めている。このように古くから存在す
(11) 認可地縁1]体としての法人格取得要件では，個人単位の加入となってい
る。しかし，総会等における組織運営上の権利・義務の行使を世帯単位とす
ることで運営の実態とのずれを埋めることが可能とされる(山崎 2003)。
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表 2-3 市区町村人口規模・地域ブロック・発足時期別にみた
自治会加入世帯数 (単位:%)
501止帯 50-99 100-199 200-499 500 世帝
N 
未満 世話i UJ:倍: Iil:部: 以上
村市町区人 5万人未満
34.7 26.6 20.5 14.0 4.2 5，773 
-10万人未満 27.3 22.7 23.3 18.5 8.2 3，348 
10-2075人未i前 21.8 20.3 23.8 22.8 11.2 3，134 
20-5075人未満 23.7 20.9 20.9 23.7 10.8 3，246 
口 50万人以上 6.0 10.2 20.4 32.0 31.4 2，065 
わからない 36.6 24.9 19.3 13.7 5.4 6.717 
戦前 22.7 20.7 22.0 20.9 13.6 1，776 
1946-55イ手 16.1 17.3 20.6 24.9 21.1 1，888 
主時期 附臼年 14.8 15.2 23.4 27.5 19.0 1，378 
1966-755)三 9.7 18.0 25.2 31.3 15.7 1，608 
1976-85年 12.6 18.8 25.4 30.0 13.2 1，125 
1986-95年 21.5 21.3 24.8 22.9 9.5 656 
1996年一 29.2 22.2 25.6 19.2 3.9 767 
北海道東北 27.8 25.7 23.5 17.2 5.8 2，525 
域地 関東 15.1 17.9 21.9 26.1 19.0 3，857 
北i陸信越 32.9 25.1 22.1 15.2 4.7 2，387 
フ東海
iコ 17.3 21.3 21.0 24.6 15.8 2，009 
ッ近畿 18.3 20.0 24.0 26.1 11.6 2.177 
ク I~:JI豆1.!KlI'il 45.6 21.6 17.6 11.4 3.9 2，310 
九州沖縄 26.9 22.8 21.7 19.0 9.6 2，373 
全体 32.9 19.1 17.7 18.5 11.7 17，908 
各項目にはそれぞれ欠損伎があるので，サンプルNの総数は一致しない。
る自治会は小規模都市にあり 自治会自体も小規模であることが理解できる
であろう。
戦後は様相が変わり，自治会規模はしだいに大きくなる傾向にある。 1946
-55年には100世帯未満の自治会が33.4%と減少する一方で， 500世帝以上の
自治会が21.1%と増加している。この時期は人口5075人以上の者!)i'!'iで多くの
自治会が発足しており(表 2- 2)，規模が大きい自治会が多いのはそのため
だと考えられる。その後も新しく発足した自治会ほど，小規模なものの割合
が少なく，中規模なもの (200-499世帯)の割合が多い。戦後に発足した自
治会は出来の組織と継続性があったとしても， 1947年の GHQによる命令に
より一度は解散し，かたちを変えて再結成したものである。こうしたプロセ
スは特に大都市で顕著であった可能性がある。
1976年以降では再び規模の小さな自治会の割合が多い傾向にある。 1986-
95年では， 50世帯未満が21.5%，100 世帯未満だと42.8%，さらに1996年以降
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で、は50世帯未満が29.2%，10-1企帯未満だと51.4%であり，戦前とi司程度かそ
れ以上の割合である。表2-2で人口規模が小さい市区町村でこの時期に発
足した自治会が若干多くみられることが確認されたが，そのことが関連して
いるのかもしれない。
最後に， :t也j或ブロックごとに加入世帯数をみてみよう。地域による明瞭な
差異をみてとることができる。北陸・信越地方と中国・!盟国地方では規模の
小さな自治会が多し 1。これらの地域では30-40%の自治会が50世帯未満で、あ
る一方で， 500-i]t帯以上の大規模自治会はわずか5%程度である。とりわけ，
中li. 1盟国地方では50世帯未満が45.6%，100世帝未満が67.2%であり，他地
域とよヒべて規模が小さいことがみてとれる。これに対して，関東，東海，近
畿地方では相対的に規模が大きい。 100監帯未満の自治会は30-40%程度に
すぎず， 500世帯以上の自治会が10-20%程度である。 以上の結果は，地域の
人口分布を反映した結果だといえる。先に確認したように市区IlJ村人口規模
が大きい都市の自治会ほど加入世帯数が多いのだから，関東，東海.，近畿地
方における加入世帯数が多く，それ以外の地域で少ない傾向にあるのは当然
だといえる。
しかし，それでもなお中国.I盟国地方は，他の地域と比べて自治会の規模
が小さいといえる。詳細は割愛するが，中国・四国地方は人口や DID人口比
率といった都市度を表す変数で統制しでも小規模な自治会が多い。呂土交通
省が2006年に過疎地域市区1日寸を対象に行った「過疎地域等における集落の
状況にi認するアンケート調査結果jでも同様の結果がみられ，仁1=1国.I盟国地
方で規模の小さい集落が多くみられる(国土交通告、 2007)12。また，この調査
からは中国.1m白地方で集落の高齢者割合が高く，集団機能の維持状況に低
Fがみられる。大野 (2005)が高知県の事例をもとに限界集落という概念を
生み出したように，この地方は活動基盤の弱い(小さい)自治会が多いとい
えるだろう。
(12) この調査で「集落jと定義されているのは， I一定の土地に数戸以上の
社会的まとまりが形成された，住民生活の基本的な地域単位であり，市区町
村行政において扱う行政区の基本単位jである。したがって，本書における
自治会の定義と類似している。
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これまでの分析から，市区町村の人口規模や地域に
人口分布と自治会規模
よる差はあるにせよ，全体としては規模の小さい自治
会が多いということが明らかとなった。しかし，だからといって規模の小さ
な自治会のある地域に多くの人々が住んでいるとは限らない。いや現実には，
規模の大きい自治会のある地域にこそ，大多数の人々が住み，かっそうした
自治会に参加しているのである。なぜなら，加入世帯の少ない自治会は数こ
そ多いが，その人口でみた比重は軽いからである。
そこで，一定の自治会規模の地域にどれだ、けの人々(世帝)が住んでいる
のかを推計しよう。推計の仕方は単純である。自治会調査では各自治会に対
して，加入世帝数とその地域の世帯数を開いているく自治会調査問2>から，
それをもとの規模(分類)に入る自治会数で、呆二じると，その規模での全世帯
数と加入世帯数の累計がでてくる。
図2-4は，加入世帯数の各カテゴリに所属する自治会数の割合(自治会
調査データにおける割合)と，その自治会地域に居住する世帝の割合を示し
たものである。自治会調査は，およそ30万存在する自治会の 6%程度の1.8
万自治会への調査であり，そのもとには485万世帯が包摂されているのであ
る。日本全体では2005年国勢調査では4，906万世帯存在するので約 1割が含
まれることになる。ここではあえて，全国の推計を出さずに，この調査内で
の世帯分布をみることにしたい。
全体としては，奇麗なコントラスになっている。自治会数では， 100世帯未
国2-4 全世帯数に出める自治会数と加入世帯数
50.0 
40.0 
30.0 
20.0 
10.0 
。。
語審 I~I 治会数の割合 箆全世帯数の割合 29.7 
21.7 
100 100- 200- 300- 400- 500- 600-700- 800-900- 1000 
未満 199 299 399 499 599 699 799 899 999 以上
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満という小さな自治会が最も多く，半数に追っていたのに対し，全世帯数(累
計)での割合をとなるとわずか5分の l以下の9.2%に縮小する。それに対し
1，000世帯以上の大規模自治会はわずか3.6%の割合に過ぎないが，全世帯数
(累計)割合となると 8倍以上， 3割に迫るのである。
あたりまえとはいえ，興味深い結果である。自治会を語る時には，われわ
れは約半数を占める100世帯以下の比較的小さい自治会のことを考える必要
がある。他方で，地域に住む市民，世;;背の観点からは，ほほ半数は500世帯以
上の自治会に属していることを忘れてはならないのである。
5.財政規綴
加入i企帯数とならんで自治会組織にとって重要な資源が，利用可能な金銭
的資源で、ある。これは，I徐々な活動を行ううえでの基礎となるものであり，
組織にとって最も重要な問題が金銭的資源の調達である。
まずは，自治会がどのくらいの予算規模をもつかをみようく自治会調査問
7>。表2-4は，自治会の総収入と 1-1並帯あたりの総収入(財政規模/加
入世帯数)の平均値，標準偏差，中央値を自治会類型日Ijにみたものである。総
収入については，自治会規模が大きいほど総収入が多い。 50世帯未満の自治
会では平均値が70.0万円であるのが， 500世帯以上の自治会では640.2万円で
ある。中央値でみても i可様の傾向である。大規模な自治会ほど総収入が多い
ことがjっかる。
もっとも，自治会規模が大きいほとと財政規模が大きいのは自明である。そ
こで， 1人当たりの総収入
をみていくと傾向は全く異表2-4 自治会の総収入(単位:万円)
なり，大規模な自治会ほど 平均値標準偏差中央値 N 
1世帯当たりの財政規模は
iz自z 〉、
501止;許未満 70.0 95.1 44.5 3，530 
50-991止帯 134.4 162.0 95.2 3，345 
小さい。 50世帯未満の自治 の 100-199世帯 207.9 262.7 145.3 3，444 
会では平均値が2.475円で ti入t 又
200-499世帯 320.6 332.5 246.0 3，273 
500世帯以上 640.2 583.8 490.0 1，677 
あるのに対して， 500位帯 全体 231.5 335.8 135.0 15，269 
}j、上の自治会では0.7万円 の 1 50世帯未満 2.4 3.3 1.6 3，530 
総収入世帯当た 田一的世帯
1.9 2.3 1.3 3，345 
である。 100-199世布: 1.5 1.8 1.0 3，444 
ところで，自治会はどこ 200-4991止帯 1.1 1.1 0.8 3，273 
5001止帯以J二 0.7 0.7 0.6 1，677 
から収入を得ているのだろ 全イ本 1.6 2.2 1.0 15，269 
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うか。個々の加入世帯からの会費，市区町村ーからの補助金や受託業務に対す
る手数料などが考えられる。そこで，自治会の主な財源の内訳をみよう。表
2 -5は，総収入に占める各項自の割合の中央値を加入世帯数ごとに示して
いる13。会費収入の占める割合が最も多く，全体での平均値は65.9%と2/
3程度を占めている。補助金や手数料といった市区町村ーから得られる収入は，
表2-5 加入世帯別自治会予算の
内訳の中央値 (単位:%) 
会費補助金手数料その他 N 
501止千w未;前 69.9 8.5 3.9 16.8 3，390 
50-99世帯 65.9 8.2 4.0 19.0 3，292 
100-199i止帯 65.0 9.0 3.9 16.8 3，396 
200-499世帯 65.4 9.9 4.7 14.8 3，237 
500世帯以上 62.7 12.4 6.0 14.4 1，653 
全体 65.9 9.5 4.4 16.4 14，968 
各項目で欠鼠伎が呉なるためサンプル数Nも呉なる。ここで
!立会資についてのNを表記している。
図2-5 加入世帯数別 1カ月あたりの自治会費
501止;出:未満
(N=2，730) 
50-99世帯
(N=2，365) 
100-1991止花:
(N=2，550) 
200-499世;市
(N=2，251 ) 
5001止部二以上
(N=925) 
全体
(N=1l，021) 
19'.5 も
;.18;0 
全体での中央値でそれぞれ
9.5%と4.4%である。加入世
帯ごとで、内訳が大きく異なる
わけではないが， 50 世帯未満
で、は会費収入が占める割合が
高く，一方で500世帯以上で
は補助金や手数料による収入
の占める割合が高い。
このように最も主要な 1~村宗
である自治会費であ
0% 20% 40% 60% 80% 100% 
るが，各i立;箭はどれ
くらいの金額を志向め
ているのだろうか。
図2-5は加入世;帝
数ごとに 1カ月あた
りの自治会費をみた
ものである14。自治
会規模が大きくなる
と自治会費が少ない
というf頃向がはっき
りと見てとれる。会
費が500円未満の自益還 500FJ:)未満 塁審500-10001:1) 1000-1500円騒 1500Pll. :U二
(13) 補助金，手数料，その他の項自に，他と比べて著しく高い値があるため，
平均値は分布を正確に表さない。
(14) 自治会調査では典型的な世帯の自治会費についてのli答を求めている。
しかし，自治会によってはすべての加入世布:で自治会費が一律であるわけで
はないことには注意が必要である。
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治会は， 50世帯未満 図2-6 加入世帯男IJにみた活動財源の内滑さ
の自治会では26.9%
なのに対し， 500世
帯以上では81.6%に
ものぼる。ここから，
自治会の規模が大き
い方が， 1人当たり
の負担が小さくても
活動に必要なだけの
財源を調達できてい
ることがわかる。こ
のような自治会費の
格差は，社会サービ
50 世帯未i前
(Nヱコ4，172)
50-991止帯
(N=3，690) 
100-1991止;f背
(N=3，708) 
200-499世帯
(N=3，493) 
5001止'前~)J二
(N= 1，827) 
全体上
(N=16，890) r 
26;7< 
-Z2.0 
20.6 
18:6令}
18:1 
2司令]
0% 20% 40% 60% 80% 100% 
p~沼ではない襲撃あまりない皇室ある程度後やや円滑 '円滑
スの供給なと1是々な自治会活動に関わるコスト負担として留意しておく必要
がある 150
最後に，活動財源に対する評価をみておこう。図 2-6は自治会活動にお
いて財-iJ京の調達がどの程度円滑-かを質問した結果である<自治会調査問36>。
先の分析のように l人当たりの負担に差があるにもかかわらず，自治会規模
による自立った相違はみられない。 円滑-とやや円滑を合わせて45%程度で、あ
る。さらにある程度円滑-という回答までで全体の80%以上を占めており，自
治会は財政面ではおおむね満足しているようである。
6.自治会の類型化
以上までに，自治会の最も基本a(jな特徴と考えられる発足年，組織規模(加
入世帯数)，財政規模について検討してきた。向じ近隣住民の自治組織であ
っても，これらの特徴には大きな相違があることがわかる。後続の章で自治
会の市民社会組織としての諸側面を分析するのに先立って，こうした自治会
組織の特徴や地域の特徴を簡便に捉えることができるように類型化すること
はできないだろうか。
(15) 自治会費の負担が大きい小規模自治会ほど加入率が高いことから，金銭
的負担により自治会に加入しないわけではない。
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ここでは，自治会の発足時期，加入出:帯数，市区町村の人口規模，自治会
のある地域における農林水産業用地の多さという 4つの変数をもとに類型化
を試みる。発足時期と加入世帯数は前節までにみてきたように自治会の基本
的な特徴である。財政規模については，加入it;箭数との関連が強いことから
分析には投入しなかった。市区町村の人口規模と農林水産業用地の多さは，
地域の都市度や産業構造を表すものだと考えられる。都市的な地域であるか
どうかは，地域住民のライフスタイルや人間関係の様態と密接に関わってい
るため，ここで検討の対象として用いる。
自治会調査は総サンプル数18，404であり，ここでの分析においても有効サ
ンプル数日，525という大規模なサンプルサイズである。そのため，非階層ク
ラスター分析(k平均法)を行った。非階層クラスター分析は，サンプルサ
イズが大規模であり 階層的クラスター分析では計算が図難な場合に用いら
れる(宮本 1999)。階層的関係にはこだわらず，分析者があらかじめクラス
ター数を設定し，それに応じて反復的に各ケースを分類する方法である。
それぞれの変数については以下のようにコード化してカテゴリ変数として
分析に投入した160発足時期は，わからない，戦前， 194-6-55年， 56-65年，
66-75年， 75-85年， 86-95年， 96年以降という 10年刻みの 8カテゴリであ
る。加入世;帯数は， 50世帯未満， 50-99世帯， 100-1991企苦， 200-499世帯，
500世帯以上の 5カテゴリである。市区町村の人口規模は， 5万未満， 5-
10万人未満， 10-20万人未満， 20-50万人未満， 50万人以上の 5カテゴリで
ある。そして，地域における農林水産業用地(問13ー し「農林漁業が中心J)に
ついては，自治会のある地域の土地利用について 3位まで尋ねた仁iコに含まれ
ているかいないかのダミー変数(含まれているニ=1 )である。ここでは抽出
クラスター数を 4つに設定して分析を行った170
表2-6は，抽出された 4つのクラスターについて，分析に投入した変数
ごとに分布を示したものである。それぞれのクラスターについて特徴をみて
いこう。
(16) カテゴリの取り方を変えてもほぼ同様の結果が得られる。
(17) 4つに設定したのは，設定数を変えて試行錯誤した結果，最も妥当な解
釈が可能だったからである。ただし，設定数を多少変更しても大きく異なる
結果が得られたわけではない。ここで採用した解釈におおむね妥当する結果
が得られた。
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表2-6 属性と地域の特徴による自治会の類型(単位:%) 
クフスター 1 クフスター 2 クフスター 3 クフスタ -4 全体
わからない 70.3 0.0 50.1 0.0 42.0 
戦]IIJ 15.2 0.0 19.9 0.0 11.2 
1946-55年 11.4 0.0 30.1 0.0 11.9 
0.0 1956-65~1三 3.1 0.0 37.1 8.7 
Yフじ金ノ1ミニ!iノドF 
1966-751ド 0.0 14.6 0.0 40.6 10.1 
1976-85年 0.0 25.8 0.0 17.8 7.1 
1986-95if. 0.0 25.0 0.0 3.7 4.1 
未満
加入
50-991止;i苦 28.5 27.3 12.9 11.9 21.4 
100-199111;1背 18.0 24.8 23.3 25.2 21.6 111;iî~:~ 
200-4991止帯 6.5 16.7 35.2 36.5 20.6 
5001止慌:以上
5万人未満
5-10万人未満 24.9 20.9 12.6 11.2 18.7 
TljlRIIT付 10-2075人未満 11.8 17.5 23.4 25.9 18.1 
人口 20-5075人未満 7.2 14.1 30.9 32.1 18.6 
50万人以上 0.0 2.8 29.3 24.6 12.1 
農林水産あり 64.8 37.2 34.8 15.2 44.1 
業JFJj也 なし 35.2 62.8 65.2 84.8 55.9 
N 6，688 2，110 3，633 3，094 15，525 
クラスター 1 村落型
発足時期がわからない自治会が70.3%を占めて最も多い。そして1966
年以降に発足した自治会は 1つもみられない。発足時期がわからないと
いう回答には，発足が古くてわからないというものが多く含まれている
と推測されることから 古い時期に発足した自治会だということができ
る。自治会規模についても，加入世帯数については， 50世帝未満が
46.9%とほぼ半数を占める。 50-99世帯まで含めると75.4%にものぼる。
そのため規模の小さい自治会が多い。市区町村人口についても56.1%が
5万人未満の都市に存在し， 5 -10万人未満都市まで合わせると81.0%
である。ここから小規模都市に多いことがわかる。最後に，農林水産業
用地については64.8%の自治会で多くみられる。これらのことを総合す
ると，クラスター lは小規模都市に存在する農業を中心とした小規模な
自治会で，古くからある村落社会に多くみられるタイプの団体だという
ことカfできる。
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クラスター 2:非都市・新型
発足時期については1965年以前のものはみられず， 1996年以降が
34.5%と最も多い。加入世帯数については， 50-1企帝未満と50-99世帯:を
合わせて55.3%と半数を超える。市区IllJ村ー人口についても 5万人未満の
都市が44.6%，5 -10万人未満都市まで合わせると65.5%にものぼる。
農林水産業用地は37.2%とそれほど多いわけではない。クラスター 2の
自治会は人口規模の小さい都市にある小規模な自治会で、あり，農林水産
業用地も多少みられる。しかし，クラスター lと異なり，発足した時期
が新しい。ここから，クラスター 2は非都市部の新型の自治会だといえ
る。
クラスター 3:都市・!日型
発足時期についてはクラスタ-1と同様に古い自治会が多い。わから
ないという回答が50.1%と半数を占め， 1956年以降に発足した自治会が
みられない。しかし 加入世帯数については200-499世帯:が35.2%と最
も多く， 500世苦以上も含めると62.1%を占める。市区!IlJ村人口につい
ても， 20-50万人未満の都市に存在する自治会が最も多く 30.9%であり，
50万人以上を合わせると60.2%を占める。 農林水産業用地については
34.8%の自治会でみられる。これらの特徴から，クラスター 3は大規模
都市の大規模自治会であり，発足時期は古いものだということができる。
クラスタ-4 都市・新型
発足時期が1955年以前のものはみられない。 1956-65年および1966-
75年に発足した自治会で77.7%を占める。加入世帯数と市区町村人口規
模は，クラスター 3と同様の分布である。加入世帯数については， 200-
49-1止;箭が最も多く 36.5%で， 5001::1:帝以上も含めると58.3%を占める。
市区町村人口については20-50万人未満都市が32.1%と最も多く， 50万
人以上を合わせると56.7%である。農林水産業用地については15.2%と
非常に低い。これらのことから クラスター 4は大規模都市の大規模自
治会であり，発足時期は比較的新しいものだということができる。
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以上の 4つ 図2-7 自治会の類型
のクラスター
大都市 ブミm模
は， I~ 2 -7 
のように発足
クラスタ-4 クラスター 3
都市新型 者[¥TIi. I日型
時期と都市度 発足H寺!9J 発足I!寺j9J
新しい 古い
-自治会規模 クラスター 2 クラスター 1
の2次元によ ~I= 者I\TI] 新型 村落型
っておおよそ
分類すること
ノj 、者I\TI] 小jJH~~
ができる。た
だい発足時期が古い自治会であっても，クラスター lで不明が多いのに対
して，クラスター 3では1946-55年に発足したという自治会も多くみられる。
また，新ーしい自治会でも，クラスター 2では1996年以降に発足したものが多
いのに対してクラスター 4では1956-65年や1966-75年に発足したものが多
い。都市規模や自治会規模については，小規模の中でも，クラスター 2のほ
うがクラスタ-1よりも大きい傾向にある。さらに，クラスター 2のほうが
クラスター lよりも農林水産業用地が少ない。そのため，厳密に 2次元で類
型できるわけではない。
自治会類型の世帯数からみた分布を確認しておこう。自治会規模でもふれ
たように，自治会の数としては多くても，その地域に多くの人々が住んでい
るとは授らない。村落型は人口規模の小さい都市にあるのだが，これらの都
市人口は日本の総人口に占める割合が小さいからである。つまり，村落型の
自治会が多いとしても，そこに所属する人々が多いとは限らないのである。
そこで， I~ 2 -4で用いたのと同様の方法で，各自治会類型に居住する世祐二
の割合を計算した。
図2-8は，自治会類型の分布と各自治会類型に居住する人口の割合を示
している。全体としては村落型の自治会が最も多く43.1%を占める。非都市
-新型は13.6%と最も少ない。都市・!日型が23.4%，都市・新型が19.9%であ
る。日本の自治会を全体的にみると，やはり村落的な特徴をもっ組織が多い
ことがオっかる。
しかし，自治会地域に含まれる世帝数の割合でみると，村?客型は13.1%と
割合を大きく下げている。これに対して，都市・!日型は自治会数では23.4%
60 
国2-8 自治会類型の分布と各自治会類型の
居住人口割合
自治会数
の割合
の割合
o % 20% 40% 60% 80% 100% 
鐙村落型 ♂非都市・新型 産護者Illi・13型 箆者ISTI1・新型
なのが人口では45.4%
と割合が上昇しており，
およそ半分を占める最
大のカテゴリとなって
いる。都市-新型も自
治会数では19.9%だが，
人口では33.8%と割合
カ可首えている。
ところで，どのよう
な地域でそれぞれの自
治会類型が多くみられ
るのだろうか。各類型のイメージをつかむうえでも具体的にどのような地域
が多いのかを見ておいたほうがよいだろう。図 2-9は地域ブロックごとに
各類型の占める割合を示している。
村落型は，北陸・信越地方 (53之%)，中国.Im!~地方 (54-.6%) ，九州、ト
沖縄地方 (55.3%)，北海道・東北地方(4-8.7%)で半数程度である。非都市
・新型は北海道・東北地方 (21.0%)でやや多い。都市 .18型は，関東地方
や近畿地方でも
図2-9 地域ブ口ック日IJ自治会類型の自治会数分布
北(N海=道2，2・東71北) 
(N=3，5関05東) ミ28.7
北陸・0信56脱) (N=2， 
(N=1，7東49海) 
(N=1，9近14畿) 
(lN-11z翠i，9i呂92田) 
ブu十!?431814)E 
(N=2，0 
。% 20% 40% 60% 80% 
人村落型総 ~r三者ISïfî ・新型富農者ISïlï ・ IEl型産量都市・新型
100% 
多くみられるも
のの (28%程度)， 
東海地方で特に
多い (37.7%)0 
都市・新型は関
東と近畿地方で
多く，それぞれ
29.6% と26.9%
となっている。
三大都市圏を含
む地域をi徐けば
村落型が半数を
占めている。都
市型であっても，
第2主 自治会組織のプロフイール 61 
表2-7 各自治会類型が多く含まれる主な市区町村
村落型 非都11.新型 都市.!iヨ型
北海道真狩村(100%) 北海道共手11]'(100%) 東京都目黒IR(100%)
岩手県平泉II!T(100%) 青森県佐井村(100%) 愛知県瀬戸市(100%)
福島県浅}l11[j'(100%) 栃木県芳賀町牟(100%) 東京都大田区(100%)
崎玉県鳩山町(100%) 神奈川県真鶴町(100%) 東京都文京区(101%)
新潟県朝日村(100%) 静岡県吉田Ilr(100%) 愛知県豊橋市(84%)
長野県波田村(100%) 愛知県高浜市(100%) 愛知県豊川市(83%)
滋賀県豊郷町(100%) 奈良県!こ北山村(100%) 静岡県浜松市(80%)
和歌山県古鹿)111]'(100%) 広島県安芸高田市(100%) 東京都北区(74%)
高知県土佐1汀(100%) 福岡県水巻町(100%) 静岡県静隅市(66%)
熊本県美里Uff(100%) 佐賀県基11日]'(100%) 福間県北九州市(66%)
沖縄県大宜1I木村(100%) 熊本県球磨村 (100%) 大阪府大阪市(66%)
都市・新型
富山県射水市(100%)
大阪府和泉市(100%)
福岡県春日市(88%)
北海道札幌市(80%)
千葉県鎌ヶ谷市(78%)
茨城県取手rI1(77%)
東京都1iI]'田，11(69%)
兵庫県神戸市(66%)
岩手県盛関市(55%)
埼玉県さいたま市(52%)
大阪府堺市(51%)
東海地方では発足年の古い自治会が多いのに対して，関東地方や近畿地方で
は戦後に発足した新しい自治会が多い。
さらに具体的な市区町村aをみていこう。表2-7では各類型が多く含まれ
る市区町村を示している18。村落型はほとんどが町村部であり日本全国に広
がっている。すべての自治会が村落型である(100%)のは175市町村にもの
ぼる。非都市・新型についても向判官日を中心に全国に広がっている。 100%で
あるのは15，80%以上で21市町村である。都市・旧型は東京都区部と愛知県，
静岡県といった東海地方で多くみられる。また，大阪市や北九州市といった
都市もみられる。都市・新型のほうが地方都市にまで、広がっている。大都市
では，札幌市，神戸市，さいたま市などが含まれる。なお，J 1崎市のように
都市・出型 (56.1%)と都市・新型 (43.9%) とが混在している都市もみら
れる。
さて，以上のように自治会の虞性や地域の特徴に基づく類型を設定するこ
とができた。後続の章の分析では，自治会の諸側面との関連を探る場合には，
この類型を用いることとする。
7.本章のまとめ
本章では，発足時期，組織規模(加入世帝数)，財政規模など，自治会組織
に関する基本的特徴について確認してきた。第 lに 自治会の発足時期につ
(18) 割合の多い)II~ではなく，任意の市区町村を掲載している。特に，都市­
!日型と都市・新型は全毘的にも有名な大都市を掲載している。
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いては「わからないjという自治会が最も多く，全体の40%程度を占める。ま
た，人口規模の小さい市区ID-村ーでは古くに発足した自治会が多く，村落社会
との連続性がうかがえる。
第2に，自治会組織は全般に小規模なものが多く， 100世帯未満がおよそ半
数を占める。市区町村の人口規模とは大きく関連しており，都市部の自治会
ほとご大規模で、ある。他方で，地域に住む市民，世帯の観点からはほぼ半数の
市民は500世帯以上の規模の自治会に属しているか，そうした自治会のある
地域に住んでいるのである。発足時期については，吉くからある自治会に小
規模なものが多し 3。地域ブロック別にみると，関東，東海-，近畿地方の自治
会の規模が大きい傾向にある。!=j二1翠.I盟国地方は他地域と比べて特に規模が
小さいことが特徴的である。
第 3に，自治会の財政は規模によって全く異なる。加入世帯数が多い自治
会ほど財政規模も大きいのだが， 1人あたりの財政規模でみると加入世帯数
の少ない自治会のほうが相当大きい。主な収入源は会費であるが，小規模自
治会のほうが会費の負担が重い。
第4に，発足時期，組織規模(加入世帝数)，市i玄Il!T村人口規模，地域にお
ける農林水産業地の多さをもとに自治会をクラスター分析によって類型化し
た。その結果，村落型，非都市・新型，都市.I日型，都市・新型の 4つの類
型が析出された。自治会数からいえば村落型が4舗をこえ最大類型で、あるが，
i止帝数からいえば，都市.18型が45%を占め最大類型となる。およそ 8割の
人々は都市・ 18型と新型のどちらかに住んでいることは押さえておくべき重
要な事実である。
以上のように，本章では自治会組織の基本的な特徴を確認し，最終的に 4
つの類型を得た。 以後の各章では，この類型を用いて市民社会組.織としての
自治会の諸側面を検討していく。
本章での発見は初めての全国調査に基づくものであるため，極めて貴重な
情報を提供している。発見内容は繰り返さないが 少なくとも日本の自治会
は多様であるし，地域ごとに相当な違いがあることは重要でありこの点を押
さえておきたい。私たちはこの多様性を分析に活かすために 4つの類型を析
出し，その 4つの窓から自治会を検討することにしたのである。
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章末付録表2-8 都道府県ごとの自治会数の推移
1日和 平j瓦 平Ji見 平成 変化率(昭和 変化率(平成 8
21:q三 8 ir=- 14:11: 20ir 21と三f]i文20) と平]&20)
l 北海道 10，304 16，436 15，594 15，467 50.1 -5.9 
円4 三1三1三オ材モ、l巧悶て 2，386 3，586 3，353 3，307 38.6 -7.8 
3 岩手県 4，004 3，687 3，880 4，105 2.5 11.3 
4 宮城県 3，493 4，991 4，753 4，813 37.8 -3.6 
5 f火!日県 4，242 5，679 5，805 5，274 24.3 7.1 
6 L Li JI:~県 3，715 4，378 3，671 4，076 9.7 -6.9 
7 福島県 5，033 6.054 6，415 6，331 25.8 4.6 
8 茨城県 8，318 12，151 13，540 13，459 61.8 10.8 
9 栃木県 3，802 4，530 4，003 4，470 17.6 -1.3 
10 群馬県 3.722 3，154 3，003 2，845 -23.6 -9.8 
11 J育玉県 4，465 7，087 7，213 7，195 61.1 1.5 
12 千葉県 5，974 9，580 9，734 9，452 58.2 1.3 
13 東京都 3，034 8，739 8，717 8，962 195.4 2.6 
14 神奈川県 2，783 7，057 7，309 7，281 161.6 3.2 
15 新潟県 7，040 8，601 8，773 8，182 16.2 -4.9 
16 'i言Lt県 3，459 4，459 4，481 4，545 31.4 1.9 
17 石)1県 3，048 3，033 3，965 4，037 32.4 33.1 
18 福井県 3，106 3，659 3，766 3，879 24.9 6.0 
19 山梨県 2，136 2，561 2，452 2，170 1.6 15.3 
20 長野県 8，053 5，116 5，750 7，105 -11.8 38.9 
21 Ih支i手県 5，624 8，941 9，408 5，462 -2.9 -38.9 
22 静岡県 4，465 9，138 5，158 5，151 15.4 -43.6 
23 愛知県 6，992 12，418 11，368 13，218 89.0 6.4 
24 三重県 4，634 3，371 5，678 5，100 10.1 51.3 
25 滋賀県 2，490 3，244 3，760 3，522 41.4 8.6 
26 }支部!荷 5，738 3，531 3，597 3，4日 -39.8 2.2 
27 大阪府 4，574 12，557 12，678 12，982 183.8 3.4 
28 :!，l<-}fjfVft- 5，948 10，058 10，359 10，579 77.9 5.2 
29 奈良県 2，462 3，753 3，893 3，937 59.9 4.9 
30 fIHf5:LJ県 2，873 3，709 4，050 3，940 37.1 6.2 
31 鳥取県 2，103 2，713 2，945 2，906 38.2 7.1 
32 島根県 5，032 4，155 6，146 6，337 25.9 52.5 
33 1M] LJJV~ 9，593 14，308 10，755 11，375 18.6 -20.5 
34 広島県 7，531 9，971 10，042 8，449 12.2 -15.3 
35 IJ口県 4，985 7，477 7，309 7，328 47.0 -2.0 
36 徳島県 3，658 6，013 5，359 5，692 55.6 -5.3 
37 香川県 3，126 4，940 7，117 6，895 120.6 39.6 
38 愛媛県 5，742 6，647 6，273 5，439 -5.3 -18.2 
39 I<%知県 3，361 4，536 4，787 4，705 40.0 3.7 
刊誌i両県 5，379 9，106 9，309 11，421 112.3 25.4 
41 佐賀県 2，201 2，484 2.643 2，770 25.9 11.5 
42 長崎県 3，644 3，716 4，617 4，487 23.1 20.7 
43 熊本県 4，832 5，302 5，856 5，664 17.2 6.8 
44 大分県 3，720 4，689 4，518 4，408 18.5 -6.0 
45 宮崎県 2，040 3，062 4，340 3，856 89.0 25.9 
46 鹿児島県 5，256 7，801 7，572 7，256 38.1 -7.0 
47 ilj縄県 1，049 1，056 1，071 2.1 
ぷ:コ主、三口1- 210，120 293，227 296，770 294，359 40.1 0.4 
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しはじめに
本章では，前章に引き続き，自治会組織の特徴を検討していく。自治会の
具体的な活動についてみる前に，組織として自治会はどのような目的をもち，
どのように運営しているのか，さらに自治会を中心的に運営している人々が
どのような人々なのかについても確認しておきたい。このような自治会の組
織運営の仕方は，次章以降に検言すする自治会の市民社会組織としての諸側面
の基礎となりうるものである。
本章ではまず，自治会が自らの組ー織をどのような役割を果たすものと認識
しているのかを捉える(2宣告)。次いで，自治会の組織構造，意思決定法，自
治会長と役員の選出法といった運営方法を取り上げる(3節)。さらに，自治
会長や役員といった自治会の中心的な担い手のプロフイールを検討する(4 
即)。
一連の分析から，非都市部で小規模な自治会のほうが多くのメンバーの参
加による自治会組織の運営がなされていることが明らかとなった。これに対
して，都市部で大規模な自治会では，自治会組織の運営が一部の人々によっ
て寡頭制的に行われており，一般加入者の関わり方は消極的であることがわ
かった。
2.自治会組織の役割についての自己認識
自治会組織は非常に多機能であり，住環境整備や親睦など地域社会に関す
る様々な活動を行うとされてきた。自治会が実際にどのような活動を行って
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表 3-1 自治会の役割についての自己認識 いるのかは後品売
( 2位までに含まれる割合) (単位:%) の章で検討して
親il主 住環境地域問題市1:81町村市区mT村
の維持への取組 との協力への要望
N いくカえここで
村落型 54.5 59.7 30.4 27.8 24.9 6，688 は自治会が自ら
:;)1三者[¥TI1" 新型 67.0 64.4 27.6 21.9 16.5 2，110 の{支割をどのよ
者l¥il1. 1:1型 61.1 62.8 33.2 23.5 17.6 3，633 
部¥1'1 新型 70.4 67.5 30.1 18.4 11.9 3，094 うに認識してい
全体 60.9 62.6 30.6 24.1 19.5 15，525 るのかを確認し
ておこう。
自治会の役割については重要なものについて 2位まで質問しているく自治
会調査問 6>。表3-1は，自治会類型と自治会の役割の自己認識(2位ま
で)との関連をみたものである。親睦と生活環境の維持が多く，それぞれ全
体で60.9%，62.6%である。ちなみに， 1 f立に挙げられた割合では，親陸が
全体で44.0%，生活環境の維持が34.8%である。これに対して，地域問題へ
の取り組みは30.6%であり，市区町村への協力および要望はそれぞれ24.1% 
と19.5%で低い割合となっている。多くの自治会が住民の親睦と臼常的な住
環境の維持をその役割と認識し，行政との関係で自らを規定しているものは
少ない。
自治会類型ごとにみても基本的な傾向にあまり違いはなし 1。しかし，都市
・新型の自治会では親睦が70.4%，住環境の維持が67.5%と高い割合を示して
いる。これに対して，村落型では親睦が54.5%，住環境の維持が59.7%と相
対的に低い割合である。その一方で，市区町村への協力および要望について
は村落部でそれぞれ27.8%と24.9%と高く，都市・新型ではそれぞれ18.4%と
11.9%と低い割合となっている。非都市部の古い自治会ほど行政との関係で
自らの団体を規定していることがわかる。なお，地域問題への取り組みは最
も積極的な地域へのコミットメントを表していると考えられるが，どの類型
でも30%程度で分布にあまり変わりはない。
3.組織構造と運営
続いて，自治会組織の内部はどのような構造になっており，どのように運
営されているのかをみていこう。ここでは自治会の下部組織である瑳や組，
役員の構成と選出法，総会や役員会といった意思決定機関の運営について検
討する。
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3. 1.法人格と規約
1991年から自治会など近隣住民組織は認知地縁団体という法人格を取得す
ることが可能となった(宮崎 1992)0自治会の中には集会所や土地などの不
動産を所有しているものもある。しかし，それまで自治会は権利詑力なき社
団と位置づけられており，不動産登記を行うことができなかった。そのため，
会長など個人名義で、不動産登記を行っていたが，名義変更や相続などでトラ
フ、、ルが発生することもあった(地縁国体研究会 1998)。法人格の取得によっ
て自治会として登記が可能になることで，自治会における財産管理が円滑-に
行われるようになった。もっとも， 1章で触れたように，約30万団体ある自
治会のうち，法人格を取得しているのはお，000団体ほどであり，それほど多
くはなし'0
自治会の法人格取得により，組織としてフォーマルな性格を帝びるように
なる。 2章でふれたように自治会組織には古い歴史をもつものも多く，これ
まで慣習や申し合わせで運営されることもあった。しかし，法人格取得にあ
たっては，規約を整備しなければならない。そのためには住民自治組織とし
て住民の主体的参加を保障し，自治会の公正の確保と透明性の向上のための
組織運営の原則を確立することが求められている(山崎2003;中田-小木曽
. UJI[Ji奇2004)。
自治会調査では自治会に規約があるかどうかを質問していない。そのため，
やや古い調査ではあるが !日自治省が1980年に市区町村を対象に行った調査
結果 (1自治会-町内会等のいわゆる住民自治組織の実態調査結果J) を紹介
しよう(杉田 1981)。これによると，すべての住民自治組織(自治会)に規
約があると回答した市区町村は全体の28.2%，2/3 J_.:J、上が17.2%，1/3 
~2/3 が10.1%， 1/3以下が21.7% すべての自治会に規約がないと回
答した市区町村が22.4%である。法人化の流れや住民自治の担い手として自
治会が注目される今日にあっては 規約をもっ割合はさらに増加しているも
のと推測できる。
3. 2.組織の構成
自治会組織は会長J_j，T 副会長会計監査総務といった役職がある。さ
らに，安全，衛生，福祉，体育，文化，施設管理などの専門の部や，子ども
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表 3-2 下部組織あたりの 会，老人会，婦人会など構成員に
加入世帯数(自治会加入世帯数)単位:世帯数 応じていくつかの部局を設けてい
N ることが多い。 5章で触れるが，
501止;市未満 5.7 11.7 1，239 
50-99世情 8.8 11.8 17.2 1，580 これらの部局は自治会とは異なる
100-4991止器: 11.4 17.1 37.2 3，459 地域団体として連携関係にある場
500lit帯幻上 18.7 79.7 170.0 1，004 
全体 9.6 14.4 33.8 7，282 合もある。
また，自治会組織には通常さら
に少数の世帯ごとに縮かい単位に分かれており， i班Ji組Jiフ、、ロックjなど
の名称、で呼ばれている。こうした自治会の下部組織は，どれくらいの監高=単
位で構成されているのだろうか。表3-2は，下部組織あたりの世帯数(加
入世帯数/T部組織数)の四分位数を加入世帯数別に示したものであるく自
治会調査開 2>。組織構造に関わるものなので 2章で設定した自治会類型
ではなく，組織規模(加入世帯数)ごとにみていくこととする。
表3-2から， 50世帯未満および50-99世帯の小規模自治会では10世帯前
後が1つの単位となっている。 100-499世話:で、もおおむね10-20世;常程度で、
ある。しかし， 500世帯以上の大規模自治会では散らばりが非常に大きく， -1:; 
f立1/4 (第一四分位数)では18.7世帯なのに対して，上位 1/4 (第三四
分位数)では170.0世帯にもなる。この理由の lつとして，大規模自治会は下
部組織にもいくつかのレベルに分かれる階層構造にあり，回答者がどのレベ
ルの下部組織を念頭に答えたのかわからないという調査設計上のミスが考え
られる。したがって，個々の住民に密接した最下部の組織の規模としては小
規模自治会にみられるように10-20世帯前後だといえるだろう 10
3. 3.総会と役員会
自治会組織ではどのように意思決定が行われているのだろうか。通常は会
員全員の意思を反映させる場として総会が設けられている。総会は通常年に
1度くらい行われ，加入世帯すべての参加が求められることが多い。
総会での決定を受けて，日常的に自治会を運営していくのが役員の任務で
ある。自治会ではどのくらいの数の役員がいるのだろうか。表3-3は自治
( 1) I日自治省、の「自治会.1!lJI司会等のいわゆる住民自治組織の実態調査結果j
(1980年)の結果でも「組jの規模は20"[止帯前後である(杉田 1981)。
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会の加入世情別に役員 表3-3 加入世帯別の役員数(単位:%) 
数の割合を示したもの 5人 6- 11- 21人
であるく自治会調査向 以下 10人 20人以上
N る役員の割
合(中央値)
3>。なお，役員数カf 501世帯未満 59.5 31.0 8.4 1.2 4，393 17.4 
50-99世帯 27.6 40.8 26.2 5.5 3，793 11.8 加入lit;常数に占める部
100-4991日:帝 16.3 27.4 36.7 19.7 7，376 6.1 
合の中央値も併記して 5001止m:})J二 8.4 17.9 34.1 39.6 7，880 2.0 
いる。
全{本 28.8 30.2 27.0 14.1 17，442 8.6 
当然ながら，役員数
は自治会規模で、大きく異なる。加入世帯数が50世;箭未満で、は59.5%が 5人以
下であり， 6-10人をあわせると90.5%にものぼる。これに対して， 50-99世
情では 6-10人 (40.8%)，100-499世帯では11-20人 (36.7%)，500世;市以
上で、は21人以上 (39.6%)が最も多い。会員に占める役員の割合をみると，
加入世帝数が少ない自治会ほど役員の占める割合が高い。規模が小さくても
最低限担わなければならない業務がある一方で，多くの世帯の参加により自
治会運営がなされているということもできるだろう。
それでは，実擦の自治会活動を行うための意思決定の場である役員会はど
れくらい行われているのだろうかく自治会調査問 5>。図3-1は自治会類
型加に役員会の回数をみたものである。役員会を行っていない(0回)自治
会は全体の2.2%とほとんどない。最も多いのが6回以下(2カ月に 1回以
!っで全体の49.7%とほぼ半数である。ただし，自治会類型によって実施回
数は大きく異なる。
61!il以下の自治会
は，村落部では
63.5%， ~I三者1) 市・
新型では51.2%と
半数以上を占める
のに対して，都市
図3-1 自治会類型別自治会役員会の回数
村落型
(N=6，485) 
~I: 者líïlï ・新型
(N=2，040) 
都市・!日型
(N=3，581) 
部の自治会は30% 者lili'新型
(N=3，070) 
台である。これに
対して，役員会を (N=
13回以上(1カ月 0% 
に11!il以上)行っ
20% 40% 60% 80% 100% 
隆oITI 趨 61ITltJ、下滋 7-121IT1盤 13ml以上
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ている自治会は，都市・!日型で26.0%，都市・新型で26.7%であるのに対し
て，非都市部で小規模な自治会では10%台である。小規模な自治会は役員会
という形式をとらなくてもインフォーマルな話し合いを行うことができるの
に対して，大規模組織ほどフォーマルな役員会を開催する必要があるのかも
しれない。
3. 4.会長・役員の選出
それでは自治会運営の中心を担う自治会長や役員といった役職者はどのよ
うな方法で選出されるのだろうか。このことは自治会における役割の分担が
どのような方法で行われているかを明らかにすることにつながる。越智
(1990)は自治会に関して「栽[132と分担Jという原理を提唱している。自治会
は住民の親U~~ を重視するとともに，役割分担についても誰でもが運営に携わ
るようにして，住民の自治会や地域への関心を喚起することによって組織を
維持しているのである。そのためにもちまわり(順番制，輪番tlりなど)によ
る役割分担が行われることが多い。自治会の役員を積極的に引き受けようと
する住民が少なくても，組織を維持していくために自動的に役員が選出され
る制度が存在するのである。このような制度は，現在の自治会にもみられる
のだろうか。
表3-4は自治会長と役員の選出方法について自治会類型加に示したもの
であるく自治会調査問4>。選挙によるのが最も多く全体の42.7%である。
村落型で47.3%と多くみられる。もちまわりも同様に村e落型が最も多く，非
都市・新~も多くみられる。これに対して，役員時の互選や役員会の推薦は，
都市.I日型や
都市・新型と表3-4 自治会類型自治会長と役員の選出法(単位:%) 
??
選挙の互選の推薦まわり 指る， その他 N いった都市部
村落型 47.3 7.6 17.7 21.4 0.7 5.4 6，669 で規模の大き
非者1市・新型 40.8 15.6 19.2 17.2 0.7 6.4 2，098 
い自治会で多都市 i日型 39.9 15.4 28.9 7.9 1.0 6.9 3，620 
都市・新型 37.5 18.7 27.3 8.3 0.9 7.2 3，088 くみられる。
全体 42.7 12.7 22.5 15.0 0.8 6.3 15，475 続いて，役村落型 24.7 5.4 10.7 39.2 13.7 6.4 6，367 
非者1市新型 19.3 7.8 12.4 40.1 13.4 7.1 2，042 員の選出につ
都市.，日型 14.9 8.0 15.2 25.1 28.4 8.3 3，580 
いてである。都市新型 14.0 8.4 14.0 32.8 24.4 6.4 3，046 
全体 19.5 7.0 12.7 34.6 19.3 6.9 15，035 最も多いのは
??
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もちまわりで全体の34.6%である。これは村落部と非都市・新型といった非
都市部で規模の小さい自治会で40%程度と多くみられる。選挙についても同
様に，非都市部で小規模な自治会で多い。これに対して，会長の指名は都市
部で大規模な自治会で、は25%前後で、あるのに対して，非都市部で小規模な自
治会では13%程度である。役員1司の互選や役員会の推薦についてはあまり差
がみられないが，都市部の大規模な自治会でやや多い。
全体的な傾向として，選挙ともちまわりは村落型や非都市-新型の自治会
で多く用いられるのに対し，役員会や会長による決定は都市.I日型や都市-
新型の自治会で多く用いられる。つまり，非者IS市部にあって小規模な自治会
のほうが全員参加型の運営がなされており，会員が何らかのかたちで代表選
出に関わっている 2。これに対して，都市部の大規模自治会は意思の集約の
l!l難さや一般の加入者が自治会活動に関心を示さないからか，役員や会長だ
けで決定するという寡頭flJ!JI均な意思決定がなされている。
ところで，住民による自治会への関心が弱くなるにつれ，自治会の役員を
引き継ぐことがi忍難であることはつとに指摘されている 3。役員の選出方法
によって引き継ぎの円j骨さに違いはあるのだろうか。表3-5は，自治会類
型と役員選出の方法ごとに引き継ぎの円j骨さをみたものである。役員の引き
継ぎの円滑さについては， 5段階で質問しているが，そのうち上位2つの回
答 (1円滑jと「やや円j骨jの和)の割合を示しているく自治会調査問36>。
選挙による選出を行っている自治会では全体の68.5%が円j骨に引き継ぎが
行われており最も多い。 選挙という方法の正当性を表していると向時に，選
挙が可能なほど地域住民が自治会運営に対して協力的であることを表してい
る。ただし，自治会類型による差は大きく，村落型では73.1%と高い割合で
あるのに対して，都市・新型では58.3%である。続いて，もちまわりにおい
て全体の62.4%の自治会が円滑に引き継ぎを行っている。これも村落型や非
( 2 ) もっとも，自治会調査の自由回答から， 11年任期のもちまわり制では昔
からの推移がわからない。任期を終えれば一個人にもとずってしまい，内容の
蓄積も乏しいoJ(福井県・福井市)という意見もあるため，もちまわりがよ
いとはいえない福もある。
( 3 ) これについても 自治会調査の自由回答に次のようなものがある。「核
家族化，新来の住民の増加により以前のような運営意識が薄れている。役員
選出，行事運営等が難しい1寺に来ている。J(静岡県.I日由比町)
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表3-5 自治会類型・役員選出方法別役員の 都市・新型で割合
引き継ぎの円滑さ が高く，都市・!日
?!i~ 新型 旧型 新型i 全体 型や都市・新型で
選挙 比率(%) 73.1 62.8 64.8 58.3 68.5 低い。都市部で規
N 1，529 387 529 417 2，862 模の大きい自治会
もちまわり 比率(%) 68.3 60.9 53.7 54.3 62.4 
N 2，413 800 872 976 5，061 ほとともちまわりに
役員会の推薦 比率(%) 61.2 52.7 62.1 51.6 57.9 よる順番制という
N 663 245 535 419 1，862 
役員間の互選比率(%) 58.3 56.9 58.1 50.4 56.9 原理が成り立ちに
N 331 153 284 250 1，018 くいことを示して
会長指名 比率(%) 56.8 61.3 56.3 55.3 56.9 
N 848 271 988 720 2，827 いる。
その他 比率(%) 64.7 55.1 57.9 55.7 60.5 このほか，役員
間の互選，役員会
の推薦，会長による指名では円滑だという割合が50%台である。役員会の推
薦は村-落型と都市・!日型という古くからある自治会で円滑である割合が高い。
役員間の互選や会長による指名については自治会類型による差はあまりみら
れない。全体を通して都市・新型の自治会で円滑な引き継ぎを行っている自
治会が少ない。都市部の新しい自治会では，自治会そのものに対する正当性
が弱いのかもしれない。
4.自治会長と役員のプロフイ}ル
続いて，自治会組織を動かす人に若目してみよう。組織を代表する自治会
長はどのような人が多いのだろうか。また，役員にはどのような人々がなる
のだろうか。このほか，会長や役員でなくても，主に活動を担うのはどのよ
うな人々なのだろうか。こうした中心的に運営に携わる人々の属性は，組織
の性格にも反映されるものと考えられる。
自治会運営を誰が担うのかは，これまでの自治会研究の 1つの論点であっ
た。松下 (1961)や奥田(1964)は，自治会が中小企業主や自営業主といっ
たi日中間層によって支配されていることを挙げ，これらの人々を通して自治
会が行政の末端へと速なっていることを批判しているふ玉野(1993，2005) 
は明治以降における自治会形成からの摩史過程を詳細に分析し，地主や名望
家層から新興の自営業層が台頭し，保守勢力や行政と結びつきながら自治会
を担うようになって社会的地位を上昇させていく様子を描いている。このよ
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うに，都市部において自営業主という i日中間層が自治会を主導してきた。一
方で，村落部では農林水産業を生業とする地域が多く，用水路の管理や共同
作業なとソ農林水産業に関する事-柄が重要な問題であった。そのため，これら
に従事する人々が中心となって自治会が運営されてきた。
また，担い手は現代の自治会にとっての重大な問題である。退職した高齢
者によって支えられており現役世代の参加が少ないことや，役員などの中心
的な担い手の引き継ぎができないことは自治会組織の課題としてたびたび指
摘されている 4。本節では，会長や役員のプロフイールおよび選出方法をみ
ていく中で，こうした問題の実態を明らかにする。
4. 1.自治会長のプロフィール
年齢と性別
まずは自治会長の性別と年齢をみょっく自治会調査問39>。
表3-6から，全体の97.0%が男性の自治会長であり，女性はわ
ずかに3.0%である。全世帯加入の組織であるにもかかわらず，そのトップ
はほとんどすべて男性に占められているのである。ただし，非都市・新型で
女性が4.9%，都市・新型で4.5%と，新しく発足した自治会では女性の割合
がわず、かながら高い。
年齢については50代以、
下が全体の20.5%，60代
表3-6 自治会類型男IJ自治会長の性別と年齢
(単位・%)
が48.6%，70代以上が
30.9%であり， 60代が最
村落型 全体
も多く全体の半数を占め 性別 女性
97.8 97.0 
2.2 4.9 2.0 4.5 3.0 
ている。村落型や非都市 50代未満 26.3 27.8 11.1 13.9 20.5 
-新型では50代以下のよヒ
年代 50-60代 51.2 45.4 48.9 44.6 48.6 
70代以上 22.4 26.8 40.0 41.5 30.9 
較的若い自治会長が多く N 6，630 2，092 3，600 3，076 15，398 
( 4 ) 自治会調査の自由回答にもこのような意見が寄せられている。「我が自
治会は高齢化が進み 70才以上が85%以上占めており 10年後の自治会運営
を如何にするかの組織作りを模索しております。J(兵庫県・伊丹市)しかし
一方で，自由回答から高齢者が自治会長を務めたほうがよいという意見もみ
られる or現役者では市との交渉時間がとれないこと，地区の経緯がわかる
ためには30年以上住んだ人の方がよいこと。Jなどが理由に挙げられている
(三重県・桑名市)
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みられるが，都市・!日型や都市-新型では少ない。これに対して， 70代以上
の割合は逆の傾向を示しており 非都市部の小規模自治会で少なく，都市部
で多い。全般に自治会長は高齢だといえるが 都市部で大規模な自治会では
その傾向が顕著である。
図3-2は自治会類型別に自治会長の居住年数を示したもので
居住年数
あるく自治会調査問40>。居住年数が30年以上の自治会長は全体
の37.2%，生まれからず、っと住んでいるといっ会長は38.1%である。両方合
わせると75.3%にものぼり 自治会長が地域社会に根ざした存在だというこ
とがわかる。もっとも 自治会類型では異なる傾向がみてとれる。村落型や
都市・!日型では生まれてからず、っと住んでいるという会長が40%以上と多い。
村落型では半数以上を占めている。これに対して 非都市・新型や都市・新
型という新しい自治会では会長の居住年数が短い。特に非都市・新型では10
年未満が17.5%であり 10-30年もあわせて30年未満だとすると53.9%と半
数以上にのぼる。自治会が古くからある地域は殺の代から地域に居住し続け
ている人々に担われているのに対して 自治会が新たに発足した地域は比較
的新しい住民にも運営が任されているといえる。
続いて会長の在任期間をみていこうく自治会調査問41>。図 3
在任期間
一 3から，全体の35.3%はl年未満であり， 1 -2年までを合わ
図3-2 自治会類型別自治会長の居住年数
村落型
(N=6，390) ! 
非都市・新型
(N=2，073) ! 
都市・!日主~1 
(N23，483)j 
都市・新型i
(N=3，043) r 
全体i
(N= 14，989)' 
。% 20% 40% 60% 80% 100% 
災10年未満緩10-30年霊童304以上必生まれてからずっと
せると56.4%であ
る。半数以上が2
年未満であり在任
期間はそれほど長
いとはいえない。
会長に任期制を設
けている自治会が
多いのだろう。そ
の一方で，在任期
間が6年以上の自
治会長も全体の
23.4%と一定程度
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みられる。在任期 図3-3 自治会類型男IJ自治会長の在任期間
村落~
(N=6，623) 
非都市・新型
(N=2，088) 
者1ST!)"・!日型
(N=3，579) 
都市・新型
(N=3，057) 
全体
(N=15，365) 
0% 20% 40% 80% 
間の長い会長は都
市部で規模の大き
い自治会で多くみ
られる。 6年以上
の在任期間 (6-
10年と1年以上の
合計)なのは，村-
落部で16.3%なの
に対し，都市・新
型では33.7%であ
る。このような自
蓄量1:fT三未満滋1-2年襲警3-5年ロ6-10年鐙11年以上
100% 
治会長の在任期間は，先に検討した会長の選出法とも関係していると考えら
れる。表3-4および3-5から，都市部で大規模な自治会では役員間の推
薦や互選といった会長選出法が用いられ，役員の引き継ぎが相対的にみて円
滑ではないことが確認されている。この結果をふまえると，自治会長の在任
期間が長い背景には，自治会運営において加入者の積極的な参加が得られな
いことが考えられる。
4. 2.自治会役員と主な担い手
続いて，自治会の役員や主な担い手にはどのような人々が多いのかをみて
いこう。自治会調査では 表3-7 役員・主な担い手の職業
自治会役員および担い手
村落型 非都市都市 都市
の主な職業について 2位 新型 !日型 新型
全体
まで尋ねているく自治会
退職者 8.4 8.8 11.1 12.1 9.8 
常勤雇用者 7.5 10.0 6.5 7.3 7.6 
調査問 3，20>。表3- 役員 自営業 4.6 3.1 5.9 3.7 4.5 
7では， 11立を20点， 2 
農林漁業 6.3 2.7 2.4 0.7 3.8 
主婦 0.7 1.8 1.9 3.3 1.6 
位を10点として自治会類 N 6，517 2，067 3，594 3，053 15，231 
型ごとの平均値を示して
退職者 9.9 10.7 12.8 13.9 11.5 
担主な 常勤雇用者 5.9 8.1 4.7 5.4 5.8 
いる。 自営業 3.7 2.5 5.1 3.3 3.8 
役員からみていこう。 ぃ農林漁業
7.4 3.0 2.8 0.8 4.4 
手主婦 1.4 3.0 3.1 4.5 2.6 
退職者が最も得点が高い。 N 6，524 2，067 3，575 3，041 15，207 
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21立までに含まれる割合でみても全体で61.3%である。自治会類型加にみる
と，都市.I臼型や都市・新型といった都市部で人口規模の大きい自治会で顕
著である。自治会長と同じく役員も高齢化の傾向がみられ，それは都市部で
大規模な自治会ほど当てはまる。
続いて得点が高いのが常勤雇用者である。これは非都市・新型で高い。こ
のほか，自営業は村落型や都市・!日型といった発足時期]の古い自治会で得点
が高い。また，農業については村落型で得点が高い。自営業主と農林漁業従
事者は，先に述べたように，ともに地域に根差し，これまでの自治会を主導
してきた。データからも，古くからある自治会では，これらの人々が役員と
なって中心的に活動していることがわかる。主婦は日常的に地域社会で生活
する時間が多いものの得点が低い。 2位までに含まれる割合も全体の12.6%
と低い割合である。先に，自治会長のほとんどが男性という結果を示したが，
ここでも女性の参加があまりみられないことがわかる。もっとも，都市・新
型では多少高い得点を示している。
続いて，自治会活動の主な担い手についてみてみよう。基本的な傾向は役
員とほとんど変わらない。退職者の得点が最も高く，常勤雇用者が続く。退
職者は都市部で大規模な自治会で得点が高く，常勤雇用者は非都市・新型で
高い。自営業は都市.I臼型で高く，農林漁業従事者は村落型で高い。主婦は
全般に得点が低いものの，都市・新型で高い。以上のことから，自治会の運
営はやはり高齢者頼みという特徴がみられる。このほか 発足時期の古い自
治会では，地域に根ざした職業の人々が中心的に活動している。新しい自治
会のうち，非都市部で、規模の小さい自治会は常勤雇用者が関わることが多い。
5.本章のまとめ
本章では，自治会組織の役割認識，組織構造と運営，会長・役員のプロフ
ィールという視点から，自治会組織の特徴を明らかにした。主な知見をまと
めておこう。
第 1に，自治会による自己の役割認識では，親睦と住環境の維持を挙げる
自治会が多い。一方で，行政との関係で自らの団体を規定しているものは少
ない。(自治会の内向きの自己規定)
第2に，大規模自治会ほど役員数が多いが，小規模自治会のほうが会員全
体に占める役員の割合が高い。役員会の屈数は都市部で大規模な自治会で多
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い。会長や役員の選出方法では，村落型や非都市・新型という非都市部で小
規模な自治会において，選挙やもちまわりが多く用いられている。これらの
自治会のほうが多くの会員の参加による自治会組織の運営がなされている。
一方，都市部で大規模な自治会では，役員会や会長による決定により選出さ
れている。(非都市の参加民主性)
第3に，自治会長は男性の高齢者で居住年数の長い人が多い。都市部で大
規模な自治会では特に高齢者が多く，在任期間が長い。会長や役員の選出方
法も加味すると，自治会組織の運営が一部の人々によって寡頭市u的に行われ
ており，一般加入者の関わりは消極的だといえる。(都T1における自治会長
の高齢化)
第4に，役員や主な担い手は退職者が多い。このほか，発足時期の!日い自
治会では，地域に根ざした職業の人々が中心的に活動している。新しい自治
会のうち，非都市部で規模の小さい自治会は常勤雇用者が関わることが多い。
都市・新型では主婦の参加も若干みられる。(男性Iや心性)
以上のように本章では自治会組織の多様な特徴を確認してきた。自治会や
地域の特徴によって，役割認識，組織運営，中心層が異なることをみてとる
ことができる。とりわけ，小規模自治会ほど多くのメンバーの参加による自
治会運営がなされていることは注目に値する。このような運営への参加の基
礎には住民間の親密な人間関係があるものと考えられる。また，このような
自治会規模と運営方法の相違は，自治会の様々な活動の実施とも関連すると
考えられる。次章以降では，これらの点の検討に移っていきたい。
第4章 社会関係資本と自治会活動への参加
しはじめに
第 l章にて述べたように，本書では市民社会組織としての自治会の諸側面
として，社会関係資本，団体Ft号の連携関係，社会サービスの供給，自治会と
市区町村との協働，自治会による政治参加という 5つの側面に着目する。こ
の章ではまず、社会関係資本を取り上げて検討する。
社会関係資本については社会科学の様々な領域で研究がなされてきたもの
の¥市民社会における諸活動の基礎として注呂を集めるようになったのは
Putnam (1993)が契機である 20 Putnam (1993)は，社会関係資本をネットワ
ーク，一般的信頼，互酬性の規範という 3つの要素から定義している。人々
の間の対面的なネットワークが互いに対する信頼や互酬性の規範を醸成する。
( 1 ) 社会関係資本については様々な議論があるが，代表的なものとして，ブ
ルデュー，コールマン，パットナムなどの議論が挙げられることが多し 3。こ
れらも含め，社会関係資本についてのまとまった論考として， Lin (2001)，宮
)11.大守編 (2004)，稲葉 (2007)，Nishide (2009)などを参照されたい。
( 2) Lin (2001)は社会関係資本の概念をミクロレベルとマクロレベルに整理
している。社会関係資本は， ミクロレベルでは個人にとって利用可能な関係
的資源という側面が強調され マクロレベルでは社会的パフォーマンスや人
々の協調行動に影響しうる要因という側面が強調される。 Putnamの議論や
本書で取り上げるのはマクロレベ、ルの社会関係資本で、ある。なお，この立場
の社会関係資本についての論考として， J克毛 (2002)，坂本 (2003)などを
参照されたい。
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同時に，信頼感や互臨時性の規範をもっ人々は他者と積極的に関わりあい，ネ
ットワークを形成する。このように各要素は相互に影響しあいながら社会関
係資本を構成しているのである。そして，このような社会関係資本は人々の
間の協力行動を促し，ひいては様々な社会的パフォーマンスを高める要国と
して注目されている (Knack2002 ;内閣府ー国民生活局編 2003;山内・伊吹編
2005 ;坂本 2005; Nishide 2009など)。
社会関係資本にはネットワークの構造の違いにより，異なる機能が指摘さ
れている 3 (Burt 2001， 2005; Putnam 2000)。閉鎖的で同質的なネットワーク
構造では人々の相互の結びつきが強く，内部における人々の信頼や協力，結
束力を生む (Coleman1990=2004) 0 Putnam (2000)はこのような性質をもっ
社会関係資本をボンデイング型(結束型)と呼ぶ。これに対して，開放的で
異質なネットワーク構造では，緩やかで弱いつながりでありながらも，様々
な儲イ直や情報を流通させることができる (Granovetter1978; Burt 1992) 0 Put-
nam (2000)は，このような性質の社会関係資本をブリッジング型(橋渡し型)
とu乎ぶ。
社会関係資本の形成にとっては団体や組織といった市民社会の諸活動の果
たす役割が注自されてきた。人々が団体活動に参加することでネットワーク
が形成・維持され，そこから信頼や互酬性の規範が醸成される。そこで培わ
れた社会関係資本からさらに別な社会参加へと展開していく。 Putnamはこ
の点を強調しており，北イタリアにおける市民活動への積極参加 (Putnam
1993)や，アメリカにおける様々な団体・組織の衰退 (Putnam1995， 2000) 
をもとに社会関係資本について論じている。異質な人々の入退会が自由な回
体はブリッジング型の社会関係資本を形成するのに適している。
地域コミュニテイもまた社会関係資本を形成する場として注目されている
(Putnam 1995， 2000; Bowls and Gintis 2002; Silverman ed. 2004 ;石田 2008)。
地縁に基づいた密接な近隣関係は特にボンデイング型の社会関係資本を形成
するのに適している。自治会も一定地域の住民の参加からなる組織であり，
( 3 ) 社会関係資本の lつの要素である信頼について，社会心理学的に論じた
ものに山岸 (1998)がある。山岸 (1998)は自分と継続的な関係にある人間
に対する信頼を「安心J，見知らぬ他者を含めて人間一般に対する信頼を「信
頼jとI手ぶ。「安心jがボンディング型の社会関係資本の要素であるのに対
して， i信頼jはブリッジング型の社会関係資本の要素だと考えられる。
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このような社会関係資本の形成に寄与している (Pekkanen2004， 2005， 2006， 
2009)。自治会には，祭り，スポーツイベントや文化イベント，慶弔の手伝い
など地域住民の親睦のための活動を行っているものが多い。また，自治会か
らの情報伝達を通じて，住民間士が相互に接触する機会が保たれる。住民は
自治会活動に参加することによって相互の関わりを深めていき，さらにそこ
から信頼や互酬性の規範が醸成される。一方で，自治会が様々な活動を行う
うえで住民の協力は不可欠である。そのため，住民間に円 i'~・で密接な人間関
係が形成されており，相互に協力的であるほど自治会は多様な活動を行うこ
とができる。このように社会関係資本と自治会活動は相互に影響を及ぼしあ
っている。そして，日本社会は社会関係資本が豊富な点が特徴とされてきた
のも (Inoguchi2000， 2002; Pekkanen 2004， 2005， 2006， 2009) ，背景にはこの
ような自治会のもつ社会関係資本の醸成機能があるからだと考えられる。
もっとも，個人主義化や過疎・過密といった現在の自治会をとりまく状況
に鑑みると，地域の社会関係資本の形成-維持は難しい状況にある。村落地
域は!日来からの深い人間関係があるものの 人口流出が続くために人間関係
を維持することが難しい状況である。これに対して，都市部はより個人主義
化が進んでおり，さらに人口流入が続くために新たな人間関係の構築が難し
い。このような状況の下で，全国の自治会における社会関係資本の実態はど
のようになっているのだろっか。 個人主義化の進行により衰退の傾向にある
のだろうか。また，都市部/村落部における差異はみられるのだろうか。本
章では，こうした課題に取り組んでいく。
具体的に，まずは次の諸点についての実態をみてし 1く。第 lに，自治会そ
のものへの加入率である(2 fjiJ)。前述のとおり自治会は全世帯加入を原則
としているが，近隣住民の地域社会への関心が弱くなれば，すべての監帯が
加入するという状態を維持できないだろう。後述するように，自治会の加入
率の低下はすでに大きな問題として認識されている。そこで，自治会調査か
ら全毘の自治会の加入率の状況をみていく。さらに，加入率が低い自治会に
はどのような特徴があるのかを検討する。
第2に，地域における住民のつきあいの程度とその変化，住民関係の円滑
さ，地域活動の活発さ，自治会活動への参加率のそれぞれについて実態をみ
ていく ( 3節)。これらはいずれも地域住民間関係の密接さを表すものと考
えられる。それぞれの実態、を確認した後で，さらにこれらの変数を用いて社
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会関係資本指数を合成する。そして，日本総合研究所の調査に基づくソーシ
ヤル・キャピタ jレ指数との関連を分析することで尺度としての妥当性を検討
する。
第3に，社会関係資本指数が，自治会による取り組みや市IXIUT村の政策と
どのように関連しているのかを検討する (4節)。これにより，自治会におけ
る社会関係資本を醸成するための条件を探っていきたい。結論を先取りして
いえば，自治会における社会関係資本は，市区町村ーの自治会支援や自治会に
よる取り組みが行われているほど高い。これは近年における住民のつきあい
の活発化についても同様である。地域や組織の特徴については，村落型の自
治会であるほど社会関係資本は高く，人口が流動的で、あるほど低い。しかし
ながら，都市的で人口流入が多い自治会ほど，近年の住民のつきあいは活発
化している。
2. 自治会への加入率
前述の通り，自治会の特徴の 1っとして挙げられるのが全世帯加入の原則
である(中村 1965;中田 1996)。自治会は地縁や住縁を基盤にした組織であ
り，地域社会に住むすべての住民に関わる課題に取り組んでいる。そのため，
自治会組織には強制ではないが全住民の参加が求められてきた(中村-1965 ; 
岩1奇1989a，1989b;鳥越 1994;倉沢 2002)。そして，自治会は住民の参加と
合意に基づいて，地域を代表する組織として様々な活動に取り組んだり，市
区町村と交渉したりする上での正当性を確保してきた(中田 1996)。
しかしながら，年々，個人主義化や世代交代が進み地域社会への関心が薄
れている。そのため，自治会活動への参加はおろか自治会組織への加入率の
低下が焦居の課題とされている。 1章でみたように(図 1-3， 26頁)，自治
会は他の市民社会組織と比べて高い加入率を示しているが，近年になって，
加入率が低下傾向にある。自治会調査の毘答者の中にも加入率の低下を問題
視している人々がおり，自治会の運営についての自由回答として次のような
意見が寄せられている。
「最近，区域内にアパート・マンションが乱立しており，居住者も若い世代
の方々が多い。自治会加入を呼びかけても不参加が多い。自治会未加入の
80%はこれらの人々だ。J(宮崎県・宮崎市)
第4j主 主1:会関係資本と自治会活動への参lJIl 83 
「賃貸アパート居住者は自治会活動に参加しない。増加している地域であ
り，居住者とも面識がない。こうしたことから自主的活動を行うエネルギー
がない。J(千葉県・習志野市)
加入率の低下は社会関係資本の衰退であり，自由IYiJ答にもあるように，自
治会活動のエネルギーを奪うものである。それでは，実際の自治会加入率は
どの程度なのだろうか。果たして全世帯加入の原則は維持されているのだろ
うか。データからみていこう。もっとも，自治会調査は自治会長に質問した
結果であるため，加入率が実際よりも高い可能性がある。つまり，調査にDI
答可能な自治会というのは，ある程度組織の運営ができている自治会である
ため，加入率も高いのだと考えられる 4。そこで，自治会調査に質問した自
治会調査に加えて，市!豆町村
の担当者に質問した結果 5を
あわせて検討しよう。
1:zJ 4 -1は自治会調査にお
ける加入率(加入世帝数/地
域の全世帝数)と市i豆町村に
質問した結果を示したもので
ある。全体的に非常に高い加
入率であることがわかる。自
治会調査では100%の加入率
函4-1 自治会加入率の分布
(自治会誤査と市区町村への質問)
自治会調査
(N= 17，303) 
市区IJ村
への質問擁護整機議審議襲撃欝線機畿緩襲撃島 21.6
(N= 1，290) 
0% 20% 40% 60% 80% 100% 
霊童80%未満鐙80-89%襲撃90-99% 100% 
( 4 ) この点は自治会調査全体のバイアスの可能性だとも考えられる。つまり，
調査に協力可能なのは，ある程度運営がうまくいっている自治会であるため，
結果全体が自治会にとってよい方向に歪んでいるかもしれなし」また，自治
会や市区町村が認識している加入率は 1章にみた有権者に対ーする調査結果
を集計した加入率よりも高くなる。一般の有権者の仁1:]には，自治会組織に加
入していてもほとんど活動していないために 加入しているという認識をも
っていない人々が一定程度みられるからだと考えられる。
( 5 ) 自治会調査を依頼する際に 1，843 (2006年3月時点)の全国すべての自
治会に対して質問した。その後も合併などを考慮、し2008年8月まで各自治会
に問い合わせ，最終的に1，354の市区町村ーから屈答を得ている(回答率73.5%)。
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が46.9%，90%台の加入率が28.4%であり，合わせると75.3%である。 4分の
3の自治会が90%以上の加入率を示している。ただし， 80%未満の加入率で
ある自治会が12.8%と，全世帯加入とはいえない自治会もみることができる。
市区間]ー村への質問結果をみると，自治会諦査ほどには高くない。 100%の
加入率が21.6%，90%台が30.2%であり，合わせると51.8%である。 80%未満
の加入率は24.4%であり，市12三町村の把握によれば，一定程度は全世帯加入
を維持できていないということになる。
続いて，自治会調査から得られた加入率を，自治会類型ごとにみていこう
(図 4-2)。村落型では100%の加入率が63.0%で， 90%台まで含めると
86.5%と非常に高い加入率を示している。非都市・新型も同様に， 100%の加
入率が55.3%，90%台も含めて80.4%と非常に高い。これに対して，都市-
i日型では100%の加入率が30.3%に過ぎず， 90%台を合わせても62.5%である。
都市-新型でも 100%の加入率が31.4%，90%台を合わせて64.3%である。
80%未満の加入率については，都市・!日型で20.4%，都市・新型で20.5%と
一定程度みてとることができる。
このように，都市部と非都市部との差が歴然としている一方で，発足した
時期による差はみられない。ただし，都市部でも60%以上の自治会で90%.1)、
上の加入率というのは十分に高いという見方もできる。それでも全世帯加入
だとすると，都市部では20%程度の自治会で加入率が80%に満たないなど，
その原則が維持されていない自治会もみられる。とりわけ，東京都では
密4-2 自治会類型と加入率
村落型
(N=6，436) 
非都市・新型
(N= 1，991) 
都市.1日型
(N=3，301) 
都市・新型
(N=2，804) 
o % 20% 40% 60% 
50.7%とおよそ半数が
80%未満の加入率とな
っている。
それでは，加入率の
低い自治会にはどのよ
うな特徴があるのだろ
うか。ここでは，アノT
ート・マンションなど
の集合住宅の多さと単
身世帯の多さという点
80% 100% を確認しておこう。先
密室、80%未満滋80-89%騒90-99%襲警 100% の自由回答にも挙げら
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れているように，集合住宅居住者は地域
社会への関心が希薄な傾向にあったり，
自らのマンション管理組合に加入してい
るため自治会に加入しないケースがみら
れる 5。また，単身I世帯も勤労世帯であ
ればiヨ常的にi也i或で、生活をしていないの
で地域活動を重視しないと考えられる。
表4-1
80-89% 
90-99% 
100% 
全{木
加入率と集合住宅司単身
世帯の割合(単位:%)
N 
2，186 
58.1 24.2 1，902 
42.9 21.4 4，593 
26.0 22.5 8，285 
40.3 23.5 16，966 
表4-1は，自治会の加入率ごとに，地域に「集合住宅が多いJという自
治会と「単身世帯が多いJという自治会の割合を示している。集合住宅につ
いては，自治会調査で地域に多いものを尋ねた質問<自治会調査開13>にお
いて 3位まで含まれた割合である。また，単身世帝については，地域の世帯
構成で多いものを尋ねた質問<自治会調査問12>において3位までに含まれ
た割合である。
自治会への加入率が低い地域ほど，集合住宅が多いことを明瞭にみてとる
ことができる。自治会加入率が80%未満の自治会では74.1%が地域に集合住
宅が多いのに対して，加入率100%の自治会では26.0%にすぎない。自治会
加入率の低下の背景には集合住宅の存在が考えられる。単身世帯についても，
集合住宅ほどではないが，加入率が低い地域ほど多くみられる。加入率80%
未満では31.1%の自治会で単身世帯が多いのに対して，加入率100%の自治
会では22.5%である。このように，地域への関心が希薄と考えられる集合住
宅や単身者の多い地域ほど全世帯加入とはいかないようである。
3.住民のつきあいと白治会活動への参加
続いて，地域における住民のつきあいの程度とその変化，住民関係の円 i'l~・
さ，地域活動の活発さ，自治会活動への参加率から，自治会における社会関
係資本の実態をみていこう。
実証研究において社会関係資本をととのように捉えるかについては，いくつ
かの課題が指摘されている。第 lに，社会関係資本の概念は多義的で1愛昧さ
( 6 ) ただし，集合住宅では近隣住民による生活維持のための活動がまったく
行われていないわけではない。竹井 (2005)は，むしろマンション管理組合
を通しての自治にこそ民主主義の可能性があると論じている。
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を残すため，どのような操作変数を用いるのかという問題である(山内2005)。
第2に，社会関係資本は地域レベルの特性を表すものであるため，地域の単
位をどのように設定するのかという問題である(埴淵ら 2008)。
これらの測定の問題に対して，本書では自治会長からみた地域における住
民同士のつきあいと活動への参加の程度という点から検討していくこととす
る。前述のように， Putnam (1993)の定義によれば，社会関係資本はネァトワ
ーク，信頼，互証明性という 3つの要素からなる。しかし，自治会調査は自治
会長に対して行った調査であり，個々の自治会加入者の信頼や規範意識につ
いてのデータがない。また，ネットワークといっても地域の個々の住民の関
係の総体を捉えることはできない。そのため，住民間のつきあいの程度や自
治会活動への参加率といった自治会長の観察から判断できるものに絞らざる
を得ない。ただし，これはあくまで自治会長が地域の様子を判断して回答し
た結果であることには注意が必要である。もう l点については，本書は自治
会に関心があるので社会関係資本の測定単位は自治会地域レベルである。
3. 1.住民のつきあい
まずは，自治会のある地域における住民同士のっき
住民のつきあいの程度 ' 
あいの程度をみていこう。住民のつきあいが深いも
のであれば，それだけ住民同士のネットワークの紐帯は強く，密であると考
えられる。これはボンデイング型の社会関係資本が高い状態だということが
できる。
図4-3 自治会類型と住民のつきあい
村落型
(N=6，627) 
非都市・新型
(N=2，094) 
都市・!日型
(N=3，599) 
都市・新型
(N=3，062) 
全体
(N=15，382) 
器量生活J国霊童立ち話滋あいさつ程度磁つきあいなし
自治会調査では，
地域住民のつきあい
の程度について，
「生活面で協力しあ
うJi立ち話程度Jiあ
いさつ程度Jiつきあ
いがないjという 4
つの選択肢を設けて
質問しているく自治
会調査問15>。図4
-3は，これを自治
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会類型ごとにみたものである。全体に立ち話程度のつきあいという屈答が多
く， 50~60%程度を占めている。自治会類型ごとにみると，村落型では生活
面でも協力している自治会が多く 34.6%である。これに対して，非都市・新
型と都市・!日型では20%程度，都市・新型では12.1%となっている。あいさ
つ程度のつきあいは逆の傾向であり，村落型では10.1%と他の類型 (20%程
度)よりも低い。非都市部にあることと発足時期の古さがともに，密接な住
民同士のつきあいと関連している。なお，つきあいがないという自治会は全
体でわずか0.3%にすぎず，グラフからはほとんど確認できなし=。
このような現在の住民の関係は， })、前と比べてどの
住民のつきあいの変化
ように変化したのだろうか。村落地域では長期にわ
たる親密な住民関係があるかもしれないが，人口流出などにより関係が弱化
しているかもしれない。一方で，都市部では人口流入が続き，新たな住民間
関係の形成ができず，住民のつきあいは不活発化しているのかもしれない。
表4-2は，住民のつきあいが5年前からみてどのように変化したのかを示
したものであるく自治会調査開10>。
「変わらないjという自治会が最も多く全体の51.4%である。また，住民の
つきあいが不活発イとしている自治会 (1不活発jと「やや不活発Jの和)が全
体の13.0%であるのに対して，活発イとしている自治会 (1活発jと「やや活
発jの和)は全体の35.6%と，全体に活発化の傾向にある。これはどの類型
にも当てはまる。前述のように，自治会の弱体化についての指摘はみられる
ものの，自治会長の認識では住民間のつきあいはむしろ活発化しているよう
である。ただし，自治会類型別にみると，活発化の方向を示す割合は，村落
型が25.3%であるのに対して，他の類型では40%以上である。村落型ほど活
発化していない。
こうした結果は，函4 表4-2 自治会類型別住民のつきあいの活発化
-3にみた住民のつきあ (単位:%) 
いの程度とは異なるもの やや j舌発 N 
である。村落部は相対的
j舌3(5; ない 活発
村落型 4.7 10.2 59.8 17.5 7.8 6，623 
にみて，住民向士のつき ~I=者ISTI1 新型 3.1 7.9 46.6 28.0 14.4 2，066 
あいは盛んであるものの，
都市 .1日型 3.6 8.3 45.6 29.4 13.1 3，598 
都市新型 3.1 8.6 43.2 29.3 15.8 3，060 
近年はあまり活発化して 全体 3.9 9.1 51.4 24.1 11.5 15，347 
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いない。過疎地や衰退地域では従来からの住民関係は密接であるものの，人
口流出が桔次ぐために住民間の関係が強化される新たな契機がないのかもし
れない。一方で，都市部や新しい自治会では住民関係は希薄であるものの，
活発化の傾向にある。都市部の自治会のほうが多くの資源をもっているため
にいろいろな活動を行うことができると考えられる。また，新しく流入した
人々は深い人間関係にまで至らないとしても，地域社会を刺激しているのか
もしれない。全体的に自治会における社会関係資本は平準化の傾向を示して
いる。
自治会は地域を基礎としており，非常に高い加入
住民のつきあいの円滑さ
率を誇る。しかし，そのために地域内の多様な住民
間の関係が円滑ではないことも考えられる。例えば，古くから地域に住んで
いる人々と新たに流入してきた人々との間の交流がうまくいかないことはし
ばしば指摘されている。自治会読査の自由回答でも自治会の抱える問題点と
して次のような意見が寄せられている。 f古くからの住人と新しく参入した
人との仲がどうしても旨く行かず，小さな世帯数となっておりますJ(三重県
-桑名市)。従来からの人間関係の中に新たな流入層が加わるのは非常に困難
だといえる。
また，世代間の交流の問題も考えられる。自治会は退職後の高齢者によっ
て担われていることが多いが，こうした担い手層と他の住民との開での考え
方の相違なども考えられる。例えば，自治会調査の自由回答に次のものがあ
った。 i40歳以下の人は町内会活動にはあまり関心がないようであります。
人に迷惑を掛けなければいろいろな社会の活動に参加しなくても良いという
表4-3 自治会類型別住民のつきあいの
考えの人が多くなっている。!主
円滑さ (単位:%) 分だけ楽しめればよいという人
新!日住民世代間活動へ
N 
が多いJ(宮城県・市区町村不
の交流 の交流の参加 明)。このように地域住民間士
村落型 44.3 37.0 43.9 5，993 
非都市・新型 36.6 26.4 38.3 1，932 に何らかの亀裂があるならば，
都市 !日型 34.4 27.0 27.7 3，476 住民間士のネットワークは疎で
都市新型 34.5 23.1 26.3 2，917 
全体 38.9 30.4 35.7 14，318 あり，社会関係資本も高くはな
項目によって欠損値が異なるために，サンプル数Nも巽 いと考えられる。
なるが，極端な違いではないために新!日住民の交流につ
いてのものだけ示す。 表4-3は，自治会類型別に，
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新!日住民の交流，世代間の交流，および自治会活動への住民の参加について
の円滑さの程度を示している。調査では 5段階の尺度で質問しているが，そ
のうち「円滑であるJrやや円滑であるjという肯定的な回答の割合を示して
いる。
新!日住民の交流については，全体の38.9%の自治会が円滑だと回答してい
る。自治会類型による差はあまり大きくないものの，村落型が44.3%と円滑
だという割合が高い。世代間の交流については全体で30.4%が円滑だと回答
しており，新!日住民の交流よりは低い。村落型の自治会では37.0%でやや高
い。住民の自治会活動への参加の円滑さについても向械の傾向である。全体
で35.7%が円j骨だと回答している。村落型が43.9%と最も高く，非都市・新型
も38.3%と高い割合を示している。全体にみて 村落型の自治会ほど住民間
の交流や参加は円滑-なようである。
以上までにみた住民間士のつきあいについてまとめると，村落型では住民
間士のつきいあいが密接で良好であることがみてとれる。その他の類型には
それほど大きな相違はみられない。相対的にみて高い社会関係資本を維持し
ているのは，やはり!日来型の組織だ、ということができる。もっとも，新しい
自治会や都市部の自治会でむしろ住民のつきあいは活発化する傾向にある。
3. 2.住民による自治会活動への参加
社会関係資本は住民同士のつきあいというネットワークばかりでなく，そ
れに基づく様々な活動への参加も含めて考えることができる。ネットワーク
に基づいて信頼感や互酬性の規範が醸成され 人々は様々な集合行動(この
場合，自治会活動)に参加する。 同時に，集合行動への参加を通してネット
ワークが強化され，信頼や互酬性の規範も高まっていく。このように集合行
動への参加は，社会関係資本と非常に密接な関係にある。
それでは，自治会が実施している個々の活動への参加率を自治会類型ごと
にみていこう。表4-4は，自治会が行う各活動への参加率の平均値を求め
ている。自治会調査では， r 2割以下J12---4割J14 ~ 6割J16 ~ 8割J
18割以上jというカテゴリで質問しているく自治会調査問22>。ここでの
分析では，このうち各カテゴリを中央値で代表させ (2---4割であれば30%)，
その平均値を市豆町村人口規模別に求めている。なお，各項目に該当する活
動を行っていない自治会は分析から除外した(自治会活動の実施についての
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表4-5 社会関係資本変数の間の相関係数
2 3 4 5 6 7 
i住民のつきあい 1.000 .293** 332** .314仲 268キ本 .253*キ .309* 
N 06，671) 07，162) 07，020) 07，289) (15，503) (13，084) 
2新!日住民の交流 1.000 .591 ** .510** 240*ヰ .206ヰ* 258叫
N 06，587) (16，520) 06，094) (14，415) 02，178) 
3世代Il.¥jの交流 1.000 526キ* .238** 212** 299** 
N (16，889) 06，570) 04，840) 02，554) 
4活動への参加! 1.000 .345料 338*ネ .358料
N (16，441) (14，744) (12，436) 
5総会への参加 1.000 .509** .459*三
N 05，161) (12，811) 
6 ì~f掃美化活動への参1)11 1.000 .433*唱
N (11，819) 
7祭りへの参加 1.000 
料 :pく.01 布 :pく.05
なお，清掃・美化および祭りへの参加は，活動自体を実施していない自治会
が一定程度あるため，データの欠損が多いので尺度構成からは除外した。変
数開に相関関係があるとはいえ，加算して尺度を作成する場合，作成に用い
る諸変数1号に内的繋合性がなければならなし、。そこで，クロンパックの α係
数を求めると α=.718であり，内的整合性があると判断できる 7。表4-6
は自治会類型ごとに社会関係資本指数の平均値と標準偏差を示したものであ
る。この尺度は最小値 5，最大値23の範囲をとりうるが，全体での平均は
15.2である。村落型，非都市・新型，都市.I日型，都市-新型の)1買に平均値
が高い。これは先ほどまでに確認した結果と同様である。
ここで作成した指数は，自治会にお
ける住民のつきあいと活動への参加と 表4-6 自治会類型ごとにみる
いう点から社会関係資本を検討してい
社会関係資本指数
る。しかし，冒頭でも述べたように社
自治会類型 平均値標準偏差 N 
村落型 16.4 3.5 5，530 
会関係資本は他の様々な要素からなっ ~Iミ者Ilïlï ・来Jj-J1 15.1 3.5 1，781 
ている。 例えば，一般には自治会に限
都市 IE型 14.2 3.4 3，211 
都市新型 13.9 3.2 2，712 
らずボランティアやNPOといった様 全体 15.2 3.6 13，234 
( 7 ) クロンパックの α係数は通常 0.80~j、上が望ましく 低くとも0.70くら
いは必要だといわれている(杉野 2006)。
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々な市民活動への参加が考慮される。そこで，本章で扱う自治会の社会関係
資本が，より幅広い要素を取り入れた社会関係資本の指数とどのような関係
にあるのか検討ーしよう。
日本総合研究所では2007年に「社会生活に関するアンケート調査J(以下，
白本総研調査)を行い，それをもとに都道府県ごとのソーシャル・キャピタ
ル指数を算出している(日本総合研究所2008)。具体的には，社会関係資本と
して「つきあい・交流J，r信頼J，r社会参加jの3つの要素を想定し，それ
ぞれについての指数を算出している。さらに，ボンデイング指数とブリッジ
ング指数，および全体のソーシャル・キャピタル指数を求めているんこれら
の指数との関連をみることで，自治会における社会関係資本がととのような性
質のものなのかを捉えることができるだろう。前述のとおり，本章では自治
表4-7 ソーシャル・キャどタル指数と
自治会における社会関係資本指数との相関
係数
社会関係資本指数
つきあい指数 .239 
信頼指数 .127 
社会参加指数 .434料
ボンデイング指数 .498料
ブリッジング指数 .292* 
ソーシャル・キャピタル指数 .403** 
ネ pく.05 **: pく.01 N=47 
会における社会関係資本をボンデ
イング型だと想定しているが，他
の調査による指数との関連をみる
ことで自治会誠査から導出した社
会関係資本指数の尺度としての妥
当性を確認したい。
表4-7は前節で用いた本調査
における社会関係資本の指数と百
本総研調査の指数との相関係数を
求めたものである。日本総研調査
( 8 ) iつきあい・交流j指数は，近所づきあいの程度，近所づきあいのある
人の数，友人・知人との学校・職場外でのつきあいの頻度，親戚とのつきあ
いの旗度，スポーツ・趣味・娯楽活動への参加状況の 6つの要素， i信頼J
指数は，一般的な信頼と旅先での信頼の2つの要素， i社会参加j指数は地
域的な活動の参加状況とボランテイア .NPO・市民活動への参加状況の2つ
の要素からそれぞれなっている。ボンデイング指数は近所づきあいの程度と
地縁的な活動への参加状況の2つの要素，ブリッジング指数は友人・知人と
の学校・職場外でのつきあいの頻度，ボランテイア .NPO・市民活動への参
加状況の2つの要素からそれぞれなっている(日本総合研究所2008: 23-
24)。具体的な質問文および指数を算出する手続きについては，日本総合研
究所 (2008)を参照されたい。
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の指数は都道府県単位であるため，本調査の社会関係資本の指数も都道府県
ごとの平均値を用いている 90
両者にはある程度の相関関係がみられる。総合指標であるソーシャル・キ
ャピタ jレ指数との相関係数は.403である。また，社会参加指数とボンデイン
グ指数との相関関係が特に強い(それぞれ.434と.498)。ここから自治会調査
における社会関係資本指数はボンデイング型の社会関係資本を表すものだと
いえる。自治会における社会関係資本は人々の間の向質的な結びつきであり，
それが活動参加に結びつくということができる。本章で想定している通り，
自治会が地域に根ざし，そこに住む住民から構成されていることから，ボン
デイング、型の社会関係資本をもっといえる。
なお，自治会の社会関係資本と信頼指数はあまり相関関係がみられない。
ここから自治会における社会関係資本は一般的信頼に基づいたものだとはい
えない。山岸(1998)が提起するように，継続的な関係にある人々に対する
安心に基づいているのかもしれない。
4.社会関係資本の規定因
自治会における社会関係資本は，他のどのような要因と関連しているのだ
ろうか。自治会類型ばかりでなく市区I1lT村の自治会支援策や自治会の取り組
みなどを加えて総合的に検討しよう。
ここでは，前節で作成した社会関係資本指数とともに， 5年前と比べた住
民のつきあいの活発化についても従罵変数として分析する。たとえ現状では
社会関係資本が低いとしても，住民のつきあいが活発化しつつある地域があ
るかもしれない。その一方で，現在居住している人々の間のつきあいは親密
で自治会活動への参加率も高くても，人口流出が続いているために住民同士
の関係は弱化しているかもしれない。先にみた図4-3と表4-2からも，
地域住民のつきあいの深さとその活発化では自治会類型との関連において異
なる傾向を示している。そこで 社会関係資本の現状および変化と関連する
要因をそれぞれ検討していく。なお，つきあいの活発化は 5段階の尺度の質
問であるが，ここでは量的変数として投入する(数値が大きいほど活発)。全
( 9 ) 集計データであるために，生態学的誤謬などの恐れがあることには注意
しなければならない。
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体の平均値は3.30であり 先に確認したように活発化の傾向を示している。
以下に，これらと関連すると予想される要国を検討していく。
4. 1.要因の検討
(1)市区町村の自治会支援策
1章で述べたように，本書では市区[lりすの政策と社会関係資本，そして自
治会や地域の特徴という視点から，市民社会組織としての自治会の各側面を
検討していく。ただし，ここでは社会関係資本そのものを従属変数としてい
るのでまずは市区町村の政策に注目しよう。社会関係資本に直接的な影響を
及ぼす政策というのは難しいが，コミュニティ支援などによって地域を活発
化させる政策がそれにあたるだろう(金 2005; Nishide 2009) 0 
そこで市区IHJ利ーから自治会に対する補助金額を分析に用いる。これは金額
を30万円以上， 10-30万円， 10万円未満，なしというカテゴリとして投入す
る。補助金が30万円以上の自治会は全体の28.9%，10-30万円は28.6%，10 
万円未満は31.4%，なしは11.1%である。都市部で大規模な自治会ほど金額
が大きい。分析はそれぞれをダミー変数として用い，補助金額なしを基準カ
テゴリとして比較する。
このほか，市区町村からの補助金と情報の支援に対ーする自治会の評価も分
析に投入する。補助金額が大きくても，自治会の規模が大きかったり，地域
の様々な事情により活動にコストがかかるため，不十分な場合も考えられる。
そのため，自治会が補助金や情報をどの程度重要だと認識し，満足している
のかを変数として用いる。
分析に用いる変数は次のように作成した。自治会調査では，市区町村ーによ
る自治会向けの政策についての重要度と満足度を 5段階で質問している。そ
のうち，重要度については， 15 重要J-11 重要ではないjのそれぞれ
から lをヲiく。それにより，最大値(重要)を 4，最小値(重要ではない)
をOとする。満足度については， 15 満足J~ 11 満足ではないjのそれ
ぞれから 3を51く。つまり，中間の回答を Oとし，満足(2 )とやや満足
( 1 )という回答はプラス，不満足(-2)とやや不満足(-1 )という回答
はマイナスとなるようにする。そのうえで両者を掛け合わせて，市!豆町村ーの
政策に対する評価の指数とする。最大値は 4x 2 =二 8であり，最小値は 4X
-2=-8である。この尺度は，政策に満足であればプラス，不満であれば
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マイナスの値をとり，さらに重要度によってウェイトがかけられている。得
点が高いほど市区IlT村の政策を高く評価しており，自治会にとって十分な政
策が施行されていると考えられる。なお，補助金に対ーする評1mの全体での平
均値は-0.65とマイナスを示している。これに対して情報に対する評価の全
体で、の平均値は1.47で、ある。補助金に対しては不満をもっ自治会が多いよう
である。政策に対する評価は 7章で詳しく奴り上げる。
(2)自治会による取り組み
社会関係資本を高く保つには，自治会自身の活動も重要である。自治会が
様々な活動を行うことで住民の参加を喚起し，ひいては住民同士の関係も良
化するだろう。ここでは，自治会の役割認識，親Il~活動，情報伝達の手段，
活動施設の確保の 4点について考える 100
自治会が親睦を役割と認識しているのであれば，住民同士の関係を良好に
保つために様々な取り組みがなされているだろう。直接的に住民1耳の関係を
親密化させると考えられるのが自治会の親睦活動である。 6章で詳しく取り
上げるが，自治会では，地域の祭りや，盆踊り，運動会，慰安旅行などイベ
ントを行うことで住民間の交流や親陸をはかっている。住民の慶弔行事に協
力することもまた連帯を深めることにつながるだろう。これらの活動は社会
関係資本を強化するものだと考えられる 11。また，自治会が活動を行ううえ
で拠点となる施設があるほうが，多くの人々が集まって活動することができ
るだろう。このような活動施設を確保できている自治会のほうが社会関係資
本が高いと考えられる。
さらに，自治会内の情報伝達の方法による効果も考えられる。自治会は倍
加配布，掲示板，電話連絡網，垣i覧板などの方法を用いて住民に情報を伝達
(10) 自治会活動を集合行為と捉え，それへの参加を問題とするならば， 0ト
son (1965)が指摘するように，参加者に対して選択的誘因を提供したり，参
加を強制することも考えられる。また， Ostrom (1990)が指摘するように，地
域の住民自身が状況に応じてルールを制定して活動を維持しているかもしれ
ない。これらの点は 自治会活動の社会関係資本を検討するうえで重要な要
因であるが，自治会調査では質問が含まれていないために検討しない。
(11) 一方で，地域の住民関係が良好で自治会活動が盛んであるために，これ
らの親睦活動を実施できるという逆の因果の可能性もある。
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している。このうち，住民間士が直接接触する方法は，情報伝達を通して住
民向士の関係を深めることになるだろう 12。このことは，社会関係資本の形
成・維持について， Putnam (2000)が対面的接触の重要性を指鏑-していること
とも整合する。
以上の変数については，それぞれ次のょっに操作化している。まず，役割
認識については， 3章でも取りあげたように主なものを 2位まで順位づけで
質ー問している<自治会調査問 6>。ここでは親睦が2位まで含まれていれば
「多いJ，それ以外は「少ないjというダミー変数(多い=1，少ないェ 0)
として分析に投入する。 3章で確認したように親睦活動については全体の
60.9%が自治会の役割として挙げている(表3-1， 66頁)。親睦活動数につ
いては，祭り，スポーツ・文化イベント，慶弔の 3つの活動のうち実施して
いる数を変数として用いるく自治会調査問17>。最小は Oであり，最大は 3
である。全体での平均値は2.09であり，これらの活動が多く行われているこ
とがわかる。 活動施設については，施設の確保の円j骨さについて 5段階で尋
ねた質問を用いるく自治会調査向36>0i円滑Jを5とし， i円j骨ではないJ
をIとして得点を割り当てている。全体での平均値は3.90であり満足な傾向
にある。情報伝達の方法については，自治会調査において主なものを 4つま
で順位づけで質問している。それぞれの選択肢について， 1位であれば
4， 4位であれば1を割り当てた。そして，個別配布，電話連絡，!ill覧板と
いう対面的な情報伝達法の得点を加算して，尺度を構成した13。範留は Oか
ら9の間をとるが，全体での平均値は6.94である。
(3)地域の特徴
まず，自治会のある地域における集合住宅の多さと単身世帯の多さの影響
が考えられる。先に検討したように，これらは加入率の低い自治会で多くみ
られる。集合住宅の居住者や単身世帝は地域社会への関心が希薄であり，住
民のつきあいや地域活動への参加に対して消極的だと考えられる。
(12) 社会関係資本が高く，住民同士のつきあいが円滑だからこそ，対面的な
情報伝達という方法が用いられているという逆の因果関係も考えられる。
(13) このほかの情報伝達手段として，掲示板，ホームページ，電子メール
町内放送，有線放送，自治会だより，その他について尋ねた。
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また，地域の人口変化による影響も考えられる。人口の流入が多ければ新
たな人々の間での関係の形成が難しく社会関係資本は醸成されない。したが
って，人口が増加している地域は社会関係資本が低いと考えられる。一方で，
たとえ住民のつきあいが深くても地域人口が減少すれば 社会関係資本は衰
退していく。減少している地域は住民間関係が不活発化していると予想でき
る。これらに加えて，先ほどまで検討してきた自治会類型も分析に加えるこ
ととする。
分析には次の変数を用いる。集合住宅の多さと単身世帯の多さは，加入率
の分析で用いたとおりに，地域で多いものの3位までに含まれていれば 1， 
そうでなければ0というダミー変数としてj有いる。集合住宅については全体
の42.2%，単身世帝については全体の23.3%である 14。人口の変化については，
自治会調査において，地域人口の 5年前からの変化を f増加lJiやや増加j
「変わらないJiやや減少Ji減少jの5段階で質問している。これを「増加J
「不変Ji減少jの3カテゴリとする。人口が増加しているのは全体の29.4%，
不変なのはお.7%，減少しているのは43.9%であり，減少している地域の自
治会が多い。分析には，人口不変を基準カテゴリとし，増加と減少のそれぞ
れをダミー変数として投入する。自治会類型については，村落型を基準カテ
ゴリとして，他の各変数をダミー変数としてmいる。
4. 2.分析
表4-8は，社会関係資本指数，住民のつきあいの変化を従属変数とした
重回帰分析 (OLS推定)の結果である150
社会関係資本指数からみていこう。市区IIlJ干すからの補助金額が30万円以上
だと，なしの場合よりも社会関係資本は低い。これは自治会類型によって都
市規模や組織規模を統制したうえでの結果である。因果関係は逆になるが，
補助金が社会関係資本を低めているというよりは，社会関係資本が低くて自
治会活動の維持が難しいところに多額の補助金が給付されていると考えられ
る。支援策の評価については，補助金の影響がみられないが，情報への評価
(14) 表4-1と若干値が異なるのは，欠損値を除外しているためである。
(15) サンプルサイズが大きいために統計的有意、になりやすい点には注意が必
要である。他の分析についても同様である。
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表4-8 社会関係資本と住民のつきあいの活発化を
従属変数とした重回帰分析
社会関係資本 住民のつきあいの活発化
係数 襟準誤差 係数 標準誤差
(定数) 11.786** .247 1.669料 .078 
自治会支援 補助金30万「可以上 .252誌 .124 .107永本 .035 
自治会支援措助金10-30万円 .003 .122 .004 .034 
自治会支援:補助金10万円未満 .094 121 一.056 .034 
自治会支援 なし(基準カテゴリ)
自治会支援評価.補助金 .000 010 .006 .003 
自治会支援評価情報 .117** .011 .006 .003 
自治会の目的(親睦) .118 .070 .124件 .020 
親睦活動数 .498料 .043 .083料 .012 
対面情報伝達 .060村 .021 .005 .006 
活動施設確保 .823キ* .032 .008 .009 
集合住宅の多さ -1.485叫 .076 .163料 .022 
単身世論ffi=の多さ 一.264*事 .083 一.011 .023 
人口増加 -.285料 .089 .201 ** .025 
人口減少 .000 .086 一.167** 024 
人口不変(基準カテゴリ)
自治会類型.非都rti・新型 一.744料 .110 .250** .031 
自治会類型・都市 i日型 -1.530** .094 .176** .027 
自治会類型都市新型 -1.579** .097 .281 * .027 
自治会類型.村落型(基準カテゴリ)
社会関係資本 .074料 .003 
自由度調整済み R2 .261 .150 
* : pく.01 *: pく.05
が高いほど社会関係資本が高い。
このほか，親睦活動の数，対面的情報伝達，活動施設の確保といった自治
会の取り組みが行われているほど 社会関係資本は高い。組織や地域の特徴
については，集合住宅が多い地域や単身世帯の多い地域で、は社会関係資本が
低い。人口の変化については 人口が変わらない地域と比べて増加している
地域では社会関係資本が低いが 減少している地域では変わらなし=。最後に
自治会類型については 村落型と比べると いずれの類型も社会関係資本が
低い。
以上のように，市区町村の自治会支援を除けば，先に検討した要因はおお
むね予想通りの結果を示している。自治会支援については，情報の評価が十
分だと社会関係資本が高いが補助金額についてはむしろマイナスに関連し
ていることカf明らかとなった。
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続いて，住民のつきあいの変化についてみていこう。市i玄関I村ーからの補助
金額が30万円以上だと，なしの場合よりも住民のつきあいが活発化している。
これは社会関係資本とは逆の効果で、ある。多額の補助金によって活動を活発
化させ，住民関係を深めていると考えられる。支援策の評価については補助
金も情報もともに関連がみられない。
自治会の取り組みについては，自治会が親陸自的であり，親I主活動を多く
なっているほど，住民のつきあいは活発化している。対面的情報伝達および
活動施設の確保は住民のつきあいの変化とは関連しない。
組織や地域の特徴については，集合住宅の多い地域ほど住民関係が活発し
ているが，単身世帯の多さとは関連がみられない。人口の変化については，
変わらない地域と比べて，増加している地域ほど住民のつきあいが活発化し
ており，減少している地域ほど活発化していない。また，自治会類型につい
ては，村-落型に比べて，どの類型も住民のつきあいが活発化している。
これらの地域の特徴については，社会関係資本の高さとは全く異なる結果
を示している。すなわち，都市部で新しく，人口流入の多い地域ほど，近年
では住民のつきあいが活発化しているのである。都市部において個人主義化
が進み，地域社会に対ーする関心が希薄化しているといわれる中で，実は住民
のつきあいが活発化しているというのは興味深い結果である。都市部の自治
会のほうが資源が豊富であるために様々な親睦活動を行うことができるから
とも考えられるが，親睦活動の数を統flJljしでも地域の差をみてとることがで
きる。
最後に，社会関係資本は近年の住民関係の活発化と関連する。そもそもの
社会関係資本が高いということが活発化にとって重要なのである。
5.本章のまとめ
本章では，市民社会組織としての自治会のもつ重要な側面として社会関係
資本を取り上げて，その実態を捉えることをiヨ指してきた。第 lに，自治会
への加入率をみたところ， 90%以上の高い加入率を示す自治会が多い。しか
し，力1入率は都市部で規模の大きな自治会では低く，加入率が80%に満たな
い自治会も一定程度みられる。そのため，全世帯加入の}京員Ijはすべての自治
会で維持されているわけではない。特に東京ではその傾向が著しし )0
第2に，社会関係資本および近年の住民のつきあいの変化には，市区IlJ村
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の支援策が関連している。市区間村竹、ら自治会への補助金額については， 30 
万円以上と多額の場合，社会関係資本は低いが，住民のつきあいを活発化さ
せることが明らかとなった。これについては，社会関係資本の不足による自
治会活動の図難を補助金が助け，さらに住民関係を活発化させて社会関係資
本を醸成する効果があると解釈することができる。
第3に，自治会が住民の親陸という自的をもち，祭り，イベント，慶弔と
いう親睦活動を行うほど社会関係資本は高く，住民のつきあいも活発化する。
対面的な情報伝違法や活動拠点の存在も社会関係資本を高めている。このよ
うな自治会による取り組みが地域の社会関係資本にとって重要なのである。
第4に，住民のつきあいの深さや円滑ーさについては，村?客型の自治会ほど
っきあいが深く円滑である傾向にある。自治会活動への参加率についても，
村落型の自治会で参加率が高い。しかし，近年の変化をみると，むしろ規模
の大きな自治会ほどっきあいが活発化している。都市部や新ーしい自治会では
住民関係は希薄であるものの，活発化の傾向がみられる。(都市部における
「ご近所の底力J的な活動)
このような結果をふまえると，自治会における社会関係資本に地域差はみ
られるが，住民のつきあいの変化に異なる要因が寄与することで、その様相が
変化していくことが考えられる。自治会の衰退やそれへの無関心が問題視さ
れる中で，こうした結果は意外性をもつものであり，今後の地域社会の動向
を追うなかで結論づける必要があるだろう。
さて， 1章でも述べたように，社会関係資本は，市区町村の政策とならん
で日本の市民社会を形成する重要な要素である。したがって，次章以降では，
自治会と他団体との連携関係，社会サーピスの供給，市j豆町村との協働，政
治参加という自治会の他の側面に社会関係資本がどのように関連しているの
かを検討していく。
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第5章 自治会と他国体との椙互連携
しはじめに
自治会は高い加入率に支えられ，地域社会を代表する組織として地域住民
の生活に関わる様々な社会サービス活動を行っている。一方で、，地域社会に
は自治会の他にも様々な地域団体が存在している。たとえば，子ととも会，老
人クラブ，婦人会など地域に居住する人々の年齢や性別ごとに結成された集
団がみられる。また，防犯や福祉なと守地域住民の生活に資する活動を行う団
体もあるし，趣味やスポーツのための同好会やサークルなとともある。これら
の団体の中には，自治会と連携関係にあり，情報交換したり，人的・財政的
に支援関係にあったりするものもみられる。 地域社会において包括的な活動
に取り組む自治会と，属性や呂的に基づく 1]体が相互の長所を活かして連携
しあうことで，地域社会における様々な向題に対処することが可能となる。
この点はこれまでの自治会研究でも注呂されてきた。倉沢 (1990，2002) 
は， IIlJ内jという概念によって住民の生活留を捉えている。自治会(IflJ内会)
はその中心的団体であり，他のj至H本と関わりあいながら町内を運営している
(倉沢 1990，2002;田中 1985)。また，自治会と他国体との関係については，
鳥越(1994)が「オヤコの原理Jを提示している。 地域社会で何か問題が生
じたときに，自治会から派生するかたちで問題に対処するための団体が結成
されるのである。このように，自治会は地j或社会における中心的位置を占め
つつ，他の地域間体と連携しながら活動しているのである。
また，個々の自治会が連合組織化したものとして学校区や行政区といった
レベルごとに連合lfJ内会や自治会連合会などの団体が存在することが多い。
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自治会が取り組む問題の中には，単位自治会の範囲内では非効率的であった
り，十分な対処ができなかったりするものがある。こうした問題については
連合自治会単位として他の自治会と協力しながら活動が行われる。 個々の自
治会は上位団体である連合自治会と連携することで，規模の効果を活かした
運営を行うことができる。
このほか， NPOや市民団体も公益的な活動を志向する団体であり，政治，
経済，家族という諸領域を結ぶ市民社会領域の担い手として期待を集めてい
る(神野・津井 2004など)0NPOや市民団体は，特定の自的に基づいた任意
加入の団体であり，狭い地域に根を下ろしたものではなし 3。しかし，地域福
祉やまちづくりといった地域問題に取り組むものが多く，自治会との関係に
ついてもおおいに在自されている(植野 2000;山崎 2003;新)112005など)。
自治会はNPOや市民団体と連携することで，特定の分野における専13J的な
知識・技能を運営に活かすことができる。
以上のように，自治会をはじめ様々な団体が地域社会の運営や地域住民生
活の向上に貢献している。このような団体間関係(による諦整)をローカル
.ガバナンスと捉えることができる。
とりわけ近年では，地方分権改革や市町村合併に伴い，まちづくり条例や
自治基本条例を制定したり，地域自治区や地域協議会など新しい地域自治組
織を導入している市区町村ーもみられる(山崎 2003，2006;田島 2005; 1両日3
・石崎編 2006)。そして，これらの制度の下で，自治会を含む多様な地域社
会の諸国体の協議による住民自治の場が提供されている 1。このようにロー
カル・ガバナンスによる地域自治への期待がますます高まる中で，自治会と
( 1 ) こうした住民自治のための住民自治組織については様々な例が紹介され
ている。筆者らが実際にお話をうかがった北九州市では，小学校区を基本と
した「まちづくり協議会jを設置している。これは自治会，社会福祉協議会，
婦人会，老人クラブ等の地域団体や，学校，企業，行政機関等，地域の様々
な団体などで構成する地域づくりの団体である。このi歪体は機能的な部会制
を導入し，各i歪体が類似した活動について連携して運営できるように配慮し
ている。また，摘助金の各国体への縦割りの配分をやめ，地域総括補助金を
導入している。これにより地域の必要に応じて自主的に補助金の使いみちを
決めることができる。 (2008年6)~ 16日に行った北九州市役所総務市民局市
民部地域振興課へのインタビューによる。)
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多様な団体がどのような相互関係を取り結んでいるのか，この点を明らかに
することはローカル・ガパナンスの実態を解明する上で、不可欠で、ある。
また，団体問の連携関係は社会関係資本とも大きく関わるものである。図
体同士の連携といっても，その基礎にあるのは団体所属者の人間関係である。
自治会と地域団体が連携しているということは地域住民間の関係が良好であ
るということである。 同時に，団体問の連携活動によって住民同士の関係も
より深いものとなる。その一方で，地域外に存在する NPOや市民団体と連
携することは住民と地域外の人々との交流を増すことになり，ブリッジング
(橋渡し)型の社会関係資本を高めることができる(石田 2008)。
そこで本章では，自治会がどのような団体と連携しているのか，また，そ
の関係はどのようなものなのかを検討していく。まずは，自治会が地域団体
とととの程度連携しているのかを把握し，さらに連携関係をもとに団体の特徴
を析出する(2節)。自治会と他の地域団体とのi習には活動で、連携するほかに
も，補助金や分担金の授受や情報交換を通しての関係も考えられる。 自治会
は他国体に対してこのような資源を供給する立場にあるのだろうか，それと
も，資源の提供を受ける立場なのだろうか。このような関係の方向性を分析
することで，地域社会において自治会がどのような位霞にあるのかを明らか
にすることができるだろう(t-J、上， 3節)。あわせて，自治会が他国体とより
多く連携を結ぶのは，どのような条件なのかを明らかにする(4節)。ここで
は特に住民間の社会関係資本と市区flJ村による地域振興策に着目して分析す
る。結果を先取りすると，個人間の社会関係資本が団体問の連携関係に反映
されている。また，市区町村の自治振興策の効果をみてとることができる。
最後に，近年特に注目を集める NPOとの関係について，連携の志向性や連携
するうえでの問題点などについて検討する(5節)。
2.地域団体との連携関係
2. 1.様々な地域団体との連携
自治会は地域にあるどのような団体と連携しているのかを確認していこう
<自治会調査問31>。自治会調査では29種類の団体について自治会と連携し
ているかどうかを尋ねている。ただし，連携しているかどうかを尋ねている
だけで，地域に該当する団体が存在するかどうかを尋ねていない。そのため，
104 
団体があっても独立で、活動している場合と，団体自体が存在しない場合の区
別ができないという点には注意が必要である。
表5-1は，自治会類型別に地域の諸国体と連携している割合をみたもの
である。まず，子ども会，老人クラブ，婦人会，青年回といった地域住民の
年齢・性別ごとに結成された集団と自治会との連携率をみていこう。子ども
会と老人クラブと連携している自治会が多く，それぞれ全体の78.0%と
78.1%である。老人クラブでは非都市・新型で61.1%と低い傾向にある。婦
人会は全体では50.0%とちょうど半数の自治会が連携している。もっとも，
村落型と都市・ 13型の自
表5-1 地域の他団体との連携率(単位:%) 
村落非都市都市・ 都市
型 ・新型 i臼型 新型
全体
子ども会
青年国
老人クラブ
74.1 74.6 
23.3 12.4 
78.6 61.1 
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スポーツサークル 17‘9 
趣味のサークル
育児サークル
障害者自体
住民運動団体
政治団体
商!苫会
企業・工場
農漁協
労働組合
生協
まちづくり団体
環境団体
自治会連合会
他の自治会
その他の毘体
N 
防犯協会
警察署
消防署
社会福祉協議会
介護・福祉団体
PTA 
体育協会
47.8 
38.3 
36.0 41.2 
74.8 72.6 
14.1 
3.5 
7.6 
5.5 
7.1 
12.8 
8.0 
38.0 
0.3 
1.9 
18.2 
11.1 
59.2 
44.9 
5.8 6.7 
6，425 2，006 
37.4 
83.5 82.0 78.0 
23.1 13.2 19.8 
85.9 79.3 78.1 
55.5 44.1 50.0 
50.9 26.1 43.3 
73.6 60.5 67.8 
71.1 69.7 58.4 
61.5 63.3 49.7 
59.4 59.2 46.9 
83.7 84.9 78.0 
24.9 25.4 21.2 
76.8 73.4 69.1 
62.8 55.5 55.6 
2礼6 23.2 20.7 
19.6 18.4 16.3 
8.9 9.2 6.0 
12.5 11.4 9.6 
5.2 4.1 5.2 
9.5 7.3 7.5 
20.7 17.0 15.1 
13.7 9.1 9.3 
20.7 7.5 24.7 
0.3 0.3 0.3 
1.6 2.0 1.8 
26.6 22.4 21.0 
15.5 14.6 13.2 
82.7 85.4 71.3 
57.7 60.5 51.8 
8.0 8.97.1 
3，552 3，020 15，003 
45.1 
19.2 
60.8 
50.4 
18.9 
14.0 
4.3 
7.6 
5.5 
5.6 
9.8 
5.7 
15.1 
0.1 
1.6 
17.7 
13.8 
68.8 
50.4 
治会で、は50%以上で、ある
のに対して，非都市・新
型と都市・新型では40%
前後の連携率である。青
年団は全体で19.8%と，
上記の図体と比べて低い
割合である。村落型と都
市・!日型の自治会で割合
がやや高い。
これらの住民の性別や
年齢による団体は，自治
会の内部組織となってい
る場合も多くみられる。
連携しているという自治
会のうち，子ども会につ
いては63.2%，老人クラ
ブでは60.9%，婦人会で
は59.5%，青年間につい
ては45.9%が内部組織と
している。これらの団体
は自治会組織と未分化で
ある場合が多いことがわ
かる。なお，自治会類型
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による差異はあまりみられないので結果表記は割愛するが，老人クラブと青
年屈については非都市・新型でやや多くみられる。
地域によっては，多くの住民が神社の氏子会や寺の檀家組織といった宗教
的な団体に所属している場合がある。これらの団体と自治会は地域の祭りや
慶弔行事ーなどで連携することもある。全体では43.3%の自治会が氏子会・檀
家組織と連携している。これは村落型と都市・!日型という発足の古い自治会
で多くみられ50%以上となっている。これに対して，新しく発足した自治会
では25%程度しかみられない。
続いて，地域社会において特定の開題に取り組んでいる様々な団体と自治
会との連携についてみていこう。消防団や自警団といった地域の安全活動を
行う団体は，地域住民の有志によって組織されているものであり，火災時・
災害時には出動するとともに，日常的にはi坊犯・防災活動を行っている。ま
た，消防団や自警団は消防署や警察署と協力して活動しており，行政に協力
的な団体という側面もある(三国 1976)。消防団・自警団については全体の
67.8%の自治会が連携して活動している。村落型，都市・!日型といった発足
年の吉い自治会で70%以上と大きな割合を占めている。なお，消F方自・自警
j歪も自治会の内部組織的な扱いをされる場合が多い(いうまでもなく別系統
の組織である)。消防団・自警団と連携している自治会のうち66.8%が防犯部
などの内部組織を有している。これは自治会類型によってあまり大きな相違
はみられない。
地域安全について，より行政協力的な性格の強い団体として防犯協会があ
る。防犯協会は地域安全や青少年の健全育成のために活動しており，警察署
との連携・協力関係にある。防犯協会については全体の58.4%の自治会が連
携している。都市・旧型および都市・新型と都市部で規模の大きい自治会で
多くみられ， 70%前後の割合である。消防団・自警団が地域の自治活動の中
から派生したものであるために古くからの自治会で多いのに対して，防犯協
会は行政との協力という側面が強いため都市部の大規模自治会と多く連携し
ているものと考えられる。
このほか警察署と消防署という行政機関も地域安全に関わっており，地域
に派出所がある場合もある。警察署については全体の49.7%，消防署につい
ては全体の46.9%と半数弱の自治会が連携している。どちらも都市・!日型と
都市-新型で60%程度と多く連携している。防犯協会と向じく，行政機関や
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行政協力的な団体は人口が密集している都市部の大規模自治会と連携して活
動する傾向にある。
地域福祉についてみていこう。社会福祉協議会とは全体の78.0%と非常に
多くの自治会が連携している。都市部の大規模自治会で、はさらに多くの自治
会が連携している。社会福祉協議会は住民参加による地域福祉を実践するた
めの組織であり，社会福祉法において地域福祉の推進を担う中心的団体と規
定されている(和田 1993)。一方で，運営資金として行政からの予算措置を
とられていることが多く，行政との関係も密接である。つまり，福祉の面で、
住民と行政を媒介しているということができ，その意味で自治会とi可様の機
能を果たす団体である。地域の福祉活動や共再募金をめぐって自治会と連携
して活動する機会も多く，高い連携率となっている。
福祉については介護-福祉に関するボランテイア団体などの活動もみられ
る。これについては全体の21.2%とあまり高い割合ではない。育児サークル
や障害者団体との連携についても尋ねているが，これらの団体とは全体で
10%に満たない連携率である。いずれも都市部で大規模な白治会で連携して
いるものが若干多くみられる。
教育・文化活動についてみていこう。まずは学校教育に関わる PTAとの連
携である。 PTAは一般に学校の児童・生徒の保護者と教師からなる組織であ
る。最近では学校外活動や地域活動を重視しており，地域住民との連携が求
められている(角替 1993)。自治会とも児童・生徒の教育，非行防止，安全
活動などを協力して行っている。表 5-1から全体の69.1%と多くの自治会
が連携していることがわかる。都市・!日型と都市-新型という都市部の自治
会で多く連携している。このほか，地域住民の体力向上や健康増進やスポー
ツ・レクリエーション活動のため体育協会や体育振興会といった団体の活動
もみられる。これらは市区町村ーの外郭団体である場合が多く，行政協力的な
性格が強い。体育協会・体育振興会とは 全体で55.6%の自治会が連携して
いる。都市・!日型では連携している割合が高い。さらに，住民が有志で結成
しているスポーツクラブや趣味のサークルなとともある。それぞれ，全体の
20.7%， 16.3%の自治会が連携している。都市部の自治会で連携している割
合が若干高い傾向にある。
地域で経済活動を行う団体については，商庖会は全体の15.1%，企業-工
場は9.3%，農漁協は24.7%の自治会が連携している。どれもあまり高い連携
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率とはいえない。商信会は都市部で、大規模な自治会でやや多く，農漁協は村
落型の自治会で多い。これは地域社会の産業構造を反映してのものである。
すなわち，人口密集地域で、あり商虐なども多くみられる地域の自治会は高広
会との連携が多く，農林水産業を基盤とした地域生活が営まれている自治会
ではj長治、協との連携が多くみられる。このほか，企業-工場と労働組合につ
いては連携している自治会が10%にも満たない。企業-工場については，都
市・!日型で若干多くみられるが，こうした自治会の主な担い手に自営業層が
多いこととも関係するだろう。
地域住民が結成する組織として，まちづくり団体や環境団体などがある。
これらについては，それぞれ21.0%と13.2%と一定程度はみられるものの，
あまり高い割合ではない。どちらも都市部で規模の大きい自治会でより連携
する傾向にある。 地域住民で結成する住民運動との連携については5.4%と
低い連携率である。このほか，生協との連携は1.8%，政治団体とは7.5%と
なっている。
最後に，自治会の連合組織である自治会連合会と他の自治会との連携をみ
ておこう。前述のとおり，自治会がそれぞれの管轄を超える問題に取り組ん
だり，相互に情報交換を行う上で上位団体の自治会連合会や他の自治会は重
要な連携相手である。表 5-1から，全体の71.3%が自治会連合会と，
51.8%が他の自治会と連携している。自治会連合会については，都市部で、大
規模な自治会では80%以上が連携しているのに対して，非都市部の小規模自
治会では60-70%程度であり 類型による差がみられる。自治会連合会は個
々の自治会の連合組織であるため 存在しているにもかかわらず白治会が連
携していないというのは考えにくい。連携していないという自治会には，上
位団体としての連合自治会が実質的に存在しないからだと考えられる。ゴド都
市部では，倍々の自治会を統合する連合組織がない場合もみられる。 他の自
治会との連携も，都市部で規模の大きい自治会ほど多い。自治会連合会と連
携している自治会の55.9%が他の自治会と連携しているのに対して，連携し
ていない自治会だと29.6%にすぎない。自治会同士の相互連携を自治会連合
会という上位組織が媒介していることがうかがえる。
2. 2.自治会との連携関係からみる担体の構造
以上にみた自治会と地域の様々な団体との連携関係を より締約したかた
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ちで示すことができないだろうか。表5-2は 自治会が先にみた各団体と
連携しているかどうかをもとに主成分分析を行った結果である 2。なお，分
析に投入したのは全体での連携率が10%以上の団体である。固有値 l以上を
基準とすると， 5つの成分を抽出することができる。
第 l成分は，まちづくり団体，環境問体，介護・福祉団体，スポーツサー
クル，趣味のサークルの因子負荷量が高い。これらを総称して「市民活動団
体jと命名する。これらは地域住民が自発的に結成した比較的新しい団体だ
といえる。このような自発的な市民団体・サークルは 1960年代後半から70
年代前半の都市部における住民運動を受けて増大し 自治会をはじめ従来か
表5-2 自治会と諸団体との連携に基づく主成分分析
(プロマックス回転)
市民活動 都市型 行政 性別年齢 !日来型 共通性
団体 既存団体 機関 団体 既存団体
子ども会 一.026 .492 一.158 .437 一.190 .468 
青年国 .031 一.224 .073 .707 .031 .482 
老人クラブ 一.018 .238 一.036 .515 .100 .427 
婦人会 .016 一.076 .041 .730 一.014 512 
介護揺祉団体 .555 .044 .144 013 一.018 .394 
スポーツ サーク jレ .696 .173 一.145 一.029 003 .527 
趣味のサークル .680 .100 一.105 .039 .057 .488 
まちづくり団体 .579 一.092 166 .0臼 .057 .385 
環境団体 .603 一.054 .089 .030 .034 .382 
PTA 一.054 .453 .127 .128 172 .373 
社会福祉協議会 一.018 .641 .112 一.196 .087 .447 
体育協会 .141 .628 一.220 一.029 .118 .447 
i坊犯協会 .032 .435 .335 .026 一.055 .406 
自占{ム口ム:2:;;)、J古ム口ムA 一.002 .479 .275 一.102 一.247 .363 
警察署 一.013 .085 .819 .021 一.010 .720 
消防署 .009 .060 .81 .011 .042 .714 
氏子会檀家組織 一.054 .090 .015 .002 .678 .476 
消i坊団 自警団 一.110 .182 .138 .065 .575 .462 
農協漁協 .103 一.117 一.027 一.022 .731 .535 
他の自治会 .049 .322 .279 一.051 .047 .260 
商j苫会 .265 一.163 .366 .083 .068 256 
国有値 4.347 1.593 1.399 1.11 1.074 
寄与率 20.699 7.587 6.662 5.291 5.113 
ゴチック体は因子負荷量が0.4以上
( 2 ) 主成分分析では基本的に自転をかけないが ここでは解釈を容易にして
実質的な発見を促すために回転をかけることとする。
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らある地域団体に刺激を与えた(似田貝 1995，1997) 0また，まちづくり団
体，環境団体，介護・福祉国体は，地域社会のガバナンスの一環として行財
政政策への影響力や，環境問題や「まちづくりJ，地域福祉活動のコアとなり
うる潜在力をもつものと考えられ， r自覚的運動組織Jと位置づけられるもの
である(鯵坂 1980，2006)。なお，これらの団体は特定の問題への関心で結
成されており，必ずしも自治会のある地域を基盤にして活動しているわけで
はない 3。したがって，これらの団体の働きで、地域社会が外部と接続すると
いうブリッジング型の社会関係資本をもっと考えられる。
第2成分は，子ども会， PTA，社会福祉協議会，体育協会，防犯協会， !~ 
治会連合会の因子負荷量が高い。これらは既存の地域団体であるが，表5-
]から都市部で、大規模な自治会で連携している割合が高い。そこで， r都市
型既存毘体」と 1子ぶこととする。このうち，社会福祉協議会，体育協会，防
犯協会は行政との関係が密接な団体である。
第3成分は，警察署と消防署の因子負荷量が非常に高い。これらは地域i主
体に含めて分析したものの，行政機関そのものである。第4成分は，子ども
会，青年国，老人クラブ，
婦人会の因子負荷量が高 密5-1 自治会類型別の主成分得点平均値
v)o これらは地域におい
て性別や年齢に基づいて
結成される毘体である。
第5成分は，消防毘・自
2 
。
警図，氏子会・檀家組織， -.2 
農漁協の因子負荷量が高
い。表 5-1でみたよう
に，これらの団体は村落
型や都市.I日型という古
くからある自治会と連携
している。そこで，第 5
-.4 ' 
-.6 
市民活動 者Ilïlîlt~ 行政機関 性別・年齢 出来型
団体 既存団体 団体 既存i主体
一均一村落型 --{._ ~Iミ都市・新型
一噛ー者Ilili. IE型 ・4佐・者IT!i・新型
( 3 ) 一方で，自治会の活動から内発的に市民団体やボランタリー・グループ
がっくりだされることもある(越智 1990;石原 2004)0このように，市民活
動団体が地域を基盤としていないというわけではない。
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成分を「出来型既存団体Jと命名する。
このように，自治会と他国体との連携のパターンは，取り組んでいる問題
というよりは，どのような人々に担われているかによって分類される。
さて，これらの主成分得点の平均を自治会類型ごとにみたのが図 5-1で
ある。市民活動団体は類型間であまり差はみられないが，都市型既存団体と
行政機関では，都市部の大規模自治会のほうが得点が高い。これは表 5-1 
で確認した結果と一致する。これらに対ーして，性別・年齢i主体と!日来型既存
団体では，村落型と都市・!日型という古くからある自治会で得点が高い。こ
れもまた先に表 5-1で確認した傾向と伺じである。
3.地域団体との連携の性質
自治会と他国体との関係といっても，活動を共同で行ったり，情報交換，
分担金や補助金の授受なと寸様々なものが存在する。そこで，自治会が各毘体
とどのような関わり方をしているのかをみていこう。なお，ここでは結果が
煩雑になるので，自治会類型加の結果表示は割愛する。
3. 1.活動の連携
表5-3 他団体との活動の 自治会はそれぞれの団体とどのような活
連携 (単位:%) 動で連携しているのだろうか。自治会調査
1:]体 団体 連合会 では，地縁団体，市民団体，自治会連合会
清掃・美化 9.0 3.1 21.4 について，連携している活動のなかで重要
祭り 14.1 1.6 19.8 
なものを 5位までに挙げるように質問してイベント 12.4 2.7 32.4 
防災 5.1 1.4 16.9 いる 4<自治会調査開19>。表5-3には，
消防 7.2 1.0 12.5 
それぞれの団体ごとに 主な活動について防犯 7.0 2.4 17.5 
交通安全 7.4 2.6 15.9 51立までに含まれた活動の割合を示してい
高齢者支援 9.6 5.8 16.7 
る。なお，分析には当該団体と連携してい青少年育成 8.5 3.6 16.7 
N 17，226 9，234 12，515 る自治会のみを用いており，どの図体とも
(4 ) 質問文において明確な指示をしていないが，ここでいう地縁l主体とは地
域に根ざした既成組織(年齢と性別による地域間体，特定の目的に基づく地
域密体，行政協力組織)を指し，市民団体とは自発的な市民団体・サークル
を指している。
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連携していない自治会は欠損として除外している。地縁団体については，子
ども会，老人クラブ，婦人会，青年国， PTA，氏子会・檀家組織，商工会，
農漁協，消防団，社会福祉協議会，体育協会，防犯協会，警察署，消防署の
うち，どれか lっとでも連携関係にある自治会を分析に用いている。また，
市民団体については，まちづくり団体，環境団体，障害者団体，子育てサー
クル，介護・福祉団体，住民運動，政治団体のうちどれか lっとでも連携関
係にある自治会を分析に用いている。 自治会連合会についても，連携してい
る自治会を分析に用いている。
地縁団体では祭り(14.1%)とイベント(12.4%)がやや高いが，それ~j、
外の活動は10%弱の自治会が連携している。市民団体はどの活動も 10%に満
たない低い割合の連携である。自治会連合会は他の団体と比べると高い割合
を示している。おおむね15%前後の自治会が連携しているが，イベントにつ
いては32.4%と高い割合となっている。 個々の自治会の上位団体であるので，
様々な活動で連携しているのは当然、の結果だといえる。 地縁毘体と自治会連
合会で，スポーツ・文化イベントと祭りの割合が高い。 地域社会における親
睦活動を共催することで住民間関係を深め，ボ、ンデインク、、型の社会関係資本
を醸成していると考えられる。
3. 2.情報の授受をめぐる関係
自治会と他国体との相互連携の重要な機能として情報交換を挙げることが
できる。自治会調査では，主なi育報の入手先毘体と提供先団体について 5位
まで質問しているく自治会調査開133>。それぞれについて 5位までに挙げら
れた割合をもとに，自治会が各自体について情報の入出ともに関係があるの
か，提供のみなのか，入手のみなのか，それともどちらにも 5位までに挙げ
ていない(ここでは「関係がないJとみなす)のかの割合を求めた。割合の
基数は連携している自治会の数である。
表5-4は割合の高い団体について情報の授受をめぐる関係を示している。
市民団体についてはそれぞれの団体との連携率が低いため，市民団体のうち
のどれかが含まれていれば関係があるとみなしている。また，団体が自治会
の内部組織である場合も含めた結果である。
情報授受の方向にかかわらず関係全般でみると自治会連合会が特に高く，
半数以上 (55.9%) の団体が関係している。 情報授受の双方向的関係と情報
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表5-4 他自体との情報の授受(単位:%) 入手がそれぞれ25%弱と同じ
双 関係
N 割合である。子ども会，老人
13，838 クラブ，婦人会という年齢・
老人クラブ 11.6 22.8 4.7 60.9 13，919 性別によるi也域団体は情報を
婦人会 8.5 20.8 4.6 66.1 9，000 
提供する自治会のほうが多く，PTA 8.6 9.8 14.5 67.1 12，191 
氏子会檀家組織 4.3 9.3 5.9 80.5 7，843 連携している団体の20%程度
消防団 7.3 10.5 10.0 72.2 12，080 
となっている。社会福祉協議社会福祉協議会 11.6 7.9 20.4 60.1 13，771 
体育協会 6.2 7.8 13.3 72.8 9，901 会，体育協会，防犯協会，警
防犯i窃会 8.1 7.7 19.7 64.4 10，346 
察署，消防署といった行政機警察署 8.0 5.0 28.6 58.5 8，738 
消防署 4.0 3.2 21.1 71.7 8，282 i謁や行政協力組織からは情報
他の自治会 10.0 8.0 9.4 72.6 9，040 
を入手するほうが多い。氏子自治会連合会 24.4 7.9 23.7 44.1 12，515 
市民団体 8.4 9.5 10.8 71.2 9，234 会・檀家組織，消初回，他の
自治会，市民団体については
函5-2 自治会と地域間体との関係 あまりはっきりした関係がみられな
行政協力組織など
l 
自治会 自治会
'情報の授受 補助金・分担金の授受
い。情報の授受関係をまとめると，
自治会は行政に近い立場の団体から
の情報を自治会内部の年齢-性別に
基づく団体へと伝えるパイプ役を果
たしているといえる(図 5-2参照)。
3. 3.補助金・分担金の授受をめぐ
る関係
自体問の補助金や分担金を介して
の関係について中食言すしよう。'情報の
授受と同じく，各国体との補助金・分担金についても入手先団体と提供先毘
体について 5位まで質問している<自治会調査開33>。これに基づいて，情
報の授受と同じく， r双方向Jr提供Jr入手Jr関係がないjに分類して割合
を求めた。表5-5は割合の高い団体について補助金・分担金の授受をめぐ
る関係を示している。なお，市民団体と自治会内部組織については，表5-
5の情報授受の場合と同様の処理をしている。
子ととも会，老人クラブ，消紡屈では半数以上の自治会が補助金・分担金の
授受で関わりをもっている。これに対して，警察署，消防署， f也の自治会と
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は補助金や分担金をめぐる関 表5-5 他団体との補助金・分担金授受
係がほとんどない。関係のあ (単位・%)
るすべての団体において自治 N 
会から補助金・分担金を提供 13，838 
するほうが多いことがわかる。 老人クラブ 3.1 51.9 3.3 41.7 13，919 
婦人会 1.5 41.2 2.5 54.8 9，000 
自治会は内部の団イ本の活動を PTA 0.4 12.4 0.9 86.4 12，191 
助成しつつ，自治会連合会や 氏子会檀家組織 1.0 25.9 1.9 71.2 7，843 
消防団 1.8 47.1 2.6 48.4 12，080 
社会福祉協議会など自治会よ 社会福祉協議会 5.9 29.9 7.3 56.9 13，771 
りも広域で活動する団体には 体育協会 1.6 29.5 2.9 66.0 9，901 
防犯協会 1.2 18.0 3.2 77.6 10，346 
分担金を納めるという立場に 警察署 0.0 0.9 0.3 98.9 8，738 
ある (I~ 5 -2参照)。つまり， 消防岩 0.1 2.7 0.7 96.4 8，282 
他の自治会 0.3 2.3 0.6 96.8 9，040 
自治会は地域社会における様 自治会連合会 6.1 30.4 6.0 57.5 12，515 
々な活動を財政面で支えてい 市民団体 2.8 17.8 4.7 74.8 9，234 
るということができる。自治
会の高い加入率も勘案すると 自治会は地域住民から集めた自治会費を再分
配することで地域活動の活性化につなげていると考えられる 50
3. 4.自治会長のネットワーク
団体問のネットワークといっても団体に所属する個人の関係に還元される。
特に，各国体で中心的に活動する人々のつながりが団体問のネットワークに
も反映される(似田貝 1997)。そこで，自治会長が他団体の役員と知り合い
があるかどうかをみていこう<自治会調査開42>。表5-6では，各項目に
ついて，自治会類型別に自治会長が知り合いである割合を示す。なお，すべ
ての項目を選択していないケースは非回答として欠損処理した。
7章で触れるが，1芝生委員-児童委員などの委嘱委員は，市区i町村竹、ら自
治会に対して委員の推薦を求められる場合や，自治会の役員が兼任する場合
も多くみられる。そのため，知り合いであるという自治会長は非常に多く，
全体の85.7%にのぼる。
( 5 ) こうした負担金が自治会の財政を圧迫しているという実例が紹介されて
いる(河北新報2006年3月1日)。また，市区UIJ村からの補助金が自治会を経
由して行政協力組織に還元されるという構造も指摘されている(伊藤 2006)。
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表5-6 自治会長のネットワーク(単位:%) このほか，青年
村落非都市都市 都市 全体 i主・消防団役員
7盟 新型 i日型 新型
66.7%， PTA 役員民生委員・児童委員 81.7 78.9 91.8 91.1 85.7 
青年四 消防|主役員 72.4 55.0 71.2 56.4 66.7 65.3%，社会福祉
PTA役員 61.0 59.0 72.5 69.8 65.3 
協議会役員68.1% 社会福祉協議会役員 62.7 64.4 73.6 75.5 68.1 
協同総合 同業者組合役員 48.3 29.4 34.2 19.5 36.7 についても，全体
r!J民[3:1体役員 14.0 15.4 18.8 20.2 16.6 
の60%以上と高い政治団体役員 41.3 40.9 50.2 46.1 44.4 
県UlJ村幹部 56.6 54.1 54.5 50.3 54.5 割合を占めている。
地方議員 国会議員 57.0 56.0 65.4 62.9 60.1 
青年間・消防団役N 4，955 1，425 3，147 2，592 12，119 
員は村落型や都市
. 18型という発足時期の古い自治会で知り合いである割合が高い。これに対
して， PTA役員や社会福祉協議会役員は都市部で、規模の大きい自治会で多く
みられる。 協同組合・同業者組合については全体の36.7%の自治会長が知り
合いである。発足時期の古い自治会のほうが知り合いである割合が高い。こ
れは農漁協の役員が含まれるためだと考えられる。市民団体の役員について
は，全体の16.6%であり，他の団体と比べて自治会長が知り合いであるとい
う割合が低い。都市部で、大規模な自治会で若干多くみられる。全般的にみて，
地域の既存団体や行政と密接な関係にある団体の役員とのほうが知り合いで
ある自治会長が多い。また，自治会類型による差は，先に見た団体関の連携
関係とほぼ向様の結果である。
政治的なアクターについてもみておこう。政治団体の役員については全体
の44.4%である。また，国会及び地方議員については全体の60.1%が知り合
いだと回答している。政治団体と連携しているという自治会はあまりないに
もかかわらず，政治団体役員や議員と知り合いであるという自治会長は多い。
都市部で規模の大きい自治会で多くみられる。こうした億人間の関係が自治
会による選挙活動や陳f育などとどのように関連しているのかは8章で検討す
る。最後に，地方行政の幹部職員については，全体の54.5%と半数以上が知
り合いである。
4.団体との連携関係の規定国
4. 1.要因の検討
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以上までに自治会と他団体との連携関係の実態をみてきたが，それでは，
どのような自治会であれば他団体と多くの連携をもつのであろうか。市区町
村による政策，住民間の社会関係資本，自治会や地域の特徴など他の諸要因
も考慮に入れ，自治会と他国体との連携について総合的な検討を行っていく。
ここでは先に行った主成分分析から得られた市民活動団体，都市型既存団体，
性別・年齢団体， 1日来型既存団体の 4つの主成分得点を従属変数として分析
を行う。行政機関は地域に存在するが，市民・住民による団体ではないので
分析から除外する。以下に，要因を検討'していこう。
(1)社会関係資本
団体1母の連j完関係といっても，倍々のメンノて一間の個人的な人間関係に帰
するものである。地域社会における団体については，メンバーが重複して加
入していたり，向じ地域に住んでいて個人的に知り合いだったりと，個々の
住民の間の関係に基礎をおくものが多い。そのため，住民間関係が密接であ
るなとご社会関係資本が高いほど 自治会と地域団体との連携が行われる。 地
域を基盤としない市民団体であっても やはりメンバ一向の人間関係が根底
にあることには変わりがないので社会関係資本の効果がみられるものと考え
られる人分析には以下の変数を用いる。社会関係資本については，前章で
作成した社会関係資本指数を用いる(表4-6， 91頁)。すなわち，社会関係
資本に関する変数を加算して作成した合成尺度を用いる。
さらに，団体問の関係には中心的な担い手のつながりが反映される。そこ
で先にみた自治会長のネットワークを検討する。自治会長の交友関係が広い
ほど，自治会の団体との連携も多いと考えられる。分析には，表5-6にみ
た項目のうち，地方行政幹部と議員をr¥余き，表では割愛したその他を含めた
8項呂について，自治会長が知り合いとしてチェックした巨i答数を用いる。
最大値は 8であるが，全体での平均値は3.88である。
( 6 ) 社会関係資本をめぐっては，地域社会における信頼やネットワークと地
域外の普遍的な社会関係資本とを区別して相反的に捉える立場 (Putnam
1993; iJJ辛1998)と，地域社会の社会関係資本が普遍的な社会関係資本へと
発展するという立場 (Newton1997)がある。ここでは後者の立場に依拠し，
地域内の社会関係資本が地域を基盤としない市民団体との連携を促すと想定
している。
116 
このほか，農林漁業や自営業といった地域で職業生活を営む人々の存在も
重要である。これらの人々は地域社会へのコミットメントが強く，地域内に
様々なネットワークを形成しているものと考えられる。したがって，農林漁
業従事者や自営業主が中心となっている自治会ほど，さまざまな地域団体と
連携しているだろう。これらの人々による不ツトワークはボンデイング型の
社会関係資本を表している。自治会調査では，活動の主な担い手について2
位まで質問しているく自治会調査問20>。このうち，農漁業従事者または自
営業主がl位であれば2点， 2位であればl点として得点化した。これはO
から 3の範囲をとるが，全体での平均値は0.76である。村落部や都市・!日型
といった古くからある自治会で高い傾向にある。
(2)市区町村の地域振興策
近年の地方分権改革や市町村e合併の動向を受けて 自治基本条例やまちづ
くり条例を制定し，地域における諸国体の活動を促す取り組みがみられる。
その一環として，地域自治区や住民協議会などを設置し，地域の様々な既成
団体や市民団体が連携する機会が提供されている(山崎 2003，2006;田島
2005 ;照田・石崎編 2006)。地域の既成団体は条例制定以前から自治会と連
携関係があるかもしれないが，新興の市民団体にとってはこうした条例の存
在が自治会などの地域団体との連携の契機となることが考えられる。そこで，
市区町村で地域自治組織を設置していることが，自治会と他団体との連携を
促進するのかを検討する。 1章で紹介した市区町村調査では，各市区町村ーに
対して地域住白治組織を設置しているかどうかを質問しているく市区町村調
査Q3>。その結果 13.7%の市区町村で設霞がみられた。ここでは自治会
調査と市区町村を接合させて 自治会の所在する市区町村に地域自治組織が
設置されているかどうかをダミー変数として分析に投入する(設置=1 ) 70
なお，地域自治組織がある市区町村ーに所在する自治会は 自治会調査と市豆
町村-を接合したサンプルのうちの24.3%である (N= 12，014)。自治会類型に
よる差はほとんどみられない。
( 7 ) ただし，自治会の所在する地域に地域住民組織がある場合，自治会が加
入して活動していることを前提として考える。自治会に調査したわけではな
いので，これらの点については明僚にはわからなし、
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このほか，市区町村から自治会に対する補助金と情報の提供についても検
討する。 3節の分析から，自治会は情報と補助金・分担金をめぐって地域の
既成団体と相互関係があることがわかる。これらが市区軒村竹、らト分に提供
されるほど，団体i習の連携が活発だと考えられる。分析には， 4章と同じく，
補助金と情報それぞれについての市区町村からの支援の重要度と満足度をも
とに作成した尺度を用いる。詳しくは 4章 (94頁)を参照されたい。
(3)自治会・地域の特徴
自治会や地域の特徴を表す変数として，これまでに検討ーしてきた自治会類
型を用いる。 図5-1でみたように，団体の種類によって自治会類型との関
連の違いが予想される。分析には，村落型を基準カテゴリとして，他の各類
型をダミー変数として用いる。
4. 2.分析
表 5 7は，それぞれの団体と自治会との連携関係の主成分得点を従属変
表5-7 自治会と他国体との連携関係を従属変数とした重回帰分析
il民活動団体 者ISili型既存団体性別 ir'-i!hi団体 IE来型既存国{本
iヨ婦 標準 IT帰 標準 iヨ帰 標準 i互!帰 標準
係数 誤差 係数 き1;だ一三方λ二きt二 係数 三1;日'"λ三コi主二 係数 吾"夫川~ iJl~三ム
定数 一.845*必 .092 -.845料 .078 -.806料 083 -1.125料 078 
社会関係資本 .014料 .004 .007 .004 .026北北 004 .039料 .004
主な担い手 自営業 .036ド .018 一.083渋求 .015 .069会設 .016 .156料 .015
自治会長ネ y トワーク数 .156** .008 .126ネ* .007 .089** .007 .134** .007 
施設確保 一.008 .014 .027* .011 .026* .012 .018 .012 
地域住民組織 .080* ，032 086同 .027 .065宅 .029 一.041 .027 
自治会支援評価 補助金 -.010* .004 .004 .003 -.007 004 一.019料 .003
自治会支援評価 清報 .007 .005 .015** .004 .001 .004 .011** .004 
自治会支接 補助金30万円以上 204料 .053 310*持 044 .119* ，047 282** .044 
自治会支援 補助金1O-307JP:] 035 .052 .222求ネ .044 .009 .047 .148料 .044
自治会支援 補助金10万円未満 .029 .052 .096段 .043 -.096* .046 .055 .044 
自治会支援 なし(基準カテゴリ)
自治会類型非都市新型 .090* .045 .054 .038 -.277** .041 .588** 038 
自治会類型 都市 !日型 .115料，038 252** .032 .035 .034 一.293料 .032
自治会類型都市新型 .094* .040 263料 .033 -.197** .035 一.669** .033 
.091 .122 .090 .265 
料 pく 01 *: pく 05
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数とした重回帰分析 (OLS推定)の結果である。社会関係資本については，
都市型既存自体を除いてプラスに有意な係数となっている。また，自治会長
のネットワーク数については，どの団体との連携ともプラスに有意な係数と
なっている。主な担い手が農林漁業主や自営業主である場合，性別・年齢団
体および既存団体と連携しているが，市民活動団体と行政協力団体とはむし
ろ連携しない傾向にある。これは自治会類型を統制してもみられる関係であ
る。 活動施設の確保については，都市型既存団体と性別・年齢団体において
連携を促進している。
住民向士のつきあいや自治会活動への参加といった社会関係資本および自
治会の主な担い手のつきあいが，自治会と毘体との連携関係を促進している
ことがわかる。もっとも，農林漁業主や自営業主の人々のネットワークは，
従来からあって地域内部で活動する団体との連携のみを促進することから，
ボンデイング型の社会関係資本の特徴を示している。
市区町村による支援策についてみていこう。地域住民組織の設霊は， IEl来
型既存団体を除いて，連携を促進している。また，補助金がない場合と比べ
て，補助金額が多いほうが連携する傾向にある。しかし，補助金支援につい
ての評価をみると，統計的に有意でないものも含めて全般にマイナスの係数
である。つまり，金額が向程度だとすると，補助金に対ーする不満が高いほど
自治会と他国体とは連携している。因果関係は逆になるが，他団体と連携関
係にある自治会ほど，その関係の維持のために補助金のニーズが高いと考え
られる。情報については，都市型既存団体と旧来型既存団体で有意に，プラ
スの係数となっている。前章で検討した社会関係資本と同じく，市区IHJiサーか
らの情報支援は団体問の連携をも促進する。
最後に，自治会類型についてみていこう。村s落型と比べると，他の類型の
ほうが市民活動団体や都市型既存団体と連携している。一方で，性別・年齢
!主体と!日来型既存団体では村落型のほうが連携している。これは表5-1や
図5-1で確認した結果と向様である。
5. NPOとの連携
以上，自治会と様々な地域団体との連携について触れてきたが，今日，最
も注自を集めているのがNPOとの連携である(植野 2000;山崎 2003;新)1
2005 ;小浜 2008など)01995年の阪神・淡路大震災におけるボランティア活
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動を契機として継続的なボランティア活動の必要性に対ーする認識が高まり，
98年に特定非営利活動促進法 (NPO法)が制定され， NPOに法人格が付与
されるようになった。 以来， EI本全国で市民社会や公共セクターの担い手，
あるいは，子1l!Rlsn寸との協働のパートナーとして注目されている(神野・浮
井2004)。
NPOの活動は多岐に及ぶが，とりわけ地域福祉やまちづくりを活動目的と
するものが多くみられる。 2006-07年に筆者らの研究グループで行った
NPO法人に対-する全国調査(以後， NPO調査)では，市区!llT村レベルで活
動している団体が49.6%と半数近くにのぼるん主たる活動については，内
閣府によると， 2008年 9月30日時点で保険・医療が58.0%，まちづくりが
40.7%である 9。そのため，多くのNPO法人が地域福祉やコミュニティ形成
における重要なアクターとしてその活動が期待される。
自治会にとっても NPOや市民団体と連携することで，特定の分野におけ
る専門的な知識-技能を運営に活かすことができる。また，自治会について
は継続的な地域メンテナンスに大きな力を発海するが，新規事業を展開しに
くいことが指摘されている(谷口 2000;石原 2004)。事業志向が強いNPO
と連携することは弱点を克服し，地域の問題解決能力を高めることにつなが
る(石原 2004)。さらに，特定の目的に基づいて結成している NPOは活動も
広範屈であるため，地域内で閉鎖しがちな自治会に対して外部との仲介役に
なる。つまり，ブリッジング型の社会関係資本となるのである。
このようにNPOの地域社会における期待が高まる中で 当事者としての
自治会と NPOは相互連携を志向しているのだろうか。自治会調査と NPO調
査ではそれぞれに対する連携の志向性について質問している<自治会調査問
34， NPO調査Q29>。その結果，自治会がNPO・市民団体との連携を志向
している割合は44.9%であるのに対して， NPO調査では市区町村レベルで活
動する NPOの自治会との連携志向性は91.5%であった。 NPOのほうが自治
会との連携をより一層求めていることがわかる。自治会についても半数弱は
(8) NPO 法人に対する全国調査は， 2006年 12月 ~2007年 2 月に全国の NPO
法人に対して行った。配布サンプル数は23，403(2006年6月時点。 解散・住
所不明を除く)で，屈~又サンプル数は5， 127である(回収率21.9%) 0 
( 9 ) 内閣府NPOホームページ (http://www.npo-homepage.go.jp)を参照。
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NPO・市民活動団体と連携の意向をもっている。
それでは自治会と連携することについて， NPOはどのようなメリットがあ
ると考えているのだろうか。地域の情報が得られる，活動への協力が得られ
る，地域住民との毅陸を@ることができるという 3つの選択肢で尋ねたとこ
ろく NPO調査Q30>，最も期待が高いのが活動に際して協力が得られると
いう点であり，市豆町村レベルで、活動する NPOの46.1%に相当する。続いて，
地域の'情報が得られるという回答が31.4%，住民との親睦を図ることができ
るという回答が21.5%である。自治会のもつ地域資源を利用できることが，
地域を基盤としないNPOにとっては殊更重要で、ある。また，自治会のもつ
地域の情報網に対する期待も高いことがわかる。
自治会も半数弱がNPOとの連携を志向していたが，実際の連携関係はど
のようになっているのだろうか。表5-8は， NPOと連携しているかどうか
10とNPOとの連携を今後志向するかを組み合わせた分布である。 NPOと実
際に連携している自治会は全体の30.3%であり，連携を志向する自治会の
44.9%よりも低い割合である。連携していないが連携を志向している自治会
も22.2%と一定程度みられる(連携していない自治会の中では31.9%)。した
がって， NPOとの連携に関心を示す自治会は多いものの，十分には連携が進
んでいないようである。ただし，全体としてはNPOと連携していない自治
会の方が多い。また連携を志向しない(独立志向)自治会は全体の47.4%と
半数弱を占める。なお，自治会類型による分布の差はほとんどみられない。
NPOと連携している自治会にとって，連携するうえでどのような問題点が
表5-8 自治会類型原JNPOとの連携と志向性(単位:%) 
村落型
非都市新型
都市 .IB型
都市新型
全体
連携あり・ 連携あり・ 連携なし・ 連携なし
連携志向 独立志向 連携志向 独立志向
23.0 7.7 22.2 47.2 
22.8 7‘4 23.5 46.3 
21.9 7.4 21.9 48.8 
20.5 7.6 22.6 49.3 
22.7 7.6 22.2 47.4 
N 
5，016 
1，607 
2，927 
2，546 
12，096 
あるのだろう
か。 I~ 5 -3 
は， NPOと連
携志向か独立
志向か別に，
NPOと連携
する上での間
(10) NPOとの連携については，自治会調査で直接質問していない。 NPOと
の連携に際しての問題点を尋ねた質問(問35)における「連携していないj
という選択肢に対する毘答に基づいている。
第5挙 自治会と他国体との相互連携 121 
題点として挙げら 図5-3 NPOとの連携志向性と連携上の問題点、
れた項自の割合を 50 
示しているく自治
会調査1~~135>。 40 
問題点として最 初
も多く挙げられて
^ 20 いるのが， 自治会
の会員である住民 10 
の理解不足である。
連携志向性の有無
にかかわらず，
40%}j、上の自治会
。
43.5 
鐙連携志向 態独立志向
33.4 33.3 
31.0 
28.3 
16.4 
会員の 費用負担役割負担 考え方の その他 問題な L
J-1HI肝不足 相違
が問題点だと認識している。 NPOの地域社会への浸透度はまだ不十分なも
のである。社会関係資本という観点からみれば，ボンデイング型の社会関係
資本の中に新規に参入することの難しさを表しているといえる。
続いて，費用負担や役割分担といった実務上の向題は連携志向をもっ自治
会で30%程度みられ，独立志向の自治会よりも多い。独立志向の自治会では
考え方の相違を挙げる割合が28.3%と連携志向の自治会よりも高い。自治会
が連携関係にある NPOから離れたいと考える背景には，考え方の不一致と
いう重大な問題が潜んでいることが考えられる。これに対して，費用負担や
役割分担は実務上の問題であり，むしろ連携志向の自治会が前向きに検討す
べき課題として挙げることが多いと考えられる。
なお，連携志向の自治会では31.0%，独立志向でも21.2%が問題なしと回
答している。ある程度の白治会は特に問題点をかかえずに連携している。
6.本章のまとめ
本章では，自治会が地域社会の様々な団体とどのように連携しているのか
に着目して分析を行った。自治会と他国体との連携関係は地域社会のローカ
ル・ガバナンスの実態を捉えることにつながる。主な知見をまとめておこう。
第 lに，自治会は様々な団体と連携しているが，子ども会，老人クラブ，
社会福祉協議会，自治会連合会と連携している自治会は70%以上と特に多い。
自治会と地域団体との連携をもとに主成分分析を行ったところ，市民活動団
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イ本，都市型既存団体，行政機関，性別・年齢団体， I日来型既存団体の 5つの
成分が抽出された。自治会類型別にみると，都市部で規模の大きい自治会で
は，市民活動団体と都市型既存団体との連携がよりみられる。一方，発足時
期の古い自治会では，性別・年齢団体と!日来型既存団体との連携がよりみら
れる。(地域団体と濃密に連携する自治会)
第2に，情報の授受に関して，自治会は行政に近い立場の団体からの情報
を自治会内部の年齢・性別に基づく団体へと伝えるパイプ役を果たしている。
一方，補助金や分担金の授受に隠しては，自治会は広域で活動する団体には
分担金を約め，自治会内部の住民からなる団体には金銭的にも助成している。
つまり，自治会は地域社会における様々な活動を財政面で支えている。(自
治会によるパイプとハブの役割)
第 3に，自治会と地域団体との連携は，住民間の社会関係資本や自治会の
主なアクターのつきあいによって規定される。!主体間関係の基礎には所属者
偲人の関係があると考えられる。(基本としての人のつながり)
第 4に，市区町村による支援策については，地域住民組織の設置，補助金
の給付，情報の提供の十分さがそれぞれ連携関係とプラスに関連する。また，
連携関係にあるほど補助金に対するニーズが高いと推察できる。
第5に，自治会と NPOとの相互連携については， NPOが非常に高い割合
(90%程度)で志向しているのに対し，自治会は半数弱程度である o NPOとの
連携に関心を示す自治会は多いものの，十分には連携が進んでいないようで
ある。自治会にとってNPOとの連携上の問題点は，住民の理解不足が最も
多いo NPOと連携していながら独立志向である自治会では， NPOとの考え
方の相違を挙げる割合が高い。 (NPOからの連携への積極性)
自治会と他の地域団体および市民団体.NPOとの連携は，地方分権やロー
カル・ガパナンスの時代に入り，ますます注目を集めている。このようなi主
体関の連携の基礎には社会関係資本の存在が確認で、きる。また，市区i可村の
地域振興策の効果もみてとることができる。 NPOとの連携については，関心
の高まりに対して実際の連携が追いついていないようである。
前章と本章で検討した住民間の社会関係資本および団体問の関係は，自治
会の活動とどのように関連しているのだろうか。このような自治会における
ネットワークが，自治会による社会サービスの供給や市区町村との関連にど
のように影響するのだろうか。次章では，これらの課題に取り組んでいく。
第6章 自治会の社会サービス活動
1.はじめに
今日の社会状況で、は，財政の逼迫により行政が社会サーピスを独占的に供
給するのは不可能となっている。その一方で， 日本の地域社会には，少子高
齢に伴う福祉対策，人々の体感治安の悪化(統計的な犯罪率悪化でなく)に
伴う防犯対策，あるいは地震や台風なととの大災害に対する防災対策など解決
が求められる問題が山積している。こうした状況の下，地域社会における社
会サーピスの供給を担う主体が求められており，市民社会領域の活動が注目
されている(辻中ほか 2007)。
地域社会における社会サービスの供給主体として行政を除いて第 1に考え
られるのが自治会である。自治会はこれまでも地域社会に根差しながら様々
な社会サービスの供給を行ってきた。それは何か特定のサービスに限ってで
はなく，住環境の整備，住民の親睦，地域社会の安全対策，住民の福祉など
実に多様な活動に及んでいる。このように包括的な機能をもつことは自治会
の特徴の lつとされてきた(中村 1965;中田 2007)。そして，自治会が地域
の実情にte-じて社会サービスを供給することは，行政では手の届かない細部
に至るまで住民生活をケアし，地域社会のパフォーマンスの向上に寄与して
いる。
このように自治会が行政(市区町村)になり代わって社会サーピス活動を
行うことは従来から指摘されてきた(高木 1969)。詳しくは次章(7章)で
扱うが，こうした自治会の活動に対しては市区町村ーからの支援があり，それ
により活動が一層促進されているものと考えられる。
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また，自治会は単に社会サービスを供給するばかりでなく，利用者である
住民が地域における様々な資源を共同で管理することをとおして，自らを地
域活動の担い手として主体形成していくプロセスが注目されてきた(中田
1993 ;中田・板倉・黒田 1998など)。これは地域活動に関わることで市民社
会のメンバーとしての自覚を促すと言い換えることもできるだろう。このよ
うに，自治会による活動は実質的なサービスの供給にとっても，市民社会の
主体形成にとっても重要な意義をもつものだといえる 10
自治会の様々な活動の基礎にあるものと考えられるのが，前章までに検討
した住民間の社会関係資本や自治会と他団体との相互連携である。住民間士
の人間関係が円滑であり自治会活動に協力的であるほど，自治会は様々な活
動を行うことができるだろう。また，包括的な機能をもっ自治会であるが，
特定の問題に取り組む他団体と連携することで情報や資源を交換するなど互
いの長所を活かした運営を展開できるだろう。
そこで本章では，自治会が実際にはどのような社会サービスの供給活動を
行っているのかを，データをとおして検討していく。まず，自治会がどのよ
うな社会サービス活動を行っているのか実施率をみていく ( 2節)。次いで，
社会サービス活動の実施をもとに自治会の類型化を行う(3節)。ここから，
高活動群，問題対処活動群， I日来型施設管理群，低活動群の4つの類型が析
出される。続いて，これら 4つの自治会類型が，社会関係資本，他図体との
連携関係，市区町村ーからの支援などの要因とどのように関連しているのかを
分析する (4節)。結論を先取りすれば，市区町村による補助金支援，社会関
係資本，他団体との連携，財政規模といった要因が自治会の社会サービス活
動と関連していることが明らかとなった。自治会の社会サービス活動の基礎
として，経済的資源、と自治会内外のネットワークという関係的資源が重要な
のである。
2.社会サービス活動の実施状況
2. 1.社会サービス活動の実施率
( 1 ) ただい残念ながら，このような活動を通しての主体形成については，
自治会調査データでは検証できない。
第6i者 自治会の社会サービス活動 125 
自治会の社会 表 6-1 類型男IJ自治会の社会サービス活動(単位:%) 
サーピス活動の 村落 ~I~都市者Ilrll 都市 全体
実施状況をみて
型 新型 !日型 新型
住環境の整官i 施設管理!l
いこう。 清掃美化 87.1 89.3 88.3 91.0 88.5 
菊池・江上
生活道路の管理 86.7 79.3 91.0 89.4 87.2 
ゴミ処理 67.2 68.6 70.9 73.1 69.5 
(1998)では全国 集会所の管理 66.8 55.3 64.7 60.8 63.5 
の活発な自治会
掲示板の管理 36.6 45.2 62.1 67.8 50.0 
m水路の管理 48.8 27.1 31.1 18.6 35.7 
に対する量的調 墓地寺社の管理 43.0 15.5 28.1 11.0 29.4 
査において様々
近隣トラブルの調整 11.7 19.2 19.9 23.8 17.1 
上下水道の管理! 15.7 13.0 11.4 13.3 13.8 
な社会サービス 親i陸
活動の実施状況
祭り 74.3 62.4 82.1 74.5 74.6 
慶弔 73.2 61.2 66.2 68.0 68.9 
を質問し，それ スポーツ 文化イベント 58.7 63.9 72.6 74.5 65.8 
らを主成分分析
問題対処安全
消1方 60.2 50.8 65.0 59.1 59.8 
によって， (1)向 防災 50.9 48.4 62.8 62.5 55.7 
題対処機能(交
交通安全 49.7 46.4 63.8 55.8 53.8 
防犯 42.2 50.0 64.7 66.3 53.4 
通安全，防犯・ 問題対処教育福祉
非行jげJJ.1二，防火 高齢者の支援 66.4 60.4 78.6 78.6 70.9 学校教育への協力 60.9 53.2 70.8 69.3 63.8 
-防災，生活改 脊少年の育成 45.5 46.9 62.5 61.7 52.9 
善，青少年健全
教育の支援 26.2 27.9 34.1 35.6 30.1 
障害者の支援 15.5 15.3 22.0 22.4 18.4 
育成，福祉，消 子育ての支援 10.9 11.9 21.2 20.8 15.4 
費・資源)， (2)親
男女共同参画 9.6 8.8 11.8 9.2 9.9 
乳幼児の保育支援 3.9 3.1 7.4 6.5 5.1 
i庄機能(祭礼， 問題対処その他
運動会，文化・
リサイクル 43.3 46.9 50.4 54.7 47.7 
まちづくり 34.8 33.0 42.9 38.4 37.2 
学習)， (3)施設 自然保護 25.0 19.8 24.5 21.1 23.4 
管理機能(地域
伝統芸能 28.5 12.7 26.7 12.2 22.7 
選挙での候補者支持 26.7 14.5 21.1 13.9 21.2 
施設の維持整備， 農林水産業の共同作業 27.0 12.2 11.1 3.0 16.5 
清掃-衛生，環
公害防止 13.6 14.6 19.0 19.0 16.1 
国際交流 2.4 2.3 3.5 2.7 2.7 
境美化)という N 6，613 2，086 3，607 3，064 15，370 
3つの機能を析出している(菊池・江上 1998: 90-92) 20 
( 2 ) 菊池(1973，1990)ではこれに加えて，行政補完機能，圧力団体機能，
町内の統合・調整機能が挙げられている。本書では，これらの機能について
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自治会調査では， 33の社会サービス活動を実施しているかどうかを質問し
ている(自治会調査問17)，菊池・江上(1998)の類型を参考に，住環境の整
備・施設管理，親睦，問題対処:安全，問題対処:福祉・教育，問題対処:
その他に大別してみていくこととする(その他については結果表記をを説愛
する) (表6-1)30
ー一 自治会の役割として親睦とならんで挙げられる住環境の整備・施設管理
割合が高いことからも (60%程度，表 3-1)，住
環境の整備や施設管理は自治会活動にとっても最も重要な活動であることが
わかる。 清掃・美化活動と生活道路の管理(街灯の交換を含む)はそれぞれ
全体で88.5%，87.2%と非常に高い割合で行われている。 自治会類型による
差もあまりみられない。これらはととの地域にも共通する最低限の住環境であ
り，自治会にとって最も基礎的な活動だといえる。ゴミ収集には，市区町村
によるゴミ収集のサポートとしてゴミの集積所を管理したり，住民にゴミの
分別回収を守らせるように指導したりすることなどが含まれる。これについ
ては全体で69.5%の自治会で実施されている。自治会類型による差はあまり
みられない。
集会所や公民館などの施設は自治会の活動拠点となるものである。これら
の施設の管理は全体で63.5%の自治会が実施している。非都市・新型でやや
実施率が低し ¥0 掲示板は住民に対して自治会の情報を周知するためのもので
ある。全体では50.0%とちょうど半数の自治会で実施されている。もっとも，
都市部で規模の大きい自治会では60%以上で実施されているのに対して，村
落型や非都市・新型では40%前後とあまり実施されていない。都市部で大規
模な自治会では対面的な情報伝達が難しいこととも関連しているだろう。 用
水路の管理，寺社・墓地の管理，上下水道の管理は，村落社会的な特徴をも
った施設管理だといえる 4。それぞれ，全体の35.7%，29.4%， 13.8%の自治
はIT区IUT村との関係を検討-する後続の章で扱うこととする。
( 3 ) 主成分分析なととの分析手法を用いて活動を少数の次元に締約することも
試みた。しかし，あまり明瞭なものではないため，その結果を参考にしなが
らも理念的に分類することにした。
( 4 ) 自由回答から 用水路等の施設管理と親i壊活動を合わせた次のような活
動が挙げられている。「部落組織(120戸)では，農家集落90%で，年間，水
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会で行われている。用水路と寺社・墓地の管理は村落的地域で40%以上と高
い実施率を示している。最後に，騒音など近隣トラブルの調整については，
全体の17.1%とあまり行われていない。
続いて，親睦活動についてみていこう。これも多くの自治会に主た
親睦
る役割として自己認識されている。また，すでに 3章でみたように，
親睦活動への取り組みが自治会の社会関係資本と大きな関連をもっている。
祭りについては神社の行事ーばかりでなく，地域住民の親睦をi亙るために様々
な行事が含まれる 5。全体で74.6%と高い実施率である。都市・!日型でやや実
施率が高く，非都市-新型でやや低し可。必ずしも伝統に基づかないため，都
市・新型でも多く実施されている。スポーツ・文化イベントには，地域の運
動会や文化祭，あるいは学習会やセミナーなど捺々なイベントが含まれる。
これらの活動は全体の65.8%で行われている。都市部で、大規模な自治会で実
施率が高い。慶弔は全体の68.9%の自治会で行われている。近年では，結婚
式はもとより，葬式も業者に手配を依頼したり葬儀会館などで行う場合もみ
られるが，それでも自治会が関与する場合が多い。自治会類型による実施率
の差はあまりみられない。
住環境の維持と親睦活動に対して i功災や防犯といった
問題対処:安全
安全活動は地域社会の抱える問題を解決するための活動だ
といえる。 仮神-淡路大震災以来 地域社会が災害時に対処できる体制jを整
えておくことの重要性が認識されている。また，近年，体感治安悪化の高ま
りを受けて防犯対策が焦眉の課題とされている。地域社会では見回り・ノfト
ロールや危険個所のマップ作成などの取り組みがみられるん地方自治体や
路，l支道整備等，年41ill行い， 1'J~踊り， }(:ip子舞，祭り行事等，行って農村集
落を支えている。J(滋賀県-彦根市)
( 5 ) 自治会調査における自由自答から 清掃と親睦を組み合わせた次のよう
な活動が挙げられている。「公園の草刈り後，さなぶり，虫祭り大会，ドンガ
ラ汁(豚肉の骨付)，白モツの鉄板焼，焼肉で親睦会をし，語り合う。J(秋
田県.:rJ後!日n
( 6 ) 例えば，自由[i]答に次のような取り組みが紹介されている。「静岡は東
海大地震がいつくるか解らない土地柄。特に我がU!T内会でも地震対策には力
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警察でも「安全・安心まちづくりjと称した施策がとられ，地域社会との連
携による対処が進められている。
消防，防災，交通安全，拐犯の4つの活動ともに50%台の実施率である。
消防については自治会類型による実施率の差はあまりみられない。しかし，
他の活動で、は，都市部で規模の大きな自治会ではおおむね60%}.)、上の実施率
なのに対して，非都市部で小規模な自治会では50%前後である。地域安全は
都市部でより重大な問題だと認識され，取り組まれている。また，安全対策
は広域な連携が必要なので，大規模な自治会のほうが取り組みやすいとも考
えられる。
安全とならんで今日の地域社会の課題として挙げ
問題対処:福祉・教育
られているのが社会福祉や教育の問題である。少子
高齢時代に入り，増え続ける高齢者に十分な福祉サービスを供給することは
最重要課題の lつに位置づけられる。また，少子化対策ともあいまって，子
育てや教育を行うことができる環境整備が求められている。その一方で，福
祉行政は縮小傾向にあり，福祉領域は市民社会によるサーピス供給が最も求
められている分野であるといってもよいであろう。自治会をはじめとする地
域社会で、も，高齢者家庭の見回りや介護の補助など様々な取り組みが行われ
ている 70
高齢者福祉は全体の70.9%の自治会で行われており，問題対処活動の中で
は高い実施率である。都市部で規模の大きい自治会で78.6%と特に高い。障
害者の支援は全体の18.4%，子育ての支援は15.4%であり，高齢者福祉と比
べると実施率はかなり低いにこれらの活動についても，若干ではあるが都
市部で大規模な自治会ほど実施率が高い。なお，福祉に関する活動として男
女共同参画と乳幼児の保育支援についても質問したが，いずれも実施率は
を入れており，防災機材の買入， トイレ，消化器，可搬ポンプ，発電機，大
型ジャッキ等に力を入れ，今年は町内として自主防災会を設立いたしました
い防災誹練も実施しております。J(静間県・静同市)
( 7 ) 例えば，自由回答では次のような活動が紹介されている。「高齢者の日
常生活を支援するサークル『あいあいクラブ』を設立しました。寅い物の手
伝いや代行，話し相手などです。J(大阪府・吹田市)
( 8 ) さらに結果は割愛するが，乳幼児の保育支援は5.3%の実施率である。
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10%に満たない。教育については，学校教育への協力は全体の63.8%，青少
年の育成は52.9%，児童教育の支援は30.1%の自治会で実施されている。こ
れらはどれも都市部で大規模な自治会では70%程度と実施率が高い。.1)、上の
結果から，福祉・教育活動についても，自治会規模の大きさというスケール
.メリットの効果がみられる。
その他の活動として，リサイクル，自然保護，公
問題対処:その他の活動
害防止，まちづくり，伝統芸能，選挙での候補者の
支持，農林水産業の共同作業，国際交流を取り上げる。リサイクルはゴミの
収集とも関連するが，新関紙やピン・カンの回収を地域社会独自で積極的に
進めている事例もみられる。また，自治会で独自のリサイクル・システムを
運用しているという事例も報告されている(谷口・堀田・湯浅 2000)。リサ
イクル活動は全体の47.7%の自治会で行われている。 同じく環境問題への対
処といえる自然保護については全体の23.4%，公害防止については16.1%の
自治会で実施されている。どれも自治会類型による差はあまりみられない。
まちづくりとは多義的な言葉であり，地域によってその内容も異なるが，
住民主体による地域社会の活性化に資する総合的な取り組みということがで
きるだろう。全体の37.2%の自治会で行われている。自治会類型による差は
あまりみられない。
伝統芸能は全体の22.7%の自治会で行われている。伝統の継承ということ
もあり，村落型と都市・!日型の自治会で実施率が高い。農林水産業の共同作
業は16.5%の実施率である。これは農林水産業を生業とする地域に限定され
るためである。やはり村落型の自治会で実施率が27.0%と高い。自治会では
地区推薦などのかたちで地域から市区町村議会の議員を輩出すべく選挙運動
を行うこともある。全体では21.2%の自治会で行われており，発足時期の古
い自治会でより行われる傾向にある。なお自治会の選挙運動については 8章
で詳しく扱う。最後に 国際交流であるが全体の2.7%とほとんどの自治会
が実施していない。外国人が居注する地域もみられるが，国際交流は行われ
ていないようである。
以上，自治会による社会サーピス活動の実施状況についてみてきた。 清掃
・美化，生活道路の管理，祭り，高齢者福祉の各活動が全体で'70%を超え，
高い割合で実施されている。最{丘陵の住環境・施設管理と親睦を基礎としな
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がら，地域社会の抱える諸問題に対処するというのが自治会の基本的な活動
スタンスといえるだろう。問題対処活動については，安全や福祉・教育に関
して都市部で規模の大きい自治会ほど実施されている点は注自に値する。
上記の活動の中で，自治会が重要だと認識しているのはどの
重要な活動
ような活動なのだろうか。自治会読査では実施している活動の
うち，重要なものについて3位まで尋ねているく自治会調査開18>。これを
もとに，各活動について 1位30点， 2位20点， 3位10点，挙げられていない
場合はO点として得点化し，主な活動について平均値を示したのが表6-2
である。表では上段に各項目について実施しているという自治会の中での平
均値を示している。下段はサンプル数(実施している自治会数)である。
清掃・美化の全体の平均値が14.2と突出して高い得点を示している。続い
てゴミ収集(全体の平均値9.9)，祭り (7.9)，スポーツ・文化イベント (6.8)， 
防災 (5.9)，生活道路の管理 (4.5)，防犯 (4.5)，慶弔 (4.3)，高齢者福祉
(3.9)である。生活道路の管理と高齢者福祉は，実施率が高い割には重要度
があまり高くない。むしろ，祭りやスポーツ・文化イベントといった親睦活
動や防災や防犯とい
表6-2 自治会類型別社会サービス活動の重要度 った安全活動が重視
されている。
村落型 プ1-1lPII 官P1) 11P 1) 
-新型 i日型 新型 全体 自治会類型別にみ
清掃美化 平均値 14.6 16.7 12.2 13.8 14.2 て特徴的な点を検討N 5，772 1，871 3，194 2，789 13，626 
ゴミ収集 平均値 9.7 10.5 9.6 10.0 9.9 しよう。村落型はス
N 4，457 1，437 2，565 2，249 10，708 ポーツ・文化イベン祭り 平均値 7.6 7.7 7.7 8.8 7.9 
N 4，922 1，309 2，965 2，282 1，478 トで低く，慶弔で高
スポーツ 平均値 5.9 8.1 7.1 7.0 6.8 い。旧来型の親睦活文化イベント N 3，889 1，334 2，621 2，284 10，128 
防災 平均値 5.1 5.9 6.7 6.3 5.9 動のパターンをみて
N 3，387 1，017 2，273 1，921 8，598 とることカfできる。道路管理 平均値 4.7 4.1 4.5 4.4 4.5 
N 5，736 1，655 3，285 2，742 13，418 また，清掃・美化で
i坊犯 平均値 3.2 4.9 4.8 5.7 4.5 は得点が高いが，防N 2，802 1，049 2，341 2，038 8，230 
慶弔 平均値 6.1 4‘O 2.7 2.3 4.3 災，防犯，高齢者福
N 4，841 1，277 2，389 2，083 10，590 祉といった問題対処高齢者福祉 平均値 3.7 4.4 3.6 4.3 3.9 
N 4，407 1，264 2，841 2，412 10，924 活動については低い。
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従来からの施設と親i濯を守り，あまり積極的に活動を展開しようというわけ
ではないようである。非都市・新型は，清掃・美化，スポーツ・文化イベン
ト，高齢者福祉の重要度が高い。スポーツ・文化イベントにフいては実施率
はあまり高くないが，新たな親睦の契機を創出しようとしていることがうか
がえる。都市.I日型は清掃・美化で得点が低く，防災で高し=。表6 1から
もわかるように多くの活動を行っているために重要な活動が分散し，最も基
礎的な活動である清掃-美化の得点が低いのかもしれない。最後に，都市・
新型については，祭り，防災，防犯，高齢者福祉で得点が高い。 問題対処活
動を重視していることがわかる。
2. 2.支出の割合
活動の実施とは別の角度から検討しよう。市区fUJi寸人口規模や自治会規模
で比較して，多くの支出をしている活動は力を入れている活動とみなすこと
ができるだろう。 自治会調査では，主な活動における年間の支出額について
質問しているく自治会調査問 8>。表6-3では，それぞれの活動における
支出割合の中央値を示している 9(単位は万円)。活動によってお金がかかる
ものもあればそうでもないものがあるために，項目問の比較から重要度を推
測することにそれほど意味はない。それでも全体の中央値をみると清掃・施
設管理が総支出に占める割
合が17.3% ，親Il~が20.3% 表6-3 自治会類型別支出の内訳(中央値)
と高い。このほか，安全活
動が9.2%，福祉が5.8%で
ある。その他が最も多く
36.8%である。施設管理に
ついては，非都市部で規模
の小さい自治会で割合が高
い。親睦，安全，福祉につ
親n主支出率
，女-t:_:~二丘\ユ:1乙UB~で全fγニ
福祉支出率
その他支出率
支出総額
N 
20.8 22.0 
8.7 8.2 
5.7 5.8 
37.5 37.3 
(単位:%) 
全体
17.3 
19.2 20.0 20.3 
10.0 9.5 9.2 
6.0 5.9 5.8 
37.0 34.9 36.8 
( 9 ) 清掃・施設管理は，清掃・美化，公共施設の管理に関する支出の合計が
総支出額に占める割合を示している。同様に，親睦は，祭り，スポーツイベ
ント，文化イベントの合計，安全は防災，防犯，交通安全の合計，福祉は介
護・福祉の占める割合である。
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図6-1 自治会類型男IJにみる地域活動の活発さ
村落型
(N=6，631) 
~I.:都市・新型
(N=2，099) 
都市.13型
(N=3，606) 
都市・新型
(N=3，066) 
全体
(N= 15，402) 
0% 20% 
麟盛んではない
7やや盛んである
40% 60% 80% 
露あまり盛んではない 滋ある程度
鐙盛んである
100% 
いてはあまり差
がみられない。
若干ではあるが，
安全活動につい
て，都市部で大
規模な自治会ほ
ど支出に占める
割合が高い傾向
にある。相対的
にみれば，市区
町村人口規模が
小さく，自治会
規模も小さい自治会のほうが施設管理というより基本的な活動を重視してい
るといえる。
2. 3.地域活動の活発さ
ところで，自治会の活動に限らず地域住民による活動は全般にどの程度活
発なのだろうか。図 6-1は 住民による地域活動の活発さについて自治会
類型別にみたものである。全体では， 1盛んJあるいは「やや盛んjであると
いう自治会が合わせて36.2%であるのに対して， 1盛んでないjあるいは「あ
まり盛んでないjという自治会は25.9%である。どちらかといえば地域活動
は活発だと認識されていることがわかる。都市部で規模の大きい自治会ほど
盛んだという割合が高い。問題対処活動を行っていることが，地域活動が活
発であるという認識につながるのかもしれない。
3.社会サービス活動からみる自治会の類型
3. 1.活動実施からみた自治会の類型
自治会ごとでサービス供給に何か特徴がみられないだろうか。 清掃・美化
や生活道路の管理はほとんどすべての自治会で行われているとしても，自治
会によっては安全に力を入れていたり，福祉に力を入れていたりと何らかの
特色があるのかもしれない。そこで，それぞれの社会サーピス活動の実施の
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有無をもとに，自治会を類型化してみよう。
社会サービス活動の実施に関して欠損値を除くサンプル数は18，183であり，
通常の社会調査データとしては非常に大規模である。そのため，非階層的ク
ラスター分析 (k平均法)によって各自治会を分類する。ここでは 4つのク
ラスターを設定し， 表 6-4
全体の社会サーピ
ス活動実施率が
10%以上のものの
実施の有無(実施
=し非実施工
o )を基準に分類
を行った10。分析
に投入した変数は
表6-4で示した
活動項目を参照さ
れたし'0
表6-4は析出
した 4つのクラス
ターごとに社会サ
ービス活動の実施
率を示したもので
ある。これにより
各クラスターの特
徴を考察していく。
なお，ゴチック体
になっているのは
全体の実施率より
も10ポイント以上
高いものであり，
自治会活動クラスター別社会サービス活動
の実施率 (単位:%) 
クラス
タ-
98.4 
98.5 
89.7 
90.8 
69.1 
75.5 
64.1 
36.6 
34.6 
93.6 
82.3 
生活道路の管翌日
ゴミ処理
集会所の管理
掲示板の管理
m*路の管理!
墓地・寺社の管理
近隣トラブルの調整
Jニ下水道の管理!
祭り
!菱弔
スポーツ・文化イベント 91.2 
消 1~:Jj 92.2 
防災 87.7 
交通安全 89.2 
防犯 89.1 
高齢者の支援 95.9 
学校教育への協力 93.3 
青少年の育成 86.3 
教育の支緩 72.9 
障害者の支援 52.8 
子育ての支援 41.0 
リサイクル 72.0 
まちづくり 75.9 
自然保護 62.6 
伝統芸能 58.4 
選挙での候補者支持 40.5 
農林水産業の共同作業 38.3 
公害防止 41.9 
N 3，458 
92.8 
76.9 
62.7 
67.9 
13.5 
9.5 
20.4 
8.8 
79.5 
70.0 
78.8 61.3 
65.1 73.3 
65.3 53.7 
68.7 44.0 
80.1 25.3 
88.0 70.4 
76.7 67.5 
71.8 35.5 
31.2 19.9 
20.5 7.7 
18.1 6.0 
61.3 38.2 
43.7 25.6 
17.4 20.8 
12.7 30.6 
13.6 33.8 
3.2 33.9 
14.3 10.9 
5，337 3，921 
ゴチ y ク体:全付、のきた施率より 10cj~ イントJ-)._I:.おいもの
斜体.全体の実施率より 10ポイント以上低いもの
92.3 
92.0 
68.8 
82.9 
37.1 
68.8 
59.8 
全体
88.0 
87.3 
69.6 
63.7 
49.2 
36.6 
30.6 
16.8 
14.3 
74.7 
68.7 
8.6 
?
?
?
?
?????
?ー
?
?
?
???
?
??
?
?
っ?
?
?
?
???
? ?
?
?
????
16.8 
85.0 
76.9 
3ス4 64.9 
25.3 60.1 
2又1 55.6 
24.1 53.9 
23.3 52.9 
38.8 70.9 
30.1 63.8 
25.5 52.8 
.9.9 30.3 
2.9 18.6 
3.3 15.4 
24.1 47.2 
15.9 37.6 
8.1 23.9 
6.2 23.3 
9.8 21.9 
5.9 17.3 
6.1 16.4 
5，467 18，183 
(10) カテゴリ数を 4つに設定したのは，設定数を変えて試行錯誤した結果，
最も妥当な解釈が可能だったからである。
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斜体になっているのは10ポイント以上低いものである。
クラスターごとの特徴が鮮明にわかる。まず，クラスター 1はすべての項
目において全体よりも10ポイント以上高い実施率を示している。しかも， 29 
項目のうち， 14項目が80%以上， 21項白が60%以上の実施率である。そこで，
これらの自治会を「高活動群jと名づける。クラスター 2は，掲示板の管理，
スポーツ・文化イベント，交通安全，防犯，高齢者の支援，学校教育への協
力，青少年の育成， リサイクル活動で全体の実施率よりも10ポイント以上高
い。これらの多くは安全や福祉・教育に関する活動で、ある。もちろん，清掃
・美化，生活道路の管理，ゴミ収集といった施設管理の実施率も高いのだが，
問題対処活動に特色がある。その反面，用水路の管理，寺社・墓地の管理，
農林水産業の共向作業で、は全体よりも10ポイント以上実施率が低い。そこで，
このクラスターを「問題対処活動群jと呼ぶ。対照的にクラスター 3は，集
会所の管理，用水路の管理，寺社・墓地の管理，祭り，消防，選挙での候補
者支持，農林水産業の共同作業の各活動の実施率が全体よりも10ポイント以
上高い。反面，掲示板の管理，防犯，青少年の育成，児童教育の支援，障害
者の支援，子育ての支援，まちづくりの各活動の実施率が全体よりも10ポイ
ント以上低い。つまり， I日来からの施設管理が行われている一方で、，今iヨの
地域社会で問題視される安全や教育についての問題対処活動が弱い。このク
ラスターを 18来型施設管理群jと呼ぶ。クラスター 4は，クラスター lと
は対照的に，ほとんどの項目において全体よりも10ポイント以上低い実施率
図6-2 自治会類型と自治会活動類型
村落型
(N=6，619) 
非都市・新型
(N=2，086) 
都市・!日型
(N=3，607) 
都市・新型
(N=3，064) 
全体
(N= 15，370) ! 
を示している。これ
らの自治会を「低活
動群jと名づけるこ
ととする。
それぞれ4つのク
ラスターについて，
自治会類型ごとに示
したものカf図6-2
である。村落型は出
来型施設管理群が
0% 40% 60% 80% 100% 33.1 %，低活動群が
層重高活動群長選問題対処群盤整!日来型施設管理群 5ヨ低活動群 32.0%であり，これ
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らで全体の60%以上を占めている。非都市・新型は低活動群が44.1%を占め
最も多い。村落型よりは問題対処群が多い。都市.I日型は問題対処群が
40.1%と最も多い。高活動群も23.0%と他の類型と比べて多い。都市・新型
は問題対処群が52.8%と最も多い。!日来型施設管理群が6.9%と非常に少ない。
都市・!日型と比べて高活動群が少ないのは， [日来型の施設を管理する必要が
ないからである。全般に，都市部で、規模の大きい自治会ほど高活動群や問題
対処群という積極的に地域問題に関わる自治会が多い。これに対して，村落
型は出来からの施設を維持・管理するというタイプが多い。こうした結果は，
先の分析で、確認したとおりである。
3. 2.自治会活動類型と地域の環境
さて，自治会の社会サービス活動は住民生活の向上のために行われるもの
である。それでは自治会活動が行われることで地域の環境は良好に保たれて
いるのだろうか。自治会
類型と地域の環境との関 密 6-3 自治会の活動類型と住環境に対する評価
連をみていこう。 図6-
3は，自治会調査におい
て地域環境について尋ね
た質問11<自治会調査向
14>の仁|コから， 自治会活
動と関係のあるものとし
て住環境，地域の安全性，
地域環境の 5年%iからの
変化を取り上げたもので
ある 120 なお，質問は 5
段階の尺度で尋ねている
が，そのうちの肯定的な
60 
40 
20 
。
% 65.9 
63.0 
高活動1;下 !問題対処群 IE来型施設 低活動群
管理1洋
一十時住環境安全 w封一生活の安全一段目 5年前との比較
(11) 田答自体は自治会長の主観によるものであることには出意が必要である。
客観的な環境はともかく，自治会活動を活発に行っている自治会長は地域環
境を肯定的に評価するという可能性は否めない。
(12) このほか，生活の利便性，交通の利便性，自然環境，伝統文化について
も尋ねているが，これらは自治会活動によって変わるというよりも，与件と
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回答の割合 (r優れているJrやや優れているJの和)を示している。
住環境については全体の59.1%が良好だと認識している。高活動群で
65.9%と最も高く，低活動群が51.7%と最も低い。 地域の安全については全
体で37.8%である。これについては，高活動群44.4%と問題対処活動群
43.2%で40%以上と，安全活動を活発に行っている 2つの群で割合が高い。
最後に， 5年前からの地域環境の変化については，全体の24.9%が良好にな
ったと回答している。高活動群では35.0%，問題対処活動群では29.5%であ
るのに対して，旧来型施設管理群では20.9%，低活動群では16.7%である，や
はり自治会活動が活発であるほど環境が良化していると認識していることが
わかる。このように，自治会活動が活発で、あるほど地域のパフォーマンスが
良好であるといえる。
4.自治会活動類型の規定因
4. 1.要因の検討
前節で析出した社会サービス活動に基づく自治会類型は どのような要因
と関連しているのだろうか。前章までに検討してきた自治会における社会関
係資本，自治会と地域の他国体との連携といった自治会内外のネットワーク
は様々な活動の基礎となるものと考えられる130 また，市区町村による自治
会活動に対する支援も活動を促進するだろう。これらの要因を中心に，自治
会の特徴をも加えて総合的な検討を行っていく。
分析は， 4つの自治会類型のカテゴリを従属変数とした多項ロジット分析
を行う。多項ロジット分析とは，従属変数が3カテゴリ以上の名義尺度の場
合のロジット分析である (Agresti1996=2003など参照)。あるカテゴリを基
準として，そのカテゴリと比較した他のカテゴリに対する独立変数の効果を
みることができる。ここでは 低活動群を基準カテゴリとし，これと比較し
て他の3群でどのような要国との関連がみられるのかを検討する。
なる地域の条件だと考えられるので，ここでは結果の表示を割愛する。
(13) これらの要図はいずれも逆の因果の可能性も考えられる。すなわち，様
々な活動を行う自治会だからこそ住民同士の関係が密接になったり，他国体
との連携が盛んだったりするかもしれない。
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(1)市医町村の政策に対するニーズ・自治会活動への支援
前述のように，今日の社会状況では行政が社会サービスを十分に供給する
ことが難しくなり，市民社会組織としての自治会によるサービス供給に期待
がかかっている。また， 7章で詳しく取り上げるが，自治会の社会サービス
活動は市区間I村の政策執行を補完したり，代行している側面がある(高木
1969)。それならば自治会の側では市区IT村の政策が不十分だと評価するほ
ど，自らでサーピス供給しなければならないために活動を行うと考えられる。
自治会調査では，干1玄IsTi寸の12の政策に対してそれぞれ重要度と満足度を
尋ねているく自治会調査向38>。これらはともに， 5段階の尺度(1重要では
ないJ~ 1重要であるJ，1満足で、はないJ~ 1満足であるJ)で質問している。
重要度については，それぞれから 1を引き， 1重要ではないjニ o~ i重要で
あるJ= 4となるように変換した。また，満足度については「満足ではないJ
= 5 ~ 1満足j ニ lとなるように変換した。つまり不満度が大きいほど得点
が高いのである。政策ごとに両者を掛け算せ，さらに全政策について加算す
ることでニーズを表す指数を作成した。たとえば，重要であるにもかかわら
ず満足で、はない政策であれば4X 5ニ 20であり，仮にすべての政策について
そうであるならば20X12=240である。この値が指数の最大値で、ある。重要
ではない場合，得点がOなので、最小値は Oである。この指数が大きいほど重
要性にもかかわらず満足度が低く，政策のニーズが大きいことを表している。
なお，この値の全体での平均値は109.27であり，自治会類型!習に大きな差は
みられない。
他方，市区町村の側では支援を行うことで，自治会による社会サービス供
給の補完や代行を促していると考えられる。そこで，市区町村の自治会支援
策およびそれに対する自治会の評価を分析に投入する。市区IlJ干すから自治会
への補助金額と，補助金および情報支援に対する評価については，これまで
の章と同様に操作化している。詳しくは 4章を参照されたい。
(2)社会関係資本
様々な社会サービス活動を行うためには，地域住民の参加や協力が必要と
なる。協力が得られやすい自治会ほととi徐々な活動を行うことができる。住民
の参加や協力の基礎にあるのが社会関係資本で、ある。分析には4章で作成し
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た自治会における社会関係資本指数を用いる。すなわち，住民間の関係と自
治会参加に関する変数を加算した尺度を用いる (90頁)。
(3)他国体との関係
前章でみたように，自治会は地域社会の様々な図体と連携している。そし
て，個々の社会サービスの供給については，特定の目的に基づくこれらの団
体とともに行っている。こうした様々な団体は地域問題に関わる利害当事者
であり，これらの団体問の相互関係からなる社会サービスの供給は，ローカ
ル・ガパナンスの基礎をなすものということができる。分析には，自治会が
他団体と連携している数を用いる140 5章で取り上げたように，自治会調査
では29種類の団体との連携関係を尋ねている。そのため最大値は29である。
全体での平均値は9.63であり，都市部で規模の大きい自治会ほど多し ¥0
(4)地域や組織の特徴
社会サービス活動を行うにあたっては，財源、が必要となる。そこで，自治
会の総収入を分析に投入する。これについては，分布を考慮し， 100万円未満，
100-19975円， 200-399万円， 400万円以上という 4つのカテゴリを設けた。
それぞれをダミー変数として投入し， 100万円未満を基準カテゴリとした。
なお， 100万円未満は全体の38.7%，100-199万円は25.3%，200-399万円は
20.8%， 400万円以上は15.2%である。 2章で確認したとおり，自治会の規模
が大きいほど財政規模は大きい傾向にある。
また，自治会や地域の特徴を表す変数として，これまでに検討してきた自
治会類型を用いる。これまでに確認したように，自治会類型によって社会サ
ービス活動の実施状況に違いがみられるし，活動類型の分布にも差があった
(図 6-2参照)。分析には，村落型を基準カテゴリとして，ダミー変数とし
て用いる。
(14) 前章では，自治会と他団体との連携をもとに 5つの成分を抽出した。こ
れらを分析に用いることも可能である。実際に分析してみたところ， 5つの
成分が自治会活動類型にもたらす効果はどれも連携団体数を加算したものと
ほぼ向じだった。
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4. 2.分析
表6-5は，社会サービス活動に基づく自治会類型を従属変数とし，先に
検討した各変数を独立変数とした多項ロジット分析の結果である。なお，基
準カテゴリは低活動群である。
政策ニーズが高いほど，低活動群に比べて，高活動群と!日来型施設管理群
に属するものが多い。確かに政策が不十分であるほと?士会サービス活動を行
っているといえるが，問題対処群との差がみられなし=。少なくとも新たな地
域問題に対して政策対応が不十分なために活動しているというわけではない
ようである。
自治会支援については，補助金が30万円以上だと，低活動群よりも他の群
に属するものが多い。問題対処群については， 10-29万円でも多くみられる。
一方で、補助金支援が不十分だ、と認識しているほど，低活動群よりも旧来型施
設管理群に属するものが多い。情報の支援については，十分である自治会ほ
ど低活動群よりも高活動群に属している。
社会関係資本については，高い自治会ほとと低活動群よりも他の群に属して
表6-5 自治会活動類型を従属変数とした多項ロジ yト分析
高活動群 問題対処群 !日来型施設管理u作
切j守 -9.665糾 .316 -3.859*ポ .234 -4.385同 .257 
社会関係資本 220** .013 .058** .010 161同 .011 
他国体との連携数 .420必* .011 239*必 .009 .154*キ .010 
自治会支援評価 補助金 一.022 .012 .002 .010 一.036持決 .011 
自治会支援評価 情報 .035料 .013 .006 .011 .010 .012 
政策ニーズ .008仲 .001 .001 .001 .003** .001 
自治会支援 補助金30万円以上 .344* .155 .537*ホ .128 .338不 .140 
自治会支援 補助金10-30万円 .247 .143 .342本ネ .115 .213 .123 
自治会支慢 補助金10万円未満 一.081 .141 .000 .111 .052 .118 
自治会支援 なし(基準カテゴリ)
自治会総収入 400万円以上 1.782料 .152 .692*予 .129 1.128** .145 
自治会総収入 200-3997]P:J 1.281*'f .125 .683訟* 101 .994 ** .112 
自治会総収入 100-199万円 .774*'1 110 .478キ* 084 .716トi .092 
自治会総収入 1007]円未 i~l
自治会類型非都市新型 -.464料 .126 .309** .097 -1.119料 .109 
自治会類型 都市 .1ヨ型 一.044 .112 770** .095 一.637恥ド .103 
自治会類型都市新型 -.350日 .115 982永苧 .091 -1.544料 .120 
自治会類型.村落型(
-2LL = 18，813.8 X 2， 
基準カテゴリは低活動i洋 平キ p< .01 キ p < .05 
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いる。他団体との連携についても，連携数が多いほど他の群に属している。
これらの倍人間および団体問のネットワーク関係が豊富である自治会のほう
が，社会サービス活動に積極的なタイプである。
自治会組織の特鍛をみると，収入の多い自治会ほど，低活動群よりも，そ
の他の群に属している。自治会類型については，村落型と比べて非都市-新
型と都市・新型では，高活動群に属するものが少ない。 I日来型施設管理群に
ついては村落型と比べて他の類型はいずれも少ない。これらは村落社会にお
いてこそ維持・管理する必要のある施設であるためである。一方，村落型と
比べてどの類型においても向題対処群に属するものが多い。こうした結果は
I~ 6 -2で確認したとおりである。
以上の結果を総合すると，市i豆町村による補助金支援，社会関係資本，他
国体との連携，財政規模といった要因が自治会の社会サービス活動と I~速し
ている。
5.本章のまとめ
今日，市民社会組織に対して最も期待される役割が市民・住民の生活に
必要な社会サービスを供給することである。自治会は従来から地域住民のニ
ーズに応えるべく様々な活動を行ってきた。自治会調査であらためて確認す
ると，次のような特徴がみられた。
第 lに，ほとんどの自治会が清掃・美化と生活道路の管理を行っている。
これらの活動が自治会の最も基礎的活動だということができる。その他には，
祭り，高齢者福祉が70%を超えて高い割合で実施されている。最低限の住環
境-施設管理と親睦を基礎としながら 地域社会の抱える諸問題に対処する
というのが自治会の基本的な活動スタンスといえるだろう。なお，安全や福
祉-教育といった問題対処活動については都市部で規模の大きい自治会ほど
実施されている。(基本としての住環境・親睦活動)
第2に，社会サーピス活動の実施をもとに自治会を分類すると，高活動群，
問題対処活動群，旧来型施設管理群，低活動群の4つに類型化できる。なお，
自治会活動が活発であるほど地域環境のパフォーマンスが良好である。(自
治会力の多様性)
第3に，市区町村による補助金支援，社会関係資本，他団体との連携，財
政規模といった要因が自治会の社会サービス活動と関連している。自治会の
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社会サービス活動の基礎として，経済的資源、と自治会内外のネットワークと
いう関係的資源が重要である。なお，自治会は市区IlIT村の政策が不十分であ
るために社会サービス活動を行っているわけではないようで、ある。(活動基
礎としての資源とネットワーク)
前述のように，自治会の社会サービス活動は，市区町村による行政サービ
スと重複していたり，行政では不十分なサービスを捕完していたりする。そ
れでは，自治会と市区IlT1寸との活動をめぐっての連携や協働はどのように行
われているのだろうか。次章では，自治会と市区Il!Ti寸との社会サービスをめ
ぐる関係について考察を進めていく。
第7章 市区町村との協力・連携
1.はじめに
本章と次章(8章)では，自治会と市区町村との相互関係について分析を
行う。自治会はこれまでも市区町村と密接な関わりをもち，住民へのサービ
ス供給や地域社会の意jまを行政に伝える役割を果たしてきた。 1章でも述べ
たように，自治会は単に地域の団体というだけでなく，住民と行政を媒介す
る「行政媒介型市民社会組織 (straddlingcivil society) Jとしての役割を果た
している (Readand Pekkanen eds. 2009)。
自治会と行政との関係については，高木(1969) によって次の 5つに整理
されている。第 1に，行政内容の伝達・浸透である。自治会は広報誌の配布
を受託したり， 1m覧板を通して行政からの'情報を周知させたりしている。
第2に，募金・負担金などの徴収・調達である。自治会は共同募金や社会
福祉協議会会費などの徴収業務を代行している。
第3に，行政の代行および補充・補助である。前章でみた自治会の社会サ
ービス活動は，行政の供給する社会サービスと重なり合う部分が大きい。こ
れらの中には，本来であれば行政当局がやるはずであるものをやむを得ず自
治会がやっているという業務の代行にあたるものがある。また，行政の施策
では不十分であるために自治会が支援しているという補充・補助にあたるも
のがある。補充・補助の例として，行政のゴミ収集に応じて自治会ではゴミ
集護所の管理なととの役割を担って連携していることなどを挙げることができ
る。
第4に，地域住民の行政に対する要望のとりまとめ・棟情である。自治会
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は地域を代表する団体として住民の意思を政策過程に反映させるために，市
i豆町村に直接働きかけたり，懇談会の場などを通して要望を伝えている。
第5に，市区町村議会議員の選出母体としての機能である。自治会の特徴
として保守的基盤の温存が挙げられてきたように，自治会はこれまで保守系
議員にとっての集票マシンとなっていることが指摘されてきた(奥田 1960; 
松下 1961;Curtis 1971=1971)0自治会は自ら議員を輩出することにより，
要望の伝達ルートを確保してきたのである。
以上のように，自治会は行政の施策の支援や協力を行うのと同時に，自ら
の要望伝達も行っており，政策過程へのインプットとアウトプットの両国に
おいて深く関わっている。さらに，行政の側でも自治会活動を円j骨に遂行す
ることができるように，様々な支援を行っている。自治会が市区IHJ村と連携
してサーピスを供給することは，今日注目されている政策執行における協働
であり，ローカル・ガバナンスの一部ということができる 10
また，行政学的視点からみると，自治会による行政協力は「最大動員シス
テムJだということができる(村松 1994，森 2008)。つまり，リソースの少
ない政府組織(弱い小さい政府)は民間組織を含むネットワークを形成し，
手足を拡張することによって仕事量をこなしてきたのである。そして，民間
組織が行政を補完するために，政府(市区IUT村ー)と民際組織の間の境界が不
明確であるとされ(伊藤 1980;武智 1996)，さらに，政府優位な不平等な権
力関係にあるとされてきた(武智 1996)。自治会が行政の下請けや末端組織
であるという批判(秋元 1971，1990;西尾 2000;松野 2004など)は，この
ような日本の行政の特徴を反映してのものだといえる。
以上に挙げた，自治会と市区町村との関係は，現在でも確認できるのだろ
うか。社会環境の変化や地方分権の時代になり 両者の関係も変わりつつあ
るのだろうか。本章と次章では，自治会調査データから得られた結果からわ
かる両者の関係を描いていく。本章では，自治会と市区町村との関係のうち，
市区町村の側からみた自治会の制度的位置や支援策と，自治会による市区町
村の政策執行への協力(情報伝達，募金・負担金などの徴収，行政の代行お
( 1 ) ただし，ローカル・ガパナンスにおいては利害関係者間の対等な関係が
前提とされているが 自治会と市底町村との関係は不平等な権力関係にある
とされる(森2008)。
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よび補助・補完)を取り上げる。なお，本章では必要に応じて市豆町村調査
を併用して議論を進めていく 20
まず，主に市区町村調査データを用いて， 自治会に対ーする制度的規定につ
いて検討する(2節)。次いで，行政協力の内容について，市区町村の側の業
務委託の状況と，自治会の側の業務受託や活動の連携という双方の視点から
みていく ( 3節)。そのうえで，自治会の行政協力が，市区i町村竹、らの支援，
政策評価，社会関係資本，他国体との連携などとどのように関連しているの
か探究するは節)。最後に，市区IlT村による自治会支援策の実施状況と，自
治会による支援策の評価ーを検討する(5宣告)。
2.行政協力の制度
データをとおして実態をみる前に 自治会と市区町村との行政協力に制度
的な規定があるのかどうかを確認しておこう。まず，自治会による市区町村
への協力には下記のタイプがある。
第1に，自治会に対して依頼する方式である。これには単位自治会あるい
は自治会連合会という組織に対して行政の業務委託や協力依頼を行う場合と，
自治会長個人に対して依頼する場合がある(森 2001)。ただし，たとえ白治
会長偲人に対する依頼であっても，実費的には自治会組織の活動としてメン
バーが動員される可能性がある。
第2に，行政連絡員や行政委嘱委員というかたちで依頼する方式である。
これは自治会と無関係の場合もあれば，自治会長や役員が兼任することが条
例や規則などで規定されている場合や，制度的に定められてはいないが実質
的に自治会長や役員が兼任している場合もある(森 2001;日高 2007)。市区
町村によっては自治会に相当する組織として， I行政区Jや「区jといった行
政協力組織としての性格が強い組織が置かれる場合もある。そして，この組
織のリーダーである区長が行政の業務を受託している。日高 (2007)は，以
上のように市区lHT村が自治会長に行政との連絡調整役を割り当て，一定の行
政事務の執行を補助させる仕組みを機関委任事務関係モデルと呼ぶ。
第3に，市区町村と自治会との間で事務委託契約を結ぶ方式である。これ
は従来の行政協力の内容，対象者，分量などが暖味にされてきたため，自治
(2 ) 市区1l1T村調査の概要については l章を参照されたい。
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会が下請けとなったり，業務委託が垂れ流し的に運用されてきたことへの反
省に基づいている(森 2001)。契約内容については，業務を包括的に請け負う
場合と，偲日iJ業務ごとに自治会と業務委託契約を結ぶ場合がある(日高 2007)。
指定管理者制度もこのタイプに含まれる。
第4に，自治会に特化したものではなく，ボランタリ一団体や地域団体，
偶人等にも開放されたオープンなパートナーシップ関係である(日高 2007)。
自治協議会やまちづくり協議会など小学校区程度の範囲を単位とした組織を
設置し，様々な面体が参加して地域運営を行うことが例として挙げられる。
行政は倍別の政策課題を解決することを目的として このような地域自治組
織と機能連携する。
このように，自治会による市区町村への協力といっても，その業務内容が
包括的であるのか部分的であるのか，また，市区町村による統制が強いのか
自治会の自律性が高いのかで協力のパターンが異なることがわかる。
それでは，行政協力についての制度的規定についてデータからみていこう。
市区町村調査では，自治会による行政協力について，市区町村ーから自治会に
対して委嘱委員の推薦を依頼しているかく市区野村調査Q4>と行政連絡員
等の委託業務の相手方について条例や要綱を定めているかを尋ねているく市
区町村誠査Q2>。表7-1は，市区町村の人口規模別にこれらの分布を示
したものである。
行政委嘱委員には，行政相談員，民生委員・児童委員，保護司，青少年指
導員，体育指導員なども含まれる。正確には質問していないが，委嘱委員の
推薦によって自治
表7-1 人口規模別市区町村から自治会への 会長や役員がなる
業務委託に関する規定 (単位:%) 場合も含まれるも
委嘱委員 業務委託の相手方に対する規定
N のと推測される。の推薦 l条例 2規出 3要綱 4なし
l万人未満 30.0 9.5 1.1 15.6 73.8 290 少なくとも，何ら
1 -3万人未満 43.0 9.4 6.0 21.5 63.1 323 
かのかたちで自治3-5万人未満 42.3 12.5 4.5 19.3 63.6 182 
5 -20万人未満 43.8 9.9 5.0 19.1 66.0 299 会と関係のある人
20万以上 54.1 4.9 3.7 17.3 74.1 85 が推薦されると考全体 40.7 9.7 4.1 18.8 67.4 1，179 
出所 TIl IR 1]利潤交 えられる 3。これ
( 3 ) 自治会調査の自由自答から，このような委員の推薦が負担になっている
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については，全体の40.7%が実施している。また，市!RIl!T村人口規模が大き
いほど実施率が高く， 1万人未満の市区Il!T村では30.0%であるのに対して，
20万人以上の市区町村では54.1%と半数を超えている。
業務委託に関する制度的規定についてみると，条例，規則，要綱といった
何らかのかたちで制度的に規定している市区町村は全体の32.6%である。こ
のうち要綱が最も多く 18.8%である。市区町村人口が1万人未満と20万人以
上で、制度13/]に規定している割合は小さくなる。委嘱委員の推薦とあわせて考
えると，人仁f1万人未満の都市では委嘱委員の推薦がなされていないために
制度的規定もないのに対して，人口20万人以上の都市では制度的に規定され
ない委嘱委員が多くみられる。このように委嘱委員という方式での自治会の
行政協力は，都市部を中心に一定程度多くの市区flT村でみられる。
委嘱委員以外には，市区町村から自治会に対する産接の依頼，契約に基づ
く委託，まちづくり協議会などのオープンなパートナーシップ関係が考えら
れる。このうち，行政から自治会への委託が契約関係に基づくかどうかは自
治会調査においても市区町村調査においても質問していない。そこで， I日自
治省が1980年に行った調査 (1自治会，町内会等のいわゆる住民自治組織の実
態調査J(杉131981)) をみると， 5.2%の市区町村で委託契約を締結してい
る。また，森 (2001)による全国の人口20万人以上の市の中の上位100市と東
京23区の人口上位3!Rに対して行った調査(回収数は73自治体)によると，
19.6%の市区が委託契約制をとっている。委嘱委員と比べるとあまり導入さ
れていないといえるだろう。
自治協議会やまちづくり協議会や個加の政策連携といったオープンなパー
トナーシップ関係も近年の動向で、あることを考えると，まだ全国に浸透して
いるとは考え難い 4。したがって，具体的なデータは入手できていないので
確定的な判断は下せないが，市区町村から自治会に対して直接依頼するとい
という指摘がある oI環境，防犯， I坊災，文化，スポーツ，福祉，健康等々，
行政から地域に対し，役員人選の要請があり，全て自治会が推薦し本人に依
頼するが，これもなかなか受け手がいないoJ(三重県・津市)
( 4 ) 市豆町村調査では自治会よりも大きな範囲での近隣住民組織の存在につ
いて名称とともに尋ねている。このような組織があると答えたのは全体の
29.8% (N=1，151)であり，さらに地域自治区やまちづくり協議会などを挙
げた市区町村は全体の14.5%であった。
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う形式が多いものと考えられる。
ローカル・ガパナンスの時代において，自治会による行政協力の方式につ
いてはいろいろ提案されているものの，現状では自治会への依頼や，行政連
絡員や委嘱委員に碁づくものが多いと推察される。
3.行政協力の内容
3. 1.委託の内容(市区町村調査)
続いて，市区i町村-はどのような業務を自治会に委託しているのかをみてい
こう。市区町村調査では， 1の業務(お知らせの回覧，広報誌の配布，募金
活動，道路等の整備，防犯・防災活動，委嘱委員の推薦，公共施設の管理，
環境美化・清掃活動，リサイクル・廃品等の収集，街路灯・防犯灯の設置・
管理，その他)について業務委託を行っているかどうか尋ねているく市区町
村調査Q4>。これらのうち，どれか 1つでも当てはまる自治会は全体の
96.9%であり，ほぼすべての市区町村が自治会に対して業務の委託を行って
いる。
表7-2では，市区町村人口規模別にそれぞれの活動の委託状況を示した
ものである(ただし，先に示した委嘱委員の推薦とその他は割愛する)。 回覧
と広報誌の配布は高木 (1969)が行政と自治会との関係について，行政内容
の伝達・浸透として挙げていたものに相当する。市区町村の側からみると，
市民・住民に情報を周知させるには多くの世帯が加入している自治会の協力
を得たほうが
表7-2 人口規模別市露町村から自治会への委託業務の内容 効率的で、ある。
1 1 -3 3 -5 5 -20 
全体 屈覧される
未満 万人 万人 万人 以上
情報は自治会回覧 82.8 85.8 86.3 74.9 70.6 81.3 
広報誌の配布 89.7 86.4 85.7 68.6 49.4 79.9 独自のものも
清掃・美化 57.2 62.8 57.1 60.2 62.4 59.9 
ある。しかし，募金 55に.5 58.2 61.5 56.9 45.9 56.8 
街路灯防犯灯の設置 49.7 50.2 58.8 59.9 56.5 54.3 筆者の 1人が
防災防犯 38.3 44.0 45.6 54.2 56.5 46.3 加入している公共施設の管理 49.0 39.6 40.1 36.8 37.6 41.1 
リサイクル 23.1 27.9 30.8 38.5 54.1 31.7 つくば市の自
道路整備補修 21.4 18.0 20.9 11.0 5.9 16.6 
治会(区会)N 290 323 182 299 85 1，179 
/i'，r;fr 市区i町村誠査 における2006
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年度 l年間の回覧内容の記録をまとめたところ，のべ121件の案件のうち59
件 (48.8%)がつくば市からの情報であった 5。内容は市が主催または後援し
ているコンサートや演劇などのイベントに対する広告，予防接種，年金や保
険の免i除・控除，ごみ排出のしかたなどの行政サービスについての情報，そ
して，一斉清掃や防犯イベントなどつくば市が主催する地域イベントに関す
る情報などがみられる。一都市の単年度の例なので一般化には慎重にならな
ければならないが，それでも市区町村からの情報が多いと推棋できる。
1m覧も広報誌の配布も全体の80%程度の市区町村で委託がなされている。
非常に高い実施率であることから，最も基礎的な委託業務だといえるだろう。
ただし，市区町村人口規模が大きいほど委託の実施率は低い。人口20万人以
上の都市では，広報誌の配布が49.4-%と非常に低くなっている。 2，4章で
みたように都市部で大規模な自治会ほど加入率は低下し，業務の委託がうま
く機能しないために行われていないのかもしれない。広報誌を新開折り込み
にする市区間ー村もみられるようになっている。
募金は，前述のように，高木(1969)が指摘しているものの 1つである。
自治会が受託する業務には i赤い羽根jや「歳末たすけあいjなど共同募金
運動の支援や各戸への社会福祉協議会費の協力依頼などがある。これらは行
政からの委託ではなく，共同募金会や社会福祉協議会の事業に対する支援で
ある。しかし，自治会の外部からの受託業務の代表例として挙げられるもの
であるし，上記の団体が行政協力的な団体であることから行政協力として論
じられることが多い。自治会は会員である各世若に対して個別に募金の協力
を呼びかけ，集金を行っている 6。募金は全体の56.8%の市区i可村が白治会
に委託している。人口20万人以上の都市で45.9%と低い割合を示している。
自治会による社会サービス活動のうち 市区H別寸が委託業務としているも
のをみていこう。 清掃-美化は59.9%，街路灯.I坊犯灯の設童は54.3%と半
数以上の市区1 I日寸で委託されている。前章で確認したように，これらの住環
( 5 ) このほか，自治会からの情報が19件，地域団体や市民団体からの情報が
18件，国からの情報が12件などとなっている。なお，回覧は年間で411ヨ行わ
れた。
( 6 ) 募金は自発的に行うものであるのに対して，自治会が各世帯ーから集金す
ることは，寄付を強要しているといっ批判もある。そのため，現在の自治会
が抱える難しい問題の 1つとなっている。
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境の整備や施設管理は，自治会の社会サービス活動の中でも高い割合で行わ
れていた。 清掃・美化は市区町村ー人口であまり変わりはないが，街路灯・防
犯灯の設置は市区町村人口が多いほど実施率が高い。このほか施設管理にあ
たるものとして，公共施設の管理は全体の41.1%，道路の整備・補修は16.6%
の市区町村で委託が行われている。ともに市区間T村人口が少ないほど実施率
が高い。
問題対処活動では，防災.，坊犯が全体の46.3%，リサイクルが31.7%の市
i豆町村で自治会への委託が行われている。これらの活動については，市区町
村人口が多いほど委託が実施されている。人口 l万未満エの都市では防災・防
犯が38.3%，リサイクルが21.4%なのに対して，人口20万人以上の都市では
それぞれ56.5%，54.1 %と半数を上回っている。 6章で確認したように，問
題対処活動は都市部で規模の大きい自治会で多く実施されているが，行政か
らの委託や連携のもとに実施されていることが多いと考えられる。
3. 2.自治会における市区町村との連携(自治会調査)
一 一方で，自治会の側からみると，市区町村ーからの
市区町村からの受託業務
. 又託業務や活動の連携をととのように評価している
のだろうか。自治会調査では，市区町村からの受託業務について重要な)1真に
4位まで答えてもらう形式で質問しているく自治会調査問24>04位までに
含まれた割合は，@覧が94.9%，広報誌の配布が91.9%，募金が90.3%，委嘱
委員の推薦が60.3%である 7。これを実施率とみなすと，回覧，広報誌の配布，
募金はほとんどの自治会で行われている 80
表7-3は， 1位を40点， 21立を30点， 3位を20点， 4位を10点として各
項目を得点化し，自治会類型ごとにその平均値を示した結果である。なお，
分析の対象としているのは，その活動を実施している自治会(4位までの中
に各項目が含まれている自治会)である。
( 7 ) このほかに，保険料のとりまとめが7.5%，その他が7.7%である。これ
らは割合が非常に小さいので，ここでの結果の表記は割愛する。
( 8 ) ただし， 1章で述べたように自治会調査は市豆町村aを経由して調査票を
配布している。そのため，そもそも自治会との関係が強い市区町村が誠査票
の配布に協力している可能性が考えられる。その結果，これらの数値は実態
とやや議離しているかもしれない点には注意が必要である。
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[ill覧と広報誌の配布はそ表7-3 自治会類型男IJ市区町村からの受託業務
れぞれ全体で33.5と34.5で の重要度の平均値
ほぼj可じである。自治会類
型 新型 i日型 新型
全体
型による差もあまりみられ 恒i覧; 33.3 33.1 33.6 33.7 33.5 
ないが，広報誌の配布では N 6，365 1，955 3，515 2，937 14，772 
広報誌の配:;{i 34.8 34.9 34.2 33.8 34.5 
都市-新型でやや得点が低 N 6，340 1，886 3，323 2，719 14，268 
い。募金は実施率でみれば 3衣*1t 21.1 22.4 21.7 22.6 21.7 
N 6，037 1，857 3，344 2，815 14，053 
'1育報の伝達とあまり変わら 委嘱委員の推薦 12.5 13.3 13.2 13.7 13.1 
ないが，重要度は全体で N 3，554 1，068 2，665 2，144 9，431 
21.7と低い。非都市・新型
と都市-新型という発足時期が新しい自治会で重要度が高い。委嘱委員の推
薦は全体で13.1である。実施率も低いが，実施している自治会の中での重要
度でみても他の項目よりも低い。村落型で得点がやや低い。
続いて，社会サービス活動についての連携についてみ
市区町村との連携 ' 
ていこう。自治会調査では，実施している社会サーピス
活動のうち，市区I汀村と連携して行っているものを主な順に 5つまで挙げる
形式の質問を行っている 9く自治会調査問19>。このうち， 5位までに含ま
れたものを市区町村と連携しているものとして，主な活動について割合を示
したものが表7-4である。各項目には，全体における割合(上段)と活動
を実施している自治会の中での割合(下段)を示している。もちろん，ここ
に挙がっている各項目の中にも市区町村からの受託業務として行われている
ものがある。しかし これらの活動は自治会が独自に活動する余地のあるも
のだと考えられるため，連携という表現を用いることとする。
表7-4から，清掃・美化や生活道路の管理のほうが実施率が高いにもか
かわらず，ゴミ1又集で連携している割合が最も高い。全体で43.2%の自治会
で市区町村との連携が行われており，活動を実施している自治会の中でみる
と62.2%にも上る。ゴミ収集は市区町村の収集業務の補助という側面がある
ので，市区町村と協力しながら進められることが多しE。なお，ゴミの分別収
( 9 ) 5つまでしか尋ねていないので， 6つ以上の活動で連携している自治会
がある場合，それを捉えられないという点には留意する必要がある。
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表7-4 自治会類型月IJ市区町村との
社会サーどス活動実施の連携の割合 (単位:%)
:IS~ 新型 !日型 新型 全体
ゴミ収集 全体 42.8 41.8 42.5 45.8 43.2 
実施自治会 63.7 60.9 59.9 62.6 62.2 
清掃美化 全体 39.2 44.7 39.5 40.8 40.3 
実施自治会 45.0 50.0 44.7 44.9 45.6 
生活道路の管理 全体 26.9 28.0 33.7 34.3 30.1 
実施自治会 31.1 35.3 37.1 38.4 34.6 
防災 全体 19.1 17.8 24.9 24.7 21.4 
実施自治会 37.4 36.8 39.7 39.5 38.4 
防犯 全体 8.3 13.6 15.3 16.8 12.3 
実姉自治会 19.6 27.2 23.7 25.4 23.1 
スポーツ 文化イベント 全体 16.0 16.5 11.5 10.1 13.8 
実施自治会 27.3 25.8 15.8 13.6 21.0 
高齢者括主1: 全体 15.8 14.0 15.7 16.6 15.7 
実施自治会 23.9 23.1 19.9 21.1 22.1 
祭り 全体 5.0 4.4 5.5 4.5 4.9 
実施自治会 6.8 7.1 6.7 6.1 6.6 
N 4，914 1，302 2，962 2，282 1，460 
下i主(ま実施している自治会の中での割合
集などを遂行するうえでも 自治会の果たす役割が大きいことが指摘されて
いる(石垣 1999)。自治会類型別の差は確認できない。
次に多いのが清掃・美化であり，全体で40.3%と，ゴミ収集とあまり変わ
らない。しかし，実施している自治会の中でみると全体で45.6%と，ゴミ収
集ほどには連携していない。生活道路の管理については，全体で30.1%，実
施している自治会の中でも全体で34.6%と連携率はあまり高くない。 6章で
確認したように，清掃・美化と生活道路の管理はほとんどの自治会で実施さ
れているが，市区町村との連携の程度は異なることがわかる。なお，どちら
も自治会類型による差はあまりみられない。
親睦活動についてみていこう。祭りは全体の4.9%，実施している自治会
の中では全体の6.6%である。 6章で確認したように，祭りの実施率が74.6%
であることからみると，非常に低い。祭りのような地域の伝統とも関わる行
事には宗教的な側面もあるため，市区町村との連携にはなじまないのだろう。
スポーツ・文化イベントについては，全体の13.8%，実施している自治会の
中の21.0%と一定程度の連携がみられる。非都市部で小規模な自治会で連携
している割合が高い。スポーツ・文化イベントは，市豆町村から資金や講師
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の紹介などのかたちで支援を受けつつ，共催するというかたちで行われてい
ると推察できる。
このほか，防災，防犯という安全活動についてみていこう。 防災活動では
全体の21.4%，実施している自治会の中では38.4%が市区UlT村と連携してお
り，高い割合である。また，防犯活動でもそれぞれ12.3%，23.1 %と一定程度
の連携がみられる。安全活動，とりわけ，防災対策は広域的な取り組みが必
要となるため，警察署や消防署と同じく市区町村との連携も重視されるのだ
ろう。最後に，高齢者福祉については，全体の15.7%，実施している自治会
の中では22.1%で連携している。実施率自体が70%を超えていることを考え
ると，あまり高くない。いずれの活動も，大きな差はではないが，不実施も
含めて全体でみると都市部で大規模な自治会ほど連携が行われている。しか
し，実施している自治会だけでみると連携率の差はあまりみられない。
以上の結果から，自治会の側で市区間a村との連携が行われているのは，ゴ
ミ収集と清掃-美化，および実施率を勘案すると高い割合とはいえないが生
活道路の管理である。とりわけゴミ収集は市区町村の収集業務の補助という
側面があり，連携している割合が高い。やはり住民生活にとって基本的な住
環境の維持や施設管理は，市i豆町村ーとも連携がなされている。
ここで， 5位まで、尋ねた回答のうち l位を50とし， 51立を10として得点化
して，それぞれの活動の重要度をみておこう 10，ゴミ収集の平均は27ム清掃
-美化は21.1，生活道路の管理は10.3となる(ただし，実施している自治会
における平均値)。やはりゴミ収集における連携の重要性がみてとれる。こ
のほか，防災活動は13.3であり，広域的な取り組みが必要な活動での連携が
重視されている。一方で，祭りや高齢者福祉といった活動は実施率が高いに
もかかわらず，市IRIIfJ村との連携については重視されていない。重要度得点
は祭りが2ふ高齢者福祉が5.4と非常に低い。これらの活動は自治会が独自
に行っているものだと考えることができる。
なお， 6章でみた自治会活動の重要度でもゴミ収集と防犯活動は実施率に
比して高い値となっていた。一方で，生活道路の管理と高齢者福祉はあまり
高い値ではなかった。ここから，自治会活動に対ーする重要度の認識と，市区
(10) ここで言及しなかったものでは，防犯が6.6，スポーツ・文化イベントで
は7.2である。
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lHJ村aとの連携との間に関連をみてとることができる。つまり市区!lIJ牛?と連携
しているものほど自治会活動の中でも重要度が高いとされているのである。
ただし，祭りやスポーツ・文化イベントといった親睦活動は自治会活動とし
ての重要度は高いが，自治会との連携は行われていない。
3. 3.委託業務に対する評価(自治会調査)
最後に，市区町村からの受託業務に対して，自治会がどのように評価して
いるのかを確認しておこう。自治会調査では 市区町村カ、らの委託業務が円
j骨に行われているかどうかを質問しているく自治会調査問36>。また，自治
会の側から見た受託業務に対する重要性と満足度についても質問しているく
自治会調査問37>。これらの質問は 5段賠で質問している。表7-5には，
それぞれの項邑について肯定的な回答の割合(例えば「円j骨であるj十「や
や円滑-であるJ)を示している。また重要度と満足度をもとに委託業務に関
する評価指数を作成した。これは，補助金と情報の支援について4章t:Jl奇の
分析で用いてきた指数と同様の方法で作成しており 11 ，最大値 8~最小値-
8の関の範屈をとる。
受託業務を円滑に遂行しているという自治会が51.1%と半数を超えている。
自治会類型による差はみられな ¥;'0 委託業務の評価については，重要だとい
う自治会が全体の28.0%であるのに対して 満足だという自治会は15.4%に
すぎない。どちらもあまり
表7-5 自治会類型別受託業務遂行の
円滑さと評価
型 新型 i臼型
円滑(%) 53.3 49.4 50.1 
重要(%) 28.5 27.3 28.4 
満足(%) 15.8 15.6 14.2 
評価指数(平均値) 0.12 0.11 0.02 
新型
全体
49.0 51.1 
26.9 28.0 
15.7 15.4 
0.09 0.09 
高い割合ではないが，重要
度が満足度を超過している。
評価指数でみると全体の平
均値は0.09と，ほほO付近
である。これらの比率や値
はいずれも自治会類型によ
(11) 重要度については， r 5 重要J-r 1 重要ではないjのそれぞれから
1をヲiく。それにより，最大値(重要)を 4，最小値(重要ではない)を O
とする。満足度については， r 5 満足J-r 1 満足ではないjのそれぞれ
から 3をヲiく。つまり，中間の回答を Oとし，満ー足であるものをプラス
(2， 1)，不満足であるものをマイナス (-2，-1)になるようにする。そ
のうえで両者を掛け合わせて，委託業務に対する評価の指数とする。
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る差がみられない。
4.市区町村との協力・述携の規定図
それでは，市区間1;~l に対する協力や連携は，どのような自治会でより行わ
れるのだろうか。業務を受託したり，連携して活動を行う上で，市匿IlQーネすか
ら支援を得ることは重要である。これとともに，市区町村への信頼や政策ニ
ーズといった要因も関係しているだろう。また，様々な社会サーピスの供給
活動と!可様に， 自治会が市[KflJ村ーからの受託業務を行う上でも社会関係資本
や地域の他国体との連携が基礎となる。これらの諸要因に加えて，自治会組
織や地域の特徴を加味して総合的に検討しよう。
ここでは，前節にみた市区町村からの受託業務と連携して行う活動の和を
従属変数として重回帰分析を行う。市区町村ーからの委託業務は 4つ，連携し
ている活動は 5つまで回答する形式である。これらを合わせた 9つが最大値
となる(最小値=0)。なお，全体での平均値は6.3である。
4. 1.要因の検討
(1)市i豆町村政策に対するニーズ
%T述のように，自治会の社会サービス供給活動や市区町村ーからの業務受託
には，市区UI]判。の政策に対ーする補充や補助という側面がある。それならば自
治会の側では市!豆町村の政策が不十分だと評価するほど，業務受託や連携を
行っているものと考えられる。分析には， 6章において市区UlT村政策の重要
度と満足度をもとに作成した政策ニーズ指数を用いる(137頁)。
(2)市区IHJ村の自治会支援
自治会と市区間干すとの連携関係にとって重要だと考えられるのが，市i玄IHJ
村から自治会活動への支援である。自治会が市区間干すから受託した業務を遂
行するうえで，補助金，資材あるいは情報などの資源は不可欠なものである 0
6章で自治会による社会サービス活動を取り上げた際にも，補助金額の効果
がみられた。分析には，これまでの章と同じく，市区IsT村から自治会への補
助金額と，補助金および情報支援に対する評価を用いる。これらの変数の操
作化についてもこれまでの章と同様である。詳しくは 4章を参照されたい。
さらにここでは，委託手数料額についても検討する。当然、ともいえるが受託
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手数料♂が多いほど，自治会は市区町村に対して協力したり，連携して活動し
たりするものと考えられる。これについては， 1なしJ110万円未満J110万円
以上jの3カテゴリとして用いる 12。なお，受託手数料がないのは全体の
22.8%， 10万円未満は35.9%，10万円以上は41.3%である。
このほか，市区町村からの業務を受託したり，連携して活動するうえで信
頼関係が重要である。市区町村と連携できるのに そうしないで自治会が自
主的に活動を行っているというのは 市区町村への信頼があまり高くないか
らかもしれない。ここでは自治会調査において質問した市区町村への信頼を
変数として用いるく自治会調査開43>。この質問は 5段階 (1信頼できないj
~ f信頼できるJ)の質問であり それを量的変数として分析に投入する(信
頼できる=5)。全体での平均値は3.78と，信頼する傾向にある。
(3)社会関係資本
6章で検討したように，自治会による社会サービスの供給にとっては，地
域住民の参加や協力が必要となる。そして 住民の参加や協力の基礎にある
のが社会関係資本である。これは市区町村ーからの受託業務や連携にとっても
同様である。分析には4章で作成した自治会における社会関係資本指数を用
いる。
(4)他思体との連携
他国体との連携についても 社会関係資本と同じく 6章において自治会
による社会サービスの供給に対して影響が確認されている。市i玄IlJ村-からの
委託やそれとの連携であっても 地域問題に関わる利害当事者との棺互連携
がみられるものと考えられる。分析には， 6章で用いたように各地域団体と
の連携数を用いる (138頁)。
(5)地域や組織の特徴
自治会や地域の特徴を表す変数として，自治会の役割認識を用いる。行政
への協力を自治会の主たる役割だと認識している自治会ほど委託や連携が活
(12) 委託手数料は総額であり，個別の業務に対する手数料額は調査において
質問していない。
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発だと考えられる。このほか，これまでに検討してきた自治会類型を用いる。
分析には，村落型を基準カテゴリとして，各類型をそれぞれダミー変数とし
て用いる。
4. 2.分析
表7-6は，市区18'村との委託・連携数を従属変数とした重回帰分析 (OLS
推定)の結果である。政策ニーズはプラスの係数になっている。つまり，政
策が不十分だと認、識しているほど，自治会は市区町村と連携しているのであ
る。ここから，自治会は政策遂行の補完として市区町村に協力しているとい
える。
自治会への支援については，補助金がない場合に比べて， 30万円以上と10
-29万円では連携が行われている。委託手数料については10万円以上だと，
ない場合よりも連携が行われている。ある程度以上の支援が業務の委託や連
携を促進している。自治会支援策の評価については補助金も'情報もともに関
連はみられなし=。市区町
表7-6 市区町村との連携数を従属変数とした
村に対ーする信頼について 霊園帰分析 (OLS推定)
はプラスの係数である。
やはり，委託や連携を行
田婦係数
ううえでは信頼関係が重
4.429市* .225 
政策ニー ズ .005持事 .001 
要となる。 自治会支援 補助金30万円以上 .466坊祢 .092 
その他の変数はどうで
自治会支援端助金10-30万円 .291"ド .092
自治会支援 部助金10万円未満 一.004 .093 
あろうか。社会関係資本 自治会支段 補助金なし(基準カテゴl))
は連携関係との間で関連
委託手数料 10万円以上 .172* .073 
委託手数料 10万円未満 .045 .077 
がみられない。一方，他 委託手数料 なし(基準カテゴリ)
団体との連携が多いほど
自治会支援評価 補助金 一.015 .008 
自治会支援許信li・情報 .020 .009 
市IKllIJー村とも連携が行わ r!1区UI]村に対する信頼 .143忠史 .034 
れている。 地域社会にお
社会関係資本 .002 .009 
他国体との連携数 .129"吋 .006
ける手IJ害関係者の相互連 自治会の目的.行政への協力 .089 
携からなるローカル・カ、、 自治会類型 ~Iô都市・新型 .017 .094 自治会類型・都rl'i. I日型 -.205** .073 
パナンスをみてとること 自治会類型都市新型 一.260政 .076 
ができる。
自治会類型!:村落型(基準カテゴリ)
自El:1度調整済み R' .120 
自治会の役割として， N 
158 
行政への協力を挙げる自治会は連携数とは特に関連していない。目的として
掲げていても，それほど積極的なものではないようである。自治会類型につ
いては，村落型と比べて，都市・|日型と都市・新型で連携が少ない。これま
での分析からは，このような自治会類型による差は確認されてこなかったが，
他の変数を統制すると，村落型では市区町村との委託・連携がより行われて
いることカf明らかとなった。
5.市区町村の自治会支援策
5. 1.自治会支援策の実施状況(市区町村調査)
最後に，市区町村から自治会に対する支援の実施状況をみておこう。これ
までに幾度も言及しているように，自治会の社会サービス活動や市区町村か
らの委託や市区町村との連携活動を行う際に，活動の支援は重要だと考えら
れる。これまでの分析でも，市区町村からの情報や補助金が自治会の様々な
側面に及ぼす影響を確認してきた。では，このような市区間1寸から自治会へ
の支援はどのくらい行われているのだろうか。 同時に，市区町村の側では自
治会の動向をどのくらい管理しているのだろうか。市区町村調査では，自治
会に対する支援や管理を行っているかどうかを尋ねているく市i豆町村誠査Q
5>。
表7-7は，市区町村人口規模別に，市区町村の自治会の支援策の実施状
況をみたものである。補助金や資材の提供は全体の84.0%と非常に多くの市
区町村で行われている。自治会が活動を行ううえで金銭や資材とともに欠か
せないのが，情報や活動拠点(集会所など)である。 助言や情報の提供は全
体の55.0%，活動拠点については47.9%と，半数前後の市区町村で提供され
表7-7 市豆町村調査による人口規模別にみる自治会への支援策
(単位:%) 
補助金 助言 活動拠点行事の加入働結成役員
N 
-資材情報提供 の整備 共催 きかけ 交代の把握
l万未満 77.6 47.9 41.0 27.9 12.8 47.6 290 
i万以上3万未満 83.0 55.7 43.0 18.6 20.7 52.6 323 
3万以上5万未満 83.0 50.0 42.3 17.6 25.3 61.0 182 
5万以上20万未満 90.0 58.5 57.2 23.1 44.1 64.5 299 
20万以上 90.6 74.1 69.4 43.5 56.5 70.6 85 
全体 84.0 55.0 47.9 23.7 28.0 57.0 1，179 
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ている。これらはいずれも市区間I村人口規模が大きいほど実施率が高い傾向
がみてとれる。大規模で対政的にも余裕のある市区間1寸ほど自治会への支援
策も充実していると考えられる。
自治会との連携とも考えられるが，行事を共催している市区町村もみられ
る。これは全体の23.7%とあまり高い実施率ではない。しかし，市区町村人
口規模による差が明瞭であり，人口20万人以上の都市で、は43.5%と高い割合
を示している。
2， 4章でもふれたように，今日の自治会の最大の問題の 1っと位置づけ
られるのが加入率の低下である。これに対ーして，市[RIT村の側からも新入者
に対して自治会への加入を勧めたり，パンフレットを配布するなとごの加入勧
奨が行われている。これは全体の28.0%とあまり高い実施率ではない。しか
し，市区町村人口規模による差が明瞭であり，人口 1万人未満の市区町村で
は12.8%であるのに対して，人口20万人以上の都市では56.5%と半数を超え
ている。都市部ほど自治会への未加入を深刻な問題とみて対策がとられてい
る。
自治会に対する支援策の他にも，市[R[lJJ村のほうで自治会の動向の管理が
行われている。自治会の結成や役員交代については全体の57.0%と半数以上
の市区町村が把握している。 自治会は住民による任意団体でありながら，多
くの市区町村でその運営を管理していることがわかる。市区町村人口規模が
大きいほど実施率が高い。
以上のように，市区町村から自治会に対する支援策と管理の実態をみてき
たが，全般に都市規模の大きい市区町村のほうが自治会に対ーする支援がなさ
れており， I司時に，結成や役員交代の管理もなされている。十分に高い加入
率を維持できない都市部の自治会においては，行政からの支援を得て様々な
活動を行っているのである。
5. 2.自治会支援策に対する自治会の評価(自治会調査)
続いて，市区町村の支援策に対して，自治会はどのように評価しているの
だろうか。 自治会調査では 自治会の側から見た市区町村からの支援策に対
する重要度と満足度について質問している<自治会調査問37>。これらの項
目は，すでに自治会支援の十分さを表す指標として各章の分析で用いてきた。
ここで，あらためて分布を確認しておこう。これらの質問は 5段階で質問し
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表7-8 自治会類型男IJ自治会支援策に対する評舘 ているが，表7-8
全体 にはそのうちの肯定Jl~J 新型 !日型 新型
的な回答の割合(例補助金 重要(%) 68.8 67.3 72.1 68.8 69.4 
満足(%) 19.2 26.8 24.9 26.5 23.0 えば， I重要であるj
許制i -1.07 -0.40 -0.46 -0.17 -0.65 
十「やや重要であ情報 重要(%) 80.6 79.0 77.6 76.5 78.9 
満足(%) 44.5 42.7 41.6 38.9 42.4 るJ)を自治会類型別
評fil 1.64 1.44 1.42 1.19 1.47 に示している(委託支援全般重要(%) 65.0 62.8 67.4 64.6 65.2 
満足(%) 19.6 22.5 21.8 22.6 21.1 業務に対ーする評価は
評価 -0.31 -0.17 -0.14 -0.01 -0.19 先にあげたので除N 5，938 1，889 3，256 2，798 13，881 
く)。また，これま
で各章の分析で用いてきた評価指数(注11. 154頁参照)も併記している。
補助金については，重要だという自治会が全体の69.4%であるのに対して，
満足だという自治会は23.0%である。重要だという自治会に比して満足だと
いう自治会が非常に少ない。評価指数もマイナスの値を示していることから，
補助金については不十分だと考える自治会が多い。自治会類型ごとにみると，
村落型で満足度が低く，評価指数も低い値となっている。これは表7一?に
おいて人口規模の小さい都市で、補助金や資材提供を行っている市医町村が少
ないことと符合する。
情報については全体の78.9%の自治会が重要だと認識し， 42.4%が満足し
ている。重要度，満足度ともに補助金よりも高い。評価指数もプラスの値を
示している。自治会の側では物的支援よりも情報を重視し ある程度はそれ
に満足しているようである。村落型の自治会で満足度と評価指数がやや高く，
都市・新型で低い傾向にある。
最後に，支援全般についてみておこう。全体の65.2%の自治会が重要だ、と
認識し， 21.1 %が満足している。各項自と向じく，重要だとし寸割合のほう
が高く，支援全般が不十分だと捉えられている。評価指数は O付近であるが，
わずかながらマイナスの値を示している。自治会類型による差はあまりみら
れない。
以上の結果から，全体的に自治会は市区町村からの支援を非常に重要なも
のだと認識している。しかし一方で、，支援については十分な満足が得られて
いないことが鮮明に表れている。ただ，いずれも表7-5にみた委託業務と
比べると重要度はかなり高く，満足度も高い。当然ともいえるが，自治会は
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委託業務よりも支援のほうに価値をおいている。
6.本章のまとめ
本章では，社会サービスの供給における自治会の行政協力について分析を
自治会調査と市区i町村調査の 2つを用いて行った。自治会による社会サービ
スの供給は，行政サービスの代行や補充，補助とみなされる(高木 1969)。ま
た，自治会が市区IUT村と連携してサーピスを供給することは，政策執行にお
ける市民参加ということができる。これは日本の行政に特徴的な最大動員シ
ステムだともいえるし，今目的文脈ではローカル・ガパナンスの一部だとい
うこともできる。さらにいえば本来の意味での住民自治と考えることもでき
る。本章の主な知見を整理しておこう。
第 iに，市i区玄町村による自治会への業務委託はほぼすべての市区i町I可汀T1村4
われている O 自治会による行政協力の方式についてはいろいろ提案されてい
るものの，現状では自治会への依頼や行政連絡員・委嘱委員に基づくものが
多いと推察される。
第2に，市区間十すからの業務の委託については，様々な種類の活動で行わ
れている。 中でも回覧や広報誌の配布という情報の伝達がほとんととの市区町
村で行われている。このほか，募金や住環境の整備も半数以上の市区IUJi寸で
行われている。
第3に，自治会の側からみても，情報の伝達や募金活動はほとんどで行わ
れている。このうち，情報の伝達が重要だと認識されている。また，ゴミ収
集，清掃・美化，生活道路の管理といった住環境の整備および防災活動で、市
区IHT村ーと連携している自治会が多い。
第4に，市j豆町村ーからの業務受託・連携は， 自治会が市区町村ーの政策が不
十分だと認識しているほど行われる。その意味で，自治会は政策遂行の補完
として市区町村ーに協力しているといえる。また，補助金や委託手数料が一定
程度以上あることや市区町村を信頼しているほど委託や連携が行われている。
そのほか，社会関係資本とは関連がみられないが，自治会と他国体との連携
がなされているほど，市i玄1汀村とも委託や連携がなされていることが明らか
となった。
第5に，補助金や資材などの物的支援，情報，活動拠点の提供といった市
区町村から自治会への支援も多くの市区i町村で行われている。一方で，自治
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会の結成や役員交代の把握など，市区町村の側で自治会の動向を管理する側
面もみられる。支援策について，自治会の側では重要だと認識しているもの
が多いが，満足だという自治会は少ない。自治会の側では，市区町村の支援
策は不十分だと認識している。
以上のように，自治会は市区間I村訪、らの情報伝達，募金，住環境の整備な
とぐの行政協力活動を行っている。そして，こうした協力活動は市区町村の政
策捕完として行われており，かつ，自治会支援策や市区町村への信頼との関
連が確認できる。このように自治会は政策のアウトプットにおいて市区IllJ村
と協力し，有効な働きをしていることがわかる。これに対して，自治会の恨IJ
からの主張や要望は市区町村の政策にどの程度反映されているのだろうか。
次章で、は，自治会による政治参加を取り上げ，自治会と市区町村との関係を
別の視点から検討する。
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第8章 自治会による政治参加
1.はじめに
前章に引き続き，自治会と政治・行政との関係を検討していこう。本章で
は，市区IlJ村に対する主張や要望と選挙運動を取り上げ，政治参加の実態を
捉えることを試みる。前章でも述べたように，高木(1969)は町内会・自治
会と行政との関係を整理する中で，地区住民による市区町村に対ーする要望の
とりまとめ・陳情と，市区町村会議員の選出母体であることを主要な機能と
して挙げている。
自治会は地域を代表する組織として 日常的に住民生活に関わる要望を政
治や行政に伝えている 1。また，地域において重大な社会問題が発生した際
には，住民運動の主体となって活動することもある (McKean1980;早川 2007
などいこのように自治会は住民の声を政策過程に反映させる機能(ロピイン
グ機能)を担ってきた。ローカル・ガバナンスにとって市民による地域社会
運営への参加は重要な要素とされる。したがって，自治会を通しての政治参
加は本書の目的からいっても見逃せない側面である。
もっとも， Pekkanen (2006=2008， 2009)は国際比較の見地から，日本の市
民社会組織を「アドボカシーなきメンバーシップ (membershipwithout 
advocacy)Jだと特徴づけている。自治会への高い加入率からもわかるように，
( 1 ) 市堅田j利ーによっては地域からの要望を自治会で一元化することを求める
場合もみられる。市区町村調査ではこのことを質問しているが， 26.3%の市
区1l1J村が住民の要望の窓口を自治会に一元化している(市区IlT村調査Q5)。
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日本では市民社会組織に加入している人々が多いにもかかわらず，政策提言
的な活動はあまり行わないのである。
これに対して，辻中ほか (2007)は，筑波大学のプロジェクトにおける調
査データを用いて，社会団体と NPO法人という他の種類の市民社会組織と
の比較から，自治会と政治-行政との関わりを分析している。その結果，自
治会は，社会団体や NPO法人に比べて，市区IlJi寸の担当課への働きかけが多
く，要求が受け入れられた経験をもっている。また，自己の政策への影響力
も高いと認識している。こうした結果をふまえると，市民社会組織の中でも
自治会は市i玄関I村に対する働きかけが活発であるといえる 20
自治会による圧力団体機能は従来から指描されてきたものの(高木 1960; 
菊池 1973;倉沢 1990)，その特徴についてはこれまで詳細な分析が行われて
こなかった。そのため， とごの程度活発に要望活動が行われているのかについ
ては十分に明らかにされていない。例えば，自治会の主張や要求がどのよう
なルートで行われるのかや，それを規定する要菌などについては，管見の限
りでは十分な分析が行われていない。そこで本章では，自治会調査データを
用いて上記の課題に取り組んでいく。これにより，市区i町村の政策執行への
協力とならんで，日本における政治社会と市民社会との接触面の諸相を明ら
かにすることができるだろう。
自治会による政治参加には，市区町村への要望伝達ばかりでなく市区町村
会議員など政治家との関わりもある。地方選挙において自治会が議員の支持
や推薦を行うことは，かつて指摘されてきたことである(居安 1983;春日
1996)。こうした自治会の選挙運動は保守的な政治勢力の温床であるなどと
批判的に捉えられることもあるが(奥田 1964;松下 1961)，議員を経由する
という行政とは異なる政治へのアクセス・ルートだとみることができる。こ
うした自治会による選挙運動および議員に対する陳情などの要望伝達は，とと
の程度行われているのだろうか。本章では，この点についても分析を行う。
さらに，このような政治や行政との接触により，要望が達成される程度や
( 2 ) ただし， Pekkanen (2006=2008)は日本の市民社会組織のアドボカシーの
弱さとして専従スタッフの存在に注目している。その点では，アドボカシー
に関する専従スタッフを雇用することのない自治会はやはりアドボカシ一機
能が弱いといえる。
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政策に対する自己の影響力認知が高まるのだろうか。地域住民の代表的組織
であり，ローカル・ガパナンスの担い手である自治会が，地域社会の運営に
捺してどの程度の影響力を発揮できるのかを明らかにすることは，実質的な
市民参加の浸透を捉えるうえで重要な課題である。
本章では，まず要望のルート，内容，市i玄関I村への対応の評価，動員型活
動についての実態を把握する(2節)。次いで，それぞれの要望活動に影響を
及ぼす諸要因について検討する(3節)。特に，市区i町村や市j豆町村会議員と
の関係に着目し，要望伝達がこれらに規定されていることを示す。続いて，
自治会の地方選挙における支持や推薦(4節)，要望の程度と受け入れられた
経験や政策に対ーする自己の影響力認知を取り上げる(5節)。結果を先取り
するならば，自治会は政策執行への協力に対ーする交換として要望伝達を行っ
ている。また，市区町村にアクセス可能であったり，信頼していることが要
望伝達を促している。さらに，市区i可村との接触は自治会の政策に対する影
響力をも規定する。これに対して，市!豆町村会議員への要望は，行政への要
望が十分に受け入れられないと見込まれるときの代替的手段に位置づけられ
る。このように自治会を通して地域政治をみると，行政偏重的な傾向が鮮明
に浮かび上がる。
また， 3 ~ 5~i'jの分析から，首長の党派性や市 j玄関I村議会の構成において
自民党勢力が強いことと，自治会の政治参加との問に正の関連はみられなか
った。データからは，自治会が保守勢力の基盤であり，その下で政治参加を
行っているということは確認できない。
2.自治会による要望活動(ロビイング)
2. 1.要望活動のルート
まずは，自治会がどのような手段で要望を行うのかをみていこう。表8
lは， 7つの対象への要望の頻度について，市IZllTi寸人口規模と加入世帯数
別の分布を示したものであるく自治会調査問27>。自治会調査では 5段階で
質問しているが， i頻繁J+ iやや頻繁J+ iある程度Jという回答の割合の
和を示している。
市区1汀村の担当課との接触は，全体の84.1%の自治会で行われている 30
つまり，ほとんどの自治会が市区町村の窓口になる部署へ要望を伝えている
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のである。なお，自治会が接触するのは総務課や市民活動諜といった自治会
を担当する部署ばかりではなく，道路補修の問題であれば土木，ゴミの処理
については環境など，要望の内容に応じて必要な部署に働きかけている。 自
治会類型による差はあまりみられないが，ゴi三都市・新型で若干低い傾向にあ
る。
市区II!Ji寸との意見交換は，定期的な会合，懇談会や住民説明会を通しても
行われる。このような場の設置については市区町村調査において質問してお
り<市区町村誠査Q5 >，全体の66.0%の自治会で行われている。多くの市
豆町村は自治会に政策の説明をしたり，要望を聞き入れるためのルートを用
意しているのである。なお，人口規模が小さい市区町村ほど実施している制
合が高い。
表8-1の自治会調査の結果からは，全体の68.0%の自治会が懇談会で要
望を伝達している。これも自治会類型による差はあまりみられないが，都市
・!日型で若干低い。これは前述のように，小規模な市i豆町村において，懇談
会などの場がより多く設けられていることと符合する。
担当課や懇談会からより進んだ上位レベルへの働きかけとして，市区IHT村
の幹部への働きかけがある。これは全体の45.5%の自治会で行われている。
村落型と都市-旧型という発足時期の古い自治会で割合が高い。
この他の行政への接
表8-1 自治会類型財政治・行政への働きかけ(単位:%) 触手段として，近年用
いられるものにノfブリ
型 新型 !臼型 新型
全体 ックコメントカfある。
司11llJ判担当課 84.6 80.7 85.2 84.1 84.1 ノfブリックコメントと市町村との懇談会 70.4 66.7 64.9 67.2 68.0 
司11lT村幹部 48.7 41.7 46.5 40.2 45.5 は，行政など公的機関
ノ¥7"1)ックコメント 22.9 23.1 22.0 23.3 22.8 
が意思決定に際して，市町村議員 47.4 38.2 46.3 40.0 44.4 
議会への請願 31.6 22.8 26.0 22.2 27.2 一般市民に意見や情報
有力者 22.9 16.1 21.1 15.2 20.0 
などを求める手続きで自治会連合会 44.2 47.8 59.0 61.7 51.8 
N 6，341 1，997 3，471 2，955 14，764 ある。これについての
( 3 ) 第 l章で述べたように，自治会調査は市区間I村の紹介を経て，各自治会
に調査票を配布している。そのため，サンプル全体において市区間判ーとの張
触が頻繁である可能性がある。
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実施率は全体の22.8%であり，イ也の行政接触の手段と比べると低い割合であ
る。 自治会類型による差はあまりみられない。
冒頭で述べたとおり，自治会の接触先は行政ばかりではなく，市区町村会
議員へも働きかける。全体の44.4%の自治会が行っている。これは市区町村
幹部との接触とほぼ同じ程度である。また，議員への働きかけとして，議会
に対ーする請願という手段もある。これについては全体での実施率が27.2%と
あまり高くはない。どちらも，発足時期が古い自治会ほど割合が高い。
このほか，行政や議員以外への働きかけとして，地域の有力者と自治会連
合会が考えられる。有力者については全体の20.0%である。発足時期が古い
自治会で割合が高い。現在，政策に影響を及ぼしうるような有力者がいる地
域は限られているのかもしれない。
自治会連合会は全体の51.8%と，行政の担当課と懇談会に次いで高い実施
率である。連合会は自治会の上位組織であるので，イ可か問題が生じたら最初
に相談するというのは当然のことだろう。特に，自治会の要望内容が必ずし
も単位自治会の範囲内でおさまるものではない場合には，自治会連合会が他
の自治会と調整して行政に要望する。都市・!日型と都市・新型という都市部
で、大規模な自治会ほど割合が高い。これは 5章の分析において都市部で大規
模な自治会ほど連合会との連携がなされていたことと向様の結果である。
以上のことから，ほとんどの白治会が市区間A村ーの担当課や懇談会といった
お役所のiヨ常業務や構えない場での行政接触を行っている。前章でみた行政
協力も勘案すると，自治会と行政との関係の深さを知ることができる。なお，
市豆町村幹部，市区I]T村会議員，地域有力者への接触は，発足時期の古い自
治会ほど頻繁に行われている。古くから地域社会に根ざす自治会ほど，権力
を保持するエリートとの接触がより可能となるのだろう。これに伴う自らの
影響力評価については 後で詳細に分析する。
2. 2.市区間村の対応への評価
市区IT村と接触して要望を伝えるにあたり 自治会はその対応をどのよう
に評価しているのだろうか。 1つに考えられるのが要望を伝える機会につい
ての評価である。自治会は市豆町村に説明を求めたり自らの意見を表明した
りする場をどのくらい重要だと感じ，現状にどのくらい満足しているのだろ
うか。また，要望を伝えても市区fI汀村の側が真撃に受け止めなければ，受け
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表8-2 自治会類型炉j市区町村の対応に対する評価 入れられることはな
全イ本 いだろう。このよう
型 新型 IE型 新型
誠実な対応重要(%) 76.1 72.6 72.1 71.3 73.7 な行政の対応の誠実
満足(%) 30.2 30.7 32.6 33.8 31.6 さについて自治会は
評価指数 .123 .305 .509 .655 .345 
i高議のjJ，古 重要(%) 59.0 58.2 58.8 57.0 58.4 どのように評価して
if奇足 (%) 23.0 23.6 23.3 24.4 23.4 いるのだろうか40
評価指数 .257 .175 .255 .249 .244 
表8-2は， 自治N 5，928 1，881 3，226 2，773 13，808 
会類~5j1jに市 i玄 IllJ村ー
の対応への評価を示したものである 5。これらは 5段階での質問であるが，
そのうちの肯定的な回答の割合(例えば， I重要であるj十「やや重要であるJ)
を示している。また， 7章の委託業務や自治会支援に対する評価と同様に
評価指数も算出している(算出法は4，7章参照)。
誠実な対応については，全体の73.7%の自治会が重要だと自答している。
これは前章でみた補助金や情報の支援と同じ程度である。これに対して，満
足だという自治会は31.6%であり，重要度と満足度の開きが大きい。若干で
はあるが非都市部で小規模な自治会のほうがその傾向にあり，評価指数をみ
てもこれらの自治会のほうが低い値となっている。
協議の場の提供については，全体の58.4%が重要だと認識しており，誠実
な対応と比べると低い。 満足と回答しているのは全体の23.4%であり，やは
り重要度と比べて満足度が非常に低い。自治会類型による差はみられないが，
評価指数は非都市・新型で低く，協議の場に不満のようである。
2. 3.動員型の活動
以上にみたような平時の要望活動の他に 自治会は地域の社会問題の解決
のため人々を動員する活動に立ち上がることもある 60 McKean (1980)は，自
( 4 ) 自由回答には行政の対応の誠実さについて次のようなものがあった。
「末端行政は町民の意見等を全て自治会長に依存し，行政に関わる職員が自
分の職務と考え問題を処理しようとしない行政では，信頼をなくしてしま
う。J(福岡県-吉富町)
( 5 ) 要望のルート(市町村担当課との接触，懇談会への出席，幹部との接触)
と評価との関係について相関係数を求めたが，いずれも0.1前後の弱い値し
かみられなかった。
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治会が基本的には保守的であり，公害反対なとぐの住民運動には親和的ではな
いものの，あまりにも地域への被害が大きい問題の場合には住民運動に転化
する場合があることを指摘している。玉野 (2005)は， 1970年代に東京都包
部における母:親たちの子どもセンター建設請願運動に，町会がどのように関
与したのかを描いている(玉野 2006:第4章)。近年の住民運動においても，
早川 (2007)は栗東産廃処分場問題において地域の各集落がどのように関与
したのかを描いている。また，神田 (2002)は鹿児島県の産廃処理施設の建
設反対運動において，自治公民館が果たした役割について論じている 7。こ
のほか，新聞からは，米軍司令部の移転反対に関して f自治会主導で20万署
名 相模原j(朝日新聞神奈川版2005年8月11日)や， r市立宇和烏病院の指
定取消撤回を 地元自治会が署名提出j(産経新聞 2008年2月15日)といっ
た記事などがみられる 8。このような地域をゆるがす大問題はそう多くの地
域でみられるものではないだろうが，地域住民の生活維持・向上を目指す自
治会としては避けられない問題である。
自治会調査では，市区町村人口規模と加入世帯数別に，要望書，署名，集
会，会員を動員しての電子メール，手紙や電話をする，直接請求・監査請求
のそれぞれの手段を用いたことがあるかどうかを尋ねているく自治会調査問
29>。これらの行為はそれほど頻繁に用いられるものではないので，一度で
も行ったことがあるかどうかを質問している。
表8-3は，市区Ilri寸に対する自治会類型7jiJのそれぞれの項目の実施経験
( 6 ) 様々な課題解決における自治会の関与についての諸研究は伊藤 (207)
が的維にレビューしている。
( 7 ) 以上に挙げた事例も含め，自治会が地域問題に関与することが必ずしも
住民運動にとってのメリットとなるばかりではない。むしろ自治会が行政側
に立って住民運動と対立するケースも指摘されている(久富1976;広原 1989;
森 1996など)。また， 5章でも触れたように，自治会調査では住民運動と連携
しているかどうかについても尋ねているが (1~4]3 1)，全体の5.2%しか連携し
ていない。
( 8 ) さらに，自由回答には次のようなものがあった。「本年，町内にある私鉄
の駅(ローカル線)が鹿止になるという会社側の通告があった。そこで市及
び市議会と歩調を合わせ，近隣町内会と連携を取りながら廃止反対運動を展
開した。…中略…住民が一致団結し，市行政の金銭的支援を受けて， 80年続
いている駅存続を勝ち取った。J(石川県・金沢市)
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表 8-3 自治会類型別動員型活動の実施経験 を示したものである。要望書
(単位:%) の提出は全体の68.3%と高い
村落非都市都市 都市
全{本 割合を占めている。要望書は型 -新型 i日型 新型
署名 17.4 18.2 22.5 24.3 20.1 公共施設や道路の修理など日
!久V伝記ヨH三宮司t 69.8 62.2 69.5 67.6 68.3 常的なi諌清で用いられること
集会 18.4 15.1 16.8 14.7 16.9 
会員動員 13.6 15.9 18.5 18.7 16.1 もあるため，実施経験が高い。
産接請求
7.1 6.6 6.4 6.9 6.8 非都市・新型で割合が低い。
!fli.査請求
N 6，688 2，110 3，633 3，094 15，525 署名は全体の20.1%，集会
は16.9%，会員の動員は
16.1 %の自治会で行われている。全体からみると決して多いとはいえないが，
一定程度の自治会で、動員型の活動が行われている。署名と会員動員について
は，都市部で大規模な自治会で実施経験が高い。集会については，発足時期
の古い自治会で高い。直接請求や監査請求といった制度的権利を用いた行動
は全体の6.8%とほとんど行われていない。
2. 4.モニタリング
近年の市民参加の議論では政策の決定や執行ばかりでなく，評価における
市民の参加も重視されている(佐藤2005)。すなわち，市民には市区町村ーに要
望を伝えるだけでなく，政策がきちんと執行されているのかを注視し，それ
を評価することが求められている。市民-住民の代表としての自治会は，こ
図8-1 自治会類型男IJモニタリングの実施状況
村落型
(N=6，215) 
非者lili・新型
(N= 1，996) 
都市・ 1ヨ型
(N=3，248) 
都市・新型
(N=2，935) 
全体
(N= 14，574) 
のようなモニタリング
をどのくらい行ってい
るのだろうか。
自治会調査では，政
策のモニタリングにつ
いて，自ら関心のある
ものだけ行っているの
か，常に行っているの
か，それとも行ってい
ないのかを質問してい
0% 20% 40% 60% 80% 100% る(自治会調査i百126)。
常時盤関係あるものだけ緩行っていない i翠8-1はその結果を
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自治会類型別に示したものである。全体の9.7%が常時行っており， 34.5%が
関係のあるものだけ行っている。合せて44.2%と，半数弱の自治会がモニタ
リングを行っている。政策の執行や決定で市i豆町村との関係が深いことや，
自らが多様な社会サービスを供給していることもあり，市区町村が提供する
公共サービスに対して関心をもっ自治会が多いようである。なお，自治会類
型による差はほとんどみてとることができない。
3.要望Jv-トの規定図
3. 1.要因の検討
前節にみた自治会の要望活動はどのような要因に規定されるのだろうか。
第1に考えられるのが，市区 1IT村の政策に対するニーズである。自治会は地
域に対する市区1IT村の政策が不十分であるから要望伝達を行うものと考えら
れる。また，市区IJ村からの業務を受託したり，連携して活動しているほど
要望も伝達しやすいだろう。市区町村会議員への要望の場合には，選挙運動
への協力などで関係があることが要望活動にも関連するものと考えられる。
このほか，市匿町村の幹部や市立町村会議員などに要望を伝えるためには，
これらの人々にアクセスできなければならなしミ。また これらの人々が自治
会の要望を開き入れてくれるかどうかも重要である。このような政治-行政
アクターとの関係が要望活動の手段に影響を及ぼすものと考えられる。これ
らの諸要因に加えて，社会関係資本，他団体とのネットワーク，自治会組織
や地域の特徴を加味して総合的に検討してしミく。
従属変数は要望のルートであり，市区rlT村を対象としたもの(担当課，懇
談会，幹部，パブリックコメント)と市区IllT村会議員を対象としたものとを
それぞ、れを分析する。市!ZIllT村を対象とした要望については，それぞれの項
目について 5段階の回答を量的変数とみなして加算した。変数j笥の内的撃合
性については，クロンパックの α=.717であり，一次元の尺度とみなしでも
問題はない。 4項目について加算したので，最大値は 5x 4 =20である。最
小値は 1X 4 = 4である。全体での平均値は10.09であり，範囲のほぼ中央
付近である。一方，子1区U1J村-会議員は 5段時の回答をそのまま量的変数とし
て用いる九分析には重回帰分析を行う。全体での平均値は2.33である。ど
ちらも村落型や都市・!日型といった古い自治会でやや高い傾向にある。
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以下に，関連する要因を検討していこう。
(1)市IflJ村政策に対するニーズ
自治会が市区IflJ村に対して要望を伝える必要があるのは，市区町村の政策
が不十分だと認識しているからである。そのため，政策に対するニーズが高
いほど頻繁に要望活動を行うものと考えられる。分析には， 6， 7章におい
て市区IlJ村政策の重要度と満足度をもとに作成した政策ニーズ指数を用いる。
また，モニタリングを行い，政策の執行状況を注意深く監視しているほうが，
政策の不十分な点を要望するものと考えられる。分析では，モニタリングを
行っているかどうかをダミー変数(常時，関係のあるものだけ=1 )に再コ
ードして用いる。これら 2点は，いずれも政策の不十分さのために要望を行
うという動機に基づいた活動を想定している。
(2)市区町村および市豆町村会議員との関係
自治会が政治や行政アクターとのつきあいがあり アクセスが容易である
ほうが，そのアクターへの要望活動を行いやすい。一方で，あるアクター(例
えば，市区町村)へのアクセスが制限されているために，アクセス可能な他
のアクター(例えば，議員)に対して要望を行うことも考えられる。このよ
うな政治的エリートへのアクセス可能性は 社会運動論において政治的機会
構造として概念化されている (Tarrow1998=2006など)。分析には，自治会長
が市区町村幹部，地方議員，政治団体役員とつきあいがあるかどうかをダミ
ー変数(つきあいありニ 1)として用いる。
アクセスとともに 市区町村-や議員への信頼も重要である。自治会が市豆
町村や議員を信頼しているほど，自らの要望が受け入れられると考え，それ
ぞれに対する要望を行うものと考えられる。一方で あるアクターに対する
信頼が低いために 他のアクターに要望活動を行うことも考えられる。分析
には，市区町村および議員への信頼を尋ねた 5段階 (1信頼できないJ~ 1信
頼できるJ)の質照をそれぞれ量的変数として分析に投入する(信頼できる
( 9 ) 市区町村会議員との接触と請願についてはクロンパックのα=.622と，
内的整合性があるとはいえない。そこで，市区町村会議員との接触のみを用
いる。
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= 5)。市区!UJ村については 7章でみたように全体での平均値は3.78である
(156頁)。これに対して市区町村会議員については3.27と中程度の値である。
自治会は市区町村の政策執行を補助する代わりに，要望が受け入れられる
という交換関係を想定することができる(上回 1989;森 2008)。また，市区
1IJi寸と関わって活動する中で，要望すべき事柄も生まれてくるだろう。した
がって，市区町村に対ーする要望は，政策執行における連携や業務受託を行っ
ているほど行われる。分析には，[tJ章でみた市j豆町村ーからの受託業務や連携
して行っている活動の数を用いる。これについては， 7章で従属変数として
用いたものであり，委託業務4っと連携活動 5つの最大 9つからなる。
市区町村会議員についても，自治会が選挙において特定の議員を支持・推
薦する代わりに，議員の側で自治会の要望を政策過程に反映させるという交
換関係を想定することができる(春日 1996)。したがって，自治会が選挙運
動を行うほど，議員に対する要望活動が多いと考えられる。自治会調査では，
地方議員選挙の自治会の推薦-支持活動についての質問<自治会調査問23>
を， rしEつもJr最近JrするときもしないときもJを合わせて実施， r以前は
していたJIしていないJを不実施というダミー変数(実施ニ 1)として分析
を行っている。なお，選挙運動を行っているのは全体の38.0%である。 自治
会における選挙運動については， 4i15で詳しく取り扱う。
(3)市区!IlJ村の政治環境
市区!日J村長の党派性・市区町村議会の構成も自治会の要望活動に影響を及
ぼすものと考えられる。自治会については，保守政治の基盤であったという
議論がみられる(奥田 1964;松下 1961)。こうした議論が現在においても妥
当なものだとしたら，保守系の市i豆町村長や保守勢力の強い市匿阿村の自治
会のほうが，要望が受け入れられる可能性は高く，自治会はより活発に政治
や行政への働きかけを行うものと考えられる。
市区町村調査では，首長の党派性と市区町村会議員の議席構成を質問して
いるく市区町村調査 Q15， 18>。首長の党派性については，首長が直近の選
挙でどこの政党から支援を受けたかを複数回答で尋ねている100 ここから，
(10) 選択肢は，自民党，公明党，民主党，社民党，共産党，地域政党，受け
ていない，その他の8つである。
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自民党の支援，自民党以外の支援，政党の支援を受けない(無党派)という
3カテゴリの変数を作成する。分析にi緊しては自治会調査と市区町村調査の
データを接合して用いる。なお，自民党の支援を受けた首長のいる市i豆町村
に所在する自治会は全体の28.3%，他党は25.4%，支持を受けない無党派は
46.4%である1。自民党以外の支援を受けている首長を基準カテゴリとして，
それぞれをダミー変数として用いる。
議会の構成については，各政党が占める割合を数値で尋ねている。このう
ち，自民党系の議席率が 2/3 以上，過半数~ 2/3，過半数未満というカテ
ゴJ)に分けて分析に用いる12。なお，自民党系が2/3以上の議席率である
市区町村に所在する自治会は全体の52.8% ，過半数~2/3 が20.1%，過半
数未満が27.1%である13。分析では，過半数未満を基準カテゴリとし，他のカ
テゴリをダミー変数として用いる。
(4)市区町村からの支援
この他の政治的要因として 市区fUTfすからの補助金や情報の支援が考えら
れる。これらは直接的に要望を促進するものではないが 支援を受けている
自治会ほど活動がさかんであり，要望を行つものと考えられる。分析には，
これまでの章と伺じく，市区町村竹、ら自治会への補助金額と，補助金および
情報支援に対する評価を用いる。これらの変数の操作化についてもこれまで
の章と何様である。詳しくは 4章を参照されたい。
(5)社会関係資本
集会など会員を動員する形態ではないので，住民同士のつきあいから生じ
る社会関係資本は直接的には要望活動に影響しないと考えられる。しかし，
住民が密に連絡を取り合ったり自治会活動に協力しているほど，自治会内部
(11) 市区町村調査においては，自民党の支援を受けた首長のいる市区町村は
16.8%，他党は19.5%，支持を受けない無党派は63.5%である
(12) 市区町村調査では，議員の議賭について，政党所震ではなく「自民党系J
のように系列で尋ねている。そのため，無所属議員であっても自民党に近い
立場にある議員は自民党系に含まれる。
(13) 市区町村調査においては，自民党系が2/3以上の議席率である市[RIUr
村は全体の49.1% ，過半数~2/3 が20.5%，過半数未満が30.5% である。
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の合意を得ることができ，自治会の総意として要望活動を行うことができる
と考えられる。分析には 4章で作成した自治会における社会関係資本指数を
用いる。
(6)他の地域団骨三との関係
6章と 7章の分析から，自治会と地域の他国体との連携関係は，社会サー
ビスの供給や市区町村との受託・連携と I}~連している。このように地域に関
わる活動を他国体との連携によって行うなかで，政治や行政に要望する事項
も生じるだろう。 5章でみたように，自治会は地域社会の中心的位置を占め
る団体であり，地域社会の総意として要望活動を行うことが考えられる。分
析には， 6， 7章で用いたように各地域団体との連携数を用いる。
(7)市区町村の社会サービス活動
市区i町村が社会サービス活動を積極的に行うほど 市区町村ーに対応を求め
る事項も多いと考えられる。これは特に，安全や福祉-教育といった地域の
問題対処活動を行う自治会に当てはまる。分析には， 6章で析出した自治会
活動類型を用いることとする。低活動群を基準カテゴリとし，他の類型をそ
れぞれダミー変数として用いる。
(8)地域や組織の特徴
自治会や地域の特徴を表す変数として 自治会の役割認識を用いる。行政
に対する要望を自治会の主たる役割だと認識している自治会ほど委託や連携
が活発だと考えられる。役割認識については，主なものを 2位まで順位づけ
で質問しているく自治会調査問6>。他章と同じように，行政への要望が2
位まで含まれていれば「多いJ，それ以外は「少ないjというダミー変数(多
いニ 1)として分析に投入する。
また，自治会類型についても分析に投入する。表8 1 (166頁)でみたよ
うに，市区町村幹部，市区町村会議員，地域有力者との接触は，発足時期の
古い自治会ほど頻繁に行われている。このような相違がみられるのかを確認
しよう。分析には，村ー落型を基準カテゴリとして，他の各類型をダミー変数
として用いる。
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3. 2.分析
表8-4は重回帰分析 (OLS推定)を行った結果である。市区町村への要
望の規定要因から結果をみていこう。政策に対するニーズ，モニタリング，
市区町村からの社会サービス活動の受託やそれとの連携数，選挙運動の実施，
市区町村幹部へのアクセス，市豆町村への信頼といった要因がそれぞれプラ
スの係数になっている。政策に対ーするニーズや関心および市区町村や議員と
の日常的な関係は要望活動を活発化させる。首長の党派性については，他の
政党から支持を受けている場合に比べて自民党から支持を受けている首長で
あるほうが，自治会の要望活動は少ない。しかし，議会については関連が認
められない。こうした結果からは 自治会が保守政治の基盤であると定かに
いうことはできない。
続いて市区町村ーから自治会への支援についてみていこう。補助金支援を受
けていない場合に比べて， 30万円以上ないし10-30万円であれば要望が頻繁
に行われる。補助金に対する評価は関連しないが，情報に対ーする評価はプラ
スの係数である。
政治的要因以外では，社会関係資本と他の地域回体との連携数がともにプ
ラスの係数である。要望活動においても これらのネットワークが基礎とな
っている。また，自治会の役割を行政への要望と認識している自治会ほど要
望活動が行われている。自治会類型については，村落型と比べて，非都市・
新型で要望活動が頻繁である。その他の類型とは要望活動に差がみられない。
表8-1からは，発足時期が古いほうが市区町村幹部への要望が頻繁であっ
た。古くからある自治会は，戦前からの経緯ーもあり市区町村と様々な関係を
形成していると考えられる。そのために要望活動が多くみられたのだが，他
の要因を統制するとむしろ要望が頻繁ではないことが明らかとなった。
市区町村会議員についての結果をみておこう。政策に対するニーズとモニ
タリングはプラスの係数である。選挙運動の実施，市区町村会議員へのアク
セス，議員への信頼についてもいずれもプラスの係数になっている。ここで
も政治的アクターとの日常的な関係や政治的機会構造の影響がみられる。市
区町村の信頼についてはマイナスに影響している。つまり，行政を信頼して
いないほど議員に対して要望を行っているのである。ここから，議員への要
望は，市区町村への要望が十分に受け入れられないと予想される場合の代替
手段だということができる。
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表8-4 市区町村と市区町村会議員への要望活動の規定国(重密帰分析)
rlil豆町村への要望 市区町村会議員への要望
Iill婦係数標準誤差 !ill帰係数標準誤差
定数 3.608*長 .357 .707料 .129 
市区IUJ村政策へのニーズ .005** .001 .001 * 000 
モニタリング 1.086** .081 .101叫 .029 
市区IlIJ村との委託連携数 082ネネ .021 013 .007 
選挙運動 .201" .084 .306同 .030 
市区IlT村幹部と知り合い .882史伝 .087 .027 031 
市区IU]村会議員と知り合い .091 .089 .290** .032 
市i豆町村への信頼 .357料 .054 一.147料 .020 
r!i区町村会議員への信頼 .030 .047 423帥 .017 
首長の党派性 自民党 一.416料 .11 .040 .040 
苦長の党派性無党派 一.145 .105 .029 037 
首長の党派性他党(基準カテゴリ)
市IRIl]村議会 自民党2/3以上 .154 096 .016 .035 
T!ïlRIllT村議会・ [~f 民党 1/2~2/3 .054 .122 .001 .044 
市区IlIJ村議会 自民党過半数未満(基準カテゴリ)
自治会支援 捕助金30万円以上 .720仲 .147 .031 .053 
自治会支援補助金10-307'5p:j .485件 .144 一.002 .052 
自治会支援・補助金10万円未満 .132 .143 一.065 .052 
自治会支援 補助金なし(基準カテゴリ)
自治会支援許il:補助金 一.005 .012 一.002 .004 
自治会支援評価.，情報 .030* .014 .010* .005 
社会関係資本指数 100*ド .012 .013** .004 
他j主体との連携数 .076** .010 .021料 .004 
自治会活動類型 高活動群 .708仲 .145 .100 .052 
自治会活動類型・問題対処群 .383仲 .120 一.020 .043 
自治会活動類型 旧来型施設管珪I洋 .300 .134 .102ド .047 
自治会活動類型 鮭活動群(基準カテゴリ)
自治会の役割 行政への要望 .549料 .101 .156** .036 
自治会類型非都市新型 .327本 .131 .034 .047 
自治会類型 都市 1ヨ型 一.215 .113 一.014 .041 
自治会類型都市新型 .129 .119 一.061 .043 
自治会類型.村落型(基準カテゴI})
自由度誠一位j斉み R2 315 .284 
* : pく 01 キ pく 05
首長の党派性や市区町村議会の議席率は要望活動と呂立った関連がみられ
ない。また市区I日サーから自治会への支援については，補助金および補助金に
対する評価との関連はみられない。情報に対する評価が低いほど議員への要
望が行われている。これについては市豆町牛すから十分な行政'情報の提供を受
けていない場合に，議員との接触を強めるものと考えることができる。この
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ほか，社会関係資本， 1-11民団体との連携，地域の団体との連携がプラスの係
数である。自治会類型については差が見いだせない。
以上の結果から，自治会による要望活動は市区町村や議員との日常的関係
と政治的機会構造によって規定される。日常的に関係があり，さらに要望が
受け入れられる可能性が高いほど要望活動が行われるのである。議員への要
望はさらに，市区町村への信頼が低かったり，情報提供が不十分なときに代
替手段として行われるという側面がある。表8-1で確認したように，自治
会の要望活動は市区町村に対するものが多いが，そこで満たされない場合に
議員との接触というルートが現れるのである。なお，首長や議会の党派性に
ついての結果からは，市区町村と議員のいずれであっても，自治会が保守(自
民党)政治の基盤であり，それにより活発に要望活動を行っているとはいえ
なし )0
4. 自治会の選挙運動
4. 1.選挙運動の実態
自治会と政治との関わりについては，地方議員の選挙運動という点でも注
目されてきた。自治会は地域出身や地域の利益を代弁する議員を選挙におい
て推薦したり，支持したりする。議員の側でも安定した支持を得るために，
政策形成において自治会の主張を反映させるように活動する。このように自
治会と議員の間には相互に交換関係が成立している 14(居安 1983;春日 1996;
Pekkanen 2006 = 2008)。とりわけ，自治会は古くから保守的伝統の温存基盤
といわれてきた(奥田 1964;松下 1961; Curtis 1971 = 1971など)。自治会が
主に自民党系議員の選挙運動を手伝ってきたことは，これまでもたびたび指
摘されている。
(14) 春日 (1996)は，地方における有権者と政治家の相互関係を「政治的相
互作用空間jとしてモデル化している。有権者の投票には集合準拠によるも
のと倍加準拠によるものがある。また 地縁・血縁・心縁などによる基礎的
関係による投票と，仕事・趣味・信仰による機能的関係によるものがある。政
治家が供給する利益にも，私的世話，名誉，政策の実現，権益がある。地区
組織(自治会)は，このうち集合的準拠と基礎的関係に基づき，名誉と政策
の実現を期待して投票行動を行う。
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春日(1996)は鳥取県を事例に地区組織(自治会)における地区推薦につ
いて詳細な実証研究を行っている15。また，谷口 (2003)は，連合自治会を
対象としているが，選挙制度変更後も選挙運動が有効に機能していることを
示している。
議員の慨からみても自治会による推薦は重視されている。若田 (1994)は，
地方政治家が地盤を作ろうとするうえで最も重要な組織は自治会だと主張す
る。 Curtis(1971 = 1971)は， 1960年代に自民党が支持を集めるために自治会
をどのように利用したのかを描いている。 Pekkanen(2006=2008)は，国会議
員，地方議員，自治会長へのインタピューをもとに，議員が自治会の会合な
どに参加することによって有権者に触れ合う場合があることを指摘している。
議員にとって自治会は自らの集票組織ではないが，多くの有権者と触れ合う
場を提供してくれるのである。
それでは，自治会調査
図8-2 自治会類型別選挙運動の実施状況
データから，自治会によ
る選挙運動がどのくらい
行われているのかをみて
村落型
(N=6，526) 
いこう。 自治会調査では，叩Z，d存
地方議員選挙における推
薦・支持について， Iいつ
も行っているJI最近始め
たJIする時もしない時も
あるJI以前はしていたJ
「したことがないjという
選択Jl支で質問しているく
自治会調査問23>0I翠8
都市・!日~!一角
(N=3，562)ι1'1，ザ
。 。? ?????????????
???
全{本 t
(N= 15，163) 
0% 20% 40% 60% 80% 100% 
いつも畿最近墜するIl寺もしないIl寺も 以前磁したことがない
(15) 最近の新開記事にも次のようなものがある。「最後の頼みは地縁血縁に
なりそうだ。藤枝市は昭和の大合併こで、旧藤枝I!lTと!日青島IUTに周囲の 6村が加
わってできた。市内を流れる瀬戸]11を境にIEI2U!Tの対立意識は根深く， r南
北戦争jと言われてきた。北村氏はi日藤枝IUT，松野氏は旧青島I!Tをそれぞれ
地元にしていて，各1fT内会では投票の呼び掛けが盛んになっているJ(傍点は
筆者)(r保守分裂，乏しい争点他党，中立の構え 藤枝市長選，あす告示j
朝日新開静向版2008年5月17日)。
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-2は，自治会類型別にその分布を示したものである。
選挙運動を少しでも行ったことがある自治会は全体の53.3%と半数を超え
ている。行ったことがある中では，いつも行っている自治会が全体のは.3%，
する時もしない時もある自治会が21.2%である。一定程度の自治会が以前か
ら現在まで選挙運動を継続していることがわかる。その一方で，最近になっ
てはじめたという自治会は全体の2.5%であり，ほとんど存在しない。また，
15.3%の自治会がtj、前は行っていた選挙運動をやめている。これらのことか
ら自治会による選挙運動は減少傾向にあることがわかる160
自治会類型別にみると，村喝落型と都市・!日型という発足時期が古い自治会
で実施されていることがわかる。特に，村落型では49.3%が現在でも行って
いる。自治会が選挙活動を直接行うというのも18来の風習に近いものだと考
えることができるだろう 170 しかし，僅差で勝敗が分かれる候補者にとって
は，自治会はなお重要な集票組織であるとみることもできる。
4. 2.選挙運動の規定菌
それでは，どのよつな要因が自治会の選挙運動を規定するのだろうか。直
接的な要因として考えられるのが，自治会と議員との関係である。まず，議
員とのつきあいがあれば，その議員を支持する可能性が高い。自治会が推薦
・支持する議員は地域の代表でもあるわけなので その議員を知っているこ
とが前提となる。
そのうえで議員の信頼の影響が考えられる。有権者は議員に政治の運営を
負託するのだから，推薦・支持する議員に対する信頼感は重要である。また，
要望活動の規定要因について分析したように 自治会が議員を信頼している
ほど，要望を開き入れてくれると思っているものと解釈できる。自治会と議
(16) 明るい選挙推進協会による有権者に対ーする調査でも，地方選挙における
地元推薦が減少傾向にあることが示されている。 1983年の統一地方選挙時に
は33.30%であったのが， 2007年の統一地方選挙時には25.09%となっている
(明るい選挙推進協会2008: 53)。
(17) 選挙活動の実施と各社会サービス活動の実施との関の相関係数(手係数)
を求めると，用水路の管理，寺社・墓地の管理，農林水産業の共同作業との
値が高い。ここからも，選挙活動が!日来的な村落活動と親和的であることが
わかる。
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員の相互作用関係を想定すると，このような要望の受け入れ可能性が選挙運
動の実施にも影響するものと考えられる。
また，自治会が保守政治の基盤であったとし寸従来の議論から，自民党系
議員であるほど選挙運動が行われるものと考えられる。これに加え，市区町
村長の党派性についても同時に確認しておこう。
このほか，政策への関心を表す政策ニースとモニタリング，さらに，社会
関係資本，他国体との連携，自治会類型も加味して選挙運動の規定要因を総
合的に探究しよう。従属変数の選挙運動の実施については， IいつもJI最近j
「する時もしない1]寺もJという現在選挙運動をやっているものと，そうでない
もの (I}.)、前はしていたJIしたことがないJ)に再カテゴリ化する。そのうえ
で，実施と不実施のダミー変数(実施=1 )として用いる。独立変数につい
ては， 3節で行った要望ルートの分析と同様の操作化を行っている。
表8-5は，選挙運動の実
施を従属変数としたロジステ 表8-5 自治会による選挙運動の実施
イツク回帰分析の結果である。(口ジスティック回帰分析)
政治団体役員との交際や議員
への信頼はプラスの効果をも
っている。しかし，議員本人
と知り合いであるかどうかに
は関連がみられない。議員よ
りも役員との関係のほうが選
挙運動の実施と関わりをもっ
ている。首長の党派性につい
ては，他党の支持を受けてい
る首長と比べて，政党から支
持を受けていない苔長でのほ
うが選挙運動が行われている。
自民党系の首長については統
計的に有意な関連はみられな
いが，選挙運動をより行って
いない傾向がみてとれる。市
i豆町村議会の自民党系議席率
政治団体役員と知り合い
市区IJ村会議員と知り合い
i!'i区IJ村議会への信頼
首長党派性:自民党
首長党派性:無所属
首長党派性:他党(基準カテゴリ)
議会自民比率 :2/3以ヒ
議会自民比率:過半数~2/3
議会自民比率:過半数未満
(基準カテゴリ)
モニタリング
政策ニーズ
社会関係資本
他の地域団体との連携数
自治会類型:非都市・新型
自治会類型:都市・!日型
自治会類型:都市・新型
自治会類型:村落型(基準カテゴリ)
-2LL = 6，563.6 
Cox-Snell R2 .087 
N =5，267 
ネ*・ pく.01 *: pく.05
1m帰係数 三旦差
.424帥 .065
.067 .069 
.249料 .033
一.103 .086 
215料 .080
.131 .073 
.002 .092 
.330料 .061
.000 .001 
.067*ホ .009
.024水市 .007 
一.532*ネ .099
一.186* .082 
.585叫 .088
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については目立った影響がみられない。政策に対するニーズについては関連
がみられない。モニタリングはプラスの効果をもつことから，政策への関心
が高い方が実施している。自ら選出した議員に関わる政策形成と執行を注意
深く見守っているのである。
このほか，社会関係資本が高いほど選挙運動を行っている。選挙で地域住
民に投票をi呼びかけるには，地域住民の人間関係が良好であったり，自治会
活動に協力的であることが重要だと考えられる。また，他の地域団体と連携
しているほど選挙運動を行っている。自治会類型については，村落型と比べ
ると，他の類型はいずれも選挙運動を行っていない。これは先に確認したと
おりの結果である。
以上の結果から，自治会による選挙運動の実施には，政治団体役員へのア
クセスや議員への信頼が影響する。このように議員との関係が密接であるこ
とが選挙における推薦や支持といった行動につながるのである。 地域の政治
色について，これまで言われてきた保守の支持基盤という議論は，ここでの
結果からは支持されない。自治会は現時点において，少なくとも自民党にと
っての有力な支持基盤とはなりえていない。
5. 自治会の自己影響力
5. 1.要望活動と成功経験・自己影響力
本章では，自治会による政治・行政への要望と選挙運動の実態について分
析を進めてきた。最後に，こうした政治参加により，自治会はどのくらい地
域についての要望を達成し，さらには政治的影響力を獲得しているのかを検
討しよう。自治会がローカル・ガパナンスの担い手であるならば，地域社会
の運営に際してどの程度の影響力を発揮できるのかを明らかにすることは重
要な課題である。自治会調査では，自治会が市窪田I村によって要望を受け入
れられた経験<自治会調査問28>と，自治会が政策に対してどの程度影響力
を及ぼすことができるのかを尋ねているく自治会調査開30>。どちらも自治
会の影響力を表しており，主観的な影響力に対して，要望の受け入れ経験は
影響力を実際に行使した頻度だと考えられる。
自治会は多くの世帯が加入する地域を代表する組織であり，行政との関わ
りも強いことから，影響力をもつことが指摘されている。鳥越(1994)によ
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れば，自治会が一致して公共事業に反対すれば実施されることは通常ありえ
ず，自治会から市議会に提出した請願は採択されることが多い。玉野 (2005)
は，東京都区部の新興の自治会リーダ一層が行政の政策執行に対ーする協力を
蓄積させながら影響力を増大し，選挙運動を行うことで議員を介して政策を
変更できるようになったと論じる。また，平jl (1987)は，札幌市の連合町
内会を中心に地域権力構造を分析し， I日中問題が土地とそれに伴うネットワ
ークと情報によって権力を維持しつつも，地域変動に伴って弱化していく様
子を分析している。さらに，量的調査では，前述のように辻中ほか (2007)
において，社会団体やNPO法人と比べて，自治会の自己影響力認知が高いこ
とが示されている。このように，自治会が地域社会において影響力を保持し
てきたことがわかる 180
ここでは，市豆町村幹部および市豆町村会議員との接触と，要望の受け入
れ経験および自治会自身の政策への影響力との関係をみていく。多くの自治
会が行っているお役所の日常の要望活動よりも，上位レベルの対象への働き
かけのほうが，受け入れ経験や自己影響力と関連するものと考えられる。
図8 3は，市区IflT村幹部と市区町村会議員のそれぞれごとに，要望の頻
度によって，受け入れられた経験および自己の政策への影響力の程度を示し
たものである19。要望の頻度は，表8-1と同じように， 5段階の回答のう
ち「頻繁JIやや頻繁JIある程度Jとそれ以外に分類している。また，受け
入れられた経験と自己影響力については，それぞれ「受け入れられないJ~ 
「受け入れられたJ，1 1J~し \J ~ I強いJまでの 5段階の尺度で質向しているが，
ここでは肯定的な回答の割合(例えば， I受け入れられたJIやや受け入れら
れたjの和)を示している。
受け入れられた経験については，市i玄関T村幹部の場合，要望が頻繁な自治
会は62.9%，頻繁ではない自治会は45.2%である。議員の場合は頻繁な自治
会は58.4%，頻繁ではない自治会は49.4%である。市区町村幹部と議員のど
(18) 市区町村調査では様々なアクターの政策過程における影響力を質問して
いるく市区町村調査Q24>。その中で自治会は， NPO・市民団体，環境団体，
福祉団体などと比べて高い影響力を示している。詳細は久保 (2009)を参照
されたい。
(19) 自治会類型ごとの受け入れと影響力についても{確認したが，ほとんど差
がみられなかったため表示を割愛する。
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図8-3 要望活動の実施と受け入れ状況・自己影響力評価
80.1 盤受け入れ騒影響力
74.4 
62.8 
ちらに対する要望に
ついても，頻繁に行
っているほうが要望
が受け入れられた経
験が多い。政策に対ー
する自己の影響力に
ついても同様の傾向
をみてとることがで
きる。市区 IllJ~.寸幹部
の場合，要望が頻繁
な自治会は80.1%，
頻繁ではない自治会
は57.6%である。議
員の場合は頻繁な自
治会は74.4%，頻繁
ではない自治会は
62.8%である。上位レベルへの要望活動が 自治会の地域社会における権力
の増大へとつながっている。
なお，市区町村幹部に頻繁に働きかける自治会のほうが，要望が受け入れ
られた経験が多く，自己の影響力も強いと認知している。地域社会では行政
との結びつきがより重要となることを示唆している。
5. 2.受け入れ経験・影響力の規定図
他の様々な要因も含めて，受け入れ経験と自己の影響力認知を総合的に分
析しよう。上記にみた要望活動を直接行っていなくても 自治会が政治的ア
クターにアクセスできるだけでも影響力を感じていたり 信頼して委任して
いても期待通りの政策が執行されているため影響力を感じているのかもしれ
ない。このほか，市区町村の政策執行への協力を行うことで市区町村に対ーす
る発言力が増していくことも考えられる(築山 1996)。また，社会関係資本
の高さは自治会が地域住民の総意の下で活動していることを表すし，他国体
との連携関係は地域において自治会が調整機能をもつことを表す。社会サー
ビスの実施なども 地域社会における自治会の存在感を表し，影響力を高め
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るだろう。
表8-6は，受け入れ経験と自己の影響力認知をそれぞれ従属変数とした
重回帰分析 (OLS推定)の結果である。各変数は5段階の質問への回答を連
続変数とみなして用いている。独立変数については， 3節で行った要望ルー
トの分析と同様の操作化を行っている。
表8-6 要望の受け入れ経験・影響力を従属変数とした重回帰分析
受け入れられた経験 自己の影響力
Iill婦係数標準誤差 Iill帰係数標準誤差
定数 1.130** 142 .422* .166 
市区IH]村への要望 .065** .007 .097料 008 
市IHT村議員への要望 -.011 019 .023 .023 
r1ll1]判との連携数 .027料 .008 .027同 .010 
政策に対するニーズ .000 .001 .001 .01 
モニタリング 一.009 .032 .282料 .038 
選挙運動 .022 .033 一.007 .039 
市区IT村幹部と知り合い 一.024 .034 .025 .040 
市区IlI]村議員と知り合い .024 .035 .027 .041 
市区11]村への信頼 .281宇持 .022 .193村 .025 
市立IHT村議員への信頼 .059料 .020 .049* .024 
自治会支媛補助金307JP:j以上 .074 .057 一.020 .067 
自治会支援 補助金10-30万円 .044 .056 一.042 .066 
自治会支援 刻印UJ金10万円未満 045 056 .035 .065 
自治会支援.補助金なし(基準カテゴリ)
補助金 .026料 .005 .016*持 .005 
情報 .016ネネ .005 .021同 .006 
社会関係資本 .016料 .005 .018*ネ .006 
団体連携数 一.001 .004 .025料 .005 
自治会活動類型 高活動群 056 .057 一.089 .068 
自治会活動類型 問題対処群 .034 .047 .055 .055 
自治会活動類型 !日来型施設管理群 .001 .052 一.191料 .062 
自治会活動類型 抵活lWJl洋(基準カテゴリ)
自治会類型.非都市新型 一.037 .051 -.073 .060 
自治会類型都ili 旧型 .085 .044 .028 .052 
自治会類型都市新型 .112* .046 .025 .054 
自治会類型 村落型(基準カテゴリ)
首長の党派性 自民党 -.072 .043 .012 .051 
首長の党派性無党派 一.008 .041 一.029 .048 
首長の党派性他党(基準カテゴリ)
市i豆町村議会 自民党2/3以上 一.049 .037 022 .044 
市区1町村議会 自民党 1/2~2/3 .053 .047 .070 .056 
市区町村議会.自民党過半数未満(基準カテゴリ)
調整済み R2 .214 .224 
.* : pく.01 *: pく.05
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要望の受け入れ経験からみていこう。市区町村への要望，市区U1J干すからの
受託-それとの連携活動数，市区町村および市区町村会議員に対する信頼が
プラスの効果をもっ O また，補助金額とは関連がみられないものの，補助金
と情報の支援に対する評価が高いほど受け入れられている200 これらのこと
から市区町村との関係が強いほど要求が受け入れられている。議員について
は信頼こそプラスの効果をもつものの，要望活動は影響しない。 図8-3で
は議員への要望が頻繁であるほど影響力があるという結果が得られたが，他
の変数を統制するとその効果はみられない。
市IX町村の政治環境については，首長の党派性や議会構成といった市i豆町
村の政治環境とは関連していなしヨ。自治会が保守政治と密接に関わるという
結果はここでもみてとることができない。市区IlJ村から自治会への支援(補
助金，情報)と社会関係資本についてはプラスの効果をもっO この他では，
社会関係資本の効果と，村-落型と比べて都市・新型で受け入れられた経験が
多いという結果が得られている。地域の他国体との連携や自治会の社会サー
ビス活動については関連がみられなかった。
自己の影響力認知についてみていこう。やはり市区町村への要望を行うほ
ど高い。このほか，市区町村との活動の連携数，モニタリング，市区町村お
よび市区町村会議員それぞれへの信頼が効果をもっO 議員については信頼を
除いて影響力に対ーして効果をもたない。また，市区i可村幹部や議員と知り合
いであるかも関連はみられない。首長の党派性や議会構成はやはり関連がみ
られない。
このほか，市区i可キすから自治会への支援に対する評価(補助金，情報)，社
会関係資本，他の地域団体との連携数の効果がみられる。市区町村ーから十分
な支援を受けている方が，自らの影響力が強いという認識につながっている。
また，自治会をとりまくネットワークが自治会の地域社会における代表性を
高め，影響力を強めていると考えられる。社会サービス活動の実施について
は，低活動群よりも旧来型施設管理群のほうが影響力を低く認知している。
高活動群や問題対処群と低活動群では差がみられないことから，地域の問題
対処活動に積極的に取り組んでいるからといって影響力を高く認知している
(20) これについては，要望が受け入れられた結果，十分な支援が得られてい
るという逆の因果関係も考えられる。
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わけではないといえる。なお，自治会類型による差はみられない。
以上のように，要望の受け入れにも自己の影響力認知にも，市区f!lJ判'への
要望や市区rlJ村との活動の連携が影響するのに対ーして，議員への要望や選挙
運動の影響はみられない。ここでの結果からは，自治会は行政との接触によ
ってのみ政策に影響を及ぼすことができる。先に克た接触頻度と{井せて考え
ると，地域社会における行政偏重の傾向をみてとることができる。なお，信
頼については市区IlJ村についても議員についても影響力を規定している。要
望活動を行っているかどうかにかかわらず，政治・行政を信頼して委任でき
るほどに忠い通りの政策が執行されていることで影響力があると考えている
のかもしれない。
6.本章のまとめ
本章では，自治会による政治参加として，要望，選挙運動の実施，政策に
対ーする自己影響力について分析を行った。これらはローカル・ガバナンスの
担い手として，自治会が地域社会の運営にとごの程度携わっているのかを明ら
かにするうえで重要な論点である。
本章の分析で明らかになった知見をまとめておこう。
第 lに，自治会の要望活動は主に市区IJ村に対して行われる。担当課との
接触や懇談会への参加は多くの自治会によって行われている。このほか，市
区町村幹部，市区f!IJ村会議員，自治会連合会との接触も半数以上の自治会で
行われている。
第 2に，自治会による要望活動は，市i亙IHT村や議員との日常的な関係(市
IXI町村との政策執行の連携，議員の選挙運動など)によって規定される。日
常的に関係があり，さらに要望が受け入れられる可能性が高いほとご要望活動
が行われるのである。議員への要望はさらに，市区町村への要望の成功可能
性が低いときに行われる。なお，市区rflJ村と議員のいずれの場合であっても，
市区[IlT村長や議会の政治色は要望活動に影響していな~'0 
第3に，市区JlIJ村会議員の選挙運動を(直接的に)行ったことがある自治
会は全体の半数以上である。 選挙運動は，政治団体役員へのアクセスや議員
への信頼が影響する。 地域の政治色については，これまで言われてきた自治
会が保守の支持基盤という議論は支持されなPo また，村落型でより行われ
ており，候補者にとってはなお重要であると推察されるが，徐々に衰えつつ
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あるものと考えられる。
第4に，要望の受け入れにも自己の影響力認知にも，市区町村への要望や
市区町村との活動の連携が影響するのに対して，議員への要望や選挙運動の
影響はみられない。自治会は行政との接触によってのみ政策に影響を及ぼす
ことができる。もっとも，市区町村と議員に対する信頼はともに影響力を規
定する。
以上，自治会は政策に対するインプットにおいても市区I汀村と密接に関わ
っている。従来から指摘されてきたように(上回 1989;森 2008)，政策執行
への協力に対する交換として要望伝達が行われていることがうかがえる。ま
た，市区町村にアクセス可能であったり，行政を信頼していることが要望伝
達を促している。さらに，市区町村への接触は自治会の政策に対する影響力
をも規定する。これに対して，市区町村会議員への要望は，行政への要望が
十分に受け入れられないと見込まれるときの代替的手段に位置づけられる。
このように自治会を通して地域政治をみると，行政偏重的な傾向が鮮明に浮
かび上がる。
なお，自治会による要望活動も選挙運動も地域の政治色による差がみられ
ない。これは従来の自治会に対ーする保守支配的なイメージを覆すものといえ
る。以上のように，地方の政治構造という視点からも，本章ではいくつかの
興味深い結果を提示することができた。
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地域ネットワークと行政媒介型市民社会組織
本書の目的として，今日の日本の多様な自治会組織の像をできるだけ正確
に描き出し，人々のもつ自治会に対ーするステレオタイプ化したイメージの当
否をデータによって検証すること，自治会という組織が高まる期待にどのよ
うに応えているのか，または応えていないのかを体系的に検討することを挙
げた。
また私たちは，国家と対になっている市民社会を描く (記述し比較し特徴
づける)ことで，百本の I[~家の形J を知るという問題意識を背後にもって
いる。自治会は日本最大の市民社会組織であり，国家(政府，特に市区町村)
との1耳にも深い相互作用関係がある。そのため，全国調査データを用いて自
治会の隷々な側面を描き出すことを試みた。
まず，自治会の特徴を確定する作業から始めたい。
1.自治会類型ごとにみる特徴
本書では，市民社会の担い手として注目される自治会がどのような特徴を
有しているのかを様々な角度から分析を行ってきた。その際，市民社会組織
がもつべき機能として，社会関係資本，他の地域団体とのネットワーク，社
会サービスの供給，市i豆町村との協力や連携，政治参加という 5つの側面に
着呂した。それぞれの分布の確認に際しては， 2章で設定した自治会類型
(村落型，非都市・新型，都市・!日型，都市・新型)ごとにみていくというか
たちをとった。ここでは，分析に際しての各類型の共通点と相違点を確認し，
そこからみえる自治会像を析出する。
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1. 1.共通する自治会像
まずは自治会類型を超えて共通した特徴を挙げていこう。ここでは一部の
例外を除き，どの類型においても70%以上の自治会に当てはまるものを取り
上げる。これらは全国的に見ても共通する自治会の典型像ということができ
る。
まずは 4章で取り上げた加入率である。自治会調査からは75%程度の自治
会が加入率90%以上となっている。 1可様の質問を市区町村に行った結果ゃ
れ羽るい選挙推進協会Jの有権者に対ーする調査(1章)では，これほど高い加
入率ではない。しかし，他の市民社会組織と比べると抜群に高い加入率は自
治会の特徴の 1つだということができる。
続いて自治会長の属性(3章)である。自治会長はほとんどが男性であり，
年齢も50代以上と高齢である。地域への居住年数も生まれてからずっと住ん
でいるか， 30年以上という人が多い。役員や主な担い手も退職者が多い。自
治会は多くの地域住民が加入しているにもかかわらず，組織の運営(トップ)
は「退職した高齢男性jに担われていることが多い。
他の地域団体との連携関係(5章)では，子ども会と老人クラブと連携し
ている自治会が多い。こうした年齢に基づく集団は自治会の内部組織となっ
ている場合もみられるが，どの地域でも連携関係にあることが多い。このほ
か，社会福祉協議会についても類型にかかわらず連携している自治会が多く，
自治会長自身も社会福祉協議会の役員や民生委員・児童委員と知り合いであ
ることが多い。このように福祉をめぐっての連携関係をみることができる。
なお，近年注目されるNPOとの連携については，それほど多くの自治会で行
われていない。また類型による差はみられなかった。
社会サービス活動 (6章)については，清掃・美化と生活道路の管理，ゴ
ミの収集・処理を行う自治会が多い。また，祭り，慶市といった親i壊活動も
多くで行われている。清掃・美化や生活道路の管理といった最低限の住環境・
施設管理と親睦を基礎とするのが自治会の基本的なスタンスだといえる。
行政との関係 (7章)については，屈覧や広報誌の配布といった情報の伝
達と募金活動への協力はほとんどの自治会で行われている。また，要望伝達
活動(8章)についても，市区町村ーの担当課や懇談会を通して要望を伝達す
る場合が多い。また行政へのモニタリングも行っている。このように自治会
は地方行政において政策入力(要望)だけでなく政策出力(実施協力)，ブイ
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ードパック(モニタリング・要望)の全過程で，地域の利益実現のための関
係を構築している。
以上にみられる特徴は，一般に人々が自治会について持つ，いわば常識的
知識の範i轄であろう。ここで強調すべきは，これらの特徴が全国でも 7割以
上(項目によっては 9割)に当てはまり，全国的に共通する自治会像，とい
うことである。これは全国規模の調査を行うことなしには確認できない。常
識的な像を検証し裏付けた点は本書の分析による成果だということができる。
1. 2.都市部・大規模と非都市部・小規模自治会の相違
続いて，類型ごとにみられる特徴を検討しよう。本書では 4つの類型を設
定して分析してきたが，いくつかの項目で，都市部・大規模自治会(都市-
i日型と都市・新型)と非都市部・小規模自治会(村落型と非都市・新型)と
の間に明確な差異がみられた。都市部の 2類型は自治会数では4割強だが，
世荷数では8割を占めることに留意しておきたい。まずはこの両者の対比か
ら結果を要約しておこう。
まず財政規模(2章)は大規模な自治会ほど大きしミ。これは加入世帯が多
いために会費収入も多く，また，補助金や助成金も多く得られるからである。
もっとも， 1カ月あたりの自治会費は小規模自治会のほうが高く，小規模自
治会は自治会活動の維持により大きなコストを負担している。
地域と規模による差は自治会運営にも表れる(3章)。非都市部で小規模
な自治会では，会員に占める役員の割合が高く，会長や役員を選挙やもちま
わりで選出するものが多い。これに対して，都市部で規模の大きい自治会で
は，会長選出は役員会の推薦，役員選出は会長の指名が多い。また，会長は
全般に高齢者であるものの，都市部で、大規模な自治会のほうがより高齢であ
り，さらに会長の在任期間が長い傾向にある。 以上のことから，非都市部で
小規模な自治会ほど，多くの会員が自治会の運営に参加している。これに対
して，都市部の大規模な自治会では少数の人々に自治会運営の負担が集中し
ていることが推察される。すなわち，非都市部自治会の参加性の高さ，都市
部の低さが裏付けられた。
自治会への加入率は先に述べたように全般に非常に高いが，非都市部で、小
規模な自治会ではより高い傾向にあるは章)。また，住民の自治会活動への
参加についてもやはり高い傾向にある(4章)。社会関係資本は非都市部で
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小規模な自治会で高いといえる。
一方，他団体との連携関係については，都市部で大規模な自治会のほうが
連携している(5章)。防犯協会警察署消防署など地域安全に関わる団体
や，自治会連合会，他の自治会など自治会問の広域連携，そして，介護・福
祉団体，スポーツクラブ，趣味のサークル，まちづくり団体など市民活動団
体との連携が行われている。都市的な地域のほうが多様な団体が存在し，自
治会はこれらの団体と連携しながら活動を展開している。
社会サービス活動についてみていくと 防災や防犯など地域安全に関する
活動，および，福祉や教育に関する活動などは都市部で大規模な自治会ほど
実施している(6章)。このように地域における問題対処活動は都市部で大
規模な自治会で積極的に行われている。財政規模が大きいことに加えて，安
全や福祉に関わる他思体との連携関係にあるからだと考えられる。
なお，市区町村との関係については，社会サービス活動の連携や協力，市
区町村片、らの支援策に対-する評価，要望伝達について どれもそれほど大き
な差はみられない(7， 8章)。他の側面とは異なり 自治会が所在する地域
や組織規模によって 行政との関係は大きくは変わらなp。この点について
は，後であらためて考察する。
1. 3.村落裂の自治会
自治会類型のなかで突出したパターンを示すのは自治会数で4割強，世帯:
数を 1割強を占める村落型である。村落型は先に見た都市規模と自治会規模
の特徴に加えて，発足時期が古いことによる特徴もみられる。前述したが，
住民間士のつきあいの親密さと円滑さは村落部でより顕著である(4章)。住
民の自治会活動への参加から，非都市部で小規模な自治会ほど社会関係資本
は高いといえるが，発足時期の古い村落部で、はさらに高いということができ
る。
他の地域毘体との連携においては，婦人会，氏子会 消防毘，農漁協との
連携率が高い 1 (5章)。また 社会サービス活動では，用水路の管理，墓地
・寺社の管理，農林水産業の共同作業が行われている(6章)。農林水産業や
地域の信仰に関わる毘体との連携や活動がさかんである。旧来からの村落社
( 1 ) 婦人会，氏子会，消防団との連携は都市・!日型でも高い。
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会が行う伝統的な活動というのは，現在ではこれらが中心であるようだ。こ
のほか，都市 .1ヨ型もやや高いが，村落型では選挙時の推薦や支持が行われ
ている割合が他の型よりは高い(8章)。
2. 自治会からみる日本の市民社会
自治会からみた日本の市民社会を分析・考察しよう。 1章では，日本の市
民社会の特徴として， r社会関係資本の豊富さJと「政府の強さJという 2つ
の点を取り上げた。それぞれについて分析結果をもとに再度考察してみよう。
2. 1.地域内外のネットワークの中における自治会
社会関係資本や他の地域団体とのネットワークは，自治会の他の諸側面と
関連している。自治会は自身の内外のネットワークを基礎とし，様々な社会
サービス活動を行い，市区町村との関係を取り結んでいる。日本の市民社会
の特徴として指摘される社会関係資本の豊富さも自治会に体現されている。
自治会からみた日本の市民社会組織は，住民間，自治会と他国体との相互ネ
ットワークからなる世界なのである。このような地域社会の様々なアクター
の相互連携は，まさに今日注目される市民社会組織によるローカル・ガバナ
ンス(多様なアクターの相互調整による統治機能)を表している。
もっとも，自治会ごとに，ネットワークのパターンが異なることも本書の
分析から明らかとなった。住民間の社会関係資本については村落型が強いの
に対して，他の地域団体との連携は都市部で、大規模な自治会でより多くなさ
れている。つまり，自治会内外のネットワークが自治会類型間で異なってい
るのである。ここから，ローカル・ガノけーンスの基礎にある 2つのネットワ
ークのメカニズムをみてとることができる(図 9-1参照)。
非都市部では地域社会に多様な団体は存在しないが，住民間の密接なつな
がりがあるために，社会サービスの供給などの自治会活動が賄われている
(図 9-1の上部を参照)。このことは，非都市部で、規模の小さい自治会にお
いて，多くのメンバーが参加する形態で自治会組織が運営されていることか
らもわかる。非都市部の小規模な自治会では，地域社会を自治会が包摂し，
地域住民をまるごと参加させ動員しているのである。
一方で，都市部で規模の大きい自治会組織では，社会関係資本は低いもの
の，組織規模に由来する保有資源量の多さと，地域社会に多様な団体が存在
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図9-1 自治会内外のネットワークと自治会活動
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果をもっている。
問題対処行動など
ではむしろ，都市部で大規模な自治会のほうが活発に行われている。ただし，
自治会組織の運営については都市部の大規模自治会でより寡頭制的な特徴が
みられた。つまり，一部の人々のコミットメントによって都市部の自治会活
動は成り立っているといえる。
このように自治会類型ごとに異なるメカニズムが働いて，様々な高いレベ
ルの自治会活動に結びついていると考えることができる。もっとも，これら
のメカニズムはともに，今日，大きな問題点を抱えている。非都市部では人
口流出により社会関係資本が弱化することが考えられる。 4章の分析から，
地域の人口減少は社会関係資本の程度には影響しないが，地域住民のつきあ
いの活発化とはマイナスに関連していた。一方で，都市部においては，一部
の人々が過重な負担を背負うというメカニズム自体が問題である。また，特
に都市部の担い手には高齢者が多いことをふまえると，団塊世代の参入など
高齢社会の進展によるプラスの要因(シニア市民社会組織化)と逆に高齢者
依存による自治会活動の停滞の二方向が考えられる。
2. 2.制度遺産としての 行政媒介型市民社会組織
市民社会と政府(国家)との関係について改めて検討しよう。
一連の分析から，高木 (1969)が挙げた自治会と市区町村との相互関係
(情報伝達，共同募金，行政の代行や補充・補助，要望のとりまとめ，選挙運
動)は，選挙運動を除いて40年後の現在においてもなお確認することができ
た。選挙運動との関連も 村落型や都市・旧型の自治会では一定程度残存し
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ている。行政の末端組織と非難されることもあるが，このような自治会と行
政との密接な関係は， I最大動員システムJ(村松 1994)の一部として効率的
な社会サービスの供給に寄与し続けてきたのである。そして，交換関係とし
て地域社会の要望を市区町村に伝達し実現してきた。このように政府(行政・
市区町村)と住民とのi習をとりもつ組織は，市民社会と政治社会を「媒介す
る市民社会組織」であり，他の市民社会組織と同様の利益媒介機能 (Interest
Intermediation)を果たしている。加えて，行政と市民の 2つの世界に足をか
ける，という両義性をもった性格にも注呂して，共著者の一人は，行政媒介
型市民社会 (StraddlingCivil Society) Jと命名し比較検討を行ってきた (Read
with Pekkanen eds. 2009)。
地域ネットワークや社会サービスの供給とは異なり，こうした政府(市区
IUJ村)との関係については自治会類型による差をみてとることはできなp。
つまり，市区町村との関係や評価について，都市規模や組織規模および発足
時期といった自治会の外形的な特徴による差がみられないのである。
その理由として，全国規模で規定する中央政府(国家)の歴史的な政策の
影響が考えられる。 2章で触れたように，現在に至る経緯のなかで，地域自
治組織や地方自治をめぐっては，明治期の市1IJ村fliiJの導入と自治体の大合併，
戦時下における翼賛体制への組み込み，敗戦直後における解散命令，昭和の
市町村大合併， 1970年代のコミュニティ政策，平成の市IlJ村大合併など，様
々な全国的政策が実施されてきた。そして，そのたびごとに地域の自治組織
は組織形態を大きく変え，それによって現在の自治会が形成されてきたので
ある。日本の地方自治に対して中央政府のコントロールが強かったかどうか
は議論の分かれるところであるが，日本の政府が地方の地域自治組織に深い
関心をもちつづけ，亙接!習接のこうした一連の政策が自治会と市区 ~IJl寸との
関係を規定してきた側面は否定できない。言い換えると，政府がその時々の
状況に応じて，市民社会からのリソース動員も可能にする工夫の結果として，
今日まで全国に共通した行政と住民自治組織との関係がみられるのである。
このように考えると， Pekkanen (2006=2008)が特徴づけたように，日本の市
民社会は国家からの影響 (statism)が強いといえるかもしれない。ここでは，
それを自家政策の遺産， ilj度遺産 (institutionallegacy) 2として考えておきた
( 2 ) 遺産すなわち Legacyはいうまでもなく，控史的制度論ではしばしば登
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い。制度遺産という概念については，現在までのところ様々に用いられてお
り，その定義にコンセンサスが得られていない。しかし，フォーマルな制度
ばかりでなく文化や慣習といったものも含めて，現在の社会にも強い影響力
をもっ事前に存在する社会構造的要因ということができる。ここでの文脈で
言えば，前述の自治会をめぐる全国的政策が制度遺産となり，現在の行政一
自治会関係を規定しているといえる。
2. 3.地方自治政策と市民社会組織としての自治会
もっとも，国家の制度遺産という上記の議論は私たちにとっても仮説的な
推論にすぎない。それでは，上記の政策がどのように自治会と市豆町村との
関係に影響を及ぼしていったのだろうか。また，本当に市区間判ーや自治会ご
とに差がみられないといえるのだろうか。この点を明らかにするには，全国
の様々なタイプの自治会を視野におさめながら，日本の地方自治政策と行政
(市区町村)一住民(自治会)関係について歴史的経緯をふまえて追っていく
必要がある 3。いうまでもなく一旦成立した関係や制度は，その地域の制度
遺産として経路依存的な影響を与えていく可能性がある。
場する用語 (Pierson2004)であり， path dependencyが生じるメカニズムを
表現している。 1940年の内務省訓令による町内会・部落会の市Ul]干すの下部組
織化(国家制度化)の時点が制度論的に言えば，決定的な転機 (CriticalJ unc-
ture， Collier and Collier 1991)であった。制度遺産となると，依然未路定な部
分が大きい概念のようである。制度遺産が概念として引用されるきっかけは，
Jowitt (1992)およびCrawfordand Lijphart. eds. (1997)と推察される。 Pop-
Eleches (2007)は，制度遺産のうち，文化的・宗教的伝統(culturaVreligious 
heritage) ，経済的遺産 (economiclegacies)，制度的遺産 (institutionallegacy)
を区別して使用している。また， I遺産(legacy!Iegacies)Jという概念は旧社
会主義国の民主化過程の分析で使用されている。特に，レーニン主義的な諸
制度の影響が民主化を阻んでいる文脈で使用され， Historical legaciesという
用語法が多い。歴史的制度論を整理したPeters(2005)では制度遺産について
は記述がない。しかし， Kitschelt他 (1999)など政治体制やマクロレベルの政
治変動を分析している研究者が取り組んでいる点で よヒ較の枠組みについて
発展可能性をもつだろう。
( 3 ) この点は自治会研究ですでに注目されており，鳥越(1994)や玉野
(1993， 2005)などの優れた業績が産出されている。
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例えば，現在進行しているとされる地方分権改革(第一期1995年一2000年，
第二期2007年以後)では地方に権限を委譲することがメインに据えられてお
り，本書でも触れたようにm区町村独自の地域運営(ローカル・ガバナンス)
に向けての取り組みが試みられている。このように，地域ごとに異なる政策
が行われることで，自治会と市1.RlJ村との関係にも差異が生じるかもしれな
い。歴史的にみても各地域，都道府県レベルや市区町村レベルでも，自治組
織への政策対応が異なっていた可能性が大きい。現に都道府県や市区町村レ
ベルで自治会を観察すれば，その量的質的な多様性に驚かされるのである。
今後，地域防の差異とその説明は注目すべき研究のポイントである。
ところで，市区町村との委託・連携や要望伝達活動はどの自治会でも行っ
ているわけではない。自治会ごとの業務受託・連携や要望伝達の実施率に差
異をもたらしているのは，市区IlJ村ーからの「支援Jと「信頼jである。補助
金額が多いことばかりでなく，市区町村に対する信頼があることが業務受託
・連携や要望伝達に結びついているのである。また，活動の協力や連携を行
っているほど，要望伝達などの直接的な接触がなされており，自治会と市区
町村との間の交換関係が推察される。以上のことから 自治会と市区町村と
の日常的な関わりあいが重要であることがわかる。このことは，市区IlT村の
誠実な対応を重視する自治会が全体の73.7%もあり，補助金を重視する自治
会と向程度であることにも示されている。自治会と市区間Ti寸との関係が制度
的に規定されてきたとしても，実質的には直接的でソフトな関係の形成が重
要なのである。こうした関係を市豆町村-との1司の社会関係資本ということが
できるかもしれない。
これからいえることは，自治会の，行政対応組織としてではなく，市民社
会としての側面がより強くなってきていることを意味する。政策の影響を受
けるのはどの市民社会組織でも同様であり，自治会のより主体的な側面が，
行政と自治会の関係を規定しているのである。
3.今後の課題と展開の可能性
本書は自治会に対する初めての全国規模の質問紙調査をもとに，自治会の
現状と市民社会組織としての機能の解明をめざしてきた。もっとも，本書は
自治会調査データを用いた初めてのまとまった成果ということもあり，デー
タの記述的な紹介と推論に力点を置いてきた。今後，理論的検討とともにさ
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らに詳細な分析を展開することが課題となる。その際，ポイントとなる点に
ついてさらに検討しておこう。第 lの課題はすでに2.2，2.3で述べたように，
歴史的な経緯を追いつつ，経路依存的に形成される自治会と国，都道府県，
そして市区町村との関係を解明し，再び地域別のデータに戻って検証を行う
ことである。その他については4点取り上げる。
3. 1.市区町村と関係のない地域に存在する自治会との比較
自治会と市区町村との照にかなり密接な関係が観察されたのは，本書のも
ととなる自治会調査自体が市区町村ーの協力を得て行われたものであるからか
もしれない。また 市区町村ーによる自治会支援策の効果がはっきりとみられ
なかったのも，そのためかもしれない。調査方法自体は，日本の自治会の性
格から，自治会の全国名簿や地域レベルの名簿ーなどが存在しない状況ではや
むを得ない選択であるが，一定のバイアスの存在は避けられないところであ
る。
自治会に対する政府(市区町村¥そして国家)政策の影響を検証するには，
さらに市区町村と関係のない地域に存在する自治会などの組.織との比較分析
を行う必要があるだろう。自治会調査の準備段階において全国の市区町村に
協力を依頼したところ， 21の市区町村は伺地域での自治会を「行政として把
握していないJ(0 回答，調査拒否を含む)ということだった。しかし，これ
らの市区町村の地域にも全く自治会がないというわけではない。いくつかの
市区町村'では行政が関知しないところで自治会が活動しているとのことだっ
た。このような地域の自治会と他の地域の自治会を比較してみることで，市
豆flJ村，その制度や政策が，ひいては国家が自治会に及ぼす影響を明確に捉
えることができる。
このほか近年，注目される近隣住民組織としてマンション等の管理組合が
ある。こうした組合は自治会と比べると市区町村との関係は弱し 1ものと考え
られる。また，自治会とは異なる原理で住民自治活動が営まれ，地域の自治
会に関与していない場合も存在する。マンション管理組合については，竹井
(2005)などの研究がみられ， r集合住宅デモクラシーJ4という概念が提唱さ
(4 ) 思際的には広く見られる(高い壁と門によって留まれた)ゲイティッド
・コミュニティや集合住宅による私的政府の問題とも関連する。
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れている。こうした組織と従来の自治会組織との比較分析により，行政との
関係やその影響はもちろん，自治会活動やネットワークの形成パターンにつ
いても様々な発見があるものと期待できる。
3. 2.政策パフォーマンスとの関係
序章でも述べたように，現代社会の抱える大きな問題として社会サービス
をどのように供給するのかを挙げることができる。本書の一連の分析から，
サービス供給主体としての自治会の重要性が確認された。それでは，自治会
が様々な活動を行うことが地域社会や市区IHTi寸のパフォーマンスをどの程度，
維持，向上させるのだろうか。
現代の時代背景を受けて，市区間a村ーの政策パフォーマンスを捉えようとい
う試みがみられる(日本経済新聞社・日経産業消費研究所2005など)。また，
社会関係資本をめぐる研究では，社会関係資本が治安，経済，福祉なと々の様
々な社会的パフォーマンスをどの程度改善するのかが注自されてきた。自治
会は社会関係資本を基礎におきながら様々な活動を行っていることから，そ
の社会的パフォーマンスに及ぼす効果を検証することは市民社会の機能を明
らかにするとともに 社会関係資本研究に対ーする貢献が期待できる。
本書こでも一部で利用した市匿IHJ村調査(辻中・伊藤編 2009)において，市
区IlJ村の新規に取り組んでいる政策や革新的な市民参加の制度の導入なとごパ
フォーマンスにかんする項呂についての質問を行っている(柳 2009参照)。
また，市IZ1IJー 村の側からみた自治会との接触頻度や政策過程における自治会
の影響力についての質問も設けている。したがって，本書でも一部の分析で
用いたように自治会調査と市区i可村調査のデータを組み合わせることで，自
治会活動が市区IHJi寸の政策やパフォーマンスにどのような影響を及ぼしてい
るのかを明らかにすることができる。
3. 3.他の市民社会組織との比較
l章で述べたように 自治会は数や加入率でいえば日本最大の市民社会組
織であるものの，その他にも様々な市民社会組織が存在する。今日注目を集
めているところでいえば， NPOなどの市民活動団体が挙げられる。また，経
済団体，農業団体，労働団体など職業的利益や政策受益を求める各種団体も
様々な活動を展開している。これらの団体はそれぞれ代表する利益も異なれ
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ば，おかれている環境も異なる。自治会は地域住民の利益を代表し，最もロ
ーカルなレベルで活動する団体だということができるが，他の団体とよヒべた
ときに，このコミュニテイ・レベルの団体がどのような特徴を持っており，
政治社会との接触の仕方にどのような相違があるのだろうか。こうした課題
は臼本の市民社会の特質を知るうえで重要だと考えられる。
特に，近年，自治会とは異なるかたちでコミュニテイ・レベルの活動を志
向する市民活動i主体が増加している。これらの団体との活動の比較や相互連
携関係を解明し，地域社会におけるローカル・ガパナンスの構造をより多角
的に捉えることが可能となる。
この課題に対しては，筑波大学のプロジェクトの一環として行った社会団
体と NPO法人に対する全国調査を用いた比較分析が可能である。すでに辻
中ほか (2007)において，政策関心分野，政治・行政との接触，政治に対ーす
る自己の影響力認知などの比較分析を試みているが，今後より詳細な分析を
行う必要があるだろう(辻中・森編 2009の報告書を参照)。
3. 4.住民自治組織の国際比較
最後に，自治会のような住民自治組織の国際比較研究である。自治会のよ
うな地域住民組織は欧米には存在しないという点がよく指摘され，通説のよ
うになっている。確かに，加入率の高さや，日本中のあらゆる地域にあると
いう特徴を備えた組織は世界でもまれであるかもしれない。しかし，地域住
民による相互扶助組織の存在は世界各地で、観察されている(中国編2000;吉
原 2000; Read with Pekkanen 2009 ;ダダパエフ 2006)。これら世界の住民団
体と住民間の社会関係資本 社会サービスの供給 市豆町村との関係を比較
することで，日本の市民社会や住民自治の姿をより明確に描くことができる
だろう。また，世界各国でローカル・ガバナンスに対する期待が高まる中
(Denter and Rose eds. 2005) ，地域住民からなる団体の働きを国際比較で捉え
ることの重要性が高まっている。
筑波大学の研究プロジェクトでは これまでに挙げた日本国内の調査の他
に，韓国，アメリカ， ドイツ，中国の4カ国でも様々な市民社会組織の調査
を2次(1997 -2009 )にわたり行った。その他の諸国を含め合計13カ患の比
較市民社会組織諜査がこれまで行われてきている 5。これらの諸外国で、行っ
た市民社会組織調査と比較することで，日本の市民社会や住民自治組織の特
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徴をより比較政治的に把握することができる。 4カ国との比較では，韓国や
仁!コ国という東アジア諸I!.Iと，アメリカやドイツという欧米諸国との比較を行
うことで，アジアにおける異向と欧米との異同を捉えることができる。これ
により包括的な視点から， Iヨ本の{主縁によるアソシエーションの特徴を描く
ことカfできるだろう 60
このような多面的な市民社会組織の比較研究によって初めて，日本の市民
社会の形が比較政治学的に浮き彫りになり，日本社会を特徴づけることがで
きる。またそのことが市民社会と対になっている日本の「国家の形Jを描く
(記述し比較し特徴づける)ことになるであろう。市民社会を描くことはそ
の形に影響を与え，市民社会と相互作用する国家自体を描くことにほかなら
ない 70
( 5) 1997年から2009年にかけて，日本，韓国，アメリカ， ドイツ， 1:j=J!i] ， ト
ルコ ロシア フィリピン ブラジルノfングラデシュ ウズベキスタンの
1カ[i]調査が基本的に向ーの枠組みで遂行された。日本，韓国，アメリカに
ついては辻中 (2002a，2002b)，辻中.J!lit (2004)， Tsujinaka (2003)。特にフ
ィリピンまでの 8カli]調査については Tsujinakaet. al. (2007)を参照。バング
ラデシュまでの各国についてはコードブックも作成されている。 http://tsuji
naka.net/tokusuν2009年度にはエストニア ポーランド調査を完了する予定。
(6 ) 住民自治組織の国際比較に関しては，近く別巻を編集・出版する予定で
ある。
( 7 ) 市民社会と屈家が対であるというアイディア自体は自明なことかもしれ
ないが，筆者のひとりは PeterKatzensteIn (Cornell University)および首藤も
と子(筑波大学)の両氏(との会話)にこのアイデイアを負っている。
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補論鉱加入率・小規模自治会のすがた
1. rJI題の所在
近年の自治会をめぐる諸問題の中でも，加入率の低下と自治会活動を維持
することが!型難なくらい小規模な自治会が出現していることが大きく取り j二
げられている。前者は主として都市部の問題として取り上げられている。加
入率が著しく低いということは，自治会が地域を代表する正当性を失うこと
につながる。また 住民の協力を得られなければ様々な自治会活動を行うう
えでも支障を来すものと考えられる。
一方，極端に小規模な自治会は村落部の問題として取り上げられている。
山間部や中山間部などでは高i齢化と人口流出が続き，地域における居住人口
が大幅に減少することで，コミュニティを維持することが困難となっている
地域がみられる。このような地域は「限界集落Jと呼ばれ(大野 2005)，そ
の存続が危慎されている。 国土交通省の2006年の調査によると， 1999年から
消滅した集落は191である。全国の過疎地域の62，273集落のうち， 10年以内
に消滅する集落は423(0.7%)，いずれ消滅のおそれがある集落は2，220
(3.6%)である 10
自治会調査からは，このような自治会は少数しかみられなし E。加入率が
50%未満の自治会は2.2%(368自治会)であり，力[1入世帯数が20世帝未満の
自治会は6.6%(1，215自治会)である。しかし，これらの自治会には，多く
の自治会にとっての現在あるいは将来の問題が端的に表れているものと考え
られる。たとえば，自治会の社会サーピス活動の実施が函難になる場合，ど
( 1 ) 国土交通省ホームページhttp://www.mlit.go.jp!kisha/kisha07/02/020817/
Ol.pdf参照(最終閲覧132009年5月2日)。
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のような活動から行われなくなるのだろうか。また，役員の引き継ぎや活動
資金など，どのような点に問題が生じるのだろうか。これらの点を明らかに
することは，低加入率や小規模自治会の支援策を考えるうえでも，自治会の
今後を占ううえでも重要な課題である。
そこで，ここでは補論として，低加入率の自治会および小規模な自治会の
実態がどのようなものなのかを検討していくこととする。なお，操作的に低
力IJ入率の自治会とは，力IJ入率が50%未満の自治会，小規模な自治会とは加入
世帯数が20世帯未満の自治会として分析に用いる。
2.低加入率・小規模自治会の実態
まずは，低加入率自治会や小規模自治会がととのよう
地域分布と自治会類型 ' 
な地域に多いのかをみていこう。表 1は，低加入率の
自治会と小規模な自治会が多くの割合を占める都道府県上位5つを挙げたも
のである。 低加入率の自治会は全体でわずか2.2%でありながら，i中縄県で
は23.2%，東京都では15.5%と非常に高い割合を占めている。このほか，大
阪府，青森県や宮崎県でも低加入率の自治会が多い 20
小規模な自治会も全体では6.6%であるが，香川県の31.5%をはじめ上位 5
県は15%以上と高い割合を示している。そして，上位には香川県，岡山県，
高知県，島根県と中国・四国地方が多い。この地方の自治会規模が小さいこ
とは2章でも確認したとおりである (51頁)。
続いて，低加入率または小規模な自治会は，どのような地域や組織の特徴
をもった自治会が多いのだろうか。本書で用いた自治会類型の分布をみてい
こう(図 1)。低加入率自治会では，都市・!日型と都市・新型が多く，これら
を合わせて全体
表 1 地域分布(上位5位までの都道府県)
の72.6%にのぼ
)Im位低加入率 カッコ内はサンプル数小規模 カッコ内はサンプル数
る。ちなみに15:1立 沖縄県 23.2% (125) 香川県 31.5% (349) 
2位 東京都 15.5% (613) ItliJ山県 27.9% (233) 加入率自治会の
3位 大阪府 6.7% (796) 高知県 20.3% (138) 
うち50.6% カf41立 青森県 6.0% (265) 島根県 18.2% (368) 
5位 宮崎県 4.9% (285) 福井県 17.6% (296) 200世帯以上で
( 2 ) 神奈川県や愛知県の割合が高くないのは 横浜市や名古屋市からの調査
協力が得られなかったためだと考えられる。
あり，これらの自治会の規模
がある程度大きいことがわか
る。また，数値は割愛するが，
全体を比べて，農林水産業地
が少なく，商)苫と集合住宅が
多いという傾向がみられる。
これらのことから，低加入率
自治会はやはり都市的地域で
多いといえる。
一方，小規模な自治会は
80.3%と大半が村落型で、ある。
やはり，低加入率が主として
都市部の問題であり，小規模
が村落部の問題であることが
明確に表れている。なお，全
体と比べて，農林水産業地が
多く，集合住宅が少ないこと
が特徴である。
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図1 低加入率‘小規模自治会と岳治会類型
低JIl入率、 14:9
自治会
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?
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図2 依加入率，小規模自治会と住民間士の
つきあい
低加入率
自治会
小規模十
自治会 i
全体
0% 20% 40% 60% 80% 100% 
生活而鍛立ち話路挨拶程度 つきあいなし
社会関係資本 そ、れでは，
表2 低加入率司小規模自治会と岳本書でも取り上げた市民
社会組織の 5つの側面についてみていこ 治会活動への参加率(平均値)
う。 1亙2は，社会関係資本を表す変数か
ら，住民のつきあいの程度について示し 1，215 18，023 
たものである。立ち話程度が50%台であ
清掃美化 46.6% 81.5% 68.0% 
396 895 15，314 
るということに変わりはないが，低加入 祭り 51.3% 77.4% 62.1% 
率自治会ではあいさつ程度が31.5%，小 268 665 12，903 イベント 37.5% 62.3% 49.6% 
規模自治会では生活面での協力が34.6% 237 378 11，219 
でそれぞれ多いことがみてとれる。 防災 31.6% 60.2% 44.4% 
195 356 8，677 
自治会活動への参加についてもみてい 見iヨり 25.5% 49.4% 34.4% 
こう(表2)。ととの活動についても，小規 253 425 11，450 交通安全 24.6% 49.3% 33.8% 
模自治会の参加率が高く，低加入率自治 185 307 8，565 
206 
会が低い。 低加入率自治会は，祭りを除いてどれも参加率の平均値が50%を
切っている。これらの自治会は，そもそも自治会自体への加入もままならな
いほど社会関係資本が低いために，住民のつきあいや参加率が低いのは当然、
のことだともいえる。一方，小規模自治会は住民同士のつきあいが深く，自
治会活動にも協力的である。このことは 4章で，村ー落部の社会関係資本が高
いという点を石在認したとおりである。
続いて他の地域団体との連携関係についてみよう
他の地域団体との連携
(表 3)。全体よりも10ポイント以上大きいものはゴ
チック体， 10ポイント以上低いものはイタリック体で表している。 低加入率
自治会は，全体と比べて他国体との連携率は同程度である。 防犯協会，警察
署，消防署との連携率は全国よりも10ポイント以上高い。一方，小規模自治
会については，ほとんどの団体との連携率が全体よりも低い。それも10ポイ
ント以上低いものが大半である。農漁協との連携だけは例外であり，低力1]入
率自治会で連携率が低く，小規模自治会で高い。しかし，これはそれぞれの
地域特性を表してのものである。こうした結果も 5章で確認したとおりであ
り，都市部の大規模自治会は多くの団体と連携関係にある。
表3 低加入率司小規模自治会と他の地域団体との連携(単位:%) 
低加入率小規模 全体 低加入率小規模 全体
老人クラブ 78.9 56.0 78.8 まちづくり回体 22.5 14.7 21.1 
子ども会 71.6 46.5 78.3 スポーツクラブ 21.9 8.8 20.7 
社会福祉協議会 80.9 62.4 77.9 青年国 21.9 14.7 20.4 
自治会連合会 78.1 53.0 70.7 趣味のサークル 18.8 9.2 16.2 
PTA 73.6 4ス2 69.1 商庖会 20.5 7.4 14.8 
消防閤 60.4 53.1 68.3 環境問体 13.2 9.3 13.3 
防犯協会 74.4 39.4 58.4 障害者団体 9.6 5.7 9.6 
他の自治会 60.1 36.2 51.3 企業・工場 14.6 2.6 9.2 
婦人会 50.8 40.6 50.9 政治団体 7.3 7.7 7.8 
体育協会 48.9 33.7 50.1 育児サークル 10.4 1.7 6.0 
警察署 71.3 26.5 49.5 住民運動団体 4.8 5.8 5.3 
消防署 64.9 23.8 46.8 生協 1.7 2.5 1.8 
氏子会・檀家組織 36.2 44.2 44.5 労働組合 0.6 0.1 0.3 
農漁協 8.4 42.6 25.9 N 356 1，092 17，094 
介護・福祉閤体 24.2 12.5 21.2 
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社会サービス活動の実施状況についてみよう。これも
社会サービス活動
全体よりも10ポイント以上高いものはゴチック体， 10ポ
イント以上低いものはイタリック体で表している。低加入率自治会は，全体
の実施率とあまり変わらない。 目立って実施率が高いのは掲示板の管理であ
る。その他，集会所の管理，用水路の管理，墓地-寺社の管理などでは実施
率が低い。都市的地域にあるため，これらを管理する必要がないからである。
なお， 6章で析出した社会サービス活動に基づく自治会類型では， 50.8%が
問題対処群に含まれる。低活動群に属するのは30.2%であり，全体の29.5%
とほとんど変わらない。
小規模自治会については，大半の活動が全体の実施率よりも低い。生活道
路の管理やゴミ処理といった基本的な住環境整備や施設管理や祭りの実施率
が低く，基礎的な活動が損なわれつつあることを示している。もっとも，用
水路の管理，墓地・寺社の管理，農林水産業の共同作業といった由来型の施
設管理や共同作業では全体よりも実施率が高い傾向にある。自治会の社会サ
ービス活動類型では，低活動群が54.5%と半数を超える。次に多いのは!日来
型施設管理群の31.0%とあわせると 80%以上にのぼる。地域社会の問題対
処活動を行うのは難しい状況にあることがわかる。
表4 低加入率ー小規模自治会と社会サービス活動の実施(単位:%) 
社会サービス 低力1入率小m模 全{本 社会サービス {止力1入率小規模 全体
i青掠美化 80.3 84.3 88.3 用水路の管理 13.5 42.4 37.0 
生活道路の管理 78.6 70.5 87.5 墓地寺社の管理 12.9 37.7 30.8 
祭り 76.9 59.3 74.9 教育の支援 34.6 12.5 30.5 
高齢者の支援 72.5 50.9 71.3 自然保護 18.1 20.7 24.1 
ゴミ処理 61.3 56.8 69.8 伝統芸能 22.3 14.4 23.5 
慶弔 69.0 77.9 69.1 選挙での候補者支持 15.9 26.7 22.1 
スポーツ 文化イベント 66.8 33.9 65.4 i慾害者の支援 19.5 9.4 18.7 
学校教育への協力 68.7 47.0 64.2 農林水産業の共同作業 4.1 26.5 17.5 
集会所の管理 48.1 46.5 64.1 近隣トラブルの調整 19.2 7.6 16.9 
消防 58.0 42.8 60.4 公害防止 19.2 8.6 16.4 
防災 58.0 41.8 55.8 子育ての支援 20.9 6.3 15.4 
4人旬、:ii'liて/ニ丘¥ 56.6 32.3 53.9 上下水道の管理 7.4 15.1 14.4 
防犯 62.4 23.4 53.8 男友共同参画 6.6 5.1 10.2 
青少年の育成 65.4 26.7 52.8 乳幼児の保育 4.9 1.9 5.3 
掲示板の管理 66.2 21.9 49.4 国際交流 3.6 1.6 2.8 
リサイク jレ 46.4 31.5 47.4 N 364 1，176 17，831 
まちづくり 35.7 24.3 37.6 
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表5 低加入率‘小規模自治会と受
託業務の実施状況(単位%)
低加入率小規模全体
回覧 92.7 94.6 95.1 
広報誌の配布 81.5 93.1 92.1 
活メデd メ~、 87.2 88.3 90.6 
委嘱委員の推薦 60.6 33.7 60.8 
市町村からの委
市区町村との協力
託業務の実施状況
をみよう(表5) 30 回覧，広報誌の配
布，募金についてはいずれも高い割合
であるが，広報誌の配布において低加
入率自治会の実施率が低い。ま
表6 低加入率弓小規模自治会と市区町村と た，委嘱委員の推薦については，
の連携 (単位 :%) 
生活道路の管理
清掃・美化
ゴミ処理
防災
!坊犯
低加入率小規模全体
34.3 
39.1 
49.3 
37.0 
28.6 
22.9 34.1 
39.0 45.2 
54.0 61.3 
30.3 37.9 
19.3 22.8 
スポーツ・文化イベント 14.8 23.8 20.9 
小規模自治会で著しく低いこと
治宝わかる。
表6は，自治会が社会サーピ
ス活動のうち，市区町村と連携
しているものの割合を示してい
る4。低加入率自治会について
は，清掃・美化，ゴミ処理，スポーツ・文化イベントでの連携率が低い。一
方で，防犯活動では連携率が高い。小規模自治会では，スポーツ・文化イベ
ントを除いて連携率が低い傾向にある。低加入率，小規模自治会のどちらも，
住環境整備での連携があまりなされていないことがみてとれる。
市区町村や議員への要望伝達についてはどうだろうか。表7は
要望伝達
様々な対象への要望伝達活動の割合を示したものである 5。小規
模自治会で担当課への要望と自治会連合会への要望が少ないくらいで，全般
に割合はあまり変わらない。もっとも，政策過程における自己の影響力につ
(3) 7章でもふれたように，自治会調査において，市区間干すからの受託業務
の実施状況を主な)1買に 4位まで尋ねる形式で質問している。表4では，この
うち 4位まで含まれた割合を示している。
(4) 7章でもふれたように，自治会調査では，社会サービス活動のうち市亙
町村を連携しているものについて，主な}I真に 5位まで質問している。ここで
は，ある社会サービス活動を実施している自治会の中で 市区町村と連携し
ているものとして 5位までに挙げられた割合を示している。つまり，活動そ
のものを行っていない自治会は分析から除外されている。
( 5) 5段階の質問のうち，頻繁，やや頻繁，ある程度までを合わせた割合で
ある。自己の影響力評価についても同様である。
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いては，低加入率自治会では
69.4%と全体の67.7%とあまり変
わらない。これに対ーして小規模自
治会では56.8%であり，影響力を
認知している自治会が少ないこと
がわかる。
表 7 低加入率司小規模自治会と市区町村
との連携 (単位:%)
最後に市
市区町村からの支援
区町村から
市1川、j担当課
ililHT村懇談会
r!il!Ti'j幹部
ノfフ"1)ックコメント
市町村議員
陳情詰19M
有力者
自治会連合会
N 
{止力1入率小規模 全体
80.2 68.9 84.6 
62.9 63.1 68.9 
41.0 36.8 46.6 
21.3 18.2 22.9 
40.4 44.4 45.3 
24.1 27.1 28.1 
20.3 22.1 20.7 
53.1 42.1 51.5 
339 1，085 17，090 
の支援や対応についての満足度を 表8 低加入率弓小規模自治会と市
みよう(表8)。それぞれの項目は 5段階 区町村の支援・対応への満足度
で質問しているが，そのうち肯定的な 2 (単位 %) 
段i渚(満足，やや満足)の割合を示して f止力1入率小規模 全体補助金 21.7 16.3 22.6 
いる。低加入率自治会では全体と比べて 情報 37.0 40.1 42.3 
それほど特徴的な差異をみてとることは 委託業務 14.8 13.9 15.3 
誠実な対応 29.2 21.6 31.4 
できない。小規模自治会については，誠 i窃議のj易 22.6 19.1 23.5 
実な対応，協議の場の提供など市i豆町村 支援全般 21.3 14.8 21.1 N 323 998 16，051 
の自治会に対する対応について，小規模
自治会では満足な自治会が少ないことがわかる。市区町村カミらの支援全般に
ついても，満足である割合が低い。
3.まとめ
以上，自治会の存続が危ぶまれている低加入率自治会(加入率50%未満)
と小規模自治会(加入世帯数20世帯未満)について，自治会調査からととのよ
うな特徴がみられるのかを検討した。
低加入率自治会は都市部で多くみられ，組織規模は大きい。 住民間士のつ
きあいや自治会活動への参加といった社会関係資本は低い。しかし，その他
の要素については，全体と比べてあまり特徴がみられない。社会サービス活
動で旧来型の施設管理の実施率が低いことなどから都市部の自治会の特徴を
示しているが，それが顕著だというわけでもない。社会関係資本は不足して
いても，規模が大きく財源が潤沢であることや，都市部で様々な地域毘体と
連携可能なことから，自治会の活動水準を維持できていると考えられる。
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これに対して，小規模自治会はどうだろうか。まず，中国・四国地方に多
いことが特徴的である。そして，非都市部で発足時期の古い村落型の自治会
が多い。社会関係資本については，住民間士の関係も深く，自治会活動への
参加も行われている。しかし，他の地域団体との連携率と社会サービス活動
の実施率については全体よりも低い傾向にある。市区!町村との関係について
も明確な特徴とはいえないが，政策形成における自己の影響力は低く，市区
町村の支援・対応に対する満足度も低い。全般に自治会活動は低誠だといえ
るだろう。
本論中の分析から 社会関係資本は自治会の様々な側面と関連しているこ
とが確認された。また，地域社会の代表としての正当性を維持するためにも，
自治会の低加入率は大きな問題である。しかし，ここでの分析から，より問
題とされるべきは小規模自治会であり，これらの自治会に対ーする支援が必要
とされる。もっとも，これも本論中の分析から明らかにされたことであるが，
市区町村と自治会とのソフトな関係形成が重要である。表8から，小規模自
治会は市区町村ーの誠実な対応についての満足な割合が低いということも，こ
のことの証左となっている。
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付録 1 調査実施のプロセス
調査の概要については 1章で簡単にふれたが，ここでは実施に至る手続き
についてより詳綿に記録しておきたい。なお， nUT内会・自治会など近隣住民
組織に関する全国調査コードブックj(辻中編 2009a)もあわせて参照された
し)0
1.調査実施に至るまで
特別推進研究の調査グループでは まず全屈の自治会の全体像をどのよう
に捉えたらよいのかというところから試行錯誤が始まった。当初は，全毘の
8ないし16地点程度を集中的に調査すべきか，全j冨47都道府県を包括的に調
査すべきか比較検討し，最終的に地域的な差異を浮き彫りにし，比較検討を
行いたいという点と，地方のガノ汁ーンスとの関連を見る点から，全国調査が
望ましいと決定した。
しかし，自治会については，住民基本台帳や有権者名簿のように包括的に
カバーした台i肢が存在するわけではない。そのため，一定のサンプリング調
査を行おうにも，どのように対象を抽出したらよいのかが問題となった。そ
こで我々のグループでは自治会が市区町村と密接な関係にあることに着呂し，
市区町村の担当課であれば個々の自治会についての連絡先などの情報を把握
しているだろうと考えた。そこで，まずは市区町村に対して調査への協力を
依頼することとした 10
しかしながら，全国の市区間I村の協力が得られるか，協力を得るためには
( 1 ) 結果的にではあるが，自治会について関知していない市区町村が14，0 
回答の市区町村ーが7あり，これら21の市匿町村-の自治会に対しては(存否も
含め)調査ができなかった。
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表 1 調査の概要
。調査協力意向調査
調査期間:2006年 4 月 25 日~ 5 )=]31 El
-調査jji法:郵送にて配布。 FAXにて回収
配布市区urfi.数(a): 1，843 
図J13Z.ili区町村数(b): 1，659 (90.0%) 
調査協力を承諾した市j豆町村ー 数(c): 890 (48.3%) 
①配布・回収の協力311(34.9%) ②配布のみの協力443(49.8%) 
③連絡先の開示13605.3%)， 1 ilfは①と⑦の併用
※(b)と(c)の%: (a)を基数とした。 (d)の%: (c)を基数とした。
。自治会調査
調査期間:2006年8FJ 19 日 ~12月 24 日
調査法:市区町村によって異なる(上記参照)
調査サンプルの抽出:市区i町村内では系統括1出
配布サンプル(自治会)数(e): 32，298 
。追加調査
調査期間:2006年10月2213~2007年 2 月 28 自
調査協力を承認ーした市:6 (調査を依頼した市 9) 
配布サンプル(自治会)数(f): 1，140 
。回収状況
-自治会調査票田i探知j間:2006年8月19El ~2007年 4 H20日
liIl収サンプル(自治会)数(g): 18，404 
どのように依頼す
るのかという問題
があった。まず，
2005年秋に研究代
表者の辻中豊が，
総務省、に対して，
全国の市区間1守の
調査協力がよりス
ムーズになり協力
数が増えるように，
市区町村への依頼
状への連著，もし
くは推薦状をお願
いできないか，打
診した。しかし，
総務省では我々の
調査に対して一定
の理解を示したものの，国の立場から調査への協力を促すことはできないと
いう回答であった。
続いて，自治会に対してどのようなかたちでの調査が可能なのかと質問項
自の妥当性を検討するために，つくば市の協力を得ながら，市内全576のIZ会
を対象に予備調査を行った。同時に，ホームページで連絡先を公開している
191の自治会に対しても予備調査を行った。回収率は，つくば市の区会につ
いては47.4%，ホームページで連絡先を公開している自治会では52.9%であ
った。なお，この調査結果は本書の分析に含まれていない。
2.市区町村への協力依頼
予備調査での検討をふまえて，全国すべての市区町村(当時1，843)に誠査
への協力を依頼する文書を送付し 協力を依頼する方法を用いることとした。
各市区町村に対しては調査に協力していただいた場合には，調査結果を報告
し，全民と当該自治体のデータを提供することを約束して依頼を行った。
調査に対しては協力可能であっても 自治会および自治会長の個人情報を
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当方に開示することを好まない市区i町村ーがあることを勘案し，以下の 3つの
協力方法を用意した。
(1)個々の自治会に対する調査票の配布と1m1]又をともに市区町村が担当し，
市区IGJ村'の側から筑波大学へ調査票を返送する 20
(2)調査票の配布は市区町村。で担当するが，回収については自治会の側が郵
使で筑波大学へと返送する(この場合，返信用封筒を向封)。
(3)市豆町村が筑波大学に対し自治会の連絡先が記載された名簿等を開示す
る。
この質問に加え，自治会の基礎情報として，市区!I!J村における総人口，総
世帯数，自治会数，自治会加入率，連合自治会等の上位包体の有無と連絡先
を質問した。これらは市区町村単位でのサンプル数を決定するうえで参考に
なるものである。
なお，市区町村に協力を依頼するにあたり，自治会とは何かが問題となる。
ここでは，地域住民から構成されており，住環境や施設の整備または親陸な
ど住民生活の維持や向上のために活動している団体という暖味な定義とし，
むしろ市区町中j-の担当者の側で自治会に相当すると認識している組織につい
ての回答を求めた。そのため，行政匿のように行政の側の事'清で設置された
組織も含まれている。学街研究としては厳密さを欠く方法かもしれないが，
近隣住民組織の多様性を考えると，当事者が認識している組織を対象とした
ほうが望ましいと判断した 30
この意向調査は2006年4月25EIに配布し， FAXでの返信を求めるかたちで
5月31日を締め切りとした。 1，843の市区町村のうち， 1，659から回答が寄せ
られ(全体の90.0%)，うち調査に協力可能であったのは890であった(全体
の48.9%)。協力方法としては，配布のみ協力するというものが最も多かった。
名簿提供などによる連絡先の開示は15%程度にとどまった。
( 2 ) 郵送料金を我々のプロジェクトで負担したことは言うまでもない。
( 3 ) 市区町村の担当職員の認識であるため，近隣住民組織であっても，市区
町村と関わりのない組織は調査の対象から漏れている可能性がある。そのた
め，サンプル全体が行政との関係が密接であるようにバイアスがかかってい
る可能性がある。
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図1 調査に協力した市区町村と全市区町村の人口分布
調査協力市区町村
(N=896) 
全市lRllT村
(N= 1，843) 
0% 20% 40% 60% 80% 100% 
1万人未満議選 1-5万人重量 5-20万人 ・ 20万人~JJ二
1~11 は，調査に協力し
たm区町村と全市区U1]干す
のそれぞれについて，市
区aJJ村の人口規模別に示
したものである。調査に
協力した市区IT村には，
後述する追加調査に協力
が得られた 6市を含めて
いる。両者の間で比率の
差異はほとんどみてとることができない。人口規模という点では，本調査に
協力した市区町村に特に矯りはないといえる。
各市区町村のサンプル数は 3万の計画サンプル数を各市区IllJ村における自
治会数をもとに比例配分することとした。これは仮に回収率が低かったとし
ても，全国の自治会の比較分析が十分に可能な数を確保するために設定した
ものであり，日本全体で約30万団体ある自治会の10%に相当する数である。
しかし，一部の市区町村-ではより限定した数の自治会に対してしか調査協力
が得られなかった一方で，逆に全数調査で対花、したいという市区町村もあり，
配布サンプル数についても倍々の事情を勘案する必要があった。このように
市i豆町村の事情に応じてサンプル数を変えることは サンプルにバイアスを
与えることになり望ましくない。しかしながら 市区町村の善意による協力
によって調査を遂行していることからやむを得ないと考えた。
また，調査の実施時期についても，行事の時期と重なるなど市区町村や自
治会によって繁忙期が異なっているため 一律に調査するのは密難であった。
そこで，こうした市区町村の事情に配慮するため，調査実施時期，サンプル
数，調査を行ううえでの費用の負担方法(立て替え払い，切手を送付するな
ど)など調査実施内容の確認を行った。これは 7月26日に配布し， FAXでの
返信を求めるかたちで8月18日まで回答を求めた。
3.自治会への調査実施
自治会に対する調査票の配布は2006年8月19日から開始した。各市区IlJ村-
の調査実施時期，協力方法，サンプル数に応じて調査票を発送した。結果的
に配和サンプル数は32，298となった。各市IR町村における調査対象の決定は，
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市区U1T村の担当者に依頼した。その際，系統抽出の仕方についてのガイドを
同封し，それに基づいて無作為に抽出することを依頼した。これにより，市
区IlT村にとって頼みやすい自治会や役職付きの自治会にだけ調査票を配布す
ることを避けた。また，名簿等による自治会の連絡先を開示した市区町村の
分については，当方で系統抽出によるサンプリングを行い，個々の自治会に
対して郵送にて調査票を配布した。
調査票については229頁以下を参照されたい。調査票の記入は自記式であ
る。すなわち，調査対象となった自治会の代表者(おそらくは自治会長か役
員)が記入している。調査に際しては様々な問い合わせを受けた。あまりに
多数であり十分な記録ができていないが，調査への回答の仕方であるだとか，
調査内容が自治会の実態に郎していないという批判などが多く寄せられた。
これらは当方の調査設計における問題であり，よく反省する必要がある。な
お，今回の調査は市区町村を経由して回答を依頼したためか，それとも自治
会という組織を対象としたためか， Iなぜ自分が調査対象となったのかJとい
う!問い合わせはあまりなかった(あくまで印象に基づく)。自治会に対する
調査は12月24E3まで継続した。
4.追加調査
一連の調査実施プロセスにおいて，政令指定都市なとと大都市部の調査協力
が i一分に得られなかった。そのため，調査サンプルに都市部の自治会が少な
いというバイアスが生じていた。そこで，先に協力を得た都市を除く 9つの
政令指定都市に対して，手紙と電話を通して再度調査への協力依頼を行った。
すると，新たに 2市に協力を得た。さらに， 4市については自治会連合会の
紹介を受け，自治会連合会に依頼し 4市とも調査協力を得た。これにより，
新たに政令指定都市6市に対して追加調査が可能となった。本調査に協力し
た総市!豆町村は896にのぼる。
追加調査についても個々の市の事情を勘案して行い， 2006年10月221ヨから
2007年2月28日までに， 1，l40の調査票を配布した。これを加えると配布サ
ンプルの総数は33，438である。追加調査により，大都市部のサンプル不足と
いう問題にある程度対処することができた。
以上のプロセスを経て， 2007年4月20日までに18，404の調査票を回収した。
回収率は55.0%である。
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5.調査データの処理・結果の報告
田叙した調査票は点検(エディテイング)を行い， (株)福山コンサルテイン
グに送付してデータ入力を依頼した。入力されたデータは我々のプロジェク
トでデータ・クリーニングし，再度，福山コンサルテイングに市区町村ごと
の集計を依頼した。そのうえで， 2007年7月4日に調査結果の報告書と当該
市区町村のエクセル・データを送付した。
その後，総務省「新しいコミュニティ研究会J，自治体危機管理学会， 4市
町(東大阪市，岩手県紫波町，会津若松市，伊勢原市)から本調査に基づく
成果報告の要請を受け，講演を行った。
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現在、人々の生活や地域の様々な問題に対処するうえで町内会や自治会
など近隣住民組織がどのような働きをしているのか、また、町内会や自治
会等に対して、市町村がどのような支援や協力をしたらよいのかが、学術
的にも実際の政策作成においても重要視されています。
そこで、筑波大学では、文部科学省の特定Ij推進研究の研究助成(平成
17年度~平成 21年度)を得て、町内会や自治会等に対して、活動内容
や市町村との関係などの実態を把握し、今後の方向性を探るために、日本
初の全国調査を実施することにいたしました。
調査にご協力いただく町内会や自治会等は、市町村の承諾のうえ、無作
為に選ばせていただきました。結果は数値として集計いたしますので、
個々の回答者が特定されることはなく、また、調査の目的以外に利用され
ることは一切ございません。
ご自答いただいた調査票は、受け取ってから2週間以内に、市区町村の
担当者までご提出いただけますようお願いいたします。但し、市区間7村か
ら提出白の指定があった場合には、その期日までにと、提出ください。
お忙しいところ誠にお手数をおかけしますが、調査の趣旨をと理解いた
だき、ご協力いただけますようお願い申し上げます。
なお、本調査につきまして、お問い合わせ等ございましたら下記までお
願いいたします。
平成 18年 9月
筑波大学 人文社会科学研究科
教授辻中豊
{問い合わせ先]
筑波大学人文社会科学研究科
文部科学省特別推進研究グループ
罷宰栄山本英弘近藤汎之-大友貴史-三輪博樹
干305-8571 茨城県つくば市天王台 1-1-1
TEL:029-853-5793，6847，6512 
FAX: 029-853-7454 
E-mail : csginfor@sakura.cc.tsukuba.acjp 
※はじめに、この用紙の裏にある「記入上のお願い」をご覧ください。
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※左繍言問要。 I町内会自治会議査票|
記入上のお願い
1 ここで示す「豊治会jとは、町内会、自治会、行政区、区会、組など
近隣住民組織を指します。
2. i自治会長j芯ど会長己本人がお答えください。
3 ご記入は、万年筆、黒ボールペン又は濃い鉛筆でお願いします。
4 回答は、該当番号を口にご記入ください。
また、必要に応じて記号や番号にOをつけてください。
5. iその他Jを選ばれた場合は、( )内にその内容をご記入ください。
6.告質問が、ご回答していただく f自治会jの状況と合わない場合(非該
当)1訂正その「間番号jの上に×をつけてください。
以下は、別紙の f町内会・自治会調査票jのご回答後に、ご記入お願
いします。
争と、意見箱:現在、自治会で、行っている特色ある活動や特に工夫している
こと、新たに実施しようとしている取り組みなどがありまし
たら、ご紹介ください。また、今後の自治会のあり方やこの
調査に対するご意見などがありましたら、ご記入ください。
も:
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[色絵7自治会調査票|
間1.自治会が発足したのはいつ頃ですか。該当年号にもOをつけて
ください。「分からないJ場合は、[ )にOをご記入ください。
明治-大正・昭和・平成-西麿I I年頃発足
分からない() I i 
間2.自治会内の全世帯数と、自治会への加入世者数は、現在どのくら
いですか。また、自治会の下部組織がある場合は、その名称と
数をご記入ください。
全l i世帯のうち、 I I世帯が加入している
下部組織の名称はI Iで その数はI Iである
問3.自治会の役員は何人ですか(下部組織除く)。
また、役員iこはどのような職業の方が I I 
多いですか。主芯)1演に2つまでお答えください。 I I人
1.農林漁業 1位 2位
2 会社経営-自営業 5.退職者・年金受給者 1 1 
3.被麗用者(常勤) 6.専業主婦 I 1 
4 被雇用者{非常勤)¥"-ト等) 7.その他( ) 
間4.自治会長と自治会役員は、どのようにして選ばれますか。
時長は巳 役員は日
1.総会での選挙で選ばれる 4 もちまわりで選ばれる
2.役員間での互選で選ばれる 5.会長による指名(役員の場合)
3.役員会での推薦で選ばれる 6.その他( ) 
間5 昨年度 自治会は役員会を何回開催しまLtcb¥oI F 
間6.次にあげる中で、自治会の役割として重要芯ものはどれですか。
主なI1震に 2つまでお答えください。 1位 2位
1.地域内の住民の親睦を深めること
2 地域における生活環境の維持管理 山口
3.地域の問題への自主的取P組み 5.市町村への要望や働きかけ
4.市町村に対する協力 β その他( ) 
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間7.昨年度の自治会の収入の内訳と、一世帯当りの自治会費(1年分)
をご記入ください。
総収入 世帯からの 市町村から 委託業務 その他 1世情当りの自治会費 の補助金 の手数料 〕自治会費(1年分)
L五恒 万円 L五旦 万円 万円 円
間8.昨年度の自治会の支出の総額(A)(人件費芯ど活動費以外も含む)
と、次に挙げる活動 (B~J) についての支出額をと記入ください。
項目(活動) 支出額
A.支出の総額
B.地域の清掃
万円
や美化
C.地域の祭り 万円
D. スir-ツイヘ。ント
万円
(運動会芯ど)
E 文化的活動
万円
(講習・講演会等)
F.交通安全活動 万円
項目(活動) 支出額
G.防犯活動 万円
H 防災活動 万円
介護・
万円
福祉活動
J 公共施設の
万円
管理
K.その他
万円
※以下に示すn踏むは、自治会への加入世帯が住んでいる範囲を指します。
間9.(自治会のある)地域の郵便番号を 干 i 
ご記入ください。また、郵便番号をご存じ i 
では芯い方は、下記に現住所(町名・大字まで)をご記入ください。
現住所: ( 
??? ?? ?????????「?
?
??????????????↓?
?
??? 」???。???? ?
1 .活発になった
2.やや活発になった
3.あまり変わらない
4 あーにわていない己
5.活発になってい芯い
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問 11.地域の人口は、およそどのくらいですか。
また、地域の人口変動は、
以前 (5年位前)と比べていかがですか。
日やや減少している
減少している
?
???
?
増加している
やや増加している
あまり変わらない
?
????
?
現在、地域の世南構成はどうですか。主な)1演で3つまでご記入
ください。
間 12
口三口
外国人世帯が多い
その他〔
?。??
子どものいる核家族が多い
三世代以上の間信世帯が多い
夫婦だけの世帯が多い
高齢者だけの世帯が多い
単身世帯が多い
???
』?ィ
?
????
1位 2位 3位
日日日
集合住宅が多い
一戸建て住宅が多い
学校・研究所が多い
その地〔
間 13.地域は、どのような所ですか。
主な)1慎で 3つまでご記入ください。
「 ?
?
????
農林漁業が中心
工場が多い
オフィスが多い
お活が多い
??
」?ィ
?
?
?
地域の環境はいかがですか。次の各項目 (A-----G)について、
それぞれあてはまる番号にOをつけてください。
間14
一~項--目~地域主長「一一評一価」 優れて
やや やや 劣って優れて 普通 劣っている いる いる いる
A 住環境の快適さ(静けさ、清潔さなど) 2 3 4 5 
B 生活の手IJ便性(小売居、医療の充実など) 2 3 4 5 
C 交通の利便性(公共交通や道路整備など) 2 3 4 5 
D 生活の安全性(交通安全、防犯、防災など) 2 3 4 5 
E 自然環境の豊かさ(緑地や水辺など) 2 3 4 5 
F 伝統文化や地域の個性 2 3 4 5 
G 全般的芯環境の以前(5年位前)との比較 2 3 4 5 
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間15.地域全体を見て、世帯(住民)どうしは、日常的にどのような近
所つきあいをしていますか。
l 生活爵(日用品の貸し借りや相談など)で協力しあっている「一一寸
2. 臼常的に立ち話をする程度である ， 
3 あいさつ程度の最小限のつきあいしかない ___ -
4.つきあいは全くない
問16.住民による地域での活動は、盛んだと患いますか。
1 .盛んである
2.やや盛んである
3.ある程度
4.あまり盛んでは芯い
5.盛んではない
口
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「間 17Jで自答された活動のうち、自治会において最も重要
な活動はどれですが。当てはまる番号を、 1位 2位 3位
制!慎口つ
調査票付録2
間 18
「間 17Jで回答された活動のうち、次の各団体 (A----O)と
連携して行っている活動はありますか。当てはまる番号を、
主芯)1震に5つまでご記入くだ古い。
間 19
項目(団体)
活動の番号をご記入ください
1位 2位 3位 4位 5位|
A.市町村
B 自治会連合会
C 同じ地域で活動する地縁団体。NPOなどの市民団体
※NPOとは継続的、自発的に社会貢献活動を行う、営手IJを自的とし芯い団体の総称です。
間 20.自治会の活動を中心的に担っているのはどのよう芯人々ですか
主なI1慎に 2つまでお答えください。
????〈?? ? 〕?????
??〔
????「??
「???
農林漁業従事者
会社経営者・自営業者
被産用者(常勤)
被雇用者(非常勤 jドー ト等)
?
????
??
自治会では、地域の世帯(住民)に自治会からの情報を伝達する
とき、どのような手段を使っていますか。主な頗に4つまでご
記入ください。
間21
日口口口
8 有線放送(各戸内)
9.自治会だより
10.その他〔
お知うせの個別配布
回覧板
掲示板(張り紙)
電話連絡網
自治会のホームペーシや
携帯メールや電子メール
町内放送(屋外)
?
? 」 ?
?
，?
?
???
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間 22. 次にあげる自治会の活動 (A-----F)には、どれくらいの加入世
帯が直接的に参加していますか。
項1 、¥目¥白;白会舌動 -----参¥加¥度 8割以上 6~8 割 4~6 割 2~4 割 2割以下|
A.総会 2 3 4 5 
B 清掃・美化・リサイクル活動 2 3 4 5 
C 見回り(防犯・防災など) 2 3 4 5 
D 防災訓練 2 3 4 5 
E.交通安全の指導 2 3 4 5 
F 地域のお祭り 2 3 4 5 
G.スポーツ・レクリエーション活動 2 3 4 5 
」←←」一一一
間 23. 自治会では、市町村議会議員などの選挙のとき、自治会と
して推薦や支持をしていますか。
口いつもしている最近するようになった
する時もあるし、しない時もある
以前はしていたが最近はやめた
したことが芯い
??
「?
問 24. 自治会では、市町村等からどのような業務を依頼されますか。
主なI1演に4つまでご記入ください。
1立 2位 3位 4位
山口日日
お知らせ芯どの回覧
広報誌、の配布
募金活動
委嘱委員の推薦(民生委員など)
保険料の取りまとめ(年金、国民健康保険、簡易保険)
その他〔
ー ， ? 」 ?
??
? ?
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問 25.自治会は、地域の諸問題を解決するうえで、市町村とどのよう
な関係であることが望ましいですか。
1.自治会は、市田7村の業務を請け負うだけでよい
2.自治会は、住民と市町村の仲介役を果たすのがよい
3.自治会は、市西村と協働するのがよい
4 自治会は、市町村と独立して活動するのがよい
口
間 26 自治会では、市町村の政策実行に対するモニタリングを行って
いますか。 ζこで、モニタリングとは、政策監視・観察の意味で使
われ、日常的-継続的な点検のことを指します。
1.自治会に関係のあるものだけ行っている
2.自治会との関係有無にかかわらず、常に行っている
3.行っていない
口
間 27.自治会での要望や意見を政策に反映させるために、次にあげる
手段をどのくらい用いますか。
LVトヱ土 頻繁で やや ある あまり 全くある 頻繁で 程度 ない ないある
A.市町村の担当課に相談 2 3 4 5 
B 市町村の幹部に相談 2 3 4 5 
C 市町村議会議員に相談 2 3 4 5 
口 議員以外の地域有力者に相談 2 3 4 5 
E.自治会連合会などに相談 2 3 4 5 
F 市町村との懇談会などに出席 2 3 4 5 
G.市町村議会に請願・陳情 2 3 4 5 
H パブリックコメンド・広聴会 2 3 4 5 
*パブリックコメントとは、市町村が重要な施策の意思決定において、施策の案を公
表し、市民(住民)から意見の提出を広く求め、施策の決定を行うとともに、その意
見に対する市町村の考え方を公表する手続です。また、市町村によっては、市民
意見公募、意見募集、協同参画など異なった用語で使われている場合もあります。
問 28. 自治会の要望は、市町村にこれまでに
どのくらい受け入れられましたか。 日1.ほとんど受け入れられた
2 多少は受け入れられた
3.ある程度
4.あまり受け入れうれ芯かった
5. ほとんど受け入れられなかった
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間 29.自治会では、市町村に対してこれまで次の手段を用いて要望や
意見表明を行ったことがありますか。あてはまる番号すべてに
Oをつけてください。
1.署名活動
2.要望書の提出
3 集会
4.デモ、パレード
5.電子介)V.電話・手紙・はがきなど
6.情報公開請求
7 直接請求・監査請求
8.その他
問 30.自治会は、市町村の政策形成に対してどの程度の影響力をもっ
ていると思いますか。
1.影響力がある
2.多少はある
3.ある程度
4.あまりない 口
5.影響力がない
問 31. 自治会では、どのよう芯組織や団体(類似した名称を含む)
と連携して活動していますか。あてはまる団体すべての番号
ζ♀をつけてください。
子ども会 16 企業、工場など
2 青年間 17 労働組合
3 老人クラブ 18 まちづくり団体
4 婦人会 19 環境箆体
5 消防団、自欝屈など 20 育児などのサークル
6 小中学校のPTA 21 障害者団体
7 氏子会壇家組織など
22 介護や福祉ボランティア団体
8 社会議祉協議会
9 体育協会、体育振興会など
23 スポーツサークル
10.防犯協会 24 文芸・文化趣味サークル
11 他の自治会 25 住民運動図体
12 自治会連合会、連合町内会 26 議員後援会などの政治団体
13 高庖会、簡広街、商工会議所、 27 警察署
青年会議所など 28 消防署
14 農協、漁協、林組など 29 その他の団体
15 生協(生活協同組合)
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間 32.i間 31Jで回答された団体のうち、自治会内の組織となってい
るも明号間以机己巳口乙
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「間 31Jで回答された団体のうち、次の各項目 (A-----D)にあ
てはまる団体の番号を、主な)1震に 5つまでご記入ください。
問 33
項目(毘体との関係)
国体の番号をご記入ください
自治会が 1 {:立 2位 3 {:立 4 i立 5 {:立
A.情報を提供している団体
B. I構報提供を受けている団体
C 補助金や分担金を出している団体
D.補助金や分担金を受けている団体
自治会は、地域の諸問題を解決するうえで、 NPOなどの市民
団体との関係についてどのようにお考えですか。
間 34
巳連携して活動していきたい独立して活動したい(連携したいとは患わない)2 
間 35. 同じ地域で活動する NPOなどの市民団体と活動を連携してい
くうえで、問題がありますか。当てはまるものすべてにOをつ
けてください。
連携していない
連携に対する問題は特に芯い
役割分担の方法
費用負担の問題
考え方の相違
連携に対する地域住民の理解不足
その他〔
?
?????
?
??
??
??
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問 36.自治会では、次のことがら (A-----G)がどのくらい円滑に行わ
れていますか。苔項目 (A----G)についてそれぞれあてはまる
番号にOをつけてください。
---項--目~~(~と~と白ら --評---価
円滑で
やや
ある
あまり
円滑でi
ある
円滑で
程度
円滑で
はない
ある は芯い
A 役員の引きつぎ 2 3 4 5 
B 18来からの住民と新来の住民の交流 2 3 4 5 
C 世代間の交流 2 3 4 5 
D 加入世帯の活動への参加 2 3 4 5 
E，活動財源の確保 2 3 4 5 
F 集会や行事を行う施設の確保 2 3 4 5 
G 市町村の業務の遂行 2 3 4 5 
間 37.市町村の自治会への叡り絡みについてのr8.重要度Jと、現在
の fb.満足度」をおたすねします。次の告項目 (A-----H)につ
いて、それぞれあてはまる番号!こOをつけてください。
a.重要度 b.満足度
5平 {語
重要
や重要であ
程ある度
あ重要で草まはり
重要で l 
で
ある なは
I頁 自 し1
る
足;高
足や;である高
度ある程
不満であやる
不満で
である ある
し1
A且自治会への補助金・助成金 2 3 4 5 2 3 4 5 
B 行政情報の提供 2 3 4 5 2 3 4 5 
C.業務の委託 2 3 4 5 2 3 4 5 
。要望への誠実な対応 2 3 4 5 2 3 4 5 
E 地域問題の協議の場の提供 2 3 4 5 2 3 4 5 
F 自治会活動への支援全般 2 3 4 5 2 3 4 5 
一」一一 L 一一一
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間 38.市町村の政策の地域にとっての ia.重要度jと、現在の ib.満
足度j をおたすねします。次の各項目 (A~M) について、そ
れぞれあてはまる番号!こOをつけてくだきい。
a.重要度 b.満足度
評 {直
重要である や重要あで 度議
あ
重要で
足満である 足や満であ
程度ある
や
で不満
重要でま口 不満あやで
ないは ある
l真 自
る なは る る
し1
A 住環境の整備 2 3 4 5 2 3 4 5 
B コミュニティ・文化活動の活性化 2 3 4 5 2 3 4 5 
C 生活安全の確保 2 3 4 5 2 3 4 5 
D 公共施設の整備 2 3 4 5 2 3 4 5 
巳厚生・福祉・医療の整備 2 3 4 5 2 3 4 5 
F 学校教育-社会教育の充実 2 3 4 5 2 3 4 5 
G.環境問題への取り組み 2 3 4 5 2 3 4 5 
H 農林水産業の活性化 2 3 4 5 2 3 4 5 
1.工業・企業の誘致、活性化 2 3 4 5 2 3 4 5 
J.まちづくり・まちおこし 2 3 4 5 2 3 4 5 
K.観光の活性化 2 3 4 5 2 3 4 5 
L 霞際交流 2 3 4 5 2 3 4 5 
M 全般的な市lll1村の政策 2 3 4 5 
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問 39.あなたの性別と年齢をご記入ください。
性別は 1.男性「一一寸 年齢はI I歳
2.女性 I I I l 
間 40.あ芯たが、自治会のある地域に住み始めたのは、いつごろです
か。該当年号にもOをつけて、ご記入ください。
明治-大正-昭和・平成 I I 
西麿 I I年
悶 41.あ芯たが自治会長!こなられてどれくらいですか。 I I ~ 
但し、 1年未満の方は O年とご記入ください。 I Iザ
問 42. 公私ともに、あなたがおつきあいしている中に、次のような
方々はいうっしゃいますか。あてはまるものすべての番号にO
をつけてください。
1 .民生委員・児童委員 6. NPOなどの市民団体の役員
2.青年国・消防団役員 7 議員後援会など政治団体の役員
3. PTA役員 8.県や市町村の幹部(課長以上)
4.社会福祉協議会役員 9.地方議員・国会議員
5 協同組合-同業者組合役員 10 その他〔
間 43.自治会の要望や意見を表明するとき、次にあげる各機関 (A---
F)はどのくうい信頼できますか。それぞれあてはまる番号に
Qをつけてください。
~ 信頼 やや ある あまり 全く l できる 信頼 程度 信頼で 信頼でできる きない きない
点.市町村の行政機関 2 3 4 5 
B.市町村議会議員 2 3 4 5 
u. 菌の行政機関 2 3 4 5 
D 政党・国会議員 2 3 4 5 
E、裁判所 2 3 4 5 
ド警察署 2 3 4 5 
G，.マスコミ 2 3 4 5 
H.NPOなどの市民団体 2 3 4 5 
L... !_ 
υと。
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i . . l※左議定入不要 |自治体調査票(市民活動)I 
行政サービスと市民参加に関する自治体全国誤査
(市民活動担当部署)
回答上のご注意
。本調査では、貴自治体の住民自治・市民活動および行政サーどス全般につ
いておうかがいしております。質問には、市民活動に関する業務を担当さ
れている部署(談相当の単位)等、質問内容にお詳しい課長相当職の方が
ご回答くださいますようお騒い申し上げますの
。各質問へのお答えは、原則として黄自治体としてのお立場をお答えくださ
い。ただし、自治体としての公式の見解でなくても結構です。寅自治体と
しての回答が難しい場合には、回答されている方が普段お考えになってい
るご意見をご記入ください。
I .回答者ご自身についておうかがいします。
01 主たるご呂答者のご所属、役聴及び現所麗での在籍期間をお答えください。
市区町村
( 局)
役職
部1 諜
在籍期間:約 年間
I. 住民自治等についておうかがいします。
02. 自治会、町内会、区会等の近隣住畏組織(自治会等と呼ぶ)について定め
た条例・要鱗等がありますか。次のそれぞれについて、お答えください。
条例 要縞 なし
A. 自治会等の組織、名称号;に関するもの 2 3 
B.連合会・連合組織に関するもの 2 3 
C. 補助金の支出根拠に関するもの 2 
D 業務委託の相手方(行政連絡員等)に関するもの 2 
E その他( 1 2 3 
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03.黄自治体には、地域自治区、振興会といった、自治会等よりも大きな霊域
の近隣自治組織はありますか。ある場合には、その名称、広さ(中学校区
や!日町村)及び設置時期をお答えください。
1.ある 名称: 広さ:
2. ない 設震時期:西暦 年
04 貴自治体では、自治会等に業務の委託(事業実施に対する補助を含む)を
行っていますか。あてはまるものすべての番号にOをつけてください。
1. お知らせなどの@覧
2.広報誌の配布
7. 公共施設の管理
8.環境美化・清掃活動
3.募金活動 9. リサイクノレ・廃品等の収集
4.道路等の整備・補修
5. I坊犯・防災活動
10. 街路灯・防犯灯の設置・管理
11.その他
6.委嘱委員の推薦
05.黄島治体では、自治会等の振興につながるような支援や施策を行っていま
すか。あてはまるものすべての番号にOをつけてください。
1 .補助金の交付や資材の提供 6. 助言や情報の提供
2.住民への加入働きかけ 7.行事の共催
3. 活動の拠点繋備・提供 8.行政との定期的な会合の開催
4.行政への住民要望を受け付ける 9. その他
窓口を自治会等に一元化 ( 
5. 自治会結成・役員交代の把握
06.貴自治体では、次にあげる団体に補助金の交付や資材の提供などの支援を
行っていますか。
直接支援
自治会を 支援して 自治体内に
通して支援 いない 団体がない
A.子ども会 2 3 4 
B.婦人会 2 3 4 
C.青年国 2 3 4 
D.老人会 2 3 4 
E.消防[j 2 3 4 
F.防犯組織 I 2 3 4 
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07. 自治会等は、地域の諸問題を解決するうえで、市町村とどのような関係で
あることが望ましいですか。
1.自治会は、市U1T村の業務を請け負うだけでよい I 
2. 自治会は、住民と市!I月下fの仲介役を果たすのがよい 」一一J
3. 自治会は、市町村ーと協{動するのがよい
4. 自治会は、市町村と独立して活動するのがよい
08.黄自治体における、自治会等の現状や今後についておうかがいします。盈
てはまる番号iこOをつけてください。
: 1.そう思う 2.ある程度 :3. どちらとも 4.あまり 5.そう思わない;
そう患う いえない そう忠わない
A 担い手層の高齢化が進み、今後の活動の維持が危
2 3 4 5 
ぶまれる
8 加入率の抵ト-によって、従来から行われてきた活
2 3 4 5 
動の継続が困難になっている
C 情報伝達・親賎など日常の活動で‘行政がで、きない
2 3 4 5 
役割を来たしている
D 災害時の対応、など緊急時に不可欠の役割を果たす 1 2 3 4 5 
E 福祉、治安、まちづくりなどの分野で、行政に代
2 3 4 5 
わって住民ニーズに応えている
F 行政の施策・事業:の円滑な実砲のためには、自治
2 3 4 5 ・
会等の協力を得ることが不可欠で、ある
G 地区住民の意見を代表し、行政とのパイプ役とな
っている
l 2 3 4 。r
日 地区の課題について、住民の合意形成を図ること
2 3 4 5 
ができる
役員がi醤定化されるなど、運営の改善が必要な点 l 2 3 4 5 
がみられる
J. 自治会等に代わる組織や団体が育ちつつある 2 3 4 5 
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fi.貴自治体における行政サーピスについておうかがいします。
Q9. :!畿自治体では、下記にあげる取り組みを行っていますか。行っているも笠
すべての番号!こOをつけてください。また、導入年度(西暦)をご記入く
ださい。
工頁自 導入年度(西暦) 項目 導入年度(西暦)
A 市民参加 C 行磁ヰヰ価備き)
1.f(青公有文松滋開公条開例条悌
年度
22待針l五日iJl.践2 備策)
年度
2自治必本条例 年度 23.1却損1M訴，IU支(政策) 年度
3住民枝潔剣51J
24.行政lt'F-悩令部f)岱}~
年度 (-fllO)写河斜敬9 勾三IJE
4.ノ号ブVック・コメント 25.行制T俗説i巣の公1'WJ
年度 任当IIO)~lÇ;務冷却 年度
5モニタ一日jlJi支 年度 26.1'iJ:メ若干制1縦i*初公開。節約 年度
6オンブ2ズマンヴ長IJ(J{ 年度 27桁f!dN涌i献身ゆ公n再o!娘。 年度
7.務議会・犠智会ぴ政当持1I役 年度
8. iIi民会議・ワークショップ 年度 。事業委託
9.$民繍織を 年度 28. ~1rr1主管:Jlli絹ちti1支 年度
10.市町jミらの意見と回答の公fJ詩 今三JEt- 29.1'1リ議事室 年JjJ~
30.ヰ喋祝択の恕j句者約〉企澗 年度
B.情報公開 31.導鴇擁11ーの法制装(I)~澗 年度
11.首長矧識もの公jfJ 年度 32.慾口実害務の関潟委託 年度
12.議ウ会ェフ(祉本省gH錦繍織の
年度
33 揺コーlJliノ支L村セ染ン務タ等ーの委託
年度
13.議会 G委員会)悌盟冬物支 年i度 紘一部新鋭1合~のl広場前敬fIj岐 年度
14.議会倭員会)鯨i樹抑〉錦詩 年度
15議会俊民協議会)議報和〉公tj詩 年度 E その他
16.櫛絵・抱戦会(滞納肢 年度 :35.苛存資路現地主 年度
17.聡義会・懇談会側f釦つ公開 年度 36.タ同監査M度 年度
18.予算誌編i.x.'の榊i恥凶淵 年度 37バランスシー トの{怖主 年度
19. マ錦~;jと内谷の公lj詩 年度 お.千切&コスト計算警め{作戎 年度
39.織員挺案tiiU支 年度
C.街路平{箇 40. ff勾公澱w践= 年度
20.行暁鰍i¥ilQ主ト宮1知事手必要お 年度 41ワンストyプサービス 年度
1
21.1'w倒防!笠儲{Io.潟闘機 一一一一空些主主主くり条例 年度
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Q10.貴自治体は、下記にあげる行政サーピスを行っていますか。あてはまるも
のすべての番号1こOをつけてください。
A. 治安・防犯
1.治安対策担当職員の増員
(5年前との比較)
2.職員による巡回
3.住民による防犯活動への支援
4.防犯カメラ等の器具の設援
5.その他(
B.防災
6.消防・防災担当職員の増員
(5年前との比較)
7.防災器具の確保・整備
8住民による防災活動への支援
9.ハザードマップの公開
10.その他(
C.教育
11.教育担当職員のi曽員
(5 {i三f，Jとの比較)
12.少人数学級の編成
13.少人数学級・少人数学習のための
支援策
14.子どもがいる家庭への補助金制度
(小・ rt・高まで;お選び下さし、)
15.その他( ) 
D. 児童福祉政策
16.児童福祉担当職員の増員
(5年前との比較)
17.乳幼児のいる家庭への補助金制度
比一人殺家庭への補助金制度
19.出産・育児に関する独自支援策
20.その他(
E. 高齢者福祉
21.高齢者福祉担当職員の増員
(5年前との比較)
22.高齢者への手当等の補助金制度
23.高齢者への給食サービス等の支
援策
24.一人暮らしの高齢者への支援
策・サービスの実施
25.その他(
F. 環境保全
26.環境保全担当職員の増員
(5年前との比較)
27.1S014001認証取得等の環境管理
システムの導入
28.地域環境計闘の策定
29.住民が参加できる環境・公害対策
等の審議会・協議会の設置
30.家庭ゴミの有料化
(40L 円;ご記入下さし、)
31.その他(
G 産業振興
32.産業振興担当職員の増員
(5年前との比較)
33.黄自治体内の産業・H1'jJ高等への保
議・育成制度
34.寅自治体内で起業する人への施
設の貸与等の支援策
35.地元の青年会・商工会議所等との
事業や支援の1M働
36.その他(
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Q11. j愛自治体では、下記にあげる事業や施設の運営について、外部委託を行って
いますか。行っている場合には、その主体としてあてはまるものすべての織
ζζをつけてください。
委託の主体(あてはまるものすノくてに〆をつけてくださし、)
項自
外郭>1主体
NPO 自治会
広域行政
{E苦笑 第3
ilil支lilf本 町内会
一般事務 JHI現法人 福祉法人 そのfil
セクター 組合
l.一般ごみ収集
2し尿収集
3ホームヘノレバー派遣
4在宅配食サーどス
5学校給食
6道路維持補修・消j招待;
7.水道メーター検量i
8ニマメ処理施設
9下水処:盟締役
10.閣議;館
lVi~lmJ 
12保育所
13A楽譜老人ホーム
14児童館
15.体育館
16プール
17.陸上競技場
18.公民館
19コミュニティセンター
20水道メーター検針
米実施
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012.貴自治体の財政政策について、過去 10年間に、次にあげる取り組みを実
施または検討しましたか。あてはまるものすべての番号にOをつけてくだ
さい。
実施 検討中 未検討米実施
A.使用料・手数料の値上げ 2 3 
B. 法定外間的税 2 3 
C 法定外普通税 2 3 
D.他人住民税の超過課税 2 3 
E.法人関連税の超過課税 2 3 
F. その他の超過課税 ? 3 
N.葉自治体全般についておうかがいします。
013.貴自治体では、最近 10年間に市町村合併がありましたか。あった場合は、
合併した年を活躍でご記入ください。
1. 合併した(
2.合併していない
年) 巳
014.現在、貴自治体の議会において、首長を支持する議員の割合はどの程度で
すか。おおよそで結構ですので、最も近いものをご記入ください。「一一「
1.高い (2/3以上) 3.やや低い(半数以下) I 
2.やや高い(半数以上) 4. 低い (113以下) 一一一一
015.貴自治体の首長は、車近の選挙時にどこかの政党からの支援を受けました
か。あてはまるものすべての番号にOをつけてください。
1. 自民党
2. 公明党
3. 民主党
4.社民党 7.受けていない
5. 共産党 8. その他(
6. 地域政党
016.貴自治体では、過去に革新系の政党のみの支持・推薦からなる首長が就任
したことがありますか。
1. ある 2. ない 口
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017.貴自治体の議会について、次の項目にご記入ください。
A.失:議員定数(条例による規定がある場合) 人
B.議会事務局の職員数 入
C.昨年度の政務調査費 (1人当たり) 万円
D.議員提案条例(最近 10年) 件
018.貴自治体の議会では、各政党の立場に近い議員はどのくらいいますか。無
所属議員は立場の近い政党に含めてお答えください。
A.自民党系 % 
B.公明党系 % 
C.民主党系 % 
D.社民党系 % 
E 共産党系 % 
F 地域政党系 % 
G.その他( % 
019.貴自治体には、地域の経済や雇用に大きな影響力を及ぼす企業があります
か。ある場合は、その業種と貴自治体内でのおおよその従業員数をご記入
ください。
1. ある(業種 従業員数 人) 口2. ない
V. 貴自治体の市民活動担当部署(諜相当の単位)と思体とのかか
わりおよびご意見をおうかがいします。
020.市民活動担当部署では、NPO・市民団体とどのように関わってきましたか。
それぞれについて、あてはまるものすべての番号にOをつけてください。
1. NPO・市民団体から政策提言を受ける
2. NPO・市民団体に有償で業務を委託する
3. NPO・市民団体と共同で・フォーラム、イベント等を企画・運営する
4. NPO・市民団体から政策執行に対して支援や協力を受ける
5. NPO・市民団体に無償での行政支援を行う
6. NPO・市民団体が政策事訴子に対してモニタリング(監視)する
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Q21.市民活動担当部署では、次にあげる諸国体とどのように関わってきました
か。あてはまるものすべての番号に〆をつけてください。
許認可 ニモニタ 職員 業務 行政
行政指導 リング 派遣 委託 支援
A.自治会等
B.NPO・市民団体
c.環境問体
D.福祉岱体
E.労働組合
F 経済・賄工団体
G.農林水産業間体
日.外郭団体・第 3セクター
1.企業
J.その他
Q2.市民活動担当部署では、次にあげる行政の活動に各国体が参加しています
か。それぞれの活動について、あてはまる人や団体の織に〆をつけてくだ
さい。
審議会 計画策定 政策執行 行政評価懇談会
A.一般市民(個人)
B.自治会等
c. NPO・市民団体
D 環境団体
E.福祉団体
F 労働組合・団体
G.経済・商工団体
H.農林水産業団体
1 .外郭団体・第 3セクター
].企業
K.その他(
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023.市民活動担当部署では、自治会・町内会、 NPO・市民担体、それ以外の
諸国体 (022 の C~H) とは、次にあげる内容のためにどのくらい顔繁に接
触(面会、電話、手紙、 Eメールなど)しますか。
: 1.J' 1回以上 2.半年に i回以上 3.半年lこi回米満:
自治会等
NPO・ 諮問体
市民間体 (Q22のC--"ll)
A.団体から自治体に対する要望 2 1 つ 3 2 3 
13行政方針についての説明・説得 1 2 3 2 3 1 2 
C. ~・1111司の意見交換 1 2 3 1 2 3 1 2 3 
D.団体からの新規事業提案 1 2 3 1 2 3 2 3 
E 委託業務等についての連絡 1 2 3 2 3 1 2 
024.次にあげる人や集団は、市民活動担当部署が関わる政策・施策の立菜、決
定、執行のそれぞれに対して、どのくらいの影響力がありますか。次の尺
度にあてはめて点数をご記入ください。
覇王奇襲カなし
????
? 影響力あり
※立案、決定、執行のそれぞれについて点数をご記入ください
立案 決定 執行 立案 決定 執行
A.首長 K.都道府県議会議員
B 高1]首長(助役等) L 地元選出開会議員
C.寅部署 M.自治会・町内会
D.財務担当部署 N.NPO・市民団体
E.職員総合 O.環境問体
F.審議会・懇談会 P揺祉部体
G. rjJ央省庁 Q.経済・商工団体
H.都道府県 R.農林水産業団体
1.他の自i台体 S 外郭団体・第 3セクター
J.費自治体議会議員 'r.企業
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025. N P 0・市長田体に関して、次の意見に対してどのようにお考えですか。
市民活動担当部署の課長棺当職の方のお考えをお教えください。
:1.そう思う 2. ある程度 3. どちらとも 4. あまり 5. そう思わない;
そう思う いえない そう思わない
A. 政策の提案よりもサービスの供給を担っている
2 3 4 5 供i揺が強い
B り特をす定の対象とに難偏っており、サービスを均一に提
るこ カミ し 1 2 3 4 5 
C 専門的な知識やノワハウに欠ける部分がある ? 3 4 5 
D 継続的な活動をする基盤が弱い 1 2 3 4 5 
E. 行動政がよりもi日弊や慣習に縛られない先駆的な活
できる 2 3 4 5 
F 行政よりも受益者のニーズへ柔軟に対応で、きる 2 3 4 5 
G.行政よりも効率的なサービスを提供できる l 2 3 4 5 
日 行政よりも多元的な価値観を表現できる 2 3 4 5 
行政よりも公平なサーピスを提供できる 1 2 3 4 5 
j. 行政よりも腐敗・汚職の危険が少ない 2 3 4 5 
026. 自治体が諸団体 (022のC--H)と接触することに関して、どのようにお考
えですか。市民活動担当部署の課長相当職の方のお考えをお教えください。
;1 そう思う 2 ある程度 3 どちらとも 4 あまり 5 そう思わない:
そう思う いえない そう思わない : 
A.行政の主張に正統性を付与する 2 ワミJ 4 5 
B. 手Ij害調整に役立つ 2 3 4 5 
C.必要な情報を得ることができる 2 3 4 5 
D. 政策・施策への反対が緩和される 2 3 4 b 
E 市民参加を活発にする 2 3 4 5 
F.先進的な施策の実施に役立つ l 2 3 4 5 
G.行政運営の長期的な視野を欠く 1 2 3 4 5 
日.行政判断の自律性を失う l 2 3 4 5 
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次の意見に対する、市民活動担当部署の課長相当職の方のお考えをお答え
ください。
: 1 そう思う 2. ある程度 3 どちらとも 4 あまり 5 そう思わない;
: そう思う いえない そう思わない ; 
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九行政の評価主主計i~ としては政策の効率性が最も重要である 2 3 4 5 
13.1主しiやた政自策治体を行はどちらかといえば経済成長よりも環境保護を重視 2 3 5 ったほうがよい
C.I主!の主要な政策課題は地域防格差の是正である 2 4 5 
D 聞の権限のうち可能なものは自治体に委譲したほうがよい 2 3 4 5 
E 地方自主財源はさらに拡大されるべきで、ある 2 3 4 5 
F. i!名目自治体と都道府県との関係はこれからますます強くなる 2 3 4 5 
G.賞自治{本と I:jl:央省庁との関係はこれからますます強くなる 2 3 4 5 
H.広域行政に向けた取組はいっそう推進されるべきである 7 4 5 
i税負担を増やせない以上、行政サービスが低下しても仕方がない 2 3 4 5 
j 行が政よいサービスのうち民間でできる業務はなるべく委設したほう 2 3 4 5 
K.企業は手1J，;f追求だけでなく社会資献も行うべきである 2 3 4 5 
L.1茶々 要な団体あの活動は、!主i氏の要求やニーズを政治に反映するため 2 3 4 5 に必でる
M. rl'ï民の箆接lí~Jな政治参加はもっと促進されるべきである 2 3 4 5 
N 留の行政運営は全般的にみて満足できる 2 3 4 5 
O.I!各自治体の運営には全体的にみて満足できる l 2 3 4 5 
028.捧々な市民の意見を政策に反映させる方法としてどのような方法が望まし
いですか。主なIi慣に3つまでご記入ください。 H立 21立
口口己
8.審議会への公募住民の参加
9.市民会議
10.直接請求(条例の制定・改鹿)
11.住民投票(条例に基づく)
12.その他( ) 
市民アンケート
市政モニター
公聴会・住民説明会
シンポジウム・ブォーラム
地区別懇談会
ノミフlリック・コメント
ワークショップ
????
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Neighborhood Associations and Governance in Japan: 
Self-governance， Social Capital， Social Networks， and Local Governance based on 
The First National Survey ofThirty Thousand Associations 
Yutaka TSUJINAKA (Chair， Doctoral Program in Intemational and Advanced Japanese 
Stlldies， Professor， University ofTsukllba， Japan) 
Robert PEKKANEN (Chair， Japan Studies Program， Associate Professor， The HemγM. 
Jackson School of1nternational Studies University of Washington 
Seattle， U.S.A.) 
Hidehiro YAMAMOTO (Researcher， Doctoral Program in lnternational and Advanced 
Japanese Stlldies， University ofTsllkllba， Japan) 
This book probes the relationship between neighborhood associations (ト~HAs) and 
local governance in Japan， and the general relationship between civil society 
organizations and the state. Japan is home nearly 300，000 neighborhood associations 
(NHAs)， variollsly called in Japanese jichikai， chonaikai， kukai， among other names. 
NHAs are key elements in constructing local governance. They cooper割eclosely with 
local government， involve the active participation of tens of l1illions of citizens， foster 
social capital， provide Jocal services directly， and se1've as the nexus fo1' netwo1'ks of 
local organizations. At the same time， this astounding ubiquity of NHAs makes them 
Japan 's 110St nllmerous fo1'm of civil society organization. NHAs are also the 110st 
comprehensive; in formal membe1'ship they encompass a la1'ge majority of Japanese 
citizens. An eye-popping 98% of the local governments reported their collabOJ前 ion
with these associations in their daily work. In real ways， NHAs are at the core 01' local 
govemance in Japan. Of course， such a study inevitably also raises questions of the 
relationship between government and civil society groups， and we conclude that civil 
society g1'oups working in close cooperation with the state can contribute mightily to 
governance without losing their civil society character. 
We found that NHAs contribute to governance in four ways. First， NHAs serve as 
vehicles for the creatlon and sustenance of social capital. Second， NHAs function as a 
nexus or hub for local organizations， including both oftshoots such as Elderly Persons' 
Groups (ro)・inkai)and Children's Groups (kodomokai) and a broader variety of local 
groups such as NPOs， firefighters， and social welfare groups. Third， NHAs support local 
government activities through information dissemination and coordination. Fourth， 
NHAs themselves engage in some direct service provision. 
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We a1so found patterns ¥vithin these re1ationships. For examp1e， urban and rural 
NHAs can contribute to governance in distinctly different manners. Small rura1 NHAs 
are effective at promoting social capital. However， they do not have the sca1e， or 
iinancial resources， towork in wel1are provision 01' to coordinate effective1y with 10cal 
social welfare groups. These NHAs typically have greater leve1s of general participation 
and more democratic leader叶1ipselection procedllres. On the other hand， large llrban 
NHAs are not as effective at promoting social capital， blt they do have the scale and 
resources to work with a lan!e number of local onwnizations in order to more b'" ....~A.... .....，_... ... ，"'...... "-JAb 
effectively provide services. Such NHAs tend to be characterized by higher levels 01' 
organizational oligarchy. These alternative paths to contributing to local govemance 
highlight the diversity of NHAs across Japan， and the need tor a national-level study 
sllch as this one. 
Previous studies ofNHAs have been burdened by scale. The large number ofNHAs 
and their smaJl scale made them difticult to study as a group. Previolls analyses relied 
on case studies or small scale regional surveys. These have been immensely valuable in 
building our knowledge ofNHAs. However， they need to be sllpplemented by a national 
level study， otherwise we cannot assess questions of regional variation. Moreover， a 
national level study provides greater insight into the questions of contTibutions to local 
governance， because we can also take advantage 01' variation provided by differing 
patterns of local administration cooperation. Because of the immense financial and 
logistical difticulties involved， no nation-wide survey had been attempted until the JIGS 
(Japan Interest Group Study) team conducted this survey of more than 33，000 NHAs. 
With a response of over 18，000 NHAs (55% response rate)， we have at last a solid base 
for a national-level study. As expected， regional patterns did emerge. For example， 
NHAs in Chugoku and Shikoku are smaller in scale than those in the rest ofthe country. 
Nearly half (46%) ofNHAs in these regions number fewer than 50 households. 
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